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本編 

Ⅰ． 平成25年度の業務概要 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所 (以下「研究所」という。) は、平成18年4月1日をもって独立行政法人

産業安全研究所と独立行政法人産業医学総合研究所の統合により、厚生労働省を主務省とする非特定独立行

政法人として発足した。本報は研究所発足8年目の業務報告書である。 

年度当初の役員・職員数は105名 (うち研究職員87名) であり、理事長、理事2名、監事2名 (うち1名は非常勤)、

総務部、研究企画調整部、労働災害調査分析センター、国際情報・研究振興センター及び9研究グループの体

制である。 

予算 (決算) 額は厚生労働省からの20億6,464万円 (運営費交付金20億1,454万円、施設整備費補助金5,010

万円)のほか、外部研究資金の獲得として競争的研究資金4,476万円、受託研究6,499万円がある。また、施設貸

与111万円、特許権の実施許諾、成果物の有償頒布化により30万円の自己収入を得た。 

以下に平成25年度の業務実績を示す。 

 

1. 労働現場のニーズの把握と業務への反映 
労働現場のニーズの把握については、研究所主催による｢安全衛生技術講演会｣や企業、団体等による研究

所見学、業界・事業者団体が開催する講演会、シンポジウム及び研究会への参加、個別事業場訪問などあらゆ

る機会を利用して、調査研究に係る労働現場のニーズや関係者の意見を積極的に把握した。また､平成24年度

に引き続き、東日本大震災に伴う労働災害発生等を端緒として「東日本大震災における復旧作業時の石綿飛散

状況把握及びばく露防止対策｣を実施したほか、職業性疾病の発生を端緒とする調査研究として「塩素系有機溶

剤の複合ばく露による生体影響に関する研究」を引き続き実施した。また、労働現場における調査を伴う研究とし

て、引き続き、「建設業における職業コホートの設定と労働者の健康障害に関する追跡調査研究」等を実施した。

研究課題の内部、外部評価に当たって、労働現場のニーズを踏まえたものになっているかについても重点的に

審査した。 

厚生労働省安全衛生部の実務者と研究所研究員との間で5月に集中的に意見・情報交換を行い、安全衛生行

政上の課題把握に努めるとともに、平成25年度を初年度とする第12次労働災害防止計画における研究所の役割

等について詳細に意見交換を行った。また、12月に厚生労働省の実務者と研究所研究員との間で会議を開催し、

行政施策の展開の実施に必要な調査研究テーマについて検討を行った。行政からの要請を受けて、法令、構

造規格、通達等の改廃に必要な基礎資料を提供することを目的として、8課題の調査研究を実施した。また関東

労災病院と腰痛研究についての共同研究を引き続き実施し、労働現場の研究ニーズの把握に努めるとともに、

保健医療職の交代勤務に伴う健康障害の予防に関する研究も共同で実施した。 

労働安全衛生に関連した国内外の学会、会議等に研究員が積極的に参加し、将来生じうる労働現場のニー

ズの把握に努めた。平成26年1月に客員研究員・フェロー研究員交流会を開催し、研究所の現状を報告するとと

もに、大学・研究機関・企業等における労働安全衛生上の研究動向等についての講演、情報交換を行った。ま

た、産業医科大学との研究交流会を平成25年11月に産業医科大学で開催し、施設見学会、研究発表、討論、意

見交換を行った。日本機械工業連合会、日本電機制御機器工業会、日本建設業連合会、仮設工業会、日本トン

ネル技術協会、日本推進技術協会、住宅生産団体連合会、全国低層住宅労務安全協議会、日本水道施設協会、

日本スーパーマーケット協会、日本パレット協会、日本溶接協会、日本保安用品協会、中央労働災害防止協会、

日本作業環境測定協会、労働者健康福祉機構をはじめとする業界団体等との間で、労働安全衛生に関する調

査研究について、意見・情報交換を行った。 

 

2. 労働現場及び行政ニーズに沿った調査及び研究の実施 （関連資料 表1-1～表1-4） 
第二期中期計画(以下「中期計画」という。) 及び平成25年度計画に基づいて、プロジェクト研究12課題を実施

した。 

基盤的研究については、東日本大震災対応課題をはじめ、年度途中から開始した課題を含め、37課題の基

盤的研究を実施し、このうち13課題については、大学、民間企業等外部機関との共同研究として実施した。 
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基盤的研究についても、プロジェクト研究等と同様、研究実施の背景、研究目的、実施スケジュール等を記載

した研究計画書を作成することにより適切な実施を図った。また、全ての研究課題について、研究計画及び研究

の進捗状況等を内部評価会議で評価し、その結果を予算配分や研究計画の変更等に反映させた。 

「産業現場における危険・有害性に関する研究」の分野においては、平成26年度から開始するプロジェクト研

究「電気エネルギーによる工場爆発・火災の防止に関する研究」の萌芽的研究として、「双極性防爆構造除電器

の開発」を実施し、開発した除電器に関する技術を同プロジェクト研究のサブテーマである「粉体の静電気帯電

の測定技術及び防止技術の開発」に組み込んだ。 

行政からの要請を受けて、「産業用ロボットの安全対策に関する調査研究」をはじめ8課題についての調査研

究を実施し、報告書を提出した。 

「産業用ロボットの安全対策に関する調査研究」における研究成果を踏まえ、平成25年12月24日に産業用ロボ

ットに係る労働安全衛生規則に係る通達が一部改正されるとともに、産業用ロボットと人との協働作業が可能とな

る安全基準の明確化に関するパンフレットが厚生労働省により作成・公表された。また、「建築物の解体工事に

おける安全対策に関する基礎的研究」における検討結果を踏まえ、平成26年2月3日にワイヤーソーイング工法

安全作業指針が策定された。 

外部研究資金により、研究員が研究代表者を務めた29課題及び分担研究者あるいは共同研究者となった13

課題の研究を実施した。 

 

3. 研究評価の実施 
平成24年12月に改正された「国の研究開発評価に関する大綱的指針」(平成24年12月6日内閣総理大臣決定)

に基づき、内部評価規程及び外部評価規程を平成25年8月に改正した。研究評価は、他の研究機関等の行う研

究との重複の排除及び大学等との共同研究における研究所の貢献度を研究計画作成時に明確にさせた上で実

施した。 

1) 内部評価 

内部評価については、平成25年度計画に基づき、すべての研究課題を対象として年2回行った。 

研究員について、① 研究業績、② 対外貢献、③ 所内貢献(研究業務以外の業務を含む貢献)の観点からの

個人業績評価を引き続き行った。当該業績評価は、公平かつ適正に行うため、研究員の所属部長等、領域長及

び役員による総合的な評価の仕組みの下で実施した。評価結果については、人事管理等に適切に反映させる

とともに、評価結果に基づく総合業績優秀研究員(4名) 、研究業績優秀研究員(2名)及び若手総合業績優秀研究

員(2名)を表彰し、研究員のモチベーションの維持・向上に役立てた。 

研究課題について、公平性、透明性、中立性の高い評価を実施するため、事前評価では、目標設定、研究計

画、研究成果の活用・公表、学術的視点等5項目について、中間評価では研究の進捗及び今後の計画、行政

的・社会的貢献度、研究成果の公表、学術的貢献度等5項目について、終了評価では目標達成度、行政的・社

会的貢献度、研究成果の公表、学術的貢献度等5項目について、それぞれ5段階の評価を行い、その結果を研

究計画や予算配分等に反映した。また、前年に引き続き追跡評価を試行的に実施した。 

2) 外部評価 

平成26年度に開始予定のプロジェクト研究(2課題)の事前評価、平成25年度が3年目となるプロジェクト研究（1

課題)の中間評価、平成24年度に終了したプロジェクト研究(4課題)の事後評価及び平成25年度に終了するプロ

ジェクト研究（3課題)の終了評価をそれぞれ行った。公平性、透明性、中立性の高い評価を実施するため、事前

評価では目標設定、研究計画、研究成果の活用・公表、学術的視点等5項目、中間評価では研究の進捗及び今

後の計画、行政的・社会的貢献度、研究成果の公表、学術的貢献度等5項目、終了評価及び事後評価では目標

達成度、行政的・社会的貢献度、研究成果の公表、学術的貢献度等5項目についてそれぞれ5段階の評価を行

った。 

評価委員の内訳は、産業安全及び労働衛生の両分野の学識経験者が9名、経済界、労働界等の有識者3名

であった。 

平成25年度の外部評価の結果及び業務への反映については、報告書として取りまとめ、その全文を平成26年

3月14日に研究所ホームページに公表した。（http://www.jniosh.go.jp/about/outsideValuation/H25.html) 
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外部評価会議委員一覧 

外部評価会議委員(敬称略・50音順) 
委員長 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

中村 昌允 

青木 和夫 

岡野 一雄 

川上 憲人 

小泉 昭夫 

佐藤 研二 

能美 健彦 

藤田 俊弘 

保利  一 

松原 雅昭 

横山 和仁 

渡邊 法美 

東京農工大学工学府産業技術専攻 教授 

日本大学大学院理工学研究科 教授 

職業能力開発総合大学校電気システム工学科 教授 

東京大学大学院医学系研究科 教授 

京都大学大学院医学研究科 教授 

東邦大学理学部生命圏環境科学科 教授 

独立行政法人医薬基盤研究所 創薬支援戦略室東日本統括部コーディネーター 

IDEC株式会社 常務執行役員技術戦略本部長 

産業医科大学産業保健学部 教授 

群馬大学理工学研究院 教授 

順天堂大学大学院医学研究科 教授 

高知工科大学マネジメント学部 教授 

 

 

4. 労働安全衛生に関する法令等の制定・改定への科学技術的貢献 （関連資料 表2-1～表2-3） 
「機械類の安全性」、「静電気安全」、「温熱環境」等の分野をはじめとして19名の役職員が、ISO、IEC、JIS等国

内外の基準の制定・改定等を行う57件の検討会等へ委員長等として参画し、知見、研究所の研究成果等を提供

するとともに、国際会議に研究員が日本の技術代表等として出席した。 

出席した国際機関委員会等に研究成果を提供する等貢献するとともに、11課題が労働安全衛生法関係省令、

指針、通達等18件に反映された。 

 

5. 原著論文、学会発表等の促進 （関連資料 表2-4～表2-20） 
平成25年度の講演・口頭発表等は367回となり、平成25年度計画に掲げた数値目標である研究員一人あたり4

回に対して4.2回となった。また、同年度論文発表等は355報となり、同目標の研究員一人あたり2報に対し4.1報と

なり、それぞれ目標を達成するとともに、国内外の学会活動及び学術誌の発行への協力を行った。 

また、10名(延べ)の研究員が、地盤工学会、日本産業衛生学会等の論文賞等6件を受賞した。 

 

6. 研究成果情報の発信 （関連資料 表2-21～表2-23） 
1) ホームページ 

「親しまれる研究所ホームページ」をコンセプトとして、内容の充実に努め、研究所が刊行する国際学術誌

「INDUSTRIAL HEALTH」、和文学術誌「労働安全衛生研究」、特別研究報告等の掲載論文、技術資料等の研究

成果の全文を公開するともに、閲覧者の利便性向上の観点から、必要に応じて日本語及び英語による要約を併

せて公開した。 

研究所が刊行する国際学術誌「INDUSTRIAL HEALTH」、和文学術誌「労働安全衛生研究」も引き続き、J-

STAGE(科学技術情報発信・流通統合システム／(独)科学技術振興機構)で公開した。 

東日本大震災の復旧・復興工事の労働災害防止に資するため、平成23年度に設置した研究所ホームページ

の震災関連情報コーナーを平成25年度も継続した。 

視認性・操作性の確保・向上を図るため、「高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機器、ソフトウ

ェア及びサービス－第３部：ウェブコンテンツ（JISX8341-3）」に対応するよう新しいホームページを製作した。 

イベント等は開催告知だけでなく、終了後の開催報告も早期のタイミングでホームページに掲載した。 

研究所ホームページ上の「研究業績・成果」、「刊行物（「INDUSTRIAL HEALTH」、「労働安全衛生研究」等）」

へのアクセス件数は年間195万件となり、年間目標65万件程度の3倍となり、平成23年度(96万件)、平成24年度

（136万）、25年度の3年間で427万件となった。 

2) 刊行物、メールマガジン、報道等 

平成24年度労働安全衛生総合研究所年報を発行するとともに、メールマガジン (安衛研ニュース)の内容の充

実を引き続き図り、原則月1回1,725件(月平均値・24年度より423件増)に配信し、内外における労働安全衛生研究
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の動向、研究所主催行事、刊行物等の情報提供を行った。 

また、特別研究報告SRR-No.43を刊行し、平成24年度に終了したプロジェクト研究について、その研究成果の

広報を図った。 

さらに技術指針TR-No.45「粉じん用電動ファン付き呼吸用保護具技術指針」を刊行し、研究所ホームページ

に全文を掲載した。 

その他、一般誌等に113件の論文・記事を寄稿し、研究成果のより分かりやすい普及等に積極的に努めた。 

また、国内のテレビからの取材5件のほか、静電気防止、腰痛対策、タブレット端末を利用した安全教育等に

ついて新聞・雑誌等からの取材22件に協力した。 

 

7. 講演会等の開催 （関連資料 表2-24～表2-29） 
1) 安全衛生技術講演会 

安全衛生技術講演会を平成25年11月に東京都及び仙台市、12月に大阪市の3都市において開催した。平成

25年度は、「第12次労働災害防止計画を踏まえた安全衛生対策の進め方」をテーマとし、6名の研究員及び1名

の外部講師による講演を行った。参加者は、企業の管理者・安全衛生担当者を中心に全体で447名であった。参

加者へのアンケート調査によれば、「良かった」又は「とても良かった」とする割合が76%であった。 

2) 国際会議の開催及び他民間機関等との共催 

平成25年10月に「墜落災害の防止と防護に関するワークショップ」を、また、平成25年11月にUS NIOSH講演会

「カーボンナノチューブのリスクアセスメントその現在と未来」を開催した。 

その他民間機関との共催による講演会等として、一般社団法人日本粉体工業技術協会との共催による粉じん

爆発・火災安全研修(初級)、四国地区電力需用者協会等との共催による電気関係災障害防止対策講習会を開催

した。 

3) 研究所一般公開 

清瀬地区で平成25年4月17日に、登戸地区で同年4月21日に、それぞれ一般公開を実施し、研究成果の紹介

及び研究施設の公開を行った。参加者数は、清瀬地区400名、登戸地区108名で合計508名であった。 

4) その他 

その他、国内外の研究研修機関、大学、業界団体、民間企業等26機関、合計411名から随時の見学希望に対

応した。また、平成25年8月7日及び8日に開催された厚生労働省子ども見学デーに参加し、研究成果の発表・実

演、研究所の紹介を行った。見学者数は2日間で407名であった。 

 

8. 知的財産の活用促進 （関連資料 表2-30～表2-34） 

研究所が保有する登録特許総数は39件であり、新規に4件の特許を出願して特許出願総数は11件となった。

また、特許を含めたTLO委託総件数は8件である。 

特許権の取得を進めるため、年度末に行う研究員の業績評価において「特許の出願等」を評価材料の一つと

して評価を行うとともに、特許権の取得に精通した清瀬・登戸両地区の研究員を業務担当者として選任し、特許

取得に関する研究員の相談に対応した。 

なお、知的財産の活用促進への理解を深めるため、4名の研究員に「知的財産権研修(初級)」を受講させた。

今後も毎年度計画的に受講させることとしている。また、産官学連携を活性化するため、1名の職員に「知的財産

権研修（産官学連携）」を受講させた。 

知的財産の活用促進を図るため、39件の登録特許について、研究所のホームページにその名称、概要等を

公表した。  

 

9. 労働災害の原因調査等の実施 

1) 労働災害の原因調査等の実施 

労働災害の原因の調査等の実施状況は、大阪府堺市内の銅合金製造工場で発生した爆発に関する災害調

査をはじめ、厚生労働省からの依頼に基づき開始した災害調査は17件であった。 

災害調査、鑑定等の報告書を送付した労働基準監督署及び都道府県労働局に対するアンケート調査を実施

したところ、労働基準監督署等において、災害の再発防止のための指導や送検・公判維持のための資料として

活用したとする割合は97％であった。 
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2) 原因調査結果等の報告 

10件の災害調査、20件の刑事訴訟法に基づく鑑定等、16件の労災保険給付に係る鑑別、鑑定等について、

それぞれ依頼先に調査結果等を報告した。 

3) 鑑定・照会等への積極的な対応 

労働基準監督署、警察署等の捜査機関からの依頼に基づき平成25年度に開始した鑑定等は20件、労働基準

監督署等からの依頼による労災保険給付に係る鑑別、鑑定等は14件であった。 

4) 調査内容の公表 

平成25年度においては、公表可能となった災害調査報告書はなかった。 

 

10. 労働安全衛生分野の研究振興 

1) 国内外の技術・制度等に関する調査 （関連資料 表2-1～表2-3） 

国際会議への職員派遣、ISOやOECDの国際会議等の機会を利用し、国内外の研究所・諸機関が有する知見

等の調査、情報収集を行い、国内関係機関等に提供した。 

2) 労働安全衛生重点研究推進協議会 （関連資料 表2-27） 

労働安全衛生重点研究推進協議会において、平成22年10月に取りまとめられた「今後おおむね10年間の労

働安全衛生研究重点3研究領域22優先課題」について、引き続きホームページにおいて普及啓発に努めた。 

また、平成25年10月に労働安全衛生研究の普及・振興を目的とした「墜落災害の防止と防護に関するワークシ

ョップ」を開催し、海外の研究者・政府機関関係者による特別講演及びパネルディスカッションを行うとともに、今

後の研究戦略についての情報収集に努めた。 

3) 最先端研究情報の収集 （関連資料 表3-1～表3-2） 

客員研究員・フェロー研究員交流会や産業医科大学との研究交流会、研究協力協定を締結した大学・研究機

関との共同研究、研究員の国際学会への派遣等を通じて、内外の最先端研究情報の収集に努めた。 

4) 国際学術誌及び和文学術誌の発行と配布 

a. INDUSTRIAL HEALTH （関連資料 表3-3～表3-6） 

国際学術誌 INDUSTRIAL HEALTH を年6回刊行し、国内557件、国外391件の大学・研究機関等に配布した。

このうち、第51巻第1号では、「気候変動と職業性暑熱対策」に関する特集号を企画し、当該分野における世界各

国の代表的研究者らによる巻頭言に始まり、国内外からの総説2編、原著9編、短報2編の論文を掲載した。また、

第5号では「職業性疾病・障害の社会経済学的影響」をテーマとする特集号を企画し、原著6編、短報1編を掲載

した。 

INDUSTRIAL HEALTH誌への投稿論文数は245編で、そのうちの掲載論文数は70編であった。また、掲載論

文の国別／地域別内訳は、欧米34.3％、アジア・オセアニア25.7％、日本(当研究所を除く)34.3％、当研究所

1.4％となっており、広く国内外からの投稿論文を集めた。 

INDUSTRIAL HEALTH誌のインパクトファクターは、目標の0.8を上回る1.045となった。 

J-STAGE(科学技術情報発信・流通統合システム／(独)科学技術振興機構)を通じINDUSTRIAL HEALTH誌の

創刊号からの全掲載論文が閲覧可能であること、受理論文の刊行前早期公開(Advance Publication)、更には海

外のデータベースサービス(PubMed, CrossRef, EBSCO, INSPEC, ProQuest 等)との相互リンクが年々増加して

いることから、平成25年度は世界各国から書誌事項に26万件を超えるアクセス、並びに前年度を上回る9万件超

の全文ダウンロードが行われるなど、幅広く活用された。また、INDUSTRIAL HEALTH誌の更なるグローバルオ

ンライン閲覧の増加を目指すために、平成26年の秋口実施を目処にPubMed Central (PMC) への掲載論文全文

掲載に向けての申請準備を行った。 

平成23年度からの「オンライン投稿・査読システム／Scholar One Manuscripts」の導入により、引き続き投稿論

文の受付から審査、その他各種編集業務の大幅な効率化を図ることができたと同時に、同システム導入以前と比

較して、年間論文投稿数がおよそ30％増加した。 

b. 和文学術誌「労働安全衛生研究」 

和文学術誌「労働安全衛生研究」を年2回刊行し、国内約900の大学・研究機関等に配布した。 

J-STAGE(科学技術情報発信・流通統合システム／(独)科学技術振興機構)に掲載し、全論文を検索し、閲覧

できるようにしている。 
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11. 若手研究者等の育成への貢献 （関連資料 表3-7～表3-10） 

1) 連携大学院制度の推進 

連携大学院協定を締結している7大学のうち、長岡技術科学大学、日本大学、東京電機大学及び北里大学に

おいて、研究員が客員教授等として6名、客員准教授等として6名が任命され、教育研究活動を支援した。 

連携大学院協定に基づき、東京電機大学大学院の大学院生1名の修士論文審査を行った。 

2) 大学客員教授等の派遣 

東京大学、東京農工大学等17大学に対して19名の研究員が客員教授、非常勤講師等として支援を行った（連

携大学院制度に基づく派遣を除く）。 

3) 若手研究者等の受入れ 

連携大学院制度に基づく研修生1名を始め、内外の大学・研究機関から計63名の若手研究者等を受け入れ、

修士論文、卒業論文等の研究指導を行った。 

4) 労働安全衛生機関の支援 

労働政策研究・研修機構労働大学校の産業安全専門官研修、労働衛生専門官研修、新任労働基準監督官研

修等外部機関が行う研修の研修生を受け入れ、最新の労働災害防止技術等について講義等を行った。 

このほか、都道府県労働局が実施する技術研修、中央労働災害防止協会、産業保健推進センター等が行う研

修会等に対し、講師として多くの研究員を派遣した。 

 

12. 研究協力の促進 

1) 研究協力協定等 （関連資料 表2-27，表3-11～表3-12） 

これまでに研究協力協定を締結した国外の研究機関は合計で6か国12機関であるが、このうち現在も協定

期間中の10機関の研究機関と労働安全衛生関係の幅広い分野において研究協力協定に基づく共同研究、情

報交換、研究協力を進めた。 

a. 米国 

米国国立労働安全衛生研究所(US NIOSH)とは、研究協力協定の更新を行い（平成25年10月）、次の活動を

実施した。 

・「墜落災害の防止と防護に関する国際会議」International Conference on Fall Prevention and Protection 2013

を当研究所で開催した（平成25年10月23～25日、清瀬地区）。US NIOSHは、当会議を後援するとともに、同

研究所の博士（Chief, Protective Technology Branch）が特別講演とパネルディスカッションに参加した。 

・US NIOSHとの共同シンポジウムであるOccupational health topics for the risk assessment of CNT and CNFを

名古屋国際会議センターで開催した（平成25年10月30日）。 

・US NIOSH講演会「カーボンナノチューブのリスクアセスメントその現在と未来」を当研究所で開催した（平成

25年11月1日、登戸地区）。 

b. 韓国 

韓国産業安全保健研究院(OSHRI)からは、前述の国際会議に併設された「墜落災害の防止と防護に関する

ワークショップ」に、安全工学室長他１名の参加を得て、韓国における労働災害の発生状況に関する特別講演、

情報交換などを行った（平成25年10月24日）。また、当研究所の感電災害の防止に関する研究に関連して、産

業安全保健研究院の協力を得て、労働安全衛生研究誌に共同で「韓国における感電災害防止の現状」を発表

した。 

韓国ソウル科学技術大学（旧韓国ソウル産業大学）とは、電気安全及びボイラの防爆に関してソウル科学技

術大学の教授と情報交換を行った（平成25年6月2日、3日）。また、可燃性粉体の着火性に関する研究にソウル

科学技術大学の教授の実験協力を得て、その結果をまとめ、特別研究報告誌に発表した。 

c. その他 

シンガポールで開催されたアジアパシフィック安全シンポジウム（APSS2013）に研究員9名が参加し、環太平

洋各国の研究者と安全分野全般にわたる労働災害防止対策について意見交換を行った（平成25年10月17日、

18日）。 

2) 研究交流会等 （関連資料 表3-1～3-2，表3-12） 

フェロー研究員として43名(うち新規1名)、客員研究員として16人を委嘱し、平成26年1月に客員研究員・フェ

ロー研究員交流会の開催等により研究情報の交換を行った。(再掲) 
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平成25年11月22日に産業医科大学において、「第18回産業医科大学産業生態科学研究所－独立行政法人

労働安全衛生総合研究所研究交流会」を開催した。研究所からは役職員8名が参加した。午前に労働安全衛生

総合研究所研究発表会、午後に情報交換会、施設見学、産業生態科学研究所合同研究発表会、意見交換会を

行い、労働安全衛生に関する活発な討論、意見交換を行った。(再掲) 

この他、研究協力協定を締結した大学・研究機関との共同研究、研究員の国際学会への派遣等を通じて、内

外の最先端研究情報の収集に努めた。 

3) 共同研究 （関連資料 表1-1～表1-3，表3-9等） 

労働安全衛生分野の広い範囲で研究協力協定締結研究機関や連携大学院、民間企業等との共同研究を推

進した。全研究のうち、研究員が研究代表者である研究課題の合計78研究課題のうち、共同研究は24件、31％

となった。 

また、共同研究等の実施に伴い、研究員を他機関へ35名派遣するとともに、他機関から63名の若手研究者

等を受け入れた。 

4) 世界保健機関（ＷＨＯ）労働衛生協力センター 

平成23年7月13日付けで世界保健機関(WHO)から労働衛生協力センターの再指定が実現したのを受けて、

WHOの活動計画(GMP2012-2017)の一環として推進しているGOHNET研究関連2課題の年次報告書を前年に

引き続いて作成提出した。 

WHOが進めている活動計画 -グローバルマスタープラン（GMP 2012-2017）-に登録している関連研究2課題

（①看護・介護労働者の安全衛生（Controlling occupational safety and health hazards among health care workers）、

②気候変動による暑熱ストレスの労働安全衛生（Assessment and prevention strategy for heat-related problems at 

work in outdoor climates）のうち、①については、これまで得られた研究成果に基づいて、高齢者介護施設で働

く介護労働者の安全衛生を確保するために、腰痛、睡眠、メンタルヘルスに着目したパンフレットを作成し、公表

した。②については、猛暑だった平成22年の職業性熱中症災害事例の分析、原発関連復旧作業時の暑熱負担

軽減方策の実験的検討、建設業の熱中症予防対策調査研究委員会活動、「INDUSTRIAL HEALTH」誌での特

集号(Climate Change and Occupational Heat Problems, Vol.51,No.1,2013)の企画出版などを行った。これらの活

動状況を年次報告書としてWHOに提出した。 

 

13. 機動的効率的な業務運営体制の確立 

内部統制の確立及び研究所内における情報伝達の円滑化を図る観点から、研究所業務の日常的な意思決定

及び進捗管理を行う場として理事長・理事・総務部長・研究企画調整部長等を構成員とする「理事長打合せ」を原

則として週1回、業務執行状況の報告及び検証を行う場として監事を含めた全役員及び3研究領域長等が出席

する「役員会議」を年4回、それぞれ開催した。また、TV会議システムを活用し両地区合同の部長等会議を原則

として週1回開催した。 

平成25年度計画に基づく業務運営を適正かつ的確に遂行するため、前年度に引き続き、清瀬・登戸両地区に

年度計画の主な項目ごとの業務担当者を適材適所に配置し、両地区が一体となって業務を推進した。 

また、研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関す

る法律（研究開発力強化法）に基づき、平成23年1月1日付けで策定した「人材活用等に関する方針」を研究所の

ホームページに公表して当該方針に基づく取組みを推進した。 

一方、研究の評価については、研究企画調整部を中心として、それぞれの地区において内部評価会議（中

間・期末）を開催し、全研究課題を対象に統一的な基準に基づく内部評価を行うとともに、プロジェクト研究等重

点研究10課題を対象として、外部有識者で構成される外部評価会議も行った。これらの評価結果は、研究計画

の再精査や予算配分の見直しに活用した。 

効率的な研究業務を推進するため、各研究グループにおける日常的な研究の進捗管理、内部・外部評価会

議の開催による厳正な研究課題評価、研究討論会、情報交換会及び労働災害調査報告会等の各研究管理手法

を組み合わせ、調査研究の質の維持・向上を図った。併せてこれらの進行状況を定期的に部長等会議や理事

長打合せ、役員会議等に報告し、検証することを徹底し、調査研究の的確な内部進行管理を行った。 

一方、研究員の業績評価については、業績評価基準に部長等管理職に着目した評価項目を設け評価を行

った。研究員については① 研究業績、② 対外貢献、③ 所内貢献(研究業務以外の業務を含む貢献)の観点

からの個人業績評価を引き続き、行った。当該業績評価は、公平かつ適正に行うため、研究員の所属部長等、
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領域長及び役員による総合的な評価の仕組みの下で実施した。 

清瀬・登戸両地区における研究員の個人業績評価システムを引き続き活用し、評価結果については、人事管

理等に適切に反映させるとともに、評価結果に基づく総合業績優秀研究員(4名)、研究業績優秀研究員(2名)及

び若手総合業績優秀研究員(2名)を表彰し、研究員のモチベーションの維持・向上に役立てた。 

所内会議及び各種委員会等の規程に対し、部長等会議の規程を制定すると共に役員会議規程等の見直しを

図った。 

 

14. 効率化に伴う経費削減 

調達に関して平成22年4月に策定した随意契約等見直し計画に基づき、公告期間の延伸、仕様内容の見直し

及び入札参加要件の緩和等を行い、一般競争入札による調達を徹底することにより透明性・競争性を確保すると

ともに、経費節減を図った。平成20年度に9件約1億1,600万円であった随意契約は、平成25年度においては4件

約3,700万円となった。一方、競争性のある契約は、平成20年度の78件約7億6,100万円で、全体の調達金額に占

める割合は86.8%であったところ、平成25年度においては70件約3億3,200万円で、調達金額に占める割合は

91.9%となった。 

そのほか、グループウェアにより、スケジュールや施設管理、各種規程等の情報管理の一元的な運用を行うと

ともに、ＴＶ会議システムの一層の活用等により、移動時間、交通費等の削減を行い、業務の効率化を図った。 

電気の使用量を研究棟ごとに月次で把握し、省資源・省エネの徹底を働きかけ、明るい時間帯の廊下等の照

明の完全消灯、昼休み時間中の消灯等を推進するとともに、老朽化した空調機器を省エネルギー効果の高いも

のに更新する等の取組みを行った。その結果、電気使用量は1.4％増加し、ガス使用量は7.2％減少したが、電

気及びガス料金の値上げの影響が大きく、平成25年度の光熱水料の合計は対平成24年度比で0.4%増の約

9,400万円となった。なお、震災前の平成22年度と比較すると、電気使用量は14.4％減少し、ガス使用量は7.9％

減少した。 

保有施設・設備については、貸与可能研究施設・設備リストを見直し、施設・設備の減価償却等に伴う貸与料

の適正化を図るとともに、利用者の目的施設の把握を容易にするために類似施設のグルーピングを行った。ま

た、施設・設備の有償貸与の促進を図るためホームページの内容を分かり易くするとともにチラシを作成するな

ど、周知を図った。3000kN垂直荷重試験機等3件の施設・設備について有償貸与し、有償貸与金額は111万円と

なった。また、清瀬市長から市道拡幅のため清瀬地区の土地の一部（769.32㎡）の譲渡要望を受け、不要財産と

して平成26年2月13日付けで有償譲渡した上、譲渡収入の全額約1億500万円を国庫納付した。 

 
15. 運営交付金以外の収入の確保 

1) 競争的研究資金、受託研究の獲得 （関連資料 表1-3，表1-4） 

競争的研究資金等の外部研究資金の獲得について、公募情報の共有・提供や若手研究員に対する申請支

援等の組織的な取組を行い、厚生労働科学研究費補助金及び日本学術振興会科学研究費補助金等42件(うち

研究代表者29件)4,476万円の競争的研究資金を獲得した。 

受託研究については、国から1件、公共団体から1件、民間機関からの10件の合計12件で6,499万円を獲得し

た。受託研究のうち2件は、新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)からの大型受託研究「生活支援ロボ

ットの安全性検証手法の研究開発」(2,436万円)、経済産業省からの大型受託研究「ロボット介護機器開発･導入

促進に係る安全基準の策定」(2,665万円)である。 

そのほか、外部研究資金獲得のため公益団体、業界団体、企業等に訪問し、受託研究資金獲得の活動を行

った。 

2) 自己収入の確保 

貸与可能研究施設・設備リストを見直し、施設・設備の減価償却等に伴う貸与料の適正化を図るとともに、利

用者の目的施設の把握を容易にするために類似施設のグルーピングを行った。また、施設・設備の有償貸与

の促進を図るためホームページの内容を分かり易くすると共にチラシを作成するなど周知を図った。3000kN垂

直荷重試験機等3件の施設・設備について有償貸与し、有償貸与金額は111万円となった。 

特許権の実施許諾、成果物の有償頒布化による自己収入の合計額は総額30万円となった。 
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16. 予算、収支、資金計画 

予算の執行については、業務の進行状況と予算執行状況を把握し、適宜見直しを行った。 

経費削減の達成度については、決算額は予算額に対して1億2,756万円の節減となり、執行率は93.2％となっ

た。項目別では、人件費(退職手当を除く) は94.7％、一般管理費は81.7％、業務経費は94.9％の執行率となっ

た。 

 

17. 人事に関する計画 

1) 方針 

a. 任期付研究員 

前年度に採用内定した2名を平成25年4月1日付けで採用するとともに、5名を平成26年4月1日付け採用予定

者として内定した。 

平成23年度に任期付として採用した1名の研究員について審査を行い、任期を付さない研究職員として、平成

26年4月1日付けでの採用を内定した。 

b. 若手研究員等の資質向上と環境整備 

新規採用者研修、研究討論会等を実施するとともに新たに採用した若手研究員については、研究員をチュー

ターとして付けて研究活動を支援した。 

フレックスタイム制に関する協定に基づき、柔軟な勤務時間体系の運用を図ることにより、育児と仕事の両立が

できるような環境整備に努めた。 

専門型裁量労働制に関する協定を定め、一定の研究員に対し労働時間の自己管理を図ることにより、調査研

究成果の一層の向上を期待するとともに、さらに育児と仕事の両立ができるような環境整備に努めた。 

2) 人員の指標 

 年度当初の常勤職員数は100名であり、年度末の常勤職員数は99名となった。 

3) 人件費総額見込み 

 平成25年度における人件費の総額は8億2,620万円で、平成25年度計画における当年度中の人件費総額見込

み(9億5,200万円)と比べて1億2,580万円の節減となった。 

国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第2号）による国家公務員指定職及び

一般職の給与改定に準拠し、平成24年4月から平成26年3月までの間、職務の級に応じ、俸給月額を4.77％～

9.77％減じた。また、「国家公務員の退職手当の支給水準の引下げ等について」(平成24年8月7日閣議決定)に

準じ、平成25年1月から退職手当の支給水準引下げ等を行い、さらに、平成25年10月から調整率を下げ支給水

準を引き下げた。 

 

18. 施設・設備に関する計画 

平成25年度計画どおり、清瀬地区の多目的構造強度／信頼性実験室改修及び登戸地区の冷暖房設備装

置改修を実施した。 

 

19. 公正的確な業務運営 

1) 情報セキュリティ 

情報セキュリティ対策委員会における調査審議を踏まえた、情報セキュリティポリシー及び情報セキュリティ管

理規程に基づく諸規程を的確に運用するとともに、情報セキュリティ対策の一環として、また、同規程の周知徹底

を図るため職員研修を実施した。 

2) 情報の公開と個人情報・企業秘密等の保護 

 個人情報管理規程に基づき、引き続き、個人情報保護管理者及び保護担当者を選任し、研究所が保有す

る個人情報の適切な利用及び保護を推進した。 
「独立行政法人情報公開・個人情報担当者連絡会議」に職員を派遣し、その後に伝達等を実施した。 
 情報の公開については、独立行政法人通則法等に基づく公表資料(中期計画、年度計画、役員報酬・職

員給与規程等)のみならず、公正かつ的確な業務を行う観点から、調達関係情報、特許情報、施設・設備

利用規程等も研究所のホームページ上で積極的に公開した。 
 なお，平成25年度における情報公開開示請求はなかった。 
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3) 研究倫理・研究の安全性の措置 

研究倫理審査委員会規程に基づき、学識経験者、一般の立場を代表する者等の外部委員6名及び内部委員9

名からなる研究倫理審査委員会を2回開催し、23件の研究計画について厳正な審査を行った。審査の結果、変

更勧告となった5件については、研究実施に先立ち、研究計画の修正を行わせた。同委員会の議事要旨を、研

究所ホームページで公開した。 

動物実験については、動物実験委員会規程に基づき、動物実験委員会を開催し、1件の新規動物実験計画と

2件の計画変更届について審査を行った。審査の結果、新規の1件は実験計画が動物実験指針に沿ったもので

はないので却下された。変更申請の2件は承認された。また、動物実験関係者に対する教育訓練を実施した。 

そのほか、利益相反審査・管理委員会規程に基づき、民間企業等からの受託研究及び共同研究について内

部審査を行った。 

4) 法令・規則の遵守等 

 諸規則の遵守状況を含め、内部統制の確立を図る観点から、研究所業務の日常的な意思決定及び進捗管理

を行う場として理事長・理事・総務部長・研究企画調整部長等を構成員とする「理事長打合せ」を原則として週1

回、業務執行状況の報告及び検証を行う場として監事を含めた全役員及び3研究領域長等が出席する「役員会

議」を4回、それぞれ開催した。また、TV会議システムを活用し両地区合同の部長等会議を原則として週1回開催

した。（再掲） 

5) 監査 

 役員会議その他重要な会議への出席、理事等からの業務の報告の聴取、重要な文書の閲覧、主要な施設に

おける業務及び財産の状況の調査が行われ、また、会計監査人からの報告及び説明を受け、事業報告書、財務

諸表及び決算報告書について検討が加えられた。当該監査の結果は、監査報告書として理事長に報告された。 
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Ⅱ． 業務運営体制 

1. 名称及び所在地 

名 称：独立行政法人 労働安全衛生総合研究所 

所在地：清瀬地区 〒204-0024 東京都清瀬市梅園一丁目4番6号 

登戸地区 〒214-8585 神奈川県川崎市多摩区長尾六丁目21番1号 

 
2. 設立目的 

事業場における災害の予防並びに労働者の健康の保持増進及び職業性疾病の病因、診断、予防その他の

職業性疾病に係る事項に関する総合的な調査及び研究を行うことにより、職場における労働者の安全及び健康

の確保に資することを目的とする。 

 
3. 沿革 

日付 産業安全研究所 産業医学総合研究所 

昭和17年(1942) 東京市芝区（現 東京都港区）に厚生省産業

安全研究所として設立。初代所長に武田晴

爾 就任。 

 

昭和18年(1943) 産業安全参考館 (昭和29年3月産業安全博

物館と改称)を開設。 

 

昭和22年(1947) 労働省の発足とともに、労働省産業安全研

究所となる。 

 

昭和24年(1949) 2代所長に中島誠一 就任。 栃木県鬼怒川のけい肺病院と同一敷地内

に労働省労働基準局労働衛生課分室として

「けい肺試験室」が設立される。 

昭和27年(1952) 3代所長に高梨湛 就任。  

昭和31年(1956)  労働省設置法により労働衛生研究所が設立

され、川崎市中原区に新庁舎が建設され

る。 

庶務課、職業病部第1課、第2課、労働環境

部第1課、第2課の2部5課となる。 

初代所長に山口正義 就任。 

昭和32年(1957)  労働衛生研究所が開所される。 

職業病部に第3課、第4課、労働環境部に第

3課が新設され、2部8課となる。 

昭和35年(1960)  労働生理部第1課、第2課、環境部に第4課

が新設され、3部11課となる。 

昭和36年(1961) 大阪市森之宮東之町に大阪産業安全博物

館を開設、一般に公開。 

 

昭和38年(1963)  国際学術誌「INDUSTRIAL HEALTH」創刊。

昭和39年(1964) 4代所長に山口武雄 就任。  

昭和40年(1965)  実験中毒部第1課、第2課が新設され、4部

13課となる。 

昭和41年(1966) 東京都清瀬市に屋外実験場を設置。  

昭和42年(1967) 庁舎改築のため、屋外実験場の一部を仮庁

舎として移転。 
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昭和43年(1968) 5代所長に住谷自省 就任。 「働く人の健康を守る座談会」において、産

業医学総合研究所の設立が要望される。 

労働省は産業医学に関する総合研究所の

創設を提唱する。 

昭和45年(1970) 2部7課を廃し、4部に再編成。 

6代所長に上月三郎 就任。 

研究部門の課制を廃止して主任研究官制と

し、4部1課となる。 

第63回国会において産業医学総合研究所

の創設について附帯決議がなされる。 

昭和46年(1971) 新庁舎落成。産業安全博物館を産業安全技

術館と改称。 

産業安全会館開館。 

 

 

昭和47年(1972) 労働安全衛生法制定。  

昭和49年(1974) 7代所長に秋山英司 就任。  

昭和51年(1976)  産業医学総合研究所が川崎市多摩区にお

いて開所される。 

初代所長に山口正義 就任。 

組織は庶務課、労働保健研究部、職業病研

究部、実験中毒研究部、労働環境研究部の

4部1課となる。 

10月に労働疫学研究部が新設されて5部1

課となる。 

昭和52年(1977) 8代所長に川口邦供 就任。 2代所長に坂部弘之 就任。 

人間環境工学研究部が新設され、6部1課と

なる。皇太子殿下 行啓。 

「WHO労働衛生協力センター」に指定され

る。 

昭和58年(1983) 9代所長に森宣制 就任。  

昭和59年(1984) 機械安全システム実験棟が清瀬実験場に竣

工。 

 

昭和60年(1985) 化学安全実験棟が清瀬実験場に竣工。 

10代所長に前郁夫 就任。 

 

昭和61年(1986) 皇太子殿下 行啓。 3代所長に輿 重治 就任。 

昭和63年(1988) 建設安全実験棟が清瀬実験場に竣工。  

平成 2年(1990) 電気安全実験棟及び環境安全実験棟が清

瀬実験場に竣工。 

11代所長に田中隆二 就任。 

天皇陛下 行幸。 

平成 3年(1991) 12代所長に木下鈞一 就任。 4代所長に山本宗平 就任。 

平成 4年(1992) 清瀬実験場に総合研究棟及び材料・新技術

実験棟が竣工、新庁舎が完成。 

田町庁舎より移転。 

 

平成 6年(1994) 13代所長に森崎繁 就任。  

平成 7年(1995) 機械研究部を機械システム安全研究部、土

木建設研究部を建設安全研究部、 化学研

究部を化学安全研究部、電気研究部を物理

工学安全研究部と改称。 

 

平成 8年(1996)  産業医学総合研究所20周年記念講演会開

催。 
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平成 9年(1997) 14代所長に田畠泰幸 就任。 5代所長に櫻井治彦 就任。 

企画調整部と5研究部に研究組織を改編。 

平成10年(1998) 共同実験棟竣工。  

平成12年(2000) 15代所長に尾添博 就任。 6代所長に荒記俊一 就任。「21世紀の労働

衛生研究戦略協議会最終報告書」刊行 (12

月) 

平成13年(2001) 厚生労働省の発足とともに、厚生労働省産

業安全研究所となる。 

独立行政法人通則法の施行に伴い、独立行

政法人産業安全研究所となる。 

初代理事長に尾添博 就任。 

厚生労働省の発足とともに、厚生労働省産

業医学総合研究所となる。 

独立行政法人通則法の施行に伴い、独立

行政法人産業医学総合研究所となる。 

初代理事長に荒記俊一 就任。 

平成17年(2005) 2代理事長に鈴木芳美 就任。  

平成18年(2006) 独立行政法人産業安全研究所法の一部改正に伴い、両研究所が統合され、独立行政法人

労働安全衛生総合研究所となる。 

理事長に荒記俊一 就任。 

平成21年(2009) 2代理事長に前田豊 就任。 

 
4. 組織 

1) 組織図 
 
 

  

安全研究領域 

理事 

監事 電気安全研究グループ

化学安全研究グループ

建設安全研究グループ

機械システム安全研究グループ 

労働災害調査分析センター

研究企画調整部

総務部 

環境研究領域 

国際情報･研究振興センター 

環境計測管理研究グループ 

有害性評価研究グループ

健康障害予防研究グループ 

作業条件適応研究グループ 

 (役員) 

理事長 

健康研究領域 

人間工学・リスク管理研究グループ 
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2) 部、センター、研究グループの主な業務内容 

部、センター、 
研究グループ 

所掌業務 

総務部 ・役員の秘書業務に関すること。 

・職員の人事、印章の保管、文書、会計、物品及び営繕に関すること。 

研究企画調整部 ・研究所の所掌に係る調査及び研究の企画、立案及び調整に関すること。 

・研究所の所掌に係る調査及び研究に係る事項に関する実施、指導、援助、普

及広報等に関すること。 

・研究所の所掌に係る調査及び研究の評価に関すること。 

・中期計画及び年度計画の策定又は変更に関すること。 

・事業報告書 (会計に関する部分を除く) に関すること。 

・学術専門書等の図書資料の収集、管理に関すること。 

労働災害調査分

析センター 

・労働安全衛生法 (昭和47年法律第57号) 第96条の2第1項の調査及び同条第2

項の立入検査を含む行政からの労働災害の原因調査等の実施依頼等に関す

る調整に関すること。 

・労働災害に係る資料の整理、保管、データベース化に関すること。 

国際情報・研究

振興センター 

・国内外における労働安全衛生関連情報の収集、分析及び提供に関すること。 

・国際的研究交流及び共同研究に関すること。 

・労働安全衛生研究の推進に関すること。 

機械システム安

全研究グループ 

・機械等の構造部材の強度評価、機械破損要因の解明に関すること。 

・機械のフェールセーフ技術の開発に関すること。 

・機械のリスクアセスメントに基づく安全設計手法の開発に関すること。 

・人間－機械協調作業の安全な管理法の開発に関すること。 

建設安全研究 

グループ 

・各種仮設構造物の安全性の評価と倒壊防止技術の開発に関すること。 

・土砂崩壊の発生機構の解明と崩壊予知技術の開発に関すること。 

・作業者の墜落・転倒に対する工学的究明と防止技術の開発に関すること。 

・施工法の安全性評価に関すること。 

化学安全研究 

グループ 

・物質の爆発火災危険性の指標値の測定・評価に関すること。 

・可燃性ガスや粉体の爆発火災現象の解明に関すること。 

・新種の物質や工程の爆発火災危険性の予測・解明に関すること。 

・化学プロセスを対象とした安全管理システム構築に関すること。 

電気安全研究 

グループ 

・静電気による着火現象の解明と帯電防止技術の開発に関すること。 

・電磁ノイズによる電子装置・システムの誤動作の防止技術に関すること。 

・感電災害の分析と防止技術に関すること。 

作業条件適応研

究グループ 

・労働者の健康状態の評価技術及び健康管理の技術的方法に関すること。 

・労働時間、休憩時間その他の作業条件が労働者の健康に及ぼす影響に関する

こと。 

・労働者の身体的諸条件に応じた作業条件の適正化に関すること。 

・作業環境における諸条件が労働者に及ぼす生理的及び心理的な影響に関すること。

・労働に伴う精神的負荷が労働者の健康に及ぼす影響に関すること。 

健康障害予防研

究グループ 

・職業性疾病の病因及び発生機序に関すること。 

・労働者の個人的素因が職業性疾病の発生に及ぼす影響に関すること。 

・職業性疾病の早期発見のための指標の開発に関すること。 

・実験動物の飼育その他の管理に関すること。 
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有害性評価研究 

グループ 

・職場で有害性が確定していない因子による健康障害の発生予測並びに評価に

関すること。 

・職業性疾病についての疫学的調査及び研究に関すること。 

・有害因子の人体に対する許容度に関すること。 

環境計測管理研

究グループ 

・作業環境の測定及びその結果の評価に関すること。 

・職場の環境改善に関すること。 

・作業環境中の有害因子の発生の予測に関すること。 

人間工学・リスク管

理研究グループ 

・労働者が使用する機械、器具その他の設備の人間工学的な見地からの評価及

び標準化に関すること。 

・作業環境中の有害因子を除去する工学技術に関すること。 

・労働安全衛生上必要な保護具の改善に関すること。 

・労働災害の統計的解析、ヒューマンファクター及び情報処理技術などの産業安

全に関すること。 

 
3) 内部進行管理のための会議・委員会及び法定管理者 

a. 所内会議 

会議名称 出席者 

1) 役員会議 理事長、監事、理事、総務部長/総務課長、研究企画調整部長/研究企画調整部首

席研究員/調査役、労働災害調査分析センター長、国際情報・研究振興センター長、

研究領域長 

2) 理事長打ち合わせ 理事長、理事、総務部長/総務課長、研究企画調整部長/研究企画調整部首席研究

員/調査役、安全研究領域長 

3) 部長等会議 理事長、理事、総務部長/総務課長、研究企画調整部長/研究企画調整部首席研究

員/調査役、労働災害調査分析センター長、国際情報・研究振興センター長、研究領

域長、部長/首席研究員（オブザーバー：監事） 

 
b. 各種委員会等 

1) 労働衛生重点研究推進協議会事務局 

2) 研究倫理審査委員会 

3) 「INDUSTRIAL HEALTH」編集委員会 

4) 「労働安全衛生研究」編集委員会 

5) 外部評価委員会 

6) 内部評価委員会 

7) 防火管理委員会 

8) 健康安全委員会 

9) 安全衛生委員会 

10) 放射線安全委員会 

11) 組換えDNA実験安全委員会 

12) 特許審査会 

13) LAN運営/電算機運用委員会 

14) 動物実験委員会 

15) 図書運用委員会 

16) TM/研究員情報交換会 

17) 情報セキュリティ委員会 

18) 保有個人情報管理委員会 

19) 契約監視委員会 

20) 公共調達審査会 

21) 職員倫理審査委員会 

22) 懲戒審査委員会 

 
c. 法定管理者等一覧 

1) 放射線取扱主任者 

2) 組換えDNA実験安全主任者 

3) RI実験施設運営管理者 

4) 産業医 

5) 衛生管理者 

6) 防火管理者 

7) セクシャルハラスメント相談員 

8) 個人情報管理者 

9) 電気主任技術者 
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Ⅲ． 役職員等 

1. 役職員 

 (平成25年4月1日現在) 
 役員職 研究職 事務職 合

計 職 
名 

理
事
長 

理
事 

監
事 

セ
ン
タ
ー
長 

首
席
研
究
員 

部
長 

室
長 

調
査
役 

上
席
研
究
員 

企
画
専
門
員 

主
任
研
究
員 

研
究
員 

任
期
付
研
究
員 

計 部
長 

課
長 

係
長 

一
般
職
員 

計 

人数 1 2 2 14 1 31 20 12 9 87 1 1 5 6 13 105

理事長 前 田 豊 機械システム安全研究グループ
理事 小 川 康 恭 部長 梅 崎 重 夫
〃 髙 橋 哲 也 上席研究員 池 田 博 康
監事 浅 田 和 哉 〃 佐々木 哲 也
監事(非常勤) 永 井 道 人 〃 清 水 尚 憲

〃 本 田 尚
総務部 〃 芳 司 俊 郎

総務部長 尾 花 充 〃 齋 藤 剛
総務課長 安 江 睦 主任研究員 山 際 謙 太

総務第一係 係長 水 谷 正 明 研究員 山 口 篤 志
係員 貝 渕 文 哉 〃 岡 部 康 平
 〃 渡 邊 あゆみ

鈴 木 貴 行 建設安全研究グループ
総務第二係 係長 菅 谷 真奈美 部長 豊 澤 康 男
会計第一係 係長 虎 澤 茂 樹 上席研究員　 玉 手 聡

主任 今 野 貴 守 〃 大 幢 勝 利
係員 紺 野 暁 彦 〃 高 梨 成 次

経理第一係 係長 東 尚 史 主任研究員　 日 野 泰 道
主任 松 下 修一郎 〃 伊 藤 和 也

経理第二係 係長 鈴 木 健 〃 高 橋 弘 樹
研究員 吉 川 直 孝

研究企画調整部 〃 堀 智 仁
部長　　　　　　　　　　黒 谷 一 郎
首席研究員　　　　　　　宮 川 宗 之 化学安全研究グループ

調査役 古 屋 隆 部長 藤 本 康 弘
企画専門員 中 島 淳 二 上席研究員 板 垣 晴 彦

〃 島 田 行 恭
労働災害調査分析センター 〃 大 塚 輝 人

センター長 吉 田 哲 主任研究員 八 島 正 明
研究員 水 谷 高 彰

国際情報・研究振興センター 任期付研究員 佐 藤 嘉 彦
センター長 澤 田 晋 一

電気安全研究グループ
部長 冨 田 一

上席研究員 山 隈 瑞 樹
〃 大 澤 敦
〃 崔 光 石

主任研究員 濱 島 京 子
任期付研究員 三 浦 崇

技能職員
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作業条件適応研究グループ 環境計測管理研究グループ
部長 原 谷 隆 史 部長 菅 野 誠一郎

上席研究員 高 橋 正 也 上席研究員 篠 原 也寸志
主任研究員 田 井 鉄 男 〃 鷹 屋 光 俊

〃 三 木 圭 一 〃 小 野 真理子
〃 久 保 智 英 〃 小 嶋 純
〃 井 澤 修 平 主任研究員 安 彦 泰 進

研究員 土 屋 政 雄 〃 萩 原 正 義
研究員 古 瀬 三 也

健康障害予防研究グループ 任期付研究員 中 村 憲 司
部長 甲 田 茂 樹 〃 山 田 丸

上席研究員 久保田 久 代
〃 三 浦 伸 彦 人間工学・リスク管理研究グループ

主任研究員 須 田 恵 部長 奥 野 勉
〃 小 林 健 一 首席研究員 高 木 元 也
〃 山 口 さち子 上席研究員 外 山 みどり

研究員 北 條 理恵子 〃 柴 田 延 幸
〃 柳 場 由 絵 〃 高 橋 幸 雄

任期付研究員 長谷川 也須子 主任研究員 上 野 哲
〃 佐 治 哲 矢 〃 呂 健

研究員 大 西 明 宏
実験動物管理室 任期付研究員 高 橋 明 子

室長 王 瑞 生 〃 時 澤 健
主任研究員 安 田 彰 典

有害性評価研究グループ
部長 倉 林 るみい

上席研究員 大 谷 勝 己
〃 齊 藤 宏 之
〃 久保田 均
〃 岩 切 一 幸
〃 佐々木 毅

主任研究員 岡 龍 雄
研究員 モーセン・ヴィージェ

〃 劉 欣 欣
任期付研究員 松 尾 知 明

 
 
 

2. フェロー研究員、客員研究員等 
 労働安全衛生分野に優れた知識及び経験を有する所外の専門家・有識者又は研究者等との連携を深め、

研究所が実施する調査・研究内容の質的向上及び効率的遂行を図ることを目的として、フェロー研究員の

称号の付与及び客員研究員の委嘱を行っている。 
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1) フェロー研究員 
平成25年度末現在、以下の43名にフェロー研究員の称号を付与している。 

 
（50 音順） 

 
 
2) 客員研究員 

平成25年度末現在、以下の16名を客員研究員に委嘱している。 

 
（50 音順） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1) 相 澤 好 治 16) 日 下 幸 則 30) 武 林 亨

2) 淺 野 和 俊 17) 神 代 雅 晴 31) 永 田 久 雄

3) 安 達 洋 18) 黒 澤 豊 樹 32) 久 永 直 見

4) 有 藤 平八郎 19) 小 泉 昭 夫 33) 堀 井 宣 幸

5) 池 田 正 之 20) 小 木 和 孝 34) 本 間 健 資

6) 石 坂 清 21) 輿 貴美子 35) 松 井 英 憲

7) 市 川 健 二 22) 輿 重 治 36) 松 岡 猛

8) 岩 崎 毅 23) 小 林 章 雄 37) 松 村 芳 美

9) 臼 井 伸之介 24) 櫻 井 治 彦 38) 本 山 建 雄

10) 内 山 巌 雄 25) 杉 本 旭 39) 森 崎 繁

11) 江 川 義 之 26) 杉 山 豊 治 40) 森 敏 夫
12) 川 上 憲 人 27) 鈴 木 芳 美 41) 柳 澤 信 夫
13) 河 尻 義 正 28) 関 根 和 喜 42) 山 本 宗 平
14) 岸 玲 子 29) 滝 澤 秀次郎 43) 横 山 和 仁
15) 北 村 文 彦

1) 荒 川 泰 昭 7) 太 田 久 吉 13) 南 昌 秀

2) 池 田 智 子 8) 大 塚 泰 正 14) 森 永 謙 二

3) 市 川 紀 充 9) 大 場 謙 一 15) 山 田 博 朋

4) 今 井 信 也 10) 齋 藤 寛 泰 16) 渡 辺 裕 晃

5) 岩 崎 健 二 11) 芹 田 富美雄

6) 大 熊 康 典 12) 髙 田 礼 子
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Ⅳ． 予算・決算等 

1. 経費の削減 

1) 施設経費の節減 

グループウェアにより、スケジュールや施設管理、各種規程等の情報管理の一元的な運用を行うとともに、ＴＶ

会議システムの一層の活用等により、移動時間、交通費等の削減を行い、業務の効率化を図った。 

2) 研究経費の節減 

調達に関して、公告期間の延伸、仕様内容の見直し及び入札参加要件の緩和等を行い、一般競争入札によ

る調達を徹底することにより透明性・競争性を確保するとともに、契約監視委員会及び公共調達審査会において

契約の点検を行っている。この取組みにより、平成20年度に9件約1億1,600万円であった随意契約は平成25年

度においては4件約3,700万円となった。一方、競争性のある契約は、平成20年度において78件約7億6,100万円

で、全体の調達金額に占める割合は86.8%であったところ、平成25年度においては70件約3億3,200万円で、調達

金額に占める割合は91.9%となった。 

電気の使用量を研究棟ごとに月次で把握し、省資源・省エネの徹底を働きかけ、明るい時間帯の廊下等の照

明の完全消灯、昼休み時間中の消灯等を推進するとともに、老朽化した空調機器を省エネルギー効果の高いも

のに更新する等の取組みを行った。その結果、実験計画を平年時に戻した影響等により電気使用量は1.4％増

加し、ガス使用量は7.2％減少したが、電気及びガス料金の値上げの影響が大きく、平成25年度の光熱水料の

合計は対平成24年度比で0.4%増の約9,400万円となった。なお、震災前の平成22年度と比較すると、電気使用量

は14.4％減少し、ガス使用量は7.9％減少した。 

 

2. 運営費交付金、施設整備費補助金 (厚生労働省) 

平成25年度における厚生労働省所管運営費交付金は20億1,454万3,000円、厚生労働省施設整備費補助金

は5,010万円であった。 

 

3. 受託収入 
国から1件、公共団体から1件、民間機関からの10件の合計12件で6,499万円を獲得した。 

 

4. 外部研究資金 
種類 研究課題名 配分額(円)

厚生労働 

科学研究 

費補助金 

1) 大災害時の復旧・復興工事における労働災害の発生要因の分析及び対策の検討 2,000,000 

2) 大震災におけるMRI装置に起因する2次災害防止と被害最小化のための防災基準の策定 250,000

3) 職場におけるメンタルヘルス対策の有効性と費用対効果等に関する調査研究 250,000

4) 機械安全規制における世界戦略へ対応するための法規制等基盤整備に関する調査研究 2,310,000

5) 除染等作業での内部被ばく防止措置等の最適化のための研究 3,847,000

6) 事業場におけるメンタルヘルス対策を促進させるリスクアセスメント手法の研究 150,000

日本学術

振興会 

 

1) 複合低周波音による振動感覚の知覚特性に関する基礎的研究 1,000,000 

2) 墜落・転倒により人体頚部に生ずる衝撃荷重とその保護策に関する研究 1,100,000

3) 粒子の弾塑性変形と破砕に着目した多孔質粒状体の強度変形特性と地盤調査法の提案 500,000

4) 交代勤務に従事する介護労働者の睡眠とストレス 500,000

5) バイオ燃料ETBEの生体影響および代謝酵素遺伝子多型の修飾作用について 1,500,000

6) 介護労働者の総合的な安全衛生リスク評価手法の確立 600,000

7) 新たなリスク管理体系のための多層カーボンナノチューブ曝露評価へのアプローチ 800,000

8) 高齢労働者の暑熱負担と暑熱基準の妥当性に関する調査研究 1,100,000

9) ジメチルアセトアミドばく露による肝障害発生のメカニズムと個体差要因の解明 1,000,000

10) 化学形態別分析に基づいたセレンの代謝過程と生理機能の解明 500,000

11) 帯電した絶縁物のコロナ除電シミュレーション 1,100,000
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種類 研究課題名 配分額(円)

12) 風荷重に対する墜落防護工法の安全技術に関する研究 600,000

13) ワイヤロープの内部疲労損傷メカニズムの解明と寿命予測への応用 1,500,000

14) 長期的ストレスの指標としての爪試料中ステロイドホルモンの有効性の検討 1,400,000

15) 磁界と動作のリアルタイム検出システムを用いた職業磁界ばく露の低減に関する研究 1,900,000

16) 建築業従事者における騒音ならびに有機溶剤ばく露と職業性難聴に関する追跡調査研究 1,200,000

17) 精神作業に対するポジティブ感情が心血管系反応へ及ぼす影響に関する研究 1,200,000

18) GABAインターニューロンの分化・成熟を制御する甲状腺ホルモンの分子基盤の解明 100,000

19) 労働者のストレスに対するセルフケア実施を阻害・促進する認知的要因に関する研究 100,000

20) 南極の風送バイオエアロゾル実相調査：気球等を使った先駆的生態系観測の展開 200,000

21) 開発途上国における環境汚染の小児健康影響に関する国際共同研究 1,000,000

22) 墜落災害防止のための可視化した安全教育支援ツールの開発 1,100,000

23) 建設工事におけるリスクアセスメントの高度化 2,300,000

24) DNA塩基除去修復欠損マウスを用いた網膜光障害の分子病態解明 150,000

25) DNAポリメラーゼζ(ゼータ)の遺伝的改変による遺伝毒性閾値形成機構に関する研究 1,000,000

26) 静電気災害防止に向けた工業用材料の摩擦電気発生と放電緩和過程の基礎的研究 1,300,000

27) 大型建設機械の転倒防止に関する地盤養生および簡易地盤調査法に関する研究 800,000

28) 自然災害安全性指標（GNS）の開発 700,000

29) 夏期原発復旧除染作業・建設作業等の酷暑作業における暑熱負担軽減対策手法の開発 3,100,000

30) 温熱的快適性の形成メカニズムの解析と衣服内環境評価への応用 300,000

31) 日内リズム判定のための簡便な調査票の開発 700,000

32) 車両振動伝達系における人の振動感受性の方向依存性を応用した乗り心地快適性の向上 1,100,000

33) 電子顕微鏡による工業ナノマテリアル使用現場の計測： 一般環境エアロゾル除去法の適用 1,400,000

34) メタボリックシンドロームへの時間節約型アプローチ： インターバル有酸素運動の活用 1,700,000

35) 酸化反応における適切な熱的危険性評価手法の構築 1,100,000

日本ボイラ

協会研究

助成 

1) 非石綿シートガスケットの高温・長期粘弾性特性の評価とガスケット選定指針の提案 300,000

民間受託 1) 消炎装置、爆発ガス捕集バッグの開発 3,850,713

2) 睡眠医療及び睡眠研究用プラットホームで活用する交代勤務適応性指標の探索 250,000

3) 生活支援ロボットの安全性検証手法の研究開発 24,361,979

4) 新静電塗装技術の安全性評価と向上に関する研究 1,500,000

5) フラクタルの概念に基づいた配管外部減肉部と減肉模擬材の三次元形状定量評価 2,340,000

6) 墜落災害防止のための安全帯の使用方法等について－ハーネス型安全帯と胴ベルト安全

帯の比較等－ 

1,275,750

7) 構造不連続部を有する減肉配管の安全性に関する研究 1,000,000

8) 玉掛け用ワイヤロープの強度低下率に関する研究 450,000

9) 風力発電設備の主軸損傷解析 1,230,000

10) 振動軽減作業手袋の振動軽減性能の向上に関する研究 194,460

政府受託 1) 水道工事における労働災害防止に係る調査研究（東京都） 1,890,000

2) ロボット介護機器開発･導入促進に係る安全基準の策定 26,646,383

(合計) 109,746,285
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5. 謝金収入等 
種  類 金額 (千円) 

1) 謝金収入 8,855

2) 施設貸与収入 1,114

3) 知的財産使用料 299

4) その他 12,428

(合計) 22,696

 
6. 短期借入金 

平成25年度は、短期借入金は生じなかった。 

 
7. 剰余金の使途 

平成25年度は、剰余金の使途に充てることができる残余の額について、主務大臣に申請をしなかった。 
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Ⅴ． 敷地建物、施設設備等 

1. 敷地、建物 
種別 清瀬地区 登戸地区 

土地   34,533㎡   22,945㎡

建物 

 

(1) 本部棟 

(2) 機械安全システム実験棟 

(3) 建設安全実験棟 

(4) 化学安全実験棟 

(5) 電気安全実験棟 

(6) 環境安全実験棟 

(7) 材料・新技術実験棟 

(8) 共同研究実験棟 

(9) その他 

(小計) 

 3,934㎡

 1,770㎡

 1,431㎡

 1,079㎡

 1,444㎡

 1,090㎡

 2,903㎡

 1,478㎡

 2,774㎡

(17,903㎡)

(1) 管理棟 

(2) 研究本館 

(3) 動物実験施設 

(4) 音響振動実験施設 

(5) 工学実験施設 

(6) その他 

 

 

 

   (小計) 

  1,282㎡

  9,277㎡

  2,525㎡

   391㎡

   919㎡

   412㎡

 (14,806㎡)

 

2. 大型施設・設備 (平成25年度購入分) 

清瀬地区 登戸地区 

(1) レーザー回折式粒度分布測定装置 

 

(1) エアロゾル質量分級装置 

(2) ガスクロマトグラフ質量分析計 

 

3. 外部貸与対象の研究施設・設備 
清瀬地区 登戸地区 

(1) 高温箱型電気炉 

(2) 超深度カラー3D形状測定顕微鏡 

(3) 簡易無響室 

(4) 風洞実験装置 

(5) 高速度ビデオカメラ 

(6) 共焦点レーザー顕微鏡 

(7) 粒度分布測定装置 

(8) 高速度現像デジタル直視装置 

(9) 100トン構造物疲労試験機 

(10) 3000kN垂直荷重試験機 

(11) 250kN水平荷重試験機 

(12) 曲げ・圧縮試験機 

(13) 建材試験装置 

(14) 構造物振動試験機 

(15) 100kN荷重載荷試験機 

(16) 遠心力載荷実験装置 

(17) 施工シミュレーション施設 

(18) ひずみデータ収録システム 

(19) 汎用小型旋盤 

(20) フライス盤 

(21) 模擬人体接触モデル 

(22) フルハーネスの落下試験装置 

(23) 靴すべり試験機 

(24) 吹上げ式粉じん爆発試験装置 （ハートマン式試験装

置） 

(25) タグ密閉式自動引火点試験器 

 (1) 低周波音実験室   

 (2) 半無響室  

 (3) 手腕振動実験施設  

 (4) 局所排気装置実験施設  

 (5) 低温 (生化学) 実験室 

 (6) ISO7096に準拠した座席振動伝達測定システム 

(7) 12軸全身振動時系列分析システム 

(8) モーションシミュレータ 

(9) 振動サンプリング装置 

(10) 溶接ロボット 

(11) 汎用水銀分析装置 

(12) レーザーアブレーション（LA）付き誘導結合プラズマ質

量分析計（ICP-MS） 

(13) イオンクロマトグラフ 

(14) 原子吸光光度分析装置 

(15) X線分析室 (X線回折装置・蛍光X線装置・ビード試料作

製装置) 

(16) FTIR 

(17) PIDガスモニタ 

(18) 粒度測定及びゼータ電位測定装置 

(19) 2電圧ポテンシオスタット 

(20) 電子顕微鏡 (装置名：走査型分析電子顕微鏡， 

透過型分析電子顕微鏡)  

(21) 脳内神経伝達物質測定装置 

(22) フローサイトメーター 

(23) CASA（コンピュータ画像解析精子分析器） 
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清瀬地区 登戸地区 

(26) ペンスキーマルテンス密閉式自動引火点試験器 

(27) セタ密閉式引火点試験器 

(28) 高精度潜熱顕熱分離型示差走査熱量計 

(29) 熱流束式自動熱量計 

(30) 反応熱量計 

(31) 加速速度熱量計 

(32) ハートマン式粉じん最小着火エネルギー試験装置 

(33) ガスクロマトグラフ 

(34) ガスクロマトグラフ質量分析計 

(35) 紫外可視分光光度計 

(36) FT-IRガス分析装置 

(37) エネルギー分散型蛍光X線分析装置 

(38) 大型熱風循環式高温恒温器 

(39) 中規模爆発実験室 

(40) 人工気象室 

(41) 環境試験室 

(42) 導電率測定装置 

(43) 煙火薬着火エネルギー測定装置 

(24) 小動物脳血流測定装置 

(25) 動物血球計数装置 

(26) 紫外線処理システム付き凍結ミクロトーム 

(27) 画像解析装置 

(28) 自動核酸抽出装置 

(29) リアルタイムPCR装置 

(30) 紫外線細胞照射装置 

 

貸与対象の研究施設・設備の詳細は研究所ホームページで紹介している（http://www.jniosh.go.jp/announce/guidance.html#rental） 

 

4. 図書室蔵書数 
区   分 清瀬地区 登戸地区 合 計 

単 行 本 

( )内は平成25年度受入

数 (内数) 

和 書 18,007冊 (105冊) 7,508冊 (249冊) 25,515冊 (354冊)

洋 書 3,536冊 (40冊) 4,462冊 (100冊) 7,998冊 (140冊)

(計) 21,543冊 (145冊) 11,970冊 (349冊) 33,513冊 (494冊)

製本雑誌 (うち平成25年度分) 21,648冊 (300冊) 21,166冊 (81冊) 42,814冊 (381冊)

購入雑誌 

 

和雑誌 59誌 1誌  60誌  

洋雑誌 67誌  20誌  87誌  

(計) 126誌  21誌  147誌  

寄贈交換誌 和雑誌 223誌  195誌  418誌  

洋雑誌 2誌  23誌  25誌  

(計) 225誌  218誌  443誌  

研究所の各種研究業務を支援するため両地区に図書室を設置している。 
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Ⅵ． 厚生労働省独立行政法人評価委員会による評価 

 平成 25 年 8 月、厚生労働省独立行政法人評価委員会調査研究部会において、平成 24 年度における研

究所の業務実績の評価が行われた。業務実績全般に係る評価結果は以下のとおりである。 
 研究業務の実施については、研究員自らの労働現場等の訪問、国内外の学会・会議等へ積極的な参加、

行政との連絡会議の実施等、様々な機会を通じて労働現場ニーズや行政ニーズを把握し、研究業務への反

映を行っているとともに、プロジェクト研究、GOHNET 研究に、研究費・人員を重点的に投入して、そ

れぞれ高い研究成果を上げ、研究実施の背景、研究目的、実施スケジュール等を記載した研究計画書で計

画的に実施されており評価できる。今後、産業安全分野、労働衛生分野の統合効果が目に見えるよう促進

することが期待される。 
 研究の評価については、内部評価及び第三者による外部評価を実施しているほか、研究結果が、ISO、

IEC、JIS 等国内外の基準の制改定、労働安全衛生法関係省令、指針、通達等に多数活用されており、科

学技術的に貢献していると評価された。 
 研究成果については、インターネット等により発信されているが、国際学術誌として十分評価できる

「INDUSTRIAL HEALTH」、和文学術誌「労働安全衛生研究」等の掲載論文を研究所ホームページに

掲載し、アクセス件数も目標を大幅に上回っており、その実績については、高く評価された。 
 厚生労働省からの求めに応じて開始した労働災害の原因の調査等については、災害調査等の報告書の大

多数が労働基準監督署等において活用されており、また、社会的関心を集めた印刷工場における胆管がん

発症に関する災害調査を迅速に実施し厚生労働省「印刷事業場で発生した胆管がんの業務上外に関する検

討会」にデータを提供して短期間で大きな成果を出したこと、化学工場爆発災害等の原因調査でも研究所

が中心的役割を担っていることなど、高く評価された。 
 労働安全衛生分野への研究振興への貢献、大学等への客員教授、非常勤講師等の派遣等による研究・教

育支援や若手研究者の受入、研究指導等による若手研究者等の育成についても評価された。 
また、清瀬・登戸両地区が一体となって業務を推進しており、機動的かつ効率的な業務運営体制の確立が

図られたとともに、随意契約の見直し等に取り組み、経費節減に高い実績を挙げたことは評価できること、

また、運営費交付金以外の収入の確保に向け組織的な取組を行っていることは評価できるとされた。ただ

し、数値目標は達成されておらず、今後とも、外部研究資金の獲得額の向上に向け、より一層積極的に取

り組むことを期待された。 
 これらを踏まえると、平成 24 年度の業務実績については､経費削減を図りつつ､効率的な業務運営体制

の確立を行い､労働現場や行政のニーズを把握した上で労働安全衛生に関する質の高い研究を実施し､その

成果を普及するためインターネット等を経由して情報発信し､また､労働災害の原因の調査等の実施に高い

実績を挙げ､多くの社会的貢献を行ったことから､研究所の目的である｢職場における労働者の安全及び健

康の確保｣に資するものであり､高い水準で業務を実施したと評価された｡ 
 
独立行政法人評価19項目 
評価項目：  

1) 労働現場のニーズの把握と業務への反映 

2) 労働現場及び行政ニーズに沿った調査及び研究の実施

3) 研究評価の実施 

4) 労働安全衛生に関する法令等の制定・改定への科学技

術的貢献 

5) 原著論文、学会発表等の促進 

6) 研究成果情報の発信 

7) 講演会等の開催 

8) 知的財産の活用促進 

9) 労働災害の原因調査等の実施 

10) 労働安全衛生分野の研究振興 

11) 若手研究者等の育成への貢献 

12) 研究協力の促進 

13) 機動的効率的な業務運営体制の確立 

14) 効率化に伴う経費削減 

15) 運営交付金以外の収入の確保 

16) 予算、収支、資金計画 

17) 人事に関する計画 

18) 施設・設備に関する計画 

19) 公正的確な業務運営 
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資料編 

Ⅰ． 調査研究業務等の実施に関する資料 

1． 研究課題一覧 

表 1-1 プロジェクト研究課題（3重点領域，12課題） 

 重点研究領域 研究課題 
A 産業社会の変化

により生じる労働

安全衛生の課題

に関する研究 

(1) 労働者の心理社会的ストレスと抑うつ症状との関連及び対策に関する研究[H24～
H26] 

 (2) 従来材及び新素材クレーン用ワイヤーロープの経年損傷評価と廃棄基準の見直し

[H23～H25] 
 (3) ナノマテリアル等の高機能化工業材料を使用する作業環境中粒子状物質の捕集・

分析方法の研究 
[H25～H27] 

B 産業現場における

危険・有害性に関

する研究 

(1) 金属酸化物粒子の健康影響に関する研究[H24～H26] 
 (2) 建設機械の転倒及び接触災害の防止に関する研究[H24～H27] 

(3) 墜落防止対策が困難な箇所における安全対策に関する研究[H24～H27] 
(4) 貯槽の保守、ガス溶断による解体等の作業での爆発･中毒災害の防止に関する 

研究[H23～H26] 
 (5) 非電離放射線等による有害作業の抽出およびその評価とばく露防止に関する研究

[H23～H25] 
C 職場のリスク評価

とリスク管理に関

する研究 

(1) 建設業における職業コホートの設定と労働者の健康障害に関する追跡調査研究 
[H23～H27] 

 (2) )介護職場における総合的な労働安全衛生研究[H25～H27] 
  (3) 発がん性物質の作業環境管理の低濃度化に対応可能な分析法の開発に関する

研究[H23～H25] 
  (4) 労働災害防止のための中小規模事業場向けリスク管理支援方策の開発・普及 

[H25～H28] 
 

表 1-2 基盤的研究課題（東日本大震災対応課題を含めた 37 課題） 

研究課題 
ａ. 安全研究領域 
(1) 有限要素解析による局部減肉部の健全性評価手法の開発 
(2) 機械安全及び電気安全の社会基盤整備に関する研究 
(3) トンネル建設工事における労働災害の各種発生要因および安全対策に関する検討 
(4) 災害復旧工事における倒壊・崩壊災害の防止に関する研究 
(5) 可燃性固体ペレット堆積層内の燃え拡がり 
(6) 爆発・火災災害資料の電子化とその分析 
(7) 断熱熱量計による異常反応の適正な危険性評価手法の開発 
(8) マイクロ放電による緩和を考慮した摩擦帯電量予測手法の開発 
(9) 双極性防爆構造除電器の開発 

(10) 粉体の最小着火エネルギーにパージ用窒素濃度が及ぼす影響 
(11) 帯電防止バグフィルタの性能評価法に関する研究 
(12) ブラシ-沿面放電モードの遷移条件の導出と着火防止への応用 
(13) 静電気放電イミュニティ試験における電極の接近速度の影響に関する研究 
ｂ. 健康領域研究 
(1) 職場環境におけるストレスの生理学的評価法の検討 
(2) 化学物質の臭気に対する行動的手法による動物試験系の確立 
(3) 保健医療職の交代勤務に伴う健康障害の予防に関する研究 
(4) 明暗シフトが職場有害物質の体内蓄積量に与える影響解析 
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研究課題 
(5) 粉じん吸入ばく露の代替試験法に関する研究 
(6) 産業粒子物質による遺伝毒性の評価に関する研究 
(7) 塩素系有機溶剤の複合ばく露による生態影響に関する研究 
(8) 職場環境における金属等が及ぼす生殖機能を中心とした健康影響に関する研究 
(9) オフィスワーカーの心血管系反応と精神作業負担に関する調査研究 

(10) 作業環境における生物的因子の有害性に関する研究 
(11) JNIOSH-OPAQ の開発とその妥当性・信頼性の検討 
ｃ. 環境研究領域 
(1) 東日本大震災における復旧作業時の石綿飛散状況の把握及びばく露防止対策 
(2) 乾式粉体発生法によるナノ粒子凝集体の多分散発生に関する基礎研究 
(3) 繊維状物質の種類と量比を判定するための走査型電子顕微鏡による定性分析手法の研究 
(4) 受動喫煙防止に関する工学的研究 
(5) 低濃度有機ガス捕集に向けた作業環境測定用炭素材料の研究 
(6) ビデオ顕微鏡法を利用した光学顕微鏡による石綿観察の特性評価 
(7) 低周波音によって生じる振動感覚に対する可聴域騒音の影響に関する研究 
(8) 多次元振動の位相差を考慮した振動ばく露評価に関する研究 
(9) 作業温熱ストレインの増悪をまねく睡眠状況のリスク管理と予防対策に関する研究 

(10) 職場の熱中症予防に有効な暑熱負担軽減手法の開発と現場への応用 
(11) 暑熱労働現場における人体温熱生理モデルを用いた暑熱負担評価と温熱指標の検討 
(12) 手部の負傷リスクを低減し、操作性に優れたロールボックスパレットに関する研究 
(13) 建設現場における危険要因知覚教育システムの開発－低層住宅建築工事を対象とした教育効果の検証 

表 1-3 外部研究資金による研究課題（研究員等が研究代表者を務めた 29 課題） 

資金の種類 研究課題名 研究代表者 分担・共同研究者※ 研究期間

厚生労働省厚

生労働科学研

究費補助金 

(1) 大災害時の復旧・復興工事における労

働災害の発生要因の分析及び対策の

検討 

伊藤 和也 高梨成次，豊澤康男，玉手

聡，大幢勝利，高橋弘樹，

日野泰道，吉川直孝，堀智

仁 

H24～H26

(2) 機械安全規制における世界戦略へ対

応するための法規制等基盤整備に関

する調査研究 

梅崎 重夫 齋藤剛，冨田一，山際謙太

，濱島京子，芳司俊郎，岡

部康平，清水尚憲，池田博

康 

H25～H27

(3) 除染等作業での内部被ばく防止措置

等の最適化のための研究 
甲田 茂樹 菅野誠一郎，鷹屋光俊，篠

原也寸志，中村憲司，山田

丸 

H25～H26

文

部

科

学

省

科

学

研

究

費

補

助

金 

基盤研究

(B)一般 
(1) 複合低周波音による振動感覚の知覚

特性に関する基礎的研究 
高橋 幸雄  H23～H25

(2) 建設工事におけるリスクアセスメントの

高度化 
豊澤 康男 伊藤和也，吉川直孝，堀智

仁 
H24～H26

(3) 夏季原発復旧除染作業・建設作業等

の酷暑作業における暑熱負担軽減対

策手法の開発 

澤田 晋一 時澤健，奥野勉，永島計(
早稲田大学) 

H25～H28

基盤研究

(C)一般 
(1) 墜落・転倒により人体頚部に生ずる衝

撃荷重とその保護策に関する研究 
日野 泰道  H23～H25

(2) 帯電した絶縁物のコロナ除電シミュレ

ーション 
大澤  敦  H23～H25

(3） 高齢労働者の暑熱負担と暑熱基準の

妥当性に関する調査研究 
上野  哲  H23～H25

(4) 墜落災害防止のための可視化した安

全教育支援ツールの開発 
大幢 勝利 広兼道幸(関西大学) 

北條哲男(ものつくり大学) 
H23～H25
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  (5) バイオ燃料ETBEの生体影響および

代謝酵素遺伝子多型の修飾作用につ

いて 

王  瑞生 須田恵，柳場由絵，鈴木哲

矢 
H23～H25

(6) 介護労働者の総合的な安全衛生リスク

評価手法の確立 
岩切 一幸 高橋正也，外山みどり，劉

欣欣，甲田茂樹 
H23～H25

(7) 新たなリスク管理体系のための多層カ

ーボンナノチューブ曝露評価へのアプ

ローチ 

小野真理子 篠原也寸志 H23～H25

(8) 風荷重に対する墜落防護工法の安全

技術に関する研究 
高橋 弘樹 大幢勝利，高梨成次 H24～H26

(9) ワイヤロープの内部疲労損傷メカニズ

ムの解明と寿命予測への応用 
佐々木哲也 本田尚，山口篤志 H24～H26

(10) 長期的ストレスの指標としての爪試料

中ステロイドホルモンの有効性の検討

井澤 修平 齋藤慶典（東海大学短期大

学部） 
H24～H26

(11) 建築業従事者における騒音ならびに

有機溶剤ばく露と職業性難聴に関す

る追跡調査研究 

久保田 均  H24～H26

(12) 日内リズム判定のための簡便な調査

票の開発 
高橋 正也 久保智英 H25～H27

(13) 車両振動伝達系における人の振動感

受性の方向依存性を応用した乗り心

地快適性の向上 

柴田 延幸  H25～H27

(14) 静電気災害防止に向けた工業用材料

の摩擦電気発生と放電緩和過程の基

礎的研究 

三浦  崇  H25～H27

若手研究

(B) 
(1) 粒子の弾塑性変形と破砕に着目した

多孔質粒状体の強度変形特性と地盤

調査法の提案 

吉川 直孝  H23～H25

(2) 交代勤務に従事する介護労働者の睡

眠とストレス 
久保 智英  H23～H25

(3) ジメチルアセトアミドばく露による肝障

害発生のメカニズムと個体差要因の解

明 

柳場 由絵  H23～H25

(4) 磁界と動作のリアルタイム検出システム

を用いた職業磁界ばく露の低減に関

する研究 

山口さち子  H24～H25

(5) 精神作業に対するポジティブ感情が心

血管系反応へ及ぼす影響に関する研

究 

劉  欣欣  H24～H26

(6) メタボリックシンドロームへの時間節約

型アプローチ： インターバル有酸素運

動の活用 

松尾 知明  H25～H26

(7) 電子顕微鏡による工業ナノマテリアル

使用現場の計測： 一般環境エアロゾ

ル除去法の適用 

山田  丸  H25～H27

(8) 大型建設機械の転倒防止に関する地

盤養生および簡易地盤調査法に関す

る研究 

堀  智仁  H25～H27

研究活動

スタート支

援 

(1) 酸化反応における適切な熱的危険性

評価手法の構築 
佐藤 嘉彦  H25～H26

※連携研究者は含めない 
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表 1-4 外部研究資金による研究課題（研究員等が分担研究者あるいは共同研究者を務めるもの 13 課題） 
資金の種類 研究課題 研究代表者 分担・共同研究者 研究期間

厚生労働省厚

生労働科学研

究費補助金 

(1) 職場におけるメンタルヘルス対策の有

効性と費用対効果等に関する調査研究

横山 和仁 
(順天堂大学) 

原谷隆史 H23～H26

(2) 大震災におけるMRI装置に起因する2
次災害防止と被害最小化のための防災

基準の策定 

中井 敏晴 
(独立行政法人国立

長寿医療研究セン

ター) 

山口さち子 H24～H25

(3) 事業場におけるメンタルヘルス対策を

促進させるリスクアセスメント手法の研究

川上 憲人 
(東京大学) 
 

原谷隆史 H25～H27

文
部
科
学
省
科
学
研
究
費
補
助
金 

基盤研究

(A)一般 
(1) DNAポリメラーゼζ(ゼータ)の遺伝的改

変による遺伝毒性閾値形成機構に関す

る研究 

能美 健彦 
(国立医薬品食品衛

生研究所) 

鈴木哲矢 H24～H25

基盤研究

(B)一般 
 

(1) 化学形態別分析に基づいたセレンの代

謝過程と生理機能の解明 
小椋 康光 
(昭和薬科大学) 

小泉信滋 H23～H25

(2) 開発途上国における環境汚染の小児

健康影響に関する国際共同研究 
横山 和仁 
(順天堂大学) 

モーセン・ヴィージェ H23～H26

(3) エピジェネチックな因子反応を応用した

ナノマテリアルの次世代影響評価法構

築（平成25年度以降中止） 

藏崎 正明 
(北海道大学) 

奥野勉 H24～H27

(4) 南極の風送バイオエアロゾル実相調査

：気球等を使った先駆的生態系観測の

展開 

小林 史尚 
(金沢大学) 

山田丸 H24～H25

(5) 温熱的快適性の形成メカニズムの解析

と衣服内環境評価への応用 
永島 計 
(早稲田大学) 

時澤健 H24～H25

基盤研究

(C)一般 
 

(1) GABAインターニューロンの分化・成熟

を制御する甲状腺ホルモンの分子基盤

の解明 

内田 克哉 
(東北大学) 

小林健一 H24～H26

(2) 労働者のストレスに対するセルフケア実

施を阻害・促進する認知的要因に関す

る研究 

中村 菜々子 
(兵庫教育大学) 

井澤修平 H24～H26

(3) DNA塩基除去修復欠損マウスを用いた

網膜光障害の分子病態解明 
大平 明弘 
(島根大学) 

奥野勉 H24～H25

挑戦的萌

芽研究 
(1) 自然災害安全性指標（GNS）の開発 日下部 治 

(茨城工業高等専門

学校) 

伊藤和也 H25～H26
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2. プロジェクト研究成果概要 

��� ����������ト��������������������研究 【３年計画の2年目】 

原谷隆史(作業条件適応研究G)，倉林るみい(有害性評価研究G)，

井澤修平(作業条件適応研究G)，土屋政雄（同） 

 
【研究期間】 平成24～26年度 
【実行予算】 599万円(平成25年度) 
【研究概要】 
(1) 背景（主要文献，行政的・社会的ニーズなど） 

厳しい経済状況、国際競争の激化、就業形態や

労働者の多様化等により職場の心理社会的ストレス

が変化し、労働者のうつ病や自殺への影響が懸念さ

れている。平成22年度の生産人口の死因で自殺は

21,177人であり、不慮の事故9,532人の2倍以上であ

った。平成22年の被雇用者（管理職含む）の自殺は

9,018人であった。厚生労働省の患者調査では、う

つ病等の気分障害の総患者数は平成11年には44.1

万人であったが平成20年には104.1万人と大幅に増

加した。労働者のメンタルヘルスは労働安全衛生の

重要課題となっている。 

（2）目的 

労働者の自殺やうつ病の予防のためには、労働

者の心理社会的ストレスと抑うつ症状の実態を把握

し、抑うつ症状に悪影響を及ぼす関連要因を示し、

職場で有効な対策を提示することが求められる。そ

こで、労働者の心理社会的ストレスと抑うつ症状の

実態、関連要因、対策を明らかにすることを目的とし

た研究を実施する。 

（3）方法 

組織や人間関係等の心理社会的ストレスと抑うつ

症状に関する疫学調査を実施し、労働者の心理社

会的ストレスと抑うつ症状の実態、抑うつ症状に影響

する関連要因及び対策を明らかにする。 

（4）研究の特色・独創性 

職場のメンタルヘルスに関しては、精神疾患を対

象とした医学的研究が多い。本研究では、労働者の

自殺予防という観点から、うつ病に限定しないで一

般の労働者の心理社会的ストレスと抑うつ症状に焦

点をあてて、関連要因と対策を検討する。メンタルヘ

ルス対策に取り組んでいる事業所は大規模事業所

では多いが中小規模事業所では少なく、専門スタッ

フがいない職場でもメンタルヘルス対策に取り組め

るような対策を示す。 

【研究成果】 

心理社会的ストレスと抑うつ症状に関する自記式

質問紙調査を実施した。民間企業にフルタイム勤務

で雇用期間の定めがない一般社員の郵送調査協力

モニターから5,400名を抽出し、男性1,984人、女性

2,007人、合計3,991人から回答が得られた。回収率

は73.9％であった。うつ病および精神疾患の受診状

況を陽性反応として、ストレスチェック9項目の合計

得点とPHQ-9の得点のROC解析を行い、ROC曲線

下面積を比較すると、PHQ-9はストレスチェック9項

目より良好であった。ストレスチェック9項目の3種類

の判定基準とストレスチェック9項目の合計得点と

PHQ-9の得点による陽性反応判定基準ごとにスクリ

ーニングテストの指標を比較した。 

ストレスチェック9項目の3種類の判定基準は感度

や陽性反応的中度が低く、合計27点以上の判定基

準の方が感度が高まった。PHQ-9は12点以上とす

ると4指標とも高かった。感度を上げて偽陰性を減ら

す判定基準としてストレスチェック9項目は合計20点

以上、PHQ-9は7点以上とすると感度は70％を超え

るが、偽陰性は増えるので特異度や陽性反応的中

度は低くなる。PHQ-9は多くの指標でストレスチェッ

ク9項目より良好であった。 

機械系製造業28部署627名の新職業性ストレス簡

易調査票の推奨尺度短縮版25尺度とPHQ-9の回

答を個人レベルと集団レベルで解析し、職場環境要

因と抑うつの関連を検討した。集団レベルの解析で

は、職場要因を所属部ごとに平均し対象者全体の

平均で中心化した変数を用いてマルチレベルロジス

ティック回帰分析を行った。個人レベルの解析では、

多数の心理社会的ストレス要因と抑うつとの有意な

関連が認められたが、集団レベルの解析では、キャ

リア形成とワーク・セルフ・バランス（ネガティブ）の2

尺度のみで有意な関連が認められた。 

職場のメンタルヘルスの実態を明らかにすることを

目的として、日本全国の企業12,000社を対象に職場

のメンタルヘルスに関する郵送調査を実施した。帝

国データバンクの企業データベースから従業員100

人以上の全国の企業12,000社を企業規模別に抽出

し、2014年2月に調査票を郵送した。3,036社から回

答があり、従業員100人以上の有効回答2,952社（有

効回答率24.6％）を解析した。企業規模により抽出

率が異なるので、企業規模別回答の値に対して登

録数の分布割合による重みづけを行い、企業規模

補正値を算出した。 

メンタルヘルスケア（心の健康対策）に取り組んで

いる企業は63.6%であり、取り組む予定はない企業は

28 29
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10.4%であった。メンタルヘルスケアに取り組んでい

ない理由は、専門スタッフがいない64.7%が特に多く、

取り組み方がわからない37.5%、時間がない27.7%が

多かった。メンタルヘルスケアの内容は、労働者から

の相談対応の体制整備37.9%、労働者への教育研

修・情報提供37.1%、管理監督者への教育研修・情

報提供36.5%が多かった。 

過去１年間に、メンタルヘルス上の理由による退

職者は0.15％、メンタルヘルス上の理由による連続1

カ月以上の休職者は0.21％であった。この休職者の

中でうつ病の割合は54.3％であり、うつ病による連続

1カ月以上の休職者は労働者の0.11％であった。 

今後、職場のメンタルヘルスケアを推進するため

には、専門スタッフがいない中小企業が短時間でメ

ンタルヘルスケアに取り組めるように公的機関等を

含めて多様な支援が重要と考えられる。 

【研究業績・成果物】 

[国内外の研究集会発表] 

1) Lumie Kurabayashi, Masao Tsuchiya, Shuhei 

Izawa, Takashi Haratani (2013) Differences by 

gender of information-seeking behaviors about 

mental health among Japanese employees. World 

Psychiatric Association. 

2) 原谷隆史, 倉林るみい, 井澤修平, 土屋政雄 

(2013) 企業のメンタルヘルスの実態の全国調

査, 第86回日本産業衛生学会, 産業衛生学雑

誌, Vol.55 (Suppl.), p.486． 

3) 土屋政雄, 井澤修平, 倉林るみい, 原谷隆史 

(2013) 労働者の抑うつ症状への回答における

年齢層による違い：項目反応理論による検討, 

第86回日本産業衛生学会, 産業衛生学雑誌, 

Vol.55 (Suppl.), p.353． 

4) 倉林るみい, 土屋政雄, 井澤修平, 北村尚人, 

原谷隆史 (2013) 職場でメンタルヘルス対策を

始めるときに役立つマニュアルの作成, 第86回

日本産業衛生学会, 産業衛生学雑誌, Vol.55 

(Suppl.), p.481． 

5) 土屋政雄，木下奈緒子，井澤修平，倉林るみい，

原谷隆史（2013）企業の従業員における心理的

柔軟性の特徴．日本行動療法学会第39回大会，

B-P-115． 

6) 土屋政雄，井澤修平，原谷隆史（2013）心理社

会的職場ストレス要因と抑うつの関連－新職業

性ストレス簡易調査票による新たな職場要因－，

日本心理学会第77回大会発表論文集，p.1191，

2PM-131 

7) 原谷隆史，井澤修平，土屋政雄 (2013) 労働

者の抑うつ症状の全国調査 3種類の抑うつ尺

度の性・年齢別標準値の算出，日本心理学会

第77回大会発表論文集，p.1199，2PM-139 

8) 原谷隆史（2013）職場のメンタルチェックをめぐ

って ―質問票に関して研究者の立場から―, 

平成25年度第1回(第40回)日本産業精神保健

学会研修セミナー，杏林大学． 

[その他専門家向け出版物] 

1) 原谷隆史（2013）巻頭言 職場のハラスメント,厚

生科学WEEKLY, 2013.6.14（591号）． 

2) 原谷隆史，小林章雄（2013）特集 職場のハラ

スメント 特集によせて, 産業ストレス研究, 

Vol.20, No.3, p.199． 

3) 原谷隆史（2013）編集後記, 産業ストレス研究, 

Vol.20, No.3, p.249． 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ストレスチェック９項目

（うつ10点or疲労12点or不安11点）

ストレスチェック９項目

（うつ11点or疲労11点or不安11点）

ストレスチェック９項目

（うつ12点or疲労11点or不安11点）

ストレスチェック9項目

（合計27点）

PHQ-9（12点）

ストレスチェック9項目

（合計20点）

PHQ-9（7点）

感度 特異度

ストレスチェック9項目とPHQ-9によるうつ病の 

スクリーニング指標 

情緒的負担

役割葛藤

役割明確さ

成長の機会

経済・地位報酬

尊重報酬

安定報酬

上司のリーダーシップ

上司の公正な態度

ほめてもらえる職場

失敗を認める職場

経営層との信頼関係
変化への対応

個人の尊重
公正な人事評価

多様な労働者への対応

キャリア形成

ワーク・セルフ・バランス（N）

職場のハラスメント

職場の一体感

事業場
レベル

部署
レベル

量的負担

コントロール

上司のサポート

同僚のサポート

ワーク・セルフ・バランス（P）

個人変数 集団変数

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 0.1 1.0 10.0 100.0

仕事の
負担

作業
レベル

個人及び集団レベルの心理社会的ストレスと抑うつ

との関連（オッズ比と95%信頼区間） 

メンタルヘルスケア(心の健康対策)の内容 
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��� ������������������������������������【３年計画の３年目】 

本田尚(機械システム安全研究G)，山際謙太(同)，山口篤志(同) ，佐々木哲也（同）

 
【研究期間】 平成23～25年度 
【実行予算】 900万円(平成25年度) 
【研究概要】 
(1) 背景（主要文献、行政的・社会的ニーズなど） 

天井クレーンや移動式クレーンにおいては、経年

劣化したワイヤロープが切断することで吊荷落下や

ジブ倒壊が発生し、毎年多数の労働者が被災して

いる。我が国ではクレーン構造規格において、ワイ

ヤロープの総素線数の10%が断線した場合に廃棄

することが定められている。しかし、ワイヤロープの素

線断線を内部まで正確に検査することは難しく、ロ

ープ表面の可視断線によって経験的に廃棄時期を

判断しているのが現状である。また、ワイヤロープの

検査は目視が中心であり、検査精度が検査者に大

きく依存し、定量的に経年損傷を評価することが難

しい。このため、ワイヤロープの経年損傷を定量的

に評価する方法が求められている。 
(2) 目的 

クレーンに用いられる動索および静索について疲

労試験を行い、ロープに掛かる負荷と経年損傷の関

係を明らかにすることで、これまで経験的であったワ

イヤロープの経年損傷評価に定量的な評価手法を

導入する。また、ワイヤロープの経年損傷を非破壊

的に評価する方法を検討し、ワイヤロープの廃棄基

準を見直すことで、ワイヤロープの経年損傷に起因

する労働災害を防止する。さらに、静索への採用が

検討されている新素材ロープに、従来材ワイヤロー

プの安全基準が適用できるかどうか検討する。具体

的には、ワイヤロープを大きく動索と静索に分け、次

の2つのサブテーマによって研究を実施する。 
① サブテーマ1：動索の経年損傷評価 
② サブテーマ2：静索の経年損傷評価 

(3) 方法 
本研究では、クレーンに用いられる動索および静

索について、それぞれ使用方法に則した疲労試験

を行い、負荷と経年損傷の関係を明らかにする。ま

た、ワイヤロープの経年損傷を非破壊的に評価する

方法を検討し、その検出能を評価する。静索への採

用が検討されている新素材炭素繊維ロープについ

ては、疲労試験を行い、従来材ワイヤロープと同様

の安全基準が適用できるか検討する。 
これら本研究で得られた結果をベースに、ワイヤロ

ープの廃棄基準の見直しおよび新素材ロープの安

全基準を検討する。 
(4) 研究の特色・独創性 

ワイヤロープの廃棄基準に関しては、基準策定の

根拠となる明確な実験結果がなく、負荷と経年損傷

の関係について定量的に評価する必要がある。また、

今後静索への採用が検討されている炭素繊維ワイ

ヤロープについては、負荷と経年損傷の関係だけで

なく、経年損傷のメカニズムおよび損傷形態すら明

らかになっていない。 
【研究成果】 

本研究の各サブテーマにおける成果は以下の通

りである。 

①サブテーマ1： 

移動式クレーンのジブ起伏ロープや巻上げロープ

には、形崩れ防止や疲労破壊防止を目的として鋼

心ワイヤロープが使用されている。しかし、鋼心ワイ

ヤロープは繊維心ワイヤロープに比べ内部断線が

発生しやすく、外観から経年損傷が判断できないこ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) IWRC 6×Fi(29) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) IWRC 6×WS(31) 
図1 実験に使用したワイヤロープ断面図 
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とから、ワイヤロープ破断によるジブ倒壊や吊荷落

下といった災害の原因となっている。このようなワイ

ヤロープ切断事故を防止するには、ロープ張力と破

断寿命の関係および可視断線数と残存強度の関係

を明らかにする必要がある。今年度は、鋼心ワイヤロ

ープとして一般に使用されているIWRC 6×Fi(29)と

IWRC 6×WS(31)のS字曲げ疲労試験を行い、ロー

プ張力がワイヤロープの疲労寿命に及ぼす影響を

調査するとともに、一定数の可視断線が発生した時

点での残存強度を調査した。 

試験体には、公称径d = 16 mmのIWRC 6×Fi(29)

とIWRC 6 × WS(31) ワイヤロープを使用した。図1

に2つのロープの断面図を示す。総素線数はそれぞ

れ、 IWRC 6×Fi(29)が132本、IWRC 6 × WS(31) 

が186本である。疲労試験には、図2に示すワイヤロ

ープ疲労試験機を使用した。ワイヤロープには図中

右側のテンションシーブで張力を与え、中央の2つ

のテストシーブ間を往復させることでS字曲げを行う。

なお、往復運動のストロークは2 mである。 

テストシーブ径Dとロープ公称径dの比D/dは、クレ

ーン構造規格で最小の16とした。使用したワイヤロ

ープの公称破断荷重は173 kNであり、安全率が5で

あることから、ロープ張力Tは、8.7、17.3、26.0および

34.6 kNとし、各張力とも破断までの繰返し数を求め

た。また、外層素線に可視断線が発生した時点で疲

労試験を打ち切り、ワイヤロープを中央から左右に1

ピッチ毎10箇所で切断して各ピッチ毎の断線数を計

測した。同様に、可視断線数が発生した時点、可視

断線が総素線数の4%および10%発生した時点で疲

労試験を打切り、引張試験により残存引張強さを調

査した。 

図3にロープ張力と破断寿命Nfの関係を示す。2種

類のワイヤロープとも、張力が小さくなるにつれて破

断寿命は長くなる。しかし最大張力であるT = 34.6 

kNでは、破断寿命は両者とも 4×104 cycles程度で

あるが、ロープ張力が小さくなるにつれ破断寿命の

差は拡大し、最小張力T = 8.7 kNではIWRC 6 × 

Fi(29)の破断寿命Nf = 7×104 cyclesに対し、IWRC 6 

× WS(31)はNf = 36×104 cyclesと5倍以上長くなる。 

このように張力が小さくなるにつれて破断寿命の

差が拡大する原因を調査するため、最低張力T = 

8.7 kNにおける素線断線数を比較した。図4に可視

断 線 発 生 時 の 素 線 断 線 の 分 布 を 示 す 。

IWRC6×Fi(29)は、繰返し数N = 9,500cyclesで可視

断線が発生しているが、この時、すでに半数のピッ

チで20～30本の素線断線が発生している。一方、

IWRC6×WS(31)は、N = 14,000 cyclesで可視断線

が発生したが、内部断線は5本程度と、IWRC 6 × 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 ワイヤロープ疲労試験機 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         (a) IWRC6×Fi(29)                  (b) IWRC6×WS(31) 

図3 ロープ張力と破断寿命の関係 

 

9500

Tension sheave
Φ1200

Test sheave

Controller

2000(Stroke)Driving
sheave

9
3
0

2
2
20

800 3075 3075 2550

0

10

20

30

40

104 105 106

IWRC 6xFi(29)

Number of cycles to failure

Te
nt

io
n 

   
( k

N
 )

0

10

20

30

40

104 105 106

IWRC 6xWS(31)

Number of cycles to failure

Te
nt

io
n 

   
( k

N
 )

32 33



33 

Fi(29)の1/5～1/4である。素線断線が発生した位置

を詳細にみると、IWRC 6×Fi(29)は断線数が多い順

に bed，core，innerと、いずれも内部断線であるの

に対し、IWRC 6×WS(31)の内部断線は bed のみ

で，断線数も2～4本と少ない。したがって、内部断

線数の差が破断寿命に大きく作用していると考えら

れる。 

次に、可視断線数が一定数発生した時点で疲労

試験を打切り、引張試験により可視断線数と残存引

張強さの関係を調査した。結果を図5に示す。どちら

のロープも可視断線数が増加すると、残存引張強さ

は低下するが、IWRC 6×Fi(29)はロープ張力に比

例して残存引張強さが増加し、IWRC 6×WS(31)は

逆に減少する。また、IWRC 6×Fi(29)は可視断線数

が4%から10%に増加しても残存引張強さはほとんど

変わらない。しかし、最低張力T = 8.7 kNでは残存引

張強さが新品時の約20%しかなく、定格荷重と同等

の強度しか残っていないことになる。一方、IWRC 6 

× WS(31) の残存引張り強さは、張力にあまり影響

されず、可視断線が4%発生した時点で新品時の80%

以上、可視断線10%でも新品時の50%以上ある。なお、

IWRC 6 × WS(31)ではT = 26.0kNよりT = 34.6 kNの

方が残引張強さが大きい。これはロープ張力が大き

くなることで、可視断線が検出しやすくなり、結果とし

てT = 26.0kNより素断線数が減少したためである。 

現在、国内外におけるワイヤロープ廃棄基準は、

主として素線断線数だけで、ロープ張力すなわち使

用荷重は全く考慮されていない。図5の結果は、少

なくともIWRC 6×Fi(29)は可視断線から廃棄時期を

判断することは危険であることを示している。したが

って、今後、ワイヤロープの廃棄基準に使用荷重を

考慮する方法を検討する必要がある。 

②サブテーマ2： 

クレーンなどの建設機械の分野では、炭素繊維を

用いたケーブル（炭素繊維複合材料ケーブル、

Carbon Fiber Composite Cable : CFCC）をジブクレ

ーンのペンダントロープへ応用したCFペンダントの

使用が検討されている。CFペンダントは軽量である

ことから、クローラクレーンなどへの取り付けなどの時

間を短縮することができ、工期短縮とコストダウンのメ

リットがある。CFCCは既に橋梁の補強ケーブルなど

に使用されており、準静的な荷重の条件下では使

用されているが、クレーンへの応用の場合は動的な

荷重条件での使用となる。CFペンダントの安全性を

評価するためには、繰り返し荷重下における損傷特

性の評価を行う必要がある。本研究ではCFペンダン

トの繰返し軸荷重特性について調査を行っている。 

CFペンダントは、1本のストランドをシンブルに巻き

付けることで構成されている。ストランドは、8μmのポ

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) IWRC6×Fi(29)                  (b) IWRC6×WS(31) 
図4 可視断線発生時の素線断線分布（T = 8.7 kN） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) IWRC6×Fi(29)                  (b) IWRC6×WS(31) 
図5 可視断線数と残存引張強さの関係 
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リアクリロニトリル(PAN系)炭素繊維と母材にエポキシ

樹脂を使用した炭素繊維強化プラスチック(CFRP)を

φ4.8mmになるように寄り合わせたものである。CFペ

ンダントの外観を図6に示す。本CFペンダントの破

断荷重は1200mm試験片が200kN、500mm試験片は

400kNである。 

使用した炭素繊維の機械的性質を鋼と対比させ

表1に示す。引張強度は鋼の約6.7倍でありながら、

比重は1/5程度であり、軽量かつ高強度である。 

 

表1:炭素繊維と鋼製ワイヤロープの機械的性質 

 CFペンダント 鋼製ワイヤロープ

(IWRC 6×Fi(29)）

弾性係数 

GPa 
155 38 

比重 

g/cm3 
1.6 7.87 

線膨張係数 

1/℃ 
0.6×10-6 11.7×10-6 

 

軸荷重疲労試験にはINSTRON製の最大荷重

200kNと500kNの電気油圧式サーボ試験機を500mm

試験片に、250kN試験機(INSTRON 8411)を1200kN

に使用した。応力比は0.1とし、波形は正弦波、繰り

返し数は500mm試験片については1〜1.75Hｚ、

1200mm試験片は0.5Hzとした。また、試験を打ち切

る最大繰り返し数は2.0×106回とした。 

損傷が進行すれば試験片の剛性が落ちることか

ら、同じ荷重であっても伸びが増えると考え、全サイ

クルにわたり全長の変化を計測した。計測にはシン

ブルの端部の変位量をKeyenceのLCD/CCD変位

計(LD-7000)を使用して計測した(図7)。 
図8は荷重と繰り返し数の関係である。破断荷重

が異なる試験片であるため、縦軸は荷重の最大値を

破断荷重で除した値としている。また、矢印は未破

断を示している。 

鋼材の疲労試験により得られるSN線図と同様の傾

向の関係が得られている。しかし、鋼材とは異なり荷

重範囲の高い領域であっても破断する繰返し数の

ばらつきが大きい傾向がある。例えば500mm-400kN

の試験片で、荷重範囲が180kNの場合、最大荷重

は200kNであり破断荷重の半分であるが、繰返し数

は1.2×104〜1.0×105の範囲と約10倍異なっている。 

また、1200mm-200kNの試験片では、荷重範囲が

108kNのときの破断回数は87,284回であったのに対

し、荷重範囲が90kNのときの破断回数は荷重範囲

が小さいにも関わらず42,444回と少ない回数で破断

に至っている。このように同じ荷重条件でも破断回

数のばらつきは大きい。 

また、鋼材で言う疲労限のように破断する最低限

の荷重範囲も存在している。これを統計的に推定す

るために、同一荷重の試験により得られた繰返し数

のばらつきはワイブル分布と仮定した。そして、荷重

ごとの繰返し数の平均値を求め、その線型近似直線

から200万回強度を推定した。試験を実施できた本

数の関係上400kN-500mmの結果について、平均値

を算出した。図9に結果を示す。これにより得られた

CFペンダントの200万回強度は144.3kNであり、破断

強度の36.1%であった。 
図10は繰返し数とCFペンダントの伸びの関係の

一例である。試験片は1200mm-200kNを使用し、最

大荷重は120kN、87,284回で破断した。試験開始後

は約6.95mm程度であった伸びが、破断直前には約

7.15mm程度まで増えている。他の試験片にも共通

して言えるが、破断直前までどちらも初期の伸びに

対して約3%増えて破断する傾向にある。また、この

図8 荷重と破断に至る繰り返し数の関係

図6 CFペンダントの外観と寸法(単位mm)

図7 試験機外観（左 500mm, 右1200mm試験片）
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試験片では20,000回程度のところから伸びが増え始

めている。つまり、破断回数に対して約23%の繰り返

し数から伸びが変化している。しかし、他の試験片と

比べても伸びが増え始める回数と破断に至る回数

の割合は様々で共通した特徴はみられない。 
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図9 400kN-500mm試験片の200万回強度推定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10 繰り返し数と伸びの関係 
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【３年計画の1年目】 

鷹屋光俊（環境計測管理研究G），小野真理子（同），篠原也寸志（同），中村憲司（同），山田丸（同）

 
【研究期間】 平成25～27年度 
【実行予算】 2,250万円(平成25年度) 
【研究概要】 
(1) 背景（主要文献，行政的・社会的ニーズなど） 
ナノテクノロジー産業の伸長に伴い、工業用ナノ

材料の労働衛生問題が着目され、厚生労働省は、

予防的にナノマテリアルに対するばく露防止対策

をとることを求めている。当研究所においてもH19
～H21年度の3年間に、ナノ材料製造職場で、粒

子状物質の測定などを行いばく露リスクに関する

知見を得た。その結果、外気をそのまま取り込む

職場におけるバックグラウンド粒子の影響、一種類

のナノ材料のみ存在する製造工程ではなく、複数

のナノ材料や、他の物質も存在するナノ材料を利

用した製品の製造工程でのばく露アセスメント方

法等の未解決の問題がある。 
(2) 目的 
ナノ材料・ナノ材料以外の材料・周辺大気由来

などの複数の構成成分からなるナノ（<100nm）か

らサブミクロン（<1000nm）スケールの気中粒子を

測定対象とし、粒径、粒子濃度の時間変化といっ

たエアロゾル測定および捕集した粒子の成分分析

によりナノ材料粒子の濃度等を測定する方法を検

討し、材料毎に、エアロゾル測定・化学分析をどう

使い分ければよいかについての方針を決定できる

ような知見を得る。 
(3) 方法 
粉じんチャンバー内での模擬作業等でナノ材料

由来の気中粒子を発生させると共に、研究所周辺

の外気や、別途発生装置で発生させた測定の妨

害となるナノ材料以外の気中粒子もあわせ、模擬

的な作業環境中のエアロゾルを調製する。このエ

アロゾルを用いて、以下の事項を検討する。 
① 粒子濃度・粒径・粒子の質量分布などのエアロ

ゾル測定 
② 捕集した粒子の化学分析・電子顕微鏡観察を

行う場合の捕集方法の選択 
③ 分析方法の開発 
さらに、得られた成果を整理することにより、本研

究で研究した対象物質以外のナノ材料の分析法

を開発する際に参考となる知見を得る。 
(4) 研究の特色・独創性 
本研究における測定・分析手法の開発手順は

基本に忠実な方法である。だが、当研究所内にあ

る比較的大きな(3m×3m×3m)粉じんチャンバー

を用いることにより、通常の研究室では難しい、比

較的多量のナノ材料粉体の取り扱い、ナノ材料含

有材の切断・研磨加工などの多種かつ実作業に

近い、模擬気中粒子の発生を試みることが可能で

あり、より多くの工程をカバーする測定方法の開発

につなげることができる。 
【研究成果】 
本年度は、方法の項に示した①エアロゾル測定、

②捕集方法の検討、③分析方法の開発のうち、①

と②を実施した。このほか、我々が開発した測定方

法の評価として、ナノマテリアル（カーボンナノチュ

ーブ）取扱い工場での現場測定も行った。このうち、

現場測定については、年度内に結果の解析が終

了していないため、エアロゾル測定と分析方法の

開発について報告する。 
① エアロゾル測定の評価 
本年度は、エアロゾル測定方法の評価として、

ナノマテリアル取り扱い粉じんを測定する際の、エ

アロゾル測定装置の試料導入口の影響を評価し

た。 
ナノマテリアルを取り扱う職場において、ナノマ

テリアルは数から数十nmのナノマテリアル単独の

粒子（一次粒子）ではなく、一次粒子が凝集した数

十nm〜数μmの粒子として作業環境に放出される

場合が多い。作業者のばく露リスクや作業環境の

評価を行うためには、数十nm〜数μm範囲の粒

子を粒子径別に濃度測定する装置を用いる必要

がある。 
現在この目的に対応する装置として、300nmより

小さい粒子については、静電気を用いて特定の粒

子径の粒子だけを取り出した後に計数する走査型

移動度粒径測定装置（SMPS）が、300nm-10μm
の粒子に対しては、試料空気にレーザー光を照射

し、空気中の粒子により散乱された光を用いて粒

子の数と粒径を測定する光散乱式粒子カウンター

（OPC）が用いられている。このうち、SMPSには、

装置の保護と精度維持を目的として概ね1μmより

大きい粒子を装置に入れないようにする導入口が

ついている。 
導入口には慣性力を用いたインパクター（図１上

左）や、遠心力によるサイクロン等（図1上右）があ

る。 
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これらは試料空気中の粒子に機械力を加える。

ナノマテリアルは、強い凝集力と弱い凝集力の両

方で凝集粒子を形成しているが、このうち弱い凝

集が試料導入口を通過する際に解砕(凝集粒子が

破壊されること。)され、多数の小さい粒子として装

置に導入される可能性がある。（図１下図、インパ

クターの例）その効果を定量的に把握しておかね

ばナノマテリアル由来の粒子を正しく測定すること

ができない。 

そこで、一次粒子径がおおよそ20nmの二酸化

チタンを例として、模擬凝集粒子を発生させ、

SMPSを試料導入口なし、インパクター、サイクロン

取り付けの条件で測定を行い、同時に試料導入口

を必要としないOPCで試料の粒子径別濃度測定

を行なった。結果は、両装置がともに計測可能な

粒径300nmの粒子数濃度の差および、SMPSで計

測される微小粒子数の変化で評価した。 
結果の一例を図２に示す。直接吸引（導入口な

し）の場合でも300nmの粒子数は一致しないがこ

れは、2つの装置の感度差に由来する。一方イン

パクター、サイクロンのいずれも300nm付近で

SMPSの粒子数を増加させる効果を持ち、さらに、

SMPSで測定した微小粒子の粒径分布は、インパ

クター、サイクロンともより小さい粒子の数が増える

結果を示している。このことから、当初の仮説の通

り試料導入口による粒子の解砕が測定に影響を与

えることを確認した。今後は、より多種類の材料に

よる試験を行い、解砕による微小粒子の増大を定

量的に把握する計画である。 
② 化学分析 

本年度は、化学分析によるナノマテリアルの分

析方法として、一次粒子がナノサイズ(<100nm)で
あるナノマテリアル二酸化チタン（以下ナノ二酸化

チタン）と、一次粒子径が数百nmの二酸化チタン

（以下非ナノ二酸化チタン）を混在して使用してい

る作業現場において、気中粒子中のナノ二酸化チ

タンと非ナノ二酸化チタンの構成比を知る方法の

検討を行った。 
二酸化チタンは、現在実用化されているナノマ

テリアルの中では、生産・使用量がシリカやカーボ

ンブラックと並んで最も大きいものの一つである。

二酸化チタンの分析方法としては、気中粒子を捕

集・酸分解して原子吸光法や誘導結合プラズマ発

図 1 試料導入口 

図2 試料導入口の効果 

図3 同じ倍率によるナノ及び非ナノ二酸化チタ

ンの走査型電子顕微鏡（SEM）写真 
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光分光光度法（ICP-OES法）によりチタンの分析を

行うことにより可能である。しかし、二酸化チタンは、

その目的によりナノ二酸化チタンと非ナノ二酸化チ

タンを併用している場合がある。 
その場合、空気中にはナノ二酸化チタンとナノ

二酸化チタンより有害性が低いと考えられる非ナノ

の二酸化チタンが混在して存在する。空気中の総

チタン濃度による管理では、正しいばく露リスクの

評価が行えない。 
図3に示したのは、ナノ・非ナノの二酸化チタン

の走査型電子顕微鏡（SEM）による画像である。こ

の2つの二酸化チタンは1次粒径が大きく異なるが、

凝集粒子の粒子径には違いが無い。従って、粒子

カウンター等による測定でも区別することが出来な

い。また酸で溶解した後は、両材料とも、同じチタ

ン溶液となり、化学分析を行っても区別出来ない。

図のように電子顕微鏡観察では区別可能であるが、

顕微鏡観察を行う場合には、視野中の粒子数を一

定数以下にする必要があるため、短時間しか捕集

が行えず試料の代表性をどう確保するのかという

問題がある。 
そこで、粉末X線回折（XRD）および紫外－可視

吸収（UV-VIS）スペクトル測定を行う事により二酸

化チタンの一次粒径別測定を試みた。 
XRDは、その原理上粉体中の原子の配列が規

則正しいほど鋭い回折線が観測される。粒子径が

小さいナノ粒子は、連続した配列をとる原子の数

が少ない、すなわち規則性が不十分であるため回

折線の線幅が広くなり、その線幅から粒子径を推

定可能であり、材料科学や製造現場では広くこの

方法が用いられている。そこで、気中粒子につい

てこの方法が適用可能かどうか評価した。 

図４は、ナノ二酸化チタンの代表的な材料であ

るP25と呼ばれる材料のXRDパターンである。粉体

そのものを試料としたもの(バルク)では、明瞭な回

折パターンが得られ、この回折パターンから計算さ

れる粒子径は、電子顕微鏡観察で計測した粒子

径と矛盾しない値であった。しかし、気中粒子試料

を模擬した塩化ビニール（PVC）フィルター上に

100μgのP25を捕集した試料では、明瞭な回折パ

ターンが観測されていない。この他、実際の作業

現場から収集した二酸化チタン粉じん試料につい

ても計測を試みたが、粒子径を評価できるほどの

回折パターンを得ることはできなかった。従って

XRDを用いる方法は、ナノ二酸化チタンのばく露リ

スク評価には不適当であると判断した。 
ナノと非ナノの二酸化チタンを混在使用する主

な目的はその光学特性が異なるからである。そこ

で、試料の紫外線の吸収パターンを測定すること

によりナノ二酸化チタンと非ナノに酸化チタンを区

別する方法の検討を行った。 

 

図5は、各種の二酸化チタン粒子をPVCメンブラ

ンフィルター上にのせたものを試料として、その試

料の積分球－拡散反射測定により紫外線（UV）吸

収を測定した結果を、フィルター上のチタン濃度で

正規化したものである。この結果、結晶系が同じル

チル型なら粒径に応じてUV吸収の量が違う一方

で、アナターゼ型については粒径の違いがUV吸

収の量にあまり影響を与えないことなどがわかった。

2年目以降については表面修飾がある材料などの

データも加え本方法の実用可能性について評価

を行う。 
【研究業績・成果物】 
[国内外の研究集会発表] 
1) Mitsutoshi Takaya and Toshihiko 

Myojo(2013) Exposure assessment and 
Worker Protection, 6th International 
Symposium on Nanotechnology, 
Occupational and Environmental Health, 
Continuing Education Courses A3. 

図4 ナノ二酸化チタンのXRDパターン 

図5 塩化ビニールメンブランフィルター上の

二酸化チタンのUV拡散反射スペクトル
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2) Maromu Yamada, Mitsutoshi Takaya, and 
Isamu Ogura(2013) Evaluating of vortex 
shaker method as nanomaterial aerosol 
generatoe for long hours, 6th International 
Symposium on Nanotechnology, 
Occupational and Environmental Health, 
p.110. 

3) 山田丸，鷹屋光俊，小倉勇 (2013) ナノマテリ

アル取扱い現場におけるばく露評価を目的とし

たボルテックスミキサーを用いたナノ粒子凝集

体の簡易発生装置の検証, 第86回日本産業

衛生学会，産業衛生学会誌, Vol.55, p.522. 
4) 山田丸，鷹屋光俊，小倉勇(2013) ナノ粒子凝

集体測定における測定装置付属の粗大粒子除

去用インレットの影響，第30回エアロゾル科学･

技術研究討論会，第30回エアロゾル科学･技術

研究討論会論文集，pp.167-168. 
5) 鷹屋光俊，山田丸，篠原也寸志(2013) 拡散

反射UVスペクトル測定によるナノ／サブミクロ

ン二酸化チタン粒子の一次粒径別測定の試み，

第53回日本労働衛生工学会抄録集,pp.39-37 
6) 山田丸，鷹屋光俊，小倉勇(2013) ダスティネ

ス評価（ボルテックスシェーカー法）により発生さ

せた各種二酸化チタン粒子の発生濃度及び粒

径分布と時間変動，第53回日本労働衛生工学

会抄録集,pp.34-35. 
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宮川宗之（健康障害予防研究G)，王瑞生(同)，須田恵(同)，三浦伸彦（同），柳場由絵(同)，

鈴木哲矢(同)，小林健一(同)，久保田久代(同)，北條理恵子(同)，長谷川也須子(同)

【研究期間】 平成24～26年度 
【実行予算】 1,500万円(平成25年度) 
【研究概要】 
(1) 背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

吸入性粒子状物質の管理は労働衛生上重要な

課題であるが、厚労省により化学物質のリスク評価

事業では、今後二酸化チタンのナノ粒子等を対象

に、発がん性の報告等を考慮して、リスク評価が行

われる予定。評価にあたっては、懸念される有害

性の有無を確認する必要があるとともに、評価基

準となる「評価値」の決定のためには有害性発現

機序を考慮することがもとめられる。遺伝毒性の有

無に基づいて「閾値」の有無を判断するといったこ

とが重要となる。このような判断の基盤となる情報

が求められている。 
(2) 目的 

代表的な金属酸化物微粒子として発がん性が

報告されているアナターゼ型二酸化チタンナノ粒

子（TiO2）を主な対象とする。動物実験により、肺

や肝臓などの主要臓器における影響を炎症反応

と遺伝毒性に焦点をあてて調べるとともに、培養細

胞を用いて細胞毒性や遺伝毒性を調べる。また、

発がん性とともに懸念が示されている、生殖器や

神経系への影響を確認する。これらによって、遺

伝毒性の有無や（有りの場合）間接的遺伝毒性と

しての扱いの適否、神経・生殖系への作用の有無

を明らかにし、リスク評価の基盤情報を提供する。 
(3) 方法 

動物実験にTiO2を投与し（気管内・皮下等）、

肺・肝臓などへの影響を炎症・酸化ストレス・免疫

系応答と遺伝毒性に焦点をあてて調べる。炎症シ

グナル伝達、サイトカイン、アポトーシス、酸化スト

レス等に関連する因子について変化を観察すると

ともに、遺伝毒性については、小核試験や肺等に

おける遺伝子変異の検出を行う。一方、精巣及び

中枢神経系については、血液中からの移行の有

無を確認するとともに、移行後の組織の病理学的

変化を観察する。また、細胞を用いた実験では、

遺伝毒性の検討の他に、マウス由来培養細胞を

用いた耐性細胞の樹立等により毒性発現の機序

解明をめざす。遺伝毒性・炎症反応・細胞毒性を

中心とするグループと神経毒性・生殖器毒性を中

心としたグループを設け、適宜共同して実験を進

める。 
(4) 研究の特色・独創性 

TiO2粒子による肺がんについては、遺伝毒性は

あるものの酸化ストレスによる間接的な弱い作用で

あって、肺への過負荷による肺の炎症反応が、発

がんの前提となるとの仮説が示されている。しかし、

発がんにいたる各段階における機序は未解明で

あり、現状ではリスク評価は暫定的とならざるを得

ない。また、神経や生殖器毒性の情報も不十分で

ある。本研究は、これらの問題点について、リスク

評価の基盤とすることを念頭に、「評価値」の決定

でどのようなアプローチが適切かを判断するため
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の情報（含毒性発現機序）提供を目的とし、毒性

機序の解明を労働衛生対策に結びつけようとする

ところに特色がある。 
【研究成果】 
本研究の各サブテーマにおける成果は以下の

通りである。 
(1) サブテーマ1：TiO2ナノ粒子の主要臓器におけ

る炎症反応と遺伝毒性について 
本年度はTiO2 ナノ粒子の肝組織における局在

および遺伝毒性の解析を、トランスジェニックマウ

ス（gpt deltaマウス）を用いて実施した。レポーター

遺伝子が組み込まれているgpt deltaマウスにTiO2

ナノ粒子の分散液（Aeroxide P25, 一次粒径約21 
nm）を尾静脈から週1回, 計4回投与し，最終投与

9日後に解剖した。TiO2ナノ粒子の投与量は0、2、
10、50 mg/kgとした。 ICP-MSによる肝組織のチタ

ン量を測定した結果、チタンは投与量依存的に肝

組織に蓄積したことが判明した（図1）。 

透過型電子顕微鏡による観察の結果、TiO2粒

子は主に肝クッパー細胞の細胞質に局在し、核へ

の侵入は認められなかった（データ示さず）。コメッ

トアッセイを用いて肝組織のDNA損傷を解析した。

いずれの投与群においてもDNA損傷の程度に変

化は見られなかった（図2）。肝組織における遺伝

子点突然変異及び欠失突然変異の上昇も検出さ

れなかった。造血系での遺伝毒性についてPig-a
アッセイ法および小核試験を用いて解析したが、

TiO2ナノ粒子の投与による遺伝毒性は確認されな

かった（データ示さず）。肝組織の炎症関連遺伝子

発現の上昇や肝障害も検出されなかったが，一部

の酸化ストレスマーカーの増加が認められ、さらに

検討する必要がある。このように、TiO2ナノ粒子は

肝臓に蓄積するものの、遺伝毒性を示さず、造血

系細胞においても遺伝毒性はなかった。 
肺胞上皮細胞を用いた実験ではTiO2による遺

伝毒性が認められたが、アーティファクトの可能性

があり更なる検証が必要である。マクロファージ細

胞を用いた実験では，TiO2の凝集・分散の状態に

より炎症応答が異なり、この影響は凝集サイズに依

存する可能性が示唆された。 
(2) サブテーマ2：TiO2ナノ粒子の神経系及び生

殖系への影響の評価 
雌雄成熟ラットにTiO2ナノ粒子の4週間反復静

脈内投与を行い、投与終了6時間後および7日後

の臓器への移行および影響の有無ついて病理学

的検索を行った。その結果、ICP-MSによる分析

では、対照群に比べてTiO2群において、組織中

のTi濃度が高かったため、TiO2が精巣（図3A）お

よび卵巣（図3B）に移行したと考えられた。脳への

移行に関しては明確ではなく、現在再分析を行っ

ているところである。 
光学顕微鏡観察においては、肝臓、脾臓、リン

パ節および肺にTiO2ナノ粒子の局在が確認され

た。図4は、投与終了6時間後の雄TiO2群の肝臓

のHE像を示す。中央部付近の枠内はクッパー細

胞内にTiO2ナノ粒子が貪食されている様子で、右

上の枠内はその拡大像を示す。一方、精巣、卵巣

および脳においてはTiO2ナノ粒子の存在を確認

することができず、明らかな変化は観察されなかっ

た。投与終了6時間後あるいは7日後の精巣およ

び卵巣のHE像を図5および図6にそれぞれ示す。

Tiの移行が確認された精巣に関連する血液中ホ

ルモン（テストステロンおよびその合成に関連する

ホルモン群）濃度を酵素免疫測定法により測定し

た結果、TiO2群と対照群との間では有意な差は認

められなかった。 
電子顕微鏡観察では肝臓のクッパー細胞、血

管内皮細胞、肝細胞にファゴソーム（胞体内）に取

り込まれたTiO2ナノ粒子の局在が認められた。 
次に、妊娠ラットにTiO2ナノ粒子の反復静脈内

図1 肝組織におけるチタン量 

図2 肝臓におけるDNA損傷。Tail intensity はコメ

ットアッセイ法のDNA損傷度の指標である。 
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投与を行い、臓器への移行および胎児・新生児へ

の影響の有無を検索した。その結果、ICP-MS法

による分析では母動物の胎盤においてTiが検出

されたが、胎児および新生児では検出されなかっ

た。胎盤重量、胎児重量、新生児重量、新生児数

および新生児の性比においてTiO2群と対照群と

の間では有意な差は認められなかった。光学顕微

鏡観察により胎盤、胎児および新生児に明らかな

毒性変化は認められなかった。 

 

 
図3 ICP-MS分析よる精巣（A）および卵巣（B）にお

けるTi濃度 
 

 
図4 光学顕微鏡観察による肝臓のTiO2ナノ粒

子の局在 TiO2投与6時間後のHE像。右

上の枠内はTiO2ナノ粒子の局在領域の拡

大像を示す。 
 

 
図5 光学顕微鏡観察による精巣のHE像 

TiO2投与終了6時間後の精巣横断図（A）お

よびその拡大図（B）, 投与終了7日後の精巣

横断図（C）およびその拡大図（D）を示す。 

 

図6 光学顕微鏡観察による卵巣のHE像 
TiO2投与終了6時間後の卵巣断面図（A），

黄体（B）および卵胞の拡大図（C）, 投与終

了7日後の卵巣断面図（D），黄体（E）およ

び卵胞の拡大図（F）を示す。 
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 【４年計画の2年目】 
玉手聡(建設安全研究G)，吉川直孝(同)，堀智仁(同)，伊藤和也（同），

清水尚憲(機械システム安全研究G)，梅崎重夫(同)，濱島京子(電気安全研究G)

 

【研究期間】 平成24～27年度 
【実行予算】 2,295万円(平成25年度) 
【研究概要】 
(1) 背景(主要文献，行政的・社会的ニーズなど) 

建設業における死亡災害は全産業の約40%を

占め、その防止は重要な課題となっている。特に、

図１のように「墜落・転落」、「建設機械等」、「飛来

落下・崩壊・倒壊」によるものは三大災害と呼ばれ、

全体の約90％を占めている。その中でも、掘削用

機械による激突、折損、転倒・転落、つり荷の落下

などの災害は頻発しており、第11次労働災害防止

計画でもその防止が対策項目に掲げられている。

さらに、クレーン機能付きドラグ・ショベルの使用で

は、はさまれ、巻き込まれなどの接触災害が多発

する傾向にあり、接触防止のための警報装置や作

業時における安全装置の開発が必要とされている。

また、建設工事に用いられる大型の移動式クレー

ンやくい打機等の転倒は現場内のみならず周辺

社会にも甚大な被害を与えることから、社会問題

にもなっている。そこで本研究では、頻発する建設

機械による災害を防止するために、危険要因を解

明し、有効な安全対策を検討するものである。 
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図 1 建設業における死亡者数の推移とその災

害の種類（墜落，建設機械，土砂崩壊） 
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(2) 目的 
本プロジェクト研究では、はじめに、サブテーマ1

において建設機械による災害事例の詳細分析を

行って、災害時の作業状況、地盤種類、法面勾配、

建設機械と被災者との距離などのパラメータをピッ

クアップして分析する。得られた分析結果に基づ

いてサブテーマ2、3の検討における重点項目を明

確化し、効果的な対策の検討に反映させる。サブ

テーマ2では建設機械の不安定性について実験と

解析による検討を行う。特に、転倒災害が多く見ら

れる斜面作業についてその危険要因を明らかにし

安全作業に必要な条件を提案する。サブテーマ3
では最新のセンシング技術を活用したモニタリング

システム（人体検知、転倒予測、過荷重検知など）

やICTを活用した情報伝達システムなどの開発を

試みるとともに、安全性と作業性の両立を考慮した

総合的な設計指針を併せて提案する。以上のとお

り、本プロジェクト研究は3つのサブテーマによって

実行されるものである。 
(3) 研究の特色・独創性 

シートベルトの着用やキャビンの保護構造

(ROPS)が国内外で規格化されたことにより、運転

者の安全は守られるようになった。しかしながら、そ

の周辺の誘導者や作業者が機械にひかれたり激

突されたりする問題は残されたままとなっている。

すなわち、建設機械の安全には運転者の防護に

加えて、建設機械を転倒させない本質的な対策が

必要とされている。加えて、建設機械との接触防止

については、作業性や人間特性を考慮した実用

性の高い防止装置が現在存在しないことから、本

研究ではその特性を考慮した人体検知装置と連

絡調整システムを開発したいと考えている。以上の

とおり、本研究では建設機械の安全について、新

たな観点から対策を検討するものであり、その内容

は独創的なものと考えられる。 
【研究成果】 

本研究の各サブテーマにおける成果は以下の

通りである。 
(1) サブテーマ1：建設機械の転倒、転落及び接

触災害の詳細分析 
サブテーマ1では過去に発生した建設機械の転

倒、転落及び接触災害に着目して、その発生条件

を詳細分析した。国内のドラグ・ショベルの推定保

有台数は約60万台と言われ、これをバケット容量

が0.2m3未満とそれ以上で大別するとそれぞれ約

30万台で同数となっている(H21年度集計)。この値

は他の建設機械(ブルドーザやトラクターショベル)
の小計が約20万台であることと比較して、ドラグ・シ

ョベルは多く使用されていることを意味する。本研

究では分析対象とする建設機械を、労働安全衛

生法施行令の別表第7に記載された建設機械の

他に、不整地運搬車、高所作業車、セメント散布

車、アスファルトフィニッシャーを加えて検討を行っ

た。この建設機械による死亡災害は平成18年が89
件であり、そのうちドラグ・ショベルによるものは43
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図2 平成18年のドラグ・ショベルに係る死亡災害

の事故の型及びバケット容量による分類 

図3 平成18年のドラグ・ショベルに係る死亡災

害の事故の型及び災害発生時の動作に

よる分類 
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表1 「墜落、転落」・「転倒」・「激突され」・「はさ

まれ、巻き込まれ」災害の防止対策 
�� 安��� JIS ISO

「墜落、転落」
「転倒」
災害の防止

ROPS
TOPS
（FOPS）

157条の2 JIS A 8921-2
JIS A 8921
JIS A 8920

ISO 12117-2
ISO 12117
ISO 3449

シートベルト 157条の2 JIS A 8911 ISO 6683
斜面角度と建設機械の
安定度との関係

サブテーマ2
で検討 - -

動作時の安定度 サブテーマ2
で検討 - -

「激突され」
「はさまれ、
巻き込まれ」
災害の防止

建設機械と作業員の
接近検知・警報装置

サブテーマ3
で検討 - -

全周囲
監視カメラ

サブテーマ3
で検討

(JIS A 8311) (ISO 5006)
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件と最も多い。図2はこのドラグ・ショベルによる死

亡災害の事故の型を示す。死亡者数は、「はさま

れ、巻き込まれ」が最も多く、次いで「激突され」、

「墜落、転落」、「転倒」、「崩壊、倒壊」の順となっ

ている。各事故の型に占める機械のバケット容量

を見ると、「墜落、転落」、「転倒」はバケット容量

0.2m3未満の「ミニショベル」によるものが多い。これ

は、ミニショベルの重心が履帯長さに比べて相対

的に高い位置にあることや、溝掘削などの小規模

かつ不安定な場所での作業も多いためと思われる。

一方、「崩壊、倒壊」、「激突され」、「はさまれ、巻

き込まれ」は、バケット容量0.2m3以上のものが多く、

大型のドラグ・ショベルでは周囲の作業者を巻き込

んだ災害が特徴となっている。図3は先の棒グラフ

に災害発生時の動作を示したものである。「墜落、

転落」は「吊り荷、吊り荷旋回中」や「走行中」が多

く、「転倒」ではそれらに加えて「登坂中」も見られ

る。「崩壊、倒壊」には「バケット動作中」に土砂崩

壊した例もあった。一方、「激突され」、「はさまれ、

巻き込まれ」は「後退中」の災害が多く、ドラグ・ショ

ベルの死角に作業員が立ち入っていたことが原因

に見られた。表1は以上の調査結果をふまえた災

害防止対策を示す。労働安全衛生規則(以下、安

衛則という )第157条の2では転倒時保護構造

（ROPS）を備えた機械の使用及びシートベルトの

着用に努めるよう述べている。したがって、この規

則を遵守すれば運転者自身の被災は防げる。さら

に、その災害原因である「墜落、転落」と「転倒」の

発生を防止して安全性を高めるためには、そもそ

も危険な作業をさせないようにすることが必要であ

る。機械の登坂性能がカタログ等に表記されてい

るものの、その角度は作業上の安定を保証する値

ではない。建設機械の安定限界は掘削や走行な

どの作業種類によって変わるとともに、斜面の勾配

や支持力並びに摩擦などの地盤条件によっても

異なるためである。したがって、サブテーマ2にお

いては作業時の安定条件と斜面条件の関係を研

究する必要があることがわかった。「激突され」と

「はさまれ、巻き込まれ」の防止については、先の

「転倒」に関係したものを除けば、後退中にひかれ

たものや旋回中に接触したものが多い。特に機械

の最大掘削半径が10m未満での接触は過半数を

占めていたことから、サブテーマ3では半径10mの

範囲に作業員が接近すると警報するシステムの開

発が接触防止に必要なことがわかった。 
 (2)サブテーマ2 
ドラグ・ショベルの転倒災害を調査すると、斜面

上を走行中に転落したものが多い。さらに、斜面の

勾配が機械の安定度（限界傾斜角）よりも小さかっ

たにもかかわらず転倒した事例も見られる。そこで

本研究では、斜面走行時におけるドラグ・ショベル

の不安定性を明らかにすることを目的に、実験的

な調査を行った。ドラグ・ショベルの転倒災害はバ

ケット容量0.2m3未満のミニショベルが約半数を占

めていたことから、本サブテーマではミニショベル

を対象クラスに選択し、図4に示す小型の模型を開

発した。そして、勾配と支持力が異なる斜面条件

で走行させる遠心模型実験を行った。 
模型は実機の約1/10スケールであり、10Gの遠

心力場での走行実験を標準条件とした。模型の重

心は実機とほぼ同じになるように、モータや減速機、

バッテリー等の部品を配置した。表2は実機と模型

の主要な諸元の比較を示す。前方安定度の値は、

160

170

160単位：mm

図4 ドラグ・ショベル模型 

A A’

B
B’

200mm

緩衝材



－

＋

図5 実験の概要 

表2 実機と模型における主要諸元の比較 
 実機 模型 

重心

距離

水平x 
(m) 

鉛直y 
(m) 

水平 x 
(m) 

鉛直 y 
(m) 

0.24 0.81 0.01 0.06 

合計

重量
46.16kN 

38.56N 
(10G場では

385.76N) 
平均

接地

圧 
40.36kPa 40.18kPa(10G場) 

安定

度 
前方 後方 前方 後方 

42.2度 57.3度 49.4度 56.3度 
※ 水平方向の重心位置は旋回中心を基準に前方を（＋）

で表示。 
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模型と実機の間で7.2度の差があるが、後方はほ

ぼ同じである。また、10G場での平均接地圧はとも

に約40kPaでほぼ等しい。走行実験では、発泡ポリ

エチレンを用いて均一な支持力の斜面を模擬した。

図5に実験の概要を示す。斜面の勾配は4種類

（=15、20、25、30度）であり、高さは200mmで同じ

である。走行速度Vは0.03m/s（実大換算0.108km/h）
及び0.09m/s（実大換算0.324km/h）とした。 
さらに、進行方向の違いによる影響を調べるた

め、=30度では、後進で斜面を降下させた。運動

データは、側面からのデジタルカメラによって撮影

する方法で記録し、その動画を解析して模型の揺

動を求めた。動画の撮影速度は60フレーム/秒、解

像度は1920×1080であった。揺動解析では容器壁

面に設置した2つのマーカーを結ぶ測線A-A’と、
模型の車軸部に設置した2つのマーカーを結ぶ測

線B-B’とのなす角θを求めた。 

図6に機体傾斜角θと角加速度ωの時刻歴を示

す。グラフでは、模型が前方に傾斜する方向の回

転をプラス（＋）で表している。天端を走行中の時

にはθの変動は少ないが、法肩を通過して斜面を

降下し始める際にθとωが大きく変動している。そ

の後、降下走行では、θが斜面勾配とほぼ同じ

値に収束している。このθの増加と収束の様子を

=15度と=25度で比較すると、=15度の方では、

時間経過に対してθの増加が比較的緩やかであ

ったのに対して、=25度では急激となっている。さ

らに4.5sec付近ではθが瞬間的に30度を超えてお

り、その後に27度に減少している。これは、法肩か

ら降下した際にその回転運動エネルギーによって

履帯の後方部が浮き上がったことを示しており、動

的な不安定化が発生したことを意味している。図7
にと角速度の関係を示す。図中の破線は

V=0.03m/sの結果であり、実線はV=0.09m/sの結果

である。両ケースを比較すると、全ての結果で角速

度の最大値maxはV=0.09m/sの方が大きくなって

いる。したがって、斜面を降下する際の速度は速

い方が、ドラグ・ショベルはより不安定化することが

わかった。なお、=30度の両曲線では、が70度
まで増加した後に約60度まで減少しているが、そ

の値は安定度の50度よりも大きいため模型は転倒

していたことを意味する。maxの値は全般的にの
増加に伴って大きくなっている。これは、ドラグ・シ

ョベルのような履帯式走行装置では、機械の重心

が凸部を通過した直後に回転運動し始めるため、

が大きいほど落下に伴う回転量は大きくなるため

と考えられる。また、前進と後進の影響を比較する

と、=30度では前進で降下した際に転倒したが、

後進では転倒してない。図7の関係を見ると、

前進時よりも後進時の方がmaxとmaxの値はともに

小さくなっており、約半分程度である。このことから、

ドラグ・ショベルの安定性は進行方向によって異な

ることがわかった。 
(3)サブテーマ3 
サブテーマ１での災害分析から、建設機械と作

業者の接触（激突され、挟まれ•巻き込まれ）は全

災害の53%であることが明らかとなり、オペレータ、

周辺の作業者、誘導員の人の注意力に依存した
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安全対策には限界があることがわかった。そこで、

本テーマでは、最新のセンシング技術を活用した

モニタ リ ングシステムや ICT （ Information & 
Communication Technology:情報通信技術）を活

用した危険情報伝達システムを開発し、その妥当

性を検証している。今年度（初年度）は、建設機械

のオペレータが担う作業を把握し、安全上問題の

ある項目や改善のニーズをヒヤリング調査した。ま

た、その結果をふまえて、オペレータに危険情報

を伝達するための支援的保護システムの開発も行

った。まず、ヒヤリングについては、建設機械（ドラ

グ・ショベル）のオペレータ10名を対象に、安全上

問題となっている事、過去に経験したヒヤリハット

事例等を調査した。その結果、以下のようなことが

わかった。 
1) オペレータが安全上問題としている事 

• 作業中は作業に集中しているため、誘導員の

声が聞き取りにくい。 
• 建設機械の周囲の作業員の位置が把握しに

くい事がある。 
2) 過去に経験したヒヤリハット事例 

• 掘削作業中に近道行動をしようとした作業員と

接触しそうになった。 
• 旋回時に作業員と接触しそうになった。 

3) 追加する安全装置に関する意見 
• 必要以上の情報伝達のために、作業性が損

なわれないようにしてほしい。 
• 操作は簡単な方が良い。 
• 危険を検知して、機械が急停止すると、むしろ

危険な場合があると思う。 
以上のことから、オペレータに危険情報を伝達

するシステムは、作業性を損なわずに危険情報を

察知できる支援的保護システムとする必要がある。 
次に、建設機械用遠隔非常停止装置の開発に

ついては、建設機械（ドラグ・ショベル）による掘削

作業中はかなりの騒音環境下にあることが多く、オ

ペレータは誘導員や作業員の声を直接聞き取るこ

とは困難な場合が多い。また、直接作業者の位置

の把握も困難な場合がある。そのため、本研究で

は遠隔で危険情報を伝達できる非常停止装置を

開発し、誘導員や作業者からの危険情報を確実

にオペレータに伝達できるシステムを開発した。写

真１は開発した建設機械用遠隔非常停止装置を

示す。本装置では、発信機からの非常停止の信号

のみを受信機側に伝達するため、音声通信の伝

達に用いられるBluetoothや大容量のデータを送

受信するWiFiではなく、ZigBee（2.4GHz帯のXBee
モジュール使用）の通信プロトコルを用いた無線方

式を採用している。 
本装置の基本性能は以下の通りである。 

1) 発信機側（エンドデバイス3台）の各々に、ドラ

グ・ショベルの誘導員及び周辺作業者による

操作を目的とした非常停止ボタンを設置する。 
2) 非常停止ボタンの操作の有無を対応するフラ

グにセットした上で、発信機側の各々から所

定の周期で定期的に電波を発信させる（自己

診断機能）。 
3) Zigbeeのネットワークを利用して、非常停止ボ

タンの操作状態に関するフラグを受信機側で

検出する。 
4) 非常停止ボタンのいずれかが押されている事

を検出した時は、受信機側で警報（アラーム）

を鳴らすとともに、赤色のLEDを点滅させる。

またその際、受信機に接続したモニターに非

常停止装置の操作の有無を表示する（各発

信機の識別）。 
5) 受信機側に電波が到達しなくなった場合、ま

たは発信機側の電池切れなどによって発信

機が正常に作動しない場合は、機器の異常

を示すフラグを受信機側にセットする（システ

ムの異常検出）。 
6) 各送信機から発信される電波の相互干渉を

さけるために、電波の発生タイミングをずらし

ながら、自動的に適切な周波数を検索し調整

する機能を持つ。 
7) 発信機側の電池の消耗を押さえるために、電

波を発信している時以外は、発信機をスリー

プさせる機能を持つ。 
以上のとおり、今年度はシステムの一つである

建設機械用遠隔非常停止装置を中心に開発を行

った。来年度は本装置の安全性を検証する予定

である。 
 

写真１ 建設機械用遠隔非常停止装置
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【研究期間】 平成24～27年度 
【実行予算】 3,740万円(平成25年度) 
【研究概要】 
(1) 背景(主要文献、行政的・社会的ニーズなど) 

建設業では墜落に起因する労働災害が数多く

発生しており、特に足場、屋根、崖・法面からの墜

落死亡事故が多いことからその防止対策が緊急な

課題と考えられる。とりわけ東日本大震災に起因

する建築工事（新築、改修、解体）や、土地造成等、

崖・斜面作業が増大することが予定されているが、

これらの現場では従来型の足場を用いた安全対

策が困難な場所となることが多いことが推測される

ため、その安全対策を早急に整備する必要がある。 
(2) 目的 

建設業における労働災害において、最も大きな

割合を占めている墜落災害のうち、災害発生件数

の上位３つに区分される「足場」、「屋根」、「崖・法

面」からの墜落災害を防止するため、とりわけ墜落

防止対策が困難な箇所での安全対策について検

討を行い、安全作業マニュアルを作成することを

目的とする。具体的に

は、次の3つのサブテ

ーマにより研究を実施

する。 
① サブテーマ1：足

場からの組立・解

体時における墜

落防止に関する

検討 
② サブテーマ2：屋根

等からの墜落防

止に関する検討 

写真 1 実験対象と

したくさび取付穴
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③ サブテーマ3：崖・斜面からの墜落防止に関す

る検討 
(3) 方法 

本研究では、東日本大震災の災害復旧工事に

おける労働災害発生状況や当該現場ニーズの聞

き取り調査等を行うとともに、過去の災害復旧工事

での災害発生原因等を整理する。また、諸外国に

おける安全基準や安全用具の活用事例を調査し、

我が国においても適用可能な安全対策について

模索を行う。上記調査分析結果をもとに、作業場

ごと（組立解体作業中の足場上、屋根上、崖・斜面）

での安全対策（とりわけ、従来型の安全対策が困

難な箇所での対策）について検討を行う。 
(4) 研究の特色・独創性 

自然災害等により損傷を受けた施工現場や工

期の極めて短い施工現場等では、従来型の基本

となる墜落防止対策（安全衛生規則518条１項お

よび同規則519条第1項の対策）の実施が困難な

場合が多い。そのため上記対策が困難な場合の

対策（上記規則同条第2項の対策）を講ずる必要

がある。しかしその安全対策については、具体的

な形で整理されていない状況にあり、これらを明ら

かにする事を目的とする本研究は、極めて独創的

であるとともに社会的意義は高いと考える。 
【研究成果】 

近年、単管パイプと緊結クランプを用いて組立

てを行う従来型の「単管足場」に替わり、組立・解

体時における作業性から「くさび緊結式足場」の使

用が拡大している。この「くさび緊結式足場」につ

いては、「わく組足場」とは異なり、親網の設置等、

安全帯取付設備の設置が困難である場合が多く、

比較的低層の足場に用いられることとも相まって、

安全帯を使用せずに組立・解体作業が行われるこ

とが多いという問題点がある。 

そこでサブテーマ１では、このような状況を踏ま

え、「くさび緊結式足場」における安全帯使用の徹

底を図るための基礎資料を得ることを目的とした実

験的研究を行った。この点、昨年度までの研究で

は、同足場のくさび取付穴に安全帯を掛ける組

立・解体方法を提案し、この方法による同足場上

での安全帯使用時の安全性について、人体ダミー

を用いた落下実験により検討した。そしてその結

果、安全帯のフック部分を緊結部に取り付ける方

法は、検討を行った範囲では実行可能であること

がわかった。ただし、この実験結果は、足場の転倒

防止用のひかえを労働安全衛生規則（以下、安衛

則）の範囲内で設置した場合を想定した場合のも

のであり、組立・解体時において実際にはこの範

囲内で壁つなぎやひかえを設置できない場合も多

くあると考えられる。 

そこで今年度は、安衛則で定める範囲を超える

スパンにわたってひかえのない足場も検討対象と

し、提案した方法で安全帯を掛けた場合の安全性

について、人体ダミーを用いた落下実験により検

討を行った。また、昨年度までの研究では、くさび

緊結式足場の形状として、代表的な3種類の製品

を対象に実験を行ってきたが、今年度においては、

その中でくさび取付穴の幅が狭く、墜落時の変形

が最も大きいと考えられる、写真1に示すくさび形

状を持つ足場を対象に実験を行うこととした。 

実験は、壁つなぎとしてのひかえの間隔を安衛

則の範囲内の3スパンとした足場と、その範囲を超

える6スパンとした足場について行うこととした。そこ

で、実験の供試体は、2層（3.4m）×3スパン（5.4ｍ）

と2層（3.4m）×6スパン（10.8ｍ）（写真2参照）に組

み立てた足場とし、その両端には写真3に示すよう

にロードセルを取り付けたひかえを設置した。足場

の幅については、400mmと900mmとした。その際、

3スパンの場合は中央右の支柱を、6スパンの場合

は中央の支柱を1層分突き出して組み立て、写真2

に示すように3層目の支柱の高さ900mmの位置に

安全帯のフックを掛け、そのフックを掛けた高さで

吊り下げた質量100kgの人体ダミーを、切り離し装

置により落下させた。また、人体ダミーと足場の間

隔は300mmとした。実験はそれぞれの構造につい

て3回ずつ計12回行い、人体ダミー落下時の足場

の損傷の有無と、両端のひかえに作用する荷重を

調べた。 

実験の結果、全ての実験条件において人体ダミ

ーは地上まで落下せず、足場にもほとんど損傷が

見られなかった。また、同様に全ての実験条件に

おいて、人体ダミー落下時に両端のひかえに作用

する最大荷重は、壁つなぎ材やひかえに使用する

緊結金具（直交の場合）の許容荷重4.41kNを下回

っていた。 

 
写真2 2層6スパンの足場 
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図1に、両端のひかえに作用する荷重の平均値

と足場の幅の関係を示す。3スパンの場合は、6ス

パンの場合に比べ全体的にひかえに作用する最

大荷重は大きくなっている。これは、3スパンの場

合は6スパンの場合に比べ水平方向の剛性が高く、

人体ダミー落下によって発生する足場を倒そうと

する水平方向の荷重が、足場内部で吸収されず

にひかえに伝達されるためと考えられる。 

一方で、6スパンの場合には足場の幅が大きくな

ると最大荷重は小さくなる傾向にある。これは、足

場の幅が大きくなると転倒に対し安定側となるため

に、人体ダミー落下時の水平荷重がひかえに作用

しにくくなるためと考えられる。 

以上の結果より、安衛則を超えるスパンにわたって

ひかえのない足場に、提案した方法で安全帯を掛

けた場合においても、人体ダミー落下後の足場に

損傷はほとんどなく、また、ひかえに作用する荷重

も小さいことから、この方法で安全に組立解体作

業を行うことが可能であることがわかった。 

 

 

(2)サブテーマ2： 

a) 諸外国における建設機材・安全用具の調査 

諸外国における建設機材や安全用具の最新情

報やその活用事例を調査するため、仮設機材や

建設機械の国際展示会bauma2013の視察を行っ

た。展示会では、日本で一般的に見られる上下方

向の移動を可能とする高所作業車のみならず、さ

まざまな種類の高所作業車が見られた。とりわけ作

業床を3次元的に自在に移動可能なコンパクトな

高所作業車も見られ、これまで安全対策が難しい

とされていた高所での作業が、同高所作業車によ

り実現できる可能性が考えられた。また、仮設資材

を組み立てるデモが会場内で見られたが、そこで

はランヤードに衝撃吸収材を用いたハーネス型安

全帯が使用されていた。日本においてはハーネス

型安全帯というよりはむしろ胴ベルト型安全帯が主

流であるため、今後の研究においては、安全帯の

違いを含めた検討を行うこととした。 

b) 墜落実験で使用する落体の検討 

足場の設置が困難な作業現場においては、そ

の墜落防止対策として、安全帯を用いた工法を確

立する必要がある。その検討においては墜落実験

が必須となるが、その際に用いる落体としては、人

体質量のみを考慮したもの（砂袋等）ではなく、人

体の落下時挙動を再現可能な人体ダミーを使用

することが適切であることを実験的に確認した。具

体的には、人体ダミーと砂袋を用いた落下実験を

行い、その際に生じる衝撃荷重を比較した。砂袋

を落体として用いた実験では、人体ダミーを用い

た場合と比較して落下時の衝撃荷重が過大に大

きく、かつ衝撃継続時間が短くなることが分かった。

一方、人体各部の質量・回転慣性質量、間接部の

剛性等を忠実に再現した人体ダミーは、ハーネス

型安全帯を取り付けることができるだけでなく、実

際の作業姿勢や落下時に身体に作用する荷重・

加速度等の傷害発生可能性を適切に評価するこ

とが可能であることが明らかとなった。 

c) 既往の屋根からの墜落防止策の基本性能の把

握 

屋根からの墜落防止の簡便な方法として、親綱

と伸縮調節器を組み合わせた工法がある。この工

法の基本性能を把握するため、作業者の屋根から

の落下位置を変動因子として、実物大の屋根供試

体を用いて落下実験を行った（写真４）。実験では、

落体の墜落防護が可能であるかという視点のほか、

墜落防護時における親綱の固定点に付与すべき

強度と落体（人体）に作用する荷重の大きさに注

目して検討を行った。実験の結果、作業員が屋根

のけらば方向から落下した場合を想定した実験で

は、親綱が屋根面を移動して墜落防護が難しい場

合が多く見られた。一方、作業員が屋根の軒先方

向から落下した場合を想定した実験では、落体の

墜落防護が可能であった。本実験の場合では、親
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図1 最大荷重の平均値と足場の幅の関係

写真3 ひかえに取り付けたロードセル
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綱の固定点には最大で1.3kNの荷重が作用した。

これに対し落体へは3.4kNの荷重が作用した。この

結果は、人体に作用する荷重よりも小さな荷重が

親綱端部（取付箇所）に作用することを示しており、

親綱の取付設備に必要とされる強度を明らかにす

る上で参考となる結果を得ることができた（図２参

照）。 

(3)サブテーマ3： 

建設工事業における墜落災害の中で「崖・斜面」

からの墜落による死亡災害の多くは土木工事業に

おいて発生している。本サブテーマでは、この状

況を踏まえ、斜面工事現場の実態把握と、親綱・

安全帯による墜落防止対策の適切な構造・取付

要件の検討（特に、取付要件の理論的背景の明

確化）を行うものである。 

1年目に実施した過去の斜面工事中の墜落災

害事例の分析から、親綱・安全帯などの設備があ

るにもかかわらず「移動時」や「安全帯の架け替え

時」などで、墜落防止装置を解除した際に、多くの

被災事例があることが分かった。そこで、斜面工事

現場における安全管理の実態把握（アンケート調

査）を行った。対象地域は、中山間地域が多く斜

面工事件数が多い長野県とした。アンケート送付

先は、長野県内で建設業を営み、ホームページが

公開されている企業を中心として99社を選択し、

55社から回答を得たが、斜面工事を実施している

企業は39社であった。39社の調査結果をまとめる

と以下のようになる。 

1) 従業員数：10～50人の企業が22社と全体の

56%を占めており、斜面工事を実施している

企業は比較的小規模であった。 

2) 社内の安全基準の有無：ほぼ全企業が安全

基準を基に施工していた。 

3) 親綱、安全帯等の点検：始業前である午前中

に最低1回は実施していた。 

4) 親綱を固定する立木やアンカーの基準：親綱

を固定する立木の基準を設けているのは全

体で32社であり、その半数の企業が200mm以

上であった。一方、親綱を固定するアンカー

の基準について26社から回答があり、最も多

いアンカー径はφ19mmであった。これらは、

特定法面保護協会発刊「法面工事現場 安

全衛生管理の手引き」内の推奨値と一致して

おり、これを最低基準として、企業内での規

格を強化している企業もあった。一方、立木

径 100 ～ 150mm の 企 業 や ア ン カ ー 径 が

φ16mmの企業も若干数存在した。 

親綱の固定方法は、(1)立木に固定、(2)アンカ

ーを打設して固定する方法に大別され、それぞれ

の目安は提示されているが、工学的根拠について

は明確ではない。そこで、本研究では親綱の固定

方法の1つであるアンカーを打設して固定する方

法について、適切なアンカー径や打設深さ、形状、

親綱の擦れ防止方法などを検討し、法面作業時

の安全性を確保することを目的として斜面工事現

場をモデル化した実験盛土での衝撃載荷実験を

実施した。 

載荷実験は、親綱が地山に接触して擦れないよ

うに、単管で支点を設けアンカーを斜めに接続す

る「ウマ」と呼ばれる方式と、斜面天端に丸太等で

支点を設けアンカーに親綱を平行に接続する「タ

イコ」と呼ばれる方式で実施したが、ここでは「ウマ」

による繰り返し載荷試験の結果を示す（写真５）。

繰り返し載荷試験は「ウマ」からの距離とアンカー

根入れ長を変化させて3ケース実施した。図３に衝

撃荷重～繰り返し回数を、図４に鉛直変位～繰り

返し回数をそれぞれ示す。アンカー根入れ長が

0.5ｍのケースでは繰返し回数55回で引き抜けた

（写真６）。一方、アンカー根入れ長0.7mの2ケース

では鉛直変位の増加も見られず、引き抜けるような

挙動は見られなかった。今後、他の土質での確認

とともに、アンカーの水平・鉛直複合載荷時の引き

抜きメカニズムについて解明する予定である。 

 

写真４ 実物大屋根供試体を用いた墜落実験の様子 
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写真5 親綱固定支持点の衝撃載荷試験 

 

 

図３ 衝撃荷重～繰り返し回数関係 

 

図４ 鉛直変位～繰り返し回数関係 

 

 

写真6 完全に引き抜けたアンカー（根入れ0.5m） 
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【4年計画の3年目】 

板垣晴彦(化学安全研究G)，八島正明(同)，大塚輝人(同)，水谷高彰（同），佐藤嘉彦(同)，

菅野誠一郎(環境計測管理研究G)

 
【研究期間】 平成23～26年度 
【実行予算】 1,258万円(平成25年度) 
【研究概要】 
(1) 背景 

近年、貯槽に関わる災害の危険性が従来から知

られているにもかかわらず、貯槽においての爆発･火

災･中毒災害が繰り返し発生している。それら災害が

起きた際の作業工程を調査したところ、化学反応や

蒸留工程といったいわゆる化学プロセスのほかに、

保守作業時や解体･改造工事時という非定常作業

時の事例が少なくなく、その災害防止対策が必要と

されている。 
これらの非定常作業の特徴として次が挙げられる。 

・ 火花を発生する切断器具や溶断器具を多用。 
・ 集中的な工事では事業所数も作業員も多い。 
・ 作業を請け負う企業が化学設備に精通していると

は限らない。 
 (2) 目的 

保守時や解体工事時という非定常作業時におけ

る爆発・火災・中毒災害を防止するために、事例分

析と実証試験を実施するとともに、危険性データの

収集と器具の改良などの防止対策の策定を行う。 
(3) 方法 

本研究では、貯槽に関わる爆発･火災･中毒災害

の事例を分析し、リスク解析や原因の究明を実施す

るとともに、検証実験によってそれらの結果を確認す

る。得られた情報は、事業者に提供することが望まし

い爆発･火災危険性データ選定の基礎情報となる。

また、使用器具の改善や貯槽への防止対策の研究

開発の基礎資料となる。 
防止対策の第１はその貯槽内にどのような危険性

物質が存在しているかを調査することであり、主要な

指標となる引火点や発火温度、熱分解温度の測定

データの収集を行う。廃油類やスラッジ類は測定が

難しいことがあるので、引火点試験装置の選択と迅

速な測定法を研究する。また、反応暴走の指標とな

る発熱開始温度を高精度に計測するための測定手

法について、実験研究を行う。 
これらの成果をもとに現在使用されている器具類

の改善あるいは爆発圧力の放散設備といった防止

対策の開発研究に取り組む。また平行して成果の普

及活動として、関連する講習会での講義や専門誌

への記事の掲載などに取り組む。 

(4)研究の特色・独創性 
本研究で取り組む課題は古くて新しい問題である。

個々の知見の多くはすでに取り組まれているものの、

得られた知見が災害の防止に十分に活用されてい

ないと考えられる。 
本課題は、例えばどの防止対策をどのように組み

合わせるかや、従来の試験方法では正確に測定で

きなかったデータの測定方法について、調査研究を

行うことに特色がある。 
【研究成果】 

本研究の3年目の成果は以下の通りである。 

(1)サブテーマ1：貯槽の保守時やガス溶断時などに

起きた災害の事例分析と検証実験 

① 災害事例の情報収集と分析 

該当する災害事例の情報について、災害の原因

物質や業種の分析、事故に至る状況の類型化など

を実施し、その結果を公表した。(図1、2) 

② 切断・溶断火花の飛散状況の観測 

タンク等のプラント解体業者を訪問し、作業にお

いて注意している点や爆発火災の防止について意

見交換を行った。 

 

 
図1 溶接・溶断による事故件数の推移 

 

 
図2 業種別の事故件数 
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実験では、板厚10 mmの鉄鋼板について、アセチ

レン－酸素のガス切断を行い、その際のスパッタ（火

花粒子）の水平方向の飛散速度と飛散量を高速度

ビデオカメラや赤外放射温度計を用いて計測した。

その結果、スパッタの初期速度が8～50 m/s、初期温

度が2200～2300 ℃であることがわかった。(図3) 

 

 

 

③ 貯槽内でのガスの換気実験 

模擬貯槽（立方体、1辺1.8 m）を使用し、窒素また

は酸素を吹き込むことによって酸素濃度を増減し、

空気の吹き込み換気による酸素濃度の回復を計測

した。その濃度変化は完全混合を仮定した下記の

理論換気式にほぼ従うことが判明し、特異な形状で

なければ、予測を詳細な数値シミュレーションに頼ら

なくても良いことがわかった。(図4) 

 

k = (1 – e – n t ) M / Q + k1  e －n t 
k:ある成分の濃度 n:換気回数（=Q/V） t:時間 
M:ある成分の発生量 Q：換気量 V:貯槽の容積 
k1:ある成分の初期濃度 

 
ただし、吹き込んだ空気量からの計算値とは一致

せず、約２割減とした計算値に相当した。また、吹き

込み位置により、その相当値が多少変化した。 

数値シミュレーションによる予測は、特異な形状あ

るいは換気口の位置が理想的では無い場合が対象

になるが、その結果は事例ごとに異なるはずなので、

実測による確認が確実かつ現実的な方法であると

思われる。 

 

 
 

 

 

(2)サブテーマ2：貯槽での爆発や火災となる原因物

質についての危険性データの収集 

① 金属粉の燃焼性評価 
 

表  水に浸漬した後のAZ91の燃焼性 

試料粉
浸漬温

度（℃）

燃焼性の有無 
（ ）内は浸漬時間（hr） 

250-
425 
μｍ 

35 燃焼（63） 燃焼（111） 
70 燃焼（69） 燃焼（175） 
90 燃焼（79） 燃焼（92） 

#80 
35 燃焼（60） 燃焼（108） 
70 燃焼（60） 燃焼（170） 
90 燃焼（71） 燃焼（85） 

<75 
μｍ 

35 燃焼（57） 燃焼（105） 

70 燃焼（52） 
不 燃 焼

（167） 

90 燃焼（68） 
不 燃 焼

（82） 
 
水などに浸漬後のマグネシウム合金研磨粉じんの

燃焼性について、代表的なマグネシウム合金である

AZ91を用い、異なる大きさの研磨粉3種類を作製し、

水などに浸漬した後の燃焼性の有無・燃え拡がり・

TG-DTA分析を行った。実験の結果、常温の水で湿

式処理した湿った状態のもの、あるいは乾燥した状

態のものは、1週間（168 hr）経過しても燃焼性を有す

ることがわかった。 
さらに、塩化鉄（Ⅱ)水溶液を使った不燃化処理に

関する実験を行った結果、5%水溶液に試料粉を加

えると発熱して気体が発生し、30 hr経過後の試料粉

については、簡易燃焼性試験では不燃性との結果

になり、燃え拡がらないことがわかった。 

図 4 酸素濃度測定結果の例 

図 3 スパッタの移動速度の例 
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② 高性能型熱分析装置の検証 
貯槽の定期修理・解体時の危険性が懸念される

反応として、タンク内容物（油類及びスラッジの混合

物）の自動酸化による自然発火を選定し、油類のモ

デル物質としてポリエチレングリコール、オレイン酸

及びアジピン酸の自動酸化による発熱挙動を高性

能型熱分析装置（DARC : Differential Accelerating 
Rate Calorimeter）を用いて測定した。 

その結果、いずれの物質でも酸化反応による発熱

を検知することができた。 
また、既存の自然発火評価試験法では最低7日

間の時間が必要なのに対して、高性能型熱分析装

置では約1日の測定時間で評価できるため、短時間

で自然発火危険性を評価できる方法の見通しを得

た。 

③ 貯槽での爆発評価方法の検討 
容積0.8〜400リットルの相似形の定容容器でメタ

ン・水素・プロパンについて、爆発最大圧力とKG値

への容積効果を実験的に明らかにした。 
実験の結果、多くの条件では容積増加に伴い、爆

発最大圧力とKG値が増加した。火炎伝ぱ速度が小

さく、浮力の強い条件では、容器容積増加に伴い浮

力による効果が強まり、KG値が減少したが、浮力の

効果を打ち消す試験方法（下方にずらした最適着

火位置試験）を用いることにより、浮力の効果が小さ

い条件と同様に容積増加に伴い、爆発最大圧力と

KG値が増加する傾向が得られた。 
また、簡単な浮力効果のモデルを構築・検証し、

最適着火位置の推定方法を確立した。 
④ 貯槽での爆発や火災となる原因物質の調査 

昨年度に引き続き、廃棄物処理施設から入手した

廃液と廃固体のサンプル各10種について、成分分

析・燃焼性・引火点・DSC測定を行った。 
(3)サブテーマ3：貯槽の保守、解体作業における機

器・設備の調査と災害防止策 

① 着火源となる器具の調査・実験 

タンクの解体現場見学とアンケートによる調査を行

った。補修・解体現場では、器具を溶断器具などの

「火気」、電動・空気圧駆動による切削工具などの

「非火気」、防爆対策工具などの「防爆器機」に分類

し、現場の危険性に応じて使い分けていることが分

かった。また、現場では、ディスクグラインダー、レシ

プロソー（電動のこぎり）、カッターなど手持ち工具が

よく使われていることがわかった。 
② ガス溶断器具に関する調査・実験 

（一社）日本溶接協会の協力のもとで、ガス溶断

器具の回収調査を実施した。 
回収する対象器具は、圧力調整器、乾式安全器、

ホース、切断器である。回収作業に時間を要したた

め、本年度は外観観察など簡単な評価のみを行っ

た。また、ホースや圧力調整器部品のゴム材の経年

劣化を調べるために、ホースから試験用の薄板を切

り出す装置や器具，ゴム用の引張試験装置（図6）を

導入した。回収器具の性能試験は、次年度、本格的

に行う予定である。 
このほか、メーカーとディーラーの販売に同行し、

現場（ユーザー）における器具の点検と劣化状況を

調査した。 

【研究業績・成果物】 

＜単行本（和文）＞ 

1) 板垣晴彦(2013) ガス溶接作業主任者テキスト（第

2版）第6章「災害事例」, pp.111-124. 中央労働災

害防止協会. 
＜国内外の研究集会発表＞ 

1) Hiroyasu Saitoh, Takaaki Mizutani, Sayuri Kurihara, 
Tomohito Hori (2013) Observation of Confined 
Deflagration Phenomena of Flammable Gas 
Mixtures under Elevated Gravity. 7th Int. Symp. 
Scale Modeling, Proc. 7th Int. Symp. Scale 
Modeling, 6-03 pp.1-10. 

図 5 アジピン酸の温度と圧力の推移 

図 6 ゴム用小型卓上型引張試験装置 
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効果を打ち消す試験方法（下方にずらした最適着
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い条件と同様に容積増加に伴い、爆発最大圧力と

KG値が増加する傾向が得られた。 
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① 着火源となる器具の調査・実験 

タンクの解体現場見学とアンケートによる調査を行

った。補修・解体現場では、器具を溶断器具などの

「火気」、電動・空気圧駆動による切削工具などの

「非火気」、防爆対策工具などの「防爆器機」に分類

し、現場の危険性に応じて使い分けていることが分

かった。また、現場では、ディスクグラインダー、レシ

プロソー（電動のこぎり）、カッターなど手持ち工具が

よく使われていることがわかった。 
② ガス溶断器具に関する調査・実験 

（一社）日本溶接協会の協力のもとで、ガス溶断

器具の回収調査を実施した。 
回収する対象器具は、圧力調整器、乾式安全器、

ホース、切断器である。回収作業に時間を要したた

め、本年度は外観観察など簡単な評価のみを行っ

た。また、ホースや圧力調整器部品のゴム材の経年

劣化を調べるために、ホースから試験用の薄板を切

り出す装置や器具，ゴム用の引張試験装置（図6）を

導入した。回収器具の性能試験は、次年度、本格的

に行う予定である。 
このほか、メーカーとディーラーの販売に同行し、

現場（ユーザー）における器具の点検と劣化状況を

調査した。 

【研究業績・成果物】 

＜単行本（和文）＞ 

1) 板垣晴彦(2013) ガス溶接作業主任者テキスト（第

2版）第6章「災害事例」, pp.111-124. 中央労働災

害防止協会. 
＜国内外の研究集会発表＞ 

1) Hiroyasu Saitoh, Takaaki Mizutani, Sayuri Kurihara, 
Tomohito Hori (2013) Observation of Confined 
Deflagration Phenomena of Flammable Gas 
Mixtures under Elevated Gravity. 7th Int. Symp. 
Scale Modeling, Proc. 7th Int. Symp. Scale 
Modeling, 6-03 pp.1-10. 

図 5 アジピン酸の温度と圧力の推移 

図 6 ゴム用小型卓上型引張試験装置 
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2) 板垣晴彦(2013) 模擬貯槽内での換気による濃度

変化の実験的研究. 安全工学研究発表会講演

要旨集, pp.144-145. 
3) 八島正明(2013) ガス溶断で発生する火花の特性. 

安全工学研究発表会講演要旨集, pp.159-162. 
4) 笹原康平,大塚輝人,越光男,熊崎美枝子(2013) イ

オン化ポテンシャルと電子親和力に基づくトリアゾ

ール誘導体とジニトロベンゼンの混合物の反応性

の検討. 火薬学会2013年度秋季研究発表会予

稿集, pp.61-62. 
5) 八島正明(2013) 水などに浸漬後のマグネシウム

合金研磨粉じんの燃焼性，安全工学研究発表会

講演要旨集，pp.35-36. 
6) 栗原さゆり, 斎藤寛泰, 水谷高彰(2013) 定容爆

燃における燃え拡がり形態の分類と評価指標によ

る予測, 燃焼シンポジウム講演要旨集, pp.384-
387. 
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奥野勉(人間工学・リスク管理研究G)，山口さち子(健康障害予防研究G) ，

原谷隆史(作業条件適応研究G), 井澤修平(同)

 
【研究期間】 平成23～25年度 
【実行予算】 934万円(平成25年度) 
【研究概要】 
(1) 背景（主要文献，行政的・社会的ニーズなど） 

非電離放射線とは、電磁波のスペクトルのうちの

電離作用を持たない領域であり、その中には、静電

磁場、振動電磁場、電波、マイクロ波、赤外放射、可

視光、短波長の可視光であるブルーライト、紫外放

射が含まれる。 
非電離放射線は、多くの作業者がばく露されてい

るが、体感として捕らえにくいため、事業所による管

理、および、監督行政機関による規制が難しい。一

方、その特殊性のため、労働衛生関連研究機関に

おいても、非電離放射線に関する本格的な調査・研

究はあまり行われていない。このため、一般に、作業

者のばく露や健康影響の実態は不明であり、その防

止対策も確立されていない。また、多くの場合、ばく

露防止のための適切な許容基準や指針なども確立

されていない。 
(2) 目的 

既知および現場情報の収集によって見出した新

規の非電離放射線源について、その強度と作業者

のばく露および健康影響の実態を明らかにし、その

防止対策を検討する。非電離放射線の許容基準や

指針などを策定する際の基礎となる閾値などのデー

タを提出し、非電離放射線の有害性の評価方法を

検討する。非電離放射線の調査研究の中でも、社

会的に緊急性の高い作業者の電磁場ばく露の調査

研究と赤外放射のハザードの研究を優先的に進め

る。 
(3) 方法 

関係各方面から現場の情報を収集する。この情報

から、非電離放射線を伴う作業を抽出し、その問題

点を明確化する。既知および抽出作業について、非

電離放射線の実験的測定と現場測定、および、健

康影響についてのアンケート調査を行う。動物実験、

培養細胞実験、数値シミュレーションによって、非電

離放射線の有害作用の閾値などのデータを求める。 
(4) 研究の特色・独創性 

一般に、非電離放射線の労働衛生調査研究は、

物理工学分野と生物医学分野の密接な連携が必要

であるが、大学や他の研究機関では、専門が細分

化しているため、同様な研究を行なうことは困難であ

る。本研究によって、非電離放射線を伴う作業につ

いて、その種類、有害性の程度、問題点、有害性の

評価方法、ばく露防止対策などについての貴重な

知見を蓄積することができる。これによって、非電離

放射線に関する現在および将来の労働衛生問題に、

迅速、的確に対応することができる。 
【研究成果】 

非電離放射線のうち、電磁界ばく露については、

①作業環境中の測定、②アンケートによる健康影響

調査解析を行った。 
第一に、①作業環境中の測定ついては、これまで磁

気共鳴画像装置（MR装置）の操作者のばく露磁界や、

抵抗溶接からの発生磁界について測定を実施していた

が、新たな高磁界ばく露の懸念のある作業として、平成

25年度は電気炉及び磁気探傷装置から発生する磁界

について測定を行った。図1に評価方法の概要を示す。 
STEP1にて、装置より発生する磁界を測定し、STEP2

図1 評価方法の概要 
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にてその後磁界の周波数成分と強度を高速フーリエ変

換により分析を行う（図2）。STEP3にて、国際的電磁界

ばく炉ガイドラインであり、周波数ごとにばく露限度値が

定めら れてい る国際非電離放射線防護委員会

（ International Commission on Non-Ionizing Radiation 
Protection：ICNIRP）ガイドラインについて、適合性評価

を行った。 
測定対象は、高周波電気炉（HF炉）、アーク炉（AF炉）

及び磁気探傷装置（TM）の3種類とした。測定装置は直

行3軸コイル、コイル面積100 cm2のプローブを有する交

流磁界測定装置（Combinova MEF3000）を用い、測定条

件は周波数特性:5 Hz～400 kHz、測定レンジ：10 nT～

10 mT（5 Hz～2 kHz）及び10 nT～200 T（2 kHZ～100 
kHz）とした。装置からの測定は、HF炉については炉上

の操作卓前3か所、AF炉については酸素吹き口前（シャ

ッターより50 cm又は150 cm：計6か所）、TMについては

探傷検査室内6か所で行った（図3）。各測定ポイントで5
回測定を行い、測定機付属のソフトウェア（MEF3000 PC 
program）を使用して、3軸の磁界の合成値と高速フーリ

エ変換による周波数成分の分解と磁界値の検出を行っ

た。各周波数成分の磁界値について、ICNIRPが2010年

に公開した低周波ガイドラインとの適合性を確認した。 
その結果、電気炉から発生する磁界は概ねガイドライ

ンとの十分な適合性を示した。HF炉から発生する磁界

は、発生源から最も近い地上40 cmが最も高く32.0 T
（ガイドラインとの相対値：5 %）で、主要な周波数成分は

約400 Hzであった（図2 上段）。AF炉から発生する磁界

は、発生源から最も近い地上170 cmが最も高く232.5 T
（43 %）で、主要な周波数成分は商用周波数である60 
Hzと高調波180 Hzだった（図2 中段）。一方で、TMから

発生する磁界の周波数成分は主に60 Hzであり（図2 下

段）、ガイドラインとの適合性については、超過は観察さ

れなかったもののほぼ同等の値が観測された地点があ

り（P1：461.4 T（99 %））、装置や立ち位置によっては何

らかの対処が必要と考えられた（図3）。今回のケースで

は、コイルから離れるに従って漏洩磁界が64-76 %減衰

するのが観察された。このため、対策として作業位置の

移動が適切と考えられる。 
第二に、②アンケートによる健康影響調査解析につ

いては、平成23年度に実施したMR装置の操作者を対

象としたアンケートについて再解析を行った。調査対象

者は、一地方自治体（政令指定都市2市を含む）より、地

域基幹病院に相当する16施設（MR装置のない施設も

含む）217名とした。調査は2012年3月下旬に行った。ア

ンケート内容は、1)基本属性、2)普段の自覚症状（職業

性ストレス簡易調査票の疲労感、不安感、抑うつ感、身

体愁訴の23項目）、3)MR検査室での作業に関連した自

覚症状の変化、4)自由記述で構成した。統計解析には

SPSS（IBM社）を使用し、有意水準はp＜0.05とした。 

図3 TMより発生する磁界とICNIRPガイドライン適合性 

図2 産業機械より発生する磁界の周波数成分

上段：HF炉、中段：AF炉、下段：TM 
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 眩暈 耳鳴り 頭痛 眠気 疲労感 筋刺激 

性別 N.S. N.S. N.S. N.S. N.S. N.S. 

年齢 N.S. N.S. N.S. N.S. N.S. N.S. 

夜勤 N.S. N.S. N.S. N.S. N.S. p<0.05 

作業内容 p<0.05 N.S. N.S. N.S. p<0.01 N.S. 

勤務年数 N.S. N.S. N.S. N.S. p<0.05 N.S. 

検査件数 N.S. p<0.05 N.S. p<0.01 p<0.01 N.S. 

装置強度 p<0.01 N.S. N.S. N.S. N.S. N.S. 

 

MR検査を現在取り扱う対象者82名のみ抽出し、MR
検査室での作業に関連した体調変化について解析を行

った。「眩暈（17.1 %）」、「耳鳴り（13.4 %）」、「頭痛

（14.6 %）」、「睡眠不足と関係ない不意の眠気（眠気：

16.9 %）」、「疲労感（26.5 %）」、「筋肉の不随意収縮（筋

刺激：10.8 %）」の6項目で有意に増加した（「増加した」

v.s.「変化なし」、ノンパラメトリック符号検定、p<0.01）こと

から、上記6項目について、Pearsonのカイ二乗検定（又

はFisherの直接確率検定）で下記背景要因の関与につ

いて検討を行ったところ、「検査件数」との間で最も多く

有意差が観察された（表1）。ただし、約90 %の回答者は

日常業務に特段の影響を訴えておらず、体調変化は限

定的であると示唆された。 
半導体レーザーの赤外放射を有色家兎の眼に照射

し、1日後に細隙灯顕微鏡を用いて水晶体を観察するこ

とによって、白内障を引き起こす赤外放射の照度の閾値

を求めた。昨年度は、波長808 nmの影響を調べたが、

本年度は、波長1550 nmを調べた。照射時間3分、6分、

30分とした。照度の閾値（図4）は、波長1550 nmの方が、

808 nmよりも高かった。ACGIHの許容基準では、白内障

の防止に関する赤外放射の照度のTLVは、波長によっ

て変わらないとしている。本結果は、ACGIHの許容基準

が正しくない可能性を示唆している。 

異なった波長、同じ網膜照射量(500 J/cm2)の可視光

をマウスの眼に照射、1週間後に網膜外顆粒層(ONL)の

厚みおよび網膜電図(ERG)のa波とb波の振幅を評価す

ることによって、可視光の網膜障害作用の波長依存性を

調べた。ブルーライトと呼ばれる短波長領域(500 nm以

下)において、ONLの薄化およびERGの波の振幅の低

下がみられた(図5)。これは、網膜が障害を受けたことを

意味している。今後、マウスを用いて、ブルーライトのハ

ザードの研究ができる可能性がある。 

紫外放射は、皮膚細胞に対してDNA損傷、主としてシ

クロブタン型ピリミジンダイマー（CPD）を生成するが、こ

のDNA損傷が皮膚癌などの皮膚障害を引き起こすと考

えられている。そこで、異なった量(radiant exposure)の紫

外放射を培養ヒト表皮角化細胞へ照射、これによるCPD

の生成を評価し、その量反応関係を求めた。CPDの生

成量は、照射量が小さい領域では、直線的に増加する

が、大きい領域では、増加の割合が次第に小さくなる傾

向が見られた(図6)。小照射量領域における増加の割合

(量反応関係の直線の傾き)によって、CPDの生成に関

する紫外放射の有害性の強さを評価できると考えられる。 

作業者の間では、アルミニウムのアーク溶接は、強い

有害光線を発生すると言われている。そこで、ACGIHの

許容基準に従って、アルミニウムのアーク溶接が発生す

る紫外放射を実験的に測定、評価した。紫外放射の実

効照度(有害性の強さを表す量)は、溶接電流、溶接材

料の種類などの条件によって異なるが、溶接作業者の

表1 MR検査室での作業に関連した体調変化と背景

要因の関与 

図5 可視光の網膜障害作用の波長依存性
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位置において3 mJ/cm2以上であった。これに対する1日

あたりの許容ばく露時間は、1秒以下であり、アルミニウ

ムのアーク溶接が、実際に、強い紫外放射を発生するこ

とが確認された。 

【研究業績・成果物】 

[原著論文] 

1) Sachiko Yamaguchi-Sekino, Toshiharu Nakai, Shinya 
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Occupational exposure levels of static magnetic field 

during routine MRI examination in 3 T MR system. 

Bioelectromagnetics, Vol.35, pp.70-75. 

2) Ichiya Sano, Sachiko Kaidzu, Masaki Tanito, 

Katsunori Hara, Tsutomu Okuno, Akihiro Ohira 
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Vol.2013, pp.1-7. 
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7) 奥野勉(2013) 白内障の発生に関する紫外線の作

用スペクトルと太陽紫外線の有害性の評価, 太陽

紫外線防御研究委員会学術報告書, Vol.23, No.1, 
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8) 奥野勉(2014) 溶接作業者に及ぼす有害光線の影

響とその留意点, 軽金属溶接, Vol.52, No.2, pp.46-

49. 

9) 奥野勉(2014) ブルーライト, 厚生科学WEEKLY, 

Vol.625. 

[特別講演など] 

1) Sachiko Yamaguchi-Sekino (2013) Occupational EMF 

exposure assessment - the situation in Japan. 

BioEM2013, Proceedings, Book of Abstract, p.46. 

2) Tsutomu Okuno, Masami Kojima, Nailia Hasanowa, 

Yoshihisa Ishiba, Yukihisa Suzuki, David H. Sliney 

(2013) Thresholds and models for acute, IR-A 

exposures, The 2013 Baltimore Optical Radiation 

Workshop, Thermal Effects on the Anterior Segment 

of the Eye and Industrial Heat Cataract, Baltimore. 

3) 奥野勉 (2014) 有害光線, 産業医研修会, 兵庫県

医師会, 産業医研修会資料, pp.9-20. 

4) 山口さち子（2014） 電磁界と生体影響．建築電磁環

境に関する研究発表会2014．資料集 pp.23-37． 

5) 山口さち子（2014） 立ち入り禁止区域の設定による

MR検査準備中の職業磁界ばく露の変化について．

電磁界の人体防護に関わる評価技術動向調査専
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��� ����������������������������������� 【5年計画の3年目】 

佐々木毅(有害性評価研究G)，久保田均（同），松尾知明(同), 甲田茂樹(健康障害予防研究G)， 

柴田延幸(人間工学・リスク管理研究G)，中村憲司（環境計測管理研究G）， 

久永直見(CKD株式会社)，柴田英治(愛知医科大学)，毛利一平(三重大学)

 

【研究期間】平成23年度～平成27年度 
【実行予算】750万円(平成25年度) 
【研究概要】 
(1) 背景（主要文献，行政的・社会的ニーズなど） 

建設業は多種多様な化学的・物理的リスクに曝さ

れる業種であり、またここ数年は既存建造物の解体

に伴う石綿ばく露も危惧されている。更に、昨今の

様々な技術革新等に伴い、これまで見られなかった

新たな健康障害の発生が懸念される。その一方でこ

の業種は小規模の事業所が大半であり、そのため

労働安全衛生面での管理・指導が徹底され難いこと

が問題となっている。 
(2) 目的 

建設業従事者のうち、特に小規模事業所、或いは

自営業（一人親方を含む。）等における労働災害や

健康障害の発症の解明並びに予防策を産業疫学

的な観点から検討し、労働安全衛生対策に寄与で

きるデータを提供することを目的とする。 
(3) 方法 
① サブテーマ1：職業コホートを用いた死因に関す

る追跡調査 

本研究開始前から当研究所基盤的研究（代表

者：久保田）によって実施されていた建設業におけ

る職業コホート（某県建設国民健康保険組合員約

17,500名男性）を引き継ぎ、そのコホート拡大と共に、

死因に関する追跡調査を行い、職種、有害物ばく露

状況等と死因との関連を検討する。 
② サブテーマ2：定期健診時における問診票による

横断調査と縦断的解析 
上記組合員の定期健診時に併せて独自の問診

票を用いた横断調査（毎年5,500～6,000名）を実施

し、職種、建材取扱い状況、有害物ばく露状況と各

種疾患や自覚症状の有訴状況、発生する労働災害

等との関連を検討する。 
③ サブテーマ3：建設作業現場の有害要因のばく

露の実態調査 
建設作業の危険有害要因について、問診票によ

る自覚的訴えだけでなく、作業環境測定や個人ばく

露測定などを用いて定量的な有害因子の把握と評

価を実施する。 
（4）研究の特色・独創性 

職業コホートを用いた死因に関する追跡調査は、
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手法的にはベーシックではあるものの、その結果か

ら得られる情報は建設業従事者の作業・健康実態を

網羅的に把握するうえで大変貴重なものであると考

える。特に、本テーマのように小規模の建設現場を

扱った調査研究は、我が国はもとより諸外国におい

ても殆ど見られない。更に、組合員定期健診時の問

診票調査や実態調査には現場作業者の現状が反

映され、経年的変化等を把握しその対策に繋げるこ

とは有用であると考える。 
【研究成果】 
① 某県建設国民健康保険組合員17,412名のコホ

ートデータにおいて、2,075名の死亡情報について

登録を終えた。本人が組合加入時に申請した職種

を51種に分類し、表1にはそこから死亡者数が多か

った職種を示した。昨年度の本報で、全体では1970

年代では胃がん、急性心筋梗塞、脳内出血、1980

年代では胃がん、肺がん、心不全、1990年代では肺

がん、胃がん、肝がん、2000年代では肺がん、胃が

ん、肝がんが多いことを報告したが、表2には主要6

職種の死因の推移を示した。今後、職種別の標準

化死亡比（SMR）等を算出し、詳しく検討する予定で

ある。 

② 騒音性難聴の労災認定件数は最近でも年間

300件弱と決して少ない数字ではなく、そのうち就業

者数では全体の1割に満たない建設業が約半数を

占める。そこで、本研究の対象者である某県建設国

民健康保険組合員において聴力低下の愁訴（問診

票の設問で「耳の聞こえが悪い」）に着目し、建設業

で多い騒音工具や振動工具を使用する作業との関

連を検討してきた。昨年度までの解析では、騒音工

具をよく使用する者は聴力低下の愁訴が多く、それ

は40歳代から増加し、大工、鉄骨工等といった特定

の職種で多いことが横断的解析によって示され、更

に大工と鉄骨工を対象として騒音工具と共に振動工

具をよく使用する騒音・振動の複合ばく露による聴

力低下の愁訴への影響について横断的に加え縦断

的に検討した。今年度は解析対象者を全職種に広

げ、すなわち2008～10年度までの3年間に某県内13

ヶ所での定期健康診断時の問診票調査に参加した

延べ16,781名のうち3年連続で受診を確認できた

3,131名を抽出し、解析対象者とした（図1）。 

横断的解析方法は、各年において騒音工具／振

動工具の両方が“使用あり”の回答を「騒音/振動工

具の両方使用」、騒音工具のみ“使用あり”を「騒音

工具のみ使用」、騒音工具／振動工具の両方が“使

用なし”を「両工具を無使用」とコード化しクロス集計

した。 

年齢と職種で調整した多重ロジスティック回帰分

析での調整オッズ比は「両工具の使用なし」を対照

群とし「騒音工具のみ使用」では2.3～2.5、「騒音／

振動工具の両方使用」では3.3～3.4と増加し、全て

統計的有意差が認められた（図2）。縦断的解析方

法は、2008年をベースラインとして1～2年後まで騒

音工具／振動工具の両方が全ての年で“使用あり”

の回答を「騒音/振動工具を常時使用」、騒音工具

のみ全ての年で“使用あり”を「騒音工具のみ常時使

用」、騒音工具／振動工具の両方が全ての年で“使

用なし”を「両工具を無使用」、それ以外を「騒音/振

動工具の使用が時々」と再コード化し、クロス集計し

た。 

大工 左官 鉄骨工
70s 80s 90s 00s 合計 70s 80s 90s 00s 合計 70s 80s 90s 00s 合計

全死因 100 249 479 142 970 17 55 97 32 201 0 23 56 25 104
全悪性新生物 31 84 177 66 358 4 17 36 20 77 0 6 24 11 41

胃がん 14 23 36 13 86 1 7 8 4 20 0 0 6 3 9
肝がん 2 14 31 13 60 1 0 5 4 10 0 2 4 1 7
肺がん 4 21 37 12 74 1 4 9 6 20 0 2 11 0 13

心疾患 15 30 67 15 127 5 9 11 1 26 0 4 3 2 9
虚血性心疾患 10 11 34 9 64 2 5 4 0 11 0 2 2 2 6

脳血管疾患 23 34 63 11 131 1 11 10 2 24 0 6 5 3 14
肺炎・気管支炎 3 15 35 7 60 0 3 6 0 9 0 0 3 1 4
不慮の事故 7 14 32 4 57 1 1 6 2 10 0 2 2 1 5
自殺 4 10 7 8 29 0 0 4 3 7 0 1 3 2 6

建具工 配管工 板金工
70s 80s 90s 00s 合計 70s 80s 90s 00s 合計 70s 80s 90s 00s 合計

全死因 10 19 40 13 82 3 9 39 22 73 7 16 26 18 67
全悪性新生物 3 7 8 4 22 1 3 11 12 27 2 5 11 10 28

胃がん 0 2 3 2 7 0 0 1 0 1 0 2 1 1 4
肝がん 0 2 0 0 2 0 0 3 2 5 0 1 2 1 4
肺がん 1 3 1 1 6 0 1 2 5 8 0 1 0 5 6

心疾患 1 1 6 1 9 1 2 4 2 9 1 2 5 3 11
虚血性心疾患 0 1 3 0 4 1 1 4 2 8 0 1 3 2 6

脳血管疾患 2 5 7 2 16 0 0 7 0 7 2 4 3 0 9
肺炎・気管支炎 1 1 4 2 8 0 0 3 3 6 0 0 0 1 1
不慮の事故 1 0 2 0 3 0 0 3 1 4 2 0 2 1 5
自殺 0 0 0 0 0 0 0 1 2 3 0 1 1 0 2

図 1 解析対象者 

表 1 主要職種の死亡者数の推移 

表 2 主要 6 職種の死因の推移 
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年齢と職種で調整した多重ロジスティック回帰分

析での調整オッズ比(95%信頼区間)は「両工具を無

使用」を対照群とし「騒音工具のみ常時使用」では

ベースラインで2.3が、1年後2.6、2年後3.4、「騒音/

振動工具を常時使用」ではベースラインが3.3が、1

年後4.5、2年後6.1であった（図3）。 

以上の結果から、騒音工具をよく使用している者

の聴力低下の有訴割合は各年とも2倍強で、騒音工

具に加え振動工具をよく使用していると各年とも3倍

強に増加していた。更に縦断的に解析すると、騒音

工具のみの使用による聴力低下の有訴割合は2年

後には3倍強に、騒音／振動工具の同時使用では

約6倍にまで大幅に増えていたことから、騒音と手腕

振動の蓄積的ばく露により聴力低下有訴が増加した

と考えられるかもしれない。振動による人体への影響

として、末梢循環障害（レイノー現象など）、末梢神

経障害（しびれなど感覚障害）、筋骨格系（運動器）

障害（手指の筋力・握力低下など）がよく知られてい

るが、その他に自律神経系障害（交感神経系の亢

進による内耳の血管収縮による有毛細胞の障害）と

の報告がある。その後更に有訴割合が増加するの

か、引き続き検討する予定である。 

 

表3 木材切削作業時の据え置き型工作機械の 

騒音、手腕振動レベルと1日許容時間 

③-1 昨年度の本報で、建築現場で用いる工具の

種類による騒音や手腕振動の発生レベルを測定す

る実態調査について報告した。そのデータを騒音、

手腕振動の両面から総合的に評価した。調査の概

要は昨年度の再掲となるが次の通りである。 

対象者数と作業：計30名（職種は大工23名、鉄骨

工4名、建具工1名、左官1名、土木工1名）で、およ

そ39種類の作業で測定した。 

測定：音響振動マルチ分析システム（6ch仕様）、普

通騒音計を用い、対象者には普段の作業時の個人

用保護具の装着状況や自覚症状などについて聞き

取りを行った。音響振動マルチ分析システムのマイ

クは作業者の襟元に装着し、手腕振動を測定するx

軸、y軸、z軸の加速度センサーを接続したハンドグリ

ップを作業者が握った状態で測定し、作業者の近傍

では調査者が普通騒音計で測定した。 

騒音の評価：音圧レベルに等ラウドネス曲線（正当

な聴覚を持つ人が等しい大きさに感じる純音の音圧

レベルと周波数の関係を示した曲線）で周波数重み

騒音 手腕振動 総合評価の

dB(A) 1日許容時間 m/s
2 1日許容時間 1日許容時間

ベルトサンダー盤 88.6 3時間28分 0.65 8時間 3時間25分

スライド丸ノコ 91.4 1時間49分 1.53 8時間 1時間45分

プレーナー 93.6 1時間6分 1.77 8時間 1時間5分

自動カンナ盤 95.0 47分 1.98 8時間 45分

卓上丸ノコ 95.8 39分 1.78 8時間 35分

バンドソー 97.1 29分 1.78 8時間 25分

ホゾ取り機 99.1 18分 1.86 8時間 15分

手押しカンナ盤 99.1 18分 1.13 8時間 15分

直角二面カンナ盤 100.3 14分 1.67 8時間 15分未満

騒音 手腕振動 総合評価の

dB(A) 1日許容時間 m/s
2 1日許容時間 1日許容時間

電気ドリル 88.5 3時間33分 5.13 2時間22分 2時間20分

サンダー 91.3 1時間52分 10.88 31分 30分

角ノミ 92.9 1時間17分 2.91 7時間25分 1時間15分

丸ノコ 95.4 42分 2.25 8時間 40分

仕上げミゾキリ 96.9 30分 3.81 4時間19分 30分

ルータ 97.9 24分 2.94 7時間15分 20分

釘打ち機 98.3 21分 7.59 1時間5分 20分

電気カンナ 99.1 18分 1.95 8時間 15分

チェーンノミ 100.1 14分 5.89 1時間48分 15分未満
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図2 騒音/振動工具の使用と聴力低下の有訴 

（横断的解析：多重ロジスティック回帰分析）

図 3 騒音/振動工具の使用と聴力低下の有訴 

（縦断的解析：多重ロジスティック回帰分析） 

表4 木材切削作業時の手持ち工具の騒音、手腕振動

レベルと1日許容時間 
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付け（A特性）をしたA特性音圧レベルを指標とした。

なお、作業者に装着したマイク音から解析した値を

採用しているが、マイク音を測定できなかった作業

では普通騒音計で測定した値を採用して平均値を

算出した。また、同じ種類でありながら異なる大きさ

の工具（例えば丸ノコで装着されている刃の直径が

異なる場合）で測定した場合は、最も大きいリスクを

見積もる観点から、A特性音圧レベルの最大値を採

用して平均値を算出した。 

手腕振動の評価：周波数補正振動加速度実効値の

3軸合成値（m/s2）指標とした。なお、工作機械・手持

ち工具使用時の平均値は異なった作業者から算出

するが、同じ種類でありながら異なる大きさの工具、

あるいは左右の手腕で測定した場合は、最も大きい

リスクを見積もる観点から、3軸合成値の最大値を採

用して平均値を算出した。 

上記のように算出した騒音、手腕振動のレベルか

ら、日本産業衛生学会が定める許容基準に従って

各々の一日のばく露許容時間を算出し、表3に木材

切削時の据え置き型工作機械、表4に木材切削時

の手持ち工具の結果を示した。なお、表中の値は、

工作機械や手持ち工具によって測定回数が1回～

10数回とばらついており、切削する木材の材質、使

用する機械や工具の状態、測定空間、作業者等に

よって変わることがあることに留意されたい。 

木材切削作業時の据え置き型工作機械の手腕振

動ばく露レベルは、全て1日8時間の許容基準以内

であったが、騒音ばく露レベルからみた1日の許容

時間はベルトサンダー盤で3時間半弱、スライド丸ノ

コとプレーナーで2時間以内、その他は1時間以内と

許容時間に大きな違いがみられた。騒音、手腕振動

の両面から総合的に評価すると許容時間の短い方、

すなわち、これらの工作機械での1日の使用時間は

騒音レベルを参照すべきであろう。 

木材切削作業時の手持ち工具は電気ドリル、サン

ダーでは、手腕振動ばく露レベルの1日許容時間が

騒音ばく露レベルのそれより1時間～1時間半ほど短

く、その他の工具は騒音ばく露レベルの1日許容時

間はほとんどが1時間未満で、1日許容時間が1～8

時間の手腕振動ばく露レベルより短かった。 

以上のように、今回測定した工作機械・手持ち工

具では、ばく露許容時間からみた健康リスクは多くの

もので手腕振動より騒音で高いものの、手持ち工具

の一部ではその関係が逆転していた。本報②で記し

たように騒音と手腕振動の複合ばく露による聴力低

下リスクの上昇といったこともあることから、工作機

械・手持ち工具を使用する作業時間を設定する際

には騒音、手腕振動の両方の値を比較し、よりリスク

の高い方の1日ばく露許容時間で決める必要がある

と考えられた。 

③-2 石綿含有成形板等の除去作業(いわゆるレベ

ル3作業)は、吹付け石綿や石綿含有保温材等と比

較して石綿粉じんが飛散するおそれが少ないとされ

ている。しかし、破砕等の不適切な建材の取り扱い

による石綿粉じん飛散の可能性が指摘されている。 

某給食施設厨房（図4）において、天井に内装材と

して使用されていた石綿含有化粧ケイ酸カルシウム

板(ケイカル板)のビス抜きによる剥がし作業時に調

査をする機会が得られた。ビス抜きによる天井板剥

がし作業中の作業室内外においてサンプリングを行

い、位相差顕微鏡法により総繊維数濃度を算出し、

偏光顕微鏡により石綿の種類の同定を行った。作業

内容は、ビス抜きによる天井板剥がし作業、床清掃、

フレコンバッグへの梱包作業であった。なお、フレコ

ンバッグに梱包する際にはフレコンバッグのサイズに

合わせるために湿潤化をした上で天井板（ケイカル

板）を破砕していた。 

総繊維数濃度は、ビス抜きによる天井板剥がし作

業時（前半と後半）で、前半室内370 f/L、前半室外

389 f/L、後半室内397 f/L、後半室外503 f/L、フレ

コンバッグへの梱包作業時で1,032 f/Lであった。天

井板剥がし作業時の作業室内外では総繊維数濃度

が300 f/Lを超え、フレコンバッグに梱包する際には

剥がし作業時よりもさらに高濃度となっていた。なお、

偏光顕微鏡法による同定からは、これらの試料で観

察された多くの繊維状粒子が角閃石系の石綿の特

徴を持っていた。 

レベル3作業は破砕等を伴わないことが前提とな

っているが、ビス抜きによる剥がし作業においても多

量の発じんが認められた。そのためビスの留め付け

部分の湿潤化が必要であると考えられた。フレコン

バッグへの梱包作業については、破砕時に噴霧に

よる湿潤化を行っていたが、発じんを抑えるには量

や浸透時間が不十分であったと考えられるので、適

切な湿潤化方法について周知することが必要であろ

図4 某給食施設厨房の見取り図 
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う。今後、石綿濃度についても詳細に検討する予定

である。 

【研究業績・成果物】 
[学会発表の出版物] 
1) Nobuyuki Shibata, Takeshi Sasaki, Naomi 

Hisanaga, Eiji Shibata, Hitoshi Kubota, Kenji 
Nakamura, Shigeki Koda. (2013) Noise and hand-
arm vibration exposure in construction workers. 
Proceedings of Internoise 2013, Paper No.0301 
(in CD-ROM). 

[その他の出版物] 
1) 佐々木毅，久保田均，甲田茂樹，中村憲司，毛

利一平，柴田英治，久永直見（2013） 建築業

従事者の騒音／振動工具の使用と聴力低下の

自覚症状との関連，平成25年度建設安全衛生

年鑑，p.98，東京，建設業労働災害防止協会． 
[学会発表] 
1) 佐々木毅，久永直見，柴田英治，毛利一平，

久保田均，柴田延幸，中村憲司，甲田茂樹

（2013） 建設業従事者の騒音／振動工具の使

用と聴力低下の自覚症状との関連 ～第一報 

疫学データの縦断的解析～, 第86回日本産

業衛生学会，産業衛生学雑誌, Vol.55（Suppl.），

p.379． 
2) 柴田延幸，佐々木毅，久永直見，柴田英治，

久保田均，中村憲司，甲田茂樹（2013） 建設

業従事者の騒音／振動工具の使用と聴力低

下の自覚症状との関連 ～第二報 騒音・振動

発生工具別ばく露調査～, 第86回日本産業衛

生学会，産業衛生学雑誌 , Vol.55（Suppl.），

p.513． 
3) 中村憲司，榊原洋子，久永直見，佐々木毅，

久保田均，柴田延幸，甲田茂樹（2013） 石綿

含有形成板等除去作業時の気中石綿濃度測

定事例, 第86回日本産業衛生学会，産業衛生

学雑誌, Vol.55（Suppl.），p.454． 
4) 中村憲司，榊原洋子，久永直見，佐々木毅，久

保田均，柴田延幸，甲田茂樹（2013） アスベス

ト現場分析のための携帯型蛍光顕微鏡性能評

価事例, 第54回大気環境学会年会，講演要旨

集，p.369． 

 

 

 

【3年計画の1年目】 
岩切一幸(有害性評価研究G)，高橋正也(作業条件適応研究G)，外山みどり(人間工学・リスク管理研究G) ，

劉欣欣（有害性評価研究G），松尾知明(同) ，甲田茂樹(健康障害予防研究G) ，

岡部康平(機械システム安全研究G)，芳司俊郎(同)，齋藤剛(同)，池田博康(同)
 
【研究期間】平成25～27年度 
【実行予算】1396.5万円（平成25年度） 
【研究概要】 
(1) 背景 

介護職場では、要介護者の人力のみでの持ち上

げや不適切な姿勢での作業が多いため、介護者の

身体的負担が大きく、特に腰痛の訴えが多くなって

いる。厚生労働省の業務上疾病発生状況等調査に

よると、休業4日以上を伴う業務上腰痛発生件数は、

保健衛生業のみが急増している。この保健衛生業

には、社会福祉施設、医療保健業、その他の保健

衛生業が含まれる。その中でも介護者を含む社会

福祉施設では、腰痛発生件数が急増している（図1）。

また、種々の調査研究においても、約6～8割の介

護者に腰痛があると報告されている（冨岡と松永, 
2007; 他多数）。腰痛対策としては、欧米諸国での

取り組みや先行研究などから、労働安全衛生に関

する組織的な活動や福祉用具（機器や道具）の積

極的な活用などが有効と考えられる。しかし、介護職

場の管理者や介護者の多くは、労働安全衛生に関

する知識や改善意識が乏しく、職場で何が問題で、

どのような対策をとらなければいけないのか十分に

整理できていない。 
(2) 目的 

そこで本研究では、高齢者介護施設での安全衛

生活動や管理状況、福祉用具の安全性・利便性な

どを調査し、安全衛生管理と介護者の腰痛や腰部

負担、満足度などとの関連を明らかにする。また、そ

の結果をもとに、職場にて安全衛生活動の改善点を

明確にするための評価表（チェックリスト）を作成し、

それに基づく改善策を職場に提案する（サブテーマ

1）。このほかサブテーマ1では、行政から要請のあっ

た、腰痛予防対策に関連する諸外国の重量規制等

の調査も実施する。さらに、介護者の身体的負担の

軽減に有用な福祉用具の使用において災害が発生

していることから、福祉用具の安全性や利便性など

を改めて検討し、技術指針原案を提案する（サブテ

ーマ2）。 
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(3) 方法 
サブテーマ1：介護施設における安全衛生活動の評

価と改善策の提案 
高齢者介護施設における安全衛生管理の実態と

介護者の作業負担・満足度などとの関係を明らかに

するために、全国規模のアンケート調査を実施する。

その後、調査結果を検証するための介入研究を実

施し、それらの結果をもとに、介護職場における安

全衛生活動の改善点を明確にするためのチェックリ

ストと改善策を提案する。また、諸外国の重量規制

等に関する調査も実施する。 
サブテーマ2：入浴介助機器のリスク分析に基づく安

全防護の適用 
身体的負担の大きな入浴介助に着目し、現場調

査などにより、入浴介助機器（特殊浴槽、バスリフト、

ストレッチャー、シャワーキャリーなど）の使用におけ

る挟まれ・巻き込まれ等のリスク要因を抽出する。そ

の後、リスク低減のための安全装置（ガード、人体接

触検知装置など）を実験的に検討し、さらに介入研

究により装置の有効性を検証して、必要な安全要件

を確立する。また、今回得られた結果は、他の類似

機器への水平展開も検討する。 
(4) 研究の特色・独創性 
介護職場の安全衛生活動と介護者の腰痛や腰部

負担との関係を明らかにすることで、高齢者介護施

設にて優先的に進めるべき安全衛生活動が明確に

なる。これにより、労働条件や労働環境が改善され、

腰痛や腰部負担の軽減につながり、さらには離職率

の低下につながると考えられる。また、福祉用具の

使用における安全性や利便性に関する技術指針原

案を提案することで、誤使用などの危険な使用の改

善につながり、安全な作業環境の構築に繋がってい

くと考えられる。 
【研究成果】 
(1) サブテーマ1 
サブテーマ1では、高齢者介護施設で取り組まれ

ている安全衛生活動とその効果を検証するために、

全国の特別養護老人ホーム（以下、施設と記載）を

対象に、アンケート調査を実施した。対象施設は、

厚生労働省老健局振興課が管理する「介護事業所

検索」介護サービス情報公表システムにて公開され

ている5,875施設の内、1,000施設を無作為抽出し、1
施設あたり5名（計5,000名）の介護者を対象とした。 
アンケート調査では、施設管理者記載の施設用ア

ンケートおよび介護者記載の介護者用アンケートを

用いた。両アンケートとも施設管理者に送付し、介護

者用アンケートは施設管理者経由にて、年代・性別

の異なる介護者に配布するようお願いした。 
施設用アンケートでは、健康診断や衛生委員会

の有無、介助方法や福祉用具の講習・研修、介助

方法に関するマニュアルの作成、介助方法や福祉

用具使用を進める責任者の設置などの安全衛生活

動について調査した。介護者用アンケートでは、腰

痛及び腰部負担の程度、介護者が実施している安

全衛生活動について調査した。介護者の安全衛生

活動については、介助方法や福祉用具の講習・研

修の受講有無、介助方法に関するマニュアルの活

用、介助方法や福祉用具利用に関する責任者との

相談・指導の有無などとした。 
調査時期は、2014年1月～3月とした。施設用アン

ケートの配布数は1,000部、回答数は615部、回収率

は61.5%、介護者用アンケートの配布数は5,000部、

図 1 主要業種別および保健衛生業に含まれる社会福祉施設・医療保健業・その他の保健衛生業の 
業務上腰痛発生件数 
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回収率は2,751部、回収率は55.0%であった。現在、

両アンケートの集計・解析を進めている。 
各国の重量規制等の情報は、欧州、北米、アジア

諸国に関する情報を文献調査、Web調査、研究者

情報などから収集し、厚生労働省安全衛生部労働

衛生課に報告した。欧米諸国では、概ね25kgまでの

重量制限があった。それ以上の重量では、用具の

使用が推奨されており、用具を導入するためのシス

テムも整っていた。 
(2) サブテーマ2 
サブテーマ2では、入浴介助機器の使用実態を把

握するための現場調査を実施した。調査では、介護

者へのインタビュー、機器の部位計測、入浴介助時

の作業形態などについて調べた。機械個浴に利用

される特殊浴槽の3種類、バスリフトの1種類、ストレッ

チャーの2種類を対象として、各機器の危険部位を

特定し、そのリスクを分析した。 
その結果、大型機器ほど災害の危険性が散見し

ており、また安全規格（ISO、JIS）や基準はなかった。

機器側で対処すべきところを、介護者の注意力でカ

バーしているのが現状であった。大型の特殊浴槽で

は、浴槽部分が昇降する場合、腕が挟まれたり、巻

き込まれたりする可能性があった（図2）。本来は、安

全装置を取り付けて、ある一定の荷重がかかった場

合、自動的に停止することが必要である。しかし、そ

のようなシステムにはなっていなかった。安全装置・

機構の構築が必要であるとともに、操作方式に制約

が必要と考えられた。中型のストレッチャー式入浴介

助機器においても、特殊浴槽と同様に、挟まれ・巻

き込まれなどの危険性があり、接触検知の安全装置

が必要であると思われた（図3）。その他、小型の入

浴用リフトでは、特殊浴槽やストレッチャー式入浴介

助機器に比べて危険リスクは低いが、挟まれ、打撲

などを生じる可能性があり、手引書や注意喚起のた

めの表記などが必要と思われた。 
また、ストレッチャー式の入浴介助機器について

は、機器の標準化を視野に入れて、リスクを低減す

るための安全装置や仕様要件を検討している。 

 
【研究業績・成果物】 
 [その他の専門家向け出版物] 
1） 岩切一幸（2013）改訂腰痛指針と介護職場にお

ける腰痛予防対策, 労働の科学, Vol.168, No.7，
pp.8-12． 

2） 岩切一幸（2013）社会福祉施設における安全衛

生上の問題とその対策-介護者の腰痛予防対策

を中心に , 安全衛生コンサルタント , Vol.33, 
No.108，pp.12-19． 

3） 岩切一幸（2013）どうしたら腰痛が予防できるの

か 改訂「職場における腰痛予防対策指針」を

踏まえて, ふれあいケア, Vol.19, No.13，pp.18-
21． 

図 2 ロボットアーム式（上）とストレッチャー式

（下）の特殊浴槽 

図 3 ストレッチャー式の入浴介助機器 
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【3年計画の3年目】 
小野真理子(環境計測管理研究G），菅野誠一郎(同），古瀬三也(同），萩原正義(同）

 
【研究期間】平成23～25年度 
【実行予算】300万円（平成25年度） 
【研究概要】 
(1) 背景 
化学物質の作業環境管理では、作業環境測定を

実施して得られた評価値を用い、管理濃度を指標と

して対象となる作業環境を評価して、種々の対策を

とる。その管理濃度は、管理対象の化学物質の有害

性と管理の実効性を考慮して設定されてきた。一方、

一般環境においては、発がん物質について別途リス

ク評価を行って、過剰発がんリスクレベルが一定値

以下となるようなばく露の指標値の設定がなされて

いる例がある。 
厚生労働省は、「労働安全衛生法第28条第3項

の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質に

よる健康障害を防止するための指針」（平成23年10
月28日健康障害を防止するための指針公示第21
号）（以下、指針)を発出し、26種の化学物質につい

て、その製造、取扱い等に際し、事業者が講ずべき

措置について、新たに定めた。発がん性が疑われる

物質に対してリスク評価を行い、過剰発がんリスクレ

ベルが一定値以下となるような値を基に、管理濃度

あるいは目標とすべき指標値を設定している。発が

んリスクを考慮した場合、管理濃度等は低い値にな

ることが想定される。すなわち、これまで多くの化学

物質の管理濃度がppmレベルであったものが、ppb
レベルに、2～3桁低くなる可能性がある。更に、作

業環境測定に使用する分析方法は、管理濃度の

1/10の濃度まで測定できることが求められていること

から、従来の分析法では感度が不足することが起こ

るため、新たな測定法が求められる。 
更に、今後も化学物質のリスクの見直しが行われ

たり、事業者による自主管理が進んだりした場合に

は、より広汎な物質を、より低濃度で測定する方法が

求められる。そのため、新たに分析法を開発する場

合に検討すべき項目を網羅した、分析法を開発する

際の手引きが必要になる。 
(2) 目的 
本研究では、上述した行政の動きを踏まえ、また、

事業者等の潜在的なニーズを想定し、低い管理濃
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度が設定された場合に、どのような視点で新たな分

析方法を開発すればよいか、という手引きを作成す

ることを最終的な目的とする。対象とする化学物質

は、指針に示される物質のうち、ガスクロマトグラフ

（GC）により分析可能な有機化合物である。 
有機化合物は極めて種類が多く、構造も類似した

ものがあるが、質量分析装置（MS）を使用することで

混在する物質からの分離・定量が可能となり、また

ppb～ppmの濃度範囲に対応できる。しかしながら、

作業環境測定ではMSの使用はあまり一般的ではな

いことから、試料の捕集から分析まで分析操作全体

に関して、知見をまとめる必要がある。低濃度分析

にGC/MSを使用する際の重要な注意点を確認し、

手引き（図1）の一部とする。 
(3) 方法 
固体捕集－加熱脱着－GC/MS分析により低濃度ま

で分析する方法を確立する。併せて、捕集法、脱着

法、分析の諸条件など、低濃度分析に必須な条件

を模擬的に検証する。 
また、本研究ではGCへの試料導入は加熱脱着

法を使用するが、一般的には溶媒脱着法が広く用

いられている。MSで分析する濃度範囲での溶媒脱

着率の検証や、MS分析の再現性向上のための内

部標準物質の選定法についても検討する。 
（初年度） 
加熱脱着－GC/MSを購入し、分析の諸条件を確認

する。当研究所では、既に加熱脱着－GC/水素炎イ

オン分析（FID）により分析する手法を確立している。

その知見をもとにGC/MSで同様の前処理条件で低

濃度まで分析可能であることを確認し、対象物質の

うち1物質の分析法の確立を目指す。また、溶媒脱

着に関する知見を得る。 
（二年度） 

2物質程度の分析法の確立を目指す。分析条件

や測定範囲の他、高濃度での破過や捕集した試料

の保存安定性の確認方法について汎用性のある条

件をまとめる。また、蒸気と固体の両方の状態で存

在する物質の捕集法について検証する。 
（三年度） 

必要に応じて、1－2物質の分析法を確立する。 
二年度までに得た知見をもとに、ろ過＋固体捕集

－加熱脱着または溶媒脱着－GC/MS法で低濃度

分析を行うための手引きを作成する。 
（4）研究の特色・独創性 

作業環境において、発がんリスクを想定して化学

物質を管理することを系統的に検討しているのは、

諸外国でもあまり例がない。厳しいレベルでのリスク

管理の実現のための作業環境測定に関する知見を

得る本研究は独創的である。 
【三年次の研究成果】 
１．GC/MS分析における感度に影響を与える因子

についての検討 
背景 「労働安全衛生法第28条第3項の規定に基

づき厚生労働大臣が定める化学物質による健康障

害を防止するための指針」は毎年のように更新され、

より低濃度での管理が求められたり、新たな対象物

質が加えられたりしている。発がん性が疑われてい

る物質は他にも多く存在し、また対象物質ではなく

ても自主管理が求められている。 
新たな物質の測定法、特に低濃度分析に対応す

るための測定法を開発するのに必要な情報を提供

するため、GC/MS分析における感度に影響を与え

る因子として、特に真空度に着目し、検討を行った。

方法 標準試料を同一条件で繰り返しGC/MS測定

を行い、得られた結果（ピーク面積・高さ・幅など）を

比較した。ただし、キャリアガスの流量を0.5 ～ 3.5 
mL/分の間で変えて測定することで、質量分析計

（真空系）に流れ込むガスの量を変化させ、真空度

に違いを生じさせた。 
標準試料溶液 

①クロロニトロベンゼン（CNB）異性体；全3種 
②ジクロロニトロベンゼン（DCNB）異性体；全6種 
③ニトロアニソール（NA）異性体；全3種 
④フタロニトリル（PN）異性体；2/3種 

各化合物約8 ng/μLのアセトニトリル溶液 
GC/MSの分析条件 
GC: PerkinElmer, Clarus 680 GC 
キャピラリーカラム: DB-17，長さ30 m，内径0.25 
mm，膜厚0.5μm 
試料注入方法 ； スプリットレス注入法（2分間） 
注入口温度 ； 250 ℃ 

図1 ガイダンス（手引き書）に盛り込む内容 
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キャリアガス（ヘリウム）流量 ；  
1.0 mL/分（スプリットレス，2分間保持） 
→ 1.0 mL/分（スプリット開始，2分間保持） 
→ 0.5 ～ 3.5 mL/分（流量一定モード） 

カラム槽温度：50 ℃（4分保持） 
→ ＜10 ℃/分＞ → 140 ℃ 
→ ＜2 ℃/分＞ → 170 ℃ 
→ ＜25 ℃/分＞ → 250 ℃ 

MSインターフェイス：250 ℃ 
結果 キャリアガスの流量以外の条件は一定にして

同一試料を測定した結果、ピークの高さ・面積・幅に

違いが見られた。キャリアガスが少ないほどピークの

高さと面積は増大する傾向となった（図2、3）が、キ

ャリアガスを少なくし過ぎると、逆にピークの幅（面積

と高さの比）は広くなり（図4）、あまり望ましくはない。

高感度で分析するのに最適なキャリアガスの流量は、

その中間にあると考えられる。 
まとめ より高感度に測定するためには、質量分析

計内をより高真空に保つべきであり、そのためには

適切なサイズ（内径・長さ）のカラムを用いるべきであ

る。内径の大きなカラムはより多くのキャリアガスを必

要とし、質量分析計内の真空度を下げるので、出来

るだけ細いカラムを用いるのが望ましい。 
２．顕微鏡観察による有機化合物粒子の蒸発速度

の測定 
背景 常温で固体の有機化合物では、固体であっ

ても昇華が起こり、ろ紙捕集では捕集した試料の大

部分が失われる可能性がある。それ故、試料採取に

ろ過捕集法＋固体捕集法を採用すべきであるが、

現時点では広く用いられているとは言い難い。 
目的 空気中に存在する有機化合物の粒子は、昇

華により粒径が小さくなりやがてすべて蒸気となるが、

粒径ごとの蒸発速度についての知見は少なく、蒸気

を捕集するための固体捕集法の必要性に対する理

解を得るために検証を行う。検討する有機化合物は、

発がん性を考慮して低濃度で管理することが求めら

れることから、昇華が濃度測定にとって問題となる物

質を選定した。 
方法 固体の有機化合物の微粒子をスライドグラス

上に載せ、一定の時間間隔で光学顕微鏡による観

察像を撮影し、粒径の時間変化を観察した。粒子の

温度は制御せずに室温で実験を行った。 
試料作製 有機化合物の結晶をボールミルにより粉

砕し、スライドガラス上に載せ、粒径を観察し、その

中から直径が10 μｍ程度の粒子を選択して、400
倍の視野で視野内に入る粒子数が、粒子径計測に

適する程度に分散したものを観察試料とした（図5）。 
測定 予備実験から写真撮影間隔を決定し、2分間

隔で写真撮影し、粒子の長径と短径を計測した。粒

子の直径は長径と短径の平均値とし、粒子の体積

は、球と仮定して計算した。 
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図3 キャリアガス流量に対するピーク面積値の変化 
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結果 m-ニトロアニソールの粒径の時間変化を図6
に示す。 

粒径の減少速度は粒径が小さいほど大きい。す

でに水滴の場合については実測例があるが、本実

験においても同様の現象を示している。ｍ-ニトロア

ニソールの粒子径減少のグラフを3次式で近似し、

時間で微分することにより粒子径とその減少速度が

求められる（図7）。実験開始直後は、粒子の球近似

が荒く、グラフが曲がっているが、ある程度時間が経

過すると、粒子径の減少速度は粒径が小さいほど速

くなることが明瞭に認められる。粒子径を減少速度

で割った値は、粒子の寿命の指標とすることができ

る。粒子の寿命は粒径が小さいほど短くなりm-ニトロ

アニソール（蒸気圧1.3×10-2 torr）は、8 μm で

15分、1 μm で0.8分、2,3-ジクロロニトロベンゼン

（蒸気圧8.3×10-3 torr）では、8 μm で80分、1μ

m で7分であった。10μmの粒子の質量は1 ng程

度であり、通気したフィルター上での昇華より昇華速

度はかなり小さい。 
結論 空気中に放出された有機化合物粒子は昇華

により粒径が減少し、粒径の小さい粒子の存在時間

が短くなるため、空気中に一定時間、例えば1分間

存在できる粒子の径には下限があることを示してい

る。また蒸気圧の低い粒子のほうがより小さい粒子ま

で存在可能であることを示している。 
 
3. ガイダンス文書の作成について（まとめに�えて） 

1ページの図に示す内容で、本研究の総括として、

ガイダンス文書を作成することを計画している。以下

にガイダンスの内容を、各年度の研究成果を基に整

理する。 
第0章 序文（略） 
第1章 固体捕集法について 

1、2年目及び過去の測定法開発時に検討した内

容を基に記載する。更に英国安全衛生庁（HSE: 
Health and safety executive）から出版されている

加熱脱着法のガイダンス文書を参照する。 
第2章 試料捕集時の固体捕集の必要性について 

作業環境測定においては、常温で気体や蒸気の

物質を捕集には、固体捕集法が用いられているが、

常温で固体の物質はろ過捕集が使用されている。し

かしながら、微小粒子では、昇華して物質はガス状

になるため、ろ紙捕集では捕集率が下がるために、

濃度を過小評価する必要がある。本研究の3年目に

おいて、粒子径の減少から目的物質の固体としての

存在時間を推定し、短時間で物質のロスが起こる可

能性を評価した。これより、固体捕集の必要性のエ

ビデンスが得られた。 
第3章 溶媒脱着法について 

1、2年目の研究を基に、低濃度分析に溶媒脱着

を用いる場合には、捕集剤に活性炭は適さないこと

を明らかにした。 
第4章 GC/MS分析における注意点について 
GC/MSの感度に影響する因子について検討した。

3年目の研究において質量分析計の真空度が感度

に影響することを示し、適切なカラムを選択すること

図5 m-ニトロアニソールの顕微鏡観察像 図7 粒径の現象速度と粒径 

図6 m-ニトロアニソールの粒子径変化 

70 71



 

71 

のエビデンスが得られた。 
また、内部標準物質には、目的物質と溶出時間が

近い物質を使用することで、分析の再現性を上げる

ことができたが、溶出時間が離れていても、内部標

準物質は添加することが望ましいことがわかった。た

だし、内部標準物質も捕集剤に吸着しないものを選

定する必要がある。 
また、1、2年目にまとめた新しい分析法について

も記載する予定である。 
 
【研究 成果の発表（平成25年度分）】 
<論文発表> 
古瀬三也，萩原正義，菅野誠一郎，小野真理子

(2013) 加熱脱着－ガスクロマトグラフ質量分析計

による作業環境中のジクロロプロパンの分析法，労

働安全衛生研究, vol.6, p.43. 
<行政等への情報提供> 
N,N-ジメチルアセトアミドの水素炎イオン化検出器

による検出感度の確認 
「化学物質の健康障害防止措置にかかる検討会」に

おいて、N,N-ジメチルアセトアミドのがん原性指針

における分析法について、分析法として一般的な方

法を導入するために、実験を行った上で情報提供を

行った。 
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高木元也(人間工学・リスク管理研究G)，大西明宏(同) ，高橋明子(同) ，島田行恭(化学安全研究G)，
藤本康弘(同) ，板垣晴彦(同)，大塚輝人(同) ，佐藤嘉彦(同)， 清水尚憲(機械システム安全研究G)，

梅崎重夫(同) ，土屋政雄(作業条件適応研究G)，伊藤和也(建設安全研究G)
 
【研究期間】平成25～28年度 
【実行予算】1,935万円（平成25年度） 
【研究概要】 
(1) 背景 
本研究の社会的背景として、中小規模事業場の

労働災害が頻発している点があげられる。休業4日
以上の死傷者数（平成22年、全産業）をみると、労

働者数50人未満の事業場で全体の3分の2近くの災

害が発生し、労働者数1～9人規模の事業場の死傷

災害年千人率は300人以上の規模の事業場の1.57
倍にも及んでいる（製造業では5倍強）。また、研究

代表者が行った中小企業を対象とした安全活動実

態調査では、化学プロセス産業、小売業等では、中

災防等災害防止団体から労働災害防止関連情報を

収集する割合は低い、加盟している業界団体の多く

は労働災害防止支援活動を行っていないなど、外

部からの情報収集が極めて少ない。リスクアセスメン

トについても、中小規模事業場では「どのように進め

ればよいのか分からない」、「時間的、コスト的にも余

裕が無い」などの理由から実効性のあるリスクアセス

メントが実施されているとは言い難いところも数多く

見受けられる。 
一方、中小規模事業場の安全確保は、厚生労働

省の労働災害防止計画においてはリスクアセスメン

ト推進、安全衛生管理対策強化等の面で重要とされ、

また、今後10年のわが国労働安全衛生分野の優先

研究課題を示した労働安全衛生重点研究推進協議

会「労働安全衛生研究重点領域･優先課題」におい

ても「中小企業・自営業におけるリスク管理の推進」

が掲げられているなど、行政的要請が極めて高い研

究テーマである。 
(2) 目的 
中小規模事業場の労働災害防止を研究テーマに、

これまでの当研究所での研究成果の蓄積を十分活

用できる建設業、化学プロセス産業、小売業を対象

に労働災害防止促進方策の開発・普及を行う。 
これに加え、高年齢労働者の安全確保策の研究

等、これら3つの産業の横断的研究を推進する。 
① サブテーマ1：頻発労働災害防止のための中小

建設業者支援方策の開発・普及 
② サブテーマ2：化学プロセス産業の中小規模事

業場におけるリスク管理方策の普及のための研

究 
③ サブテーマ3：小売業における転倒災害防止支

援策の検討と普及 
(3) 方法 
研究の推進にあたり，労働局・労働基準監督署と

の連携を強化し事業場指導ニーズ等を把握する。ま

た、中小企業から研究協力を受けられる体制を構築

し、中小規模事業場のニーズを把握するとともに、

研究成果の検証・改良、及び普及促進等を行う。構

築方法は信用調査会社保有のデータベース等を活

用し、建設産業は一般土木建築5,000社（当該業種

全体の約3％）、工務店5,000社（同約9％）、化学プ
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ロセス産業約5,000社（同約60％）、小売業約2,500
社（同約50％）を対象に、研究協力を受けられる中

小企業のデータベース整備等を行う。また、業界団

体、学会との連携、さらに建設産業では公共工事発

注者との連携も図る。 
(4) 研究の特色・独創性 
中小規模事業場の労働災害防止に関する取組は、

これまで災害防止団体で主体的に行われ多くの成

果が見受けられるものの、未だ多くの課題が残され

ている。例えば、中小規模事業場に対し、実効性の

あるリスクアセスメント手法、労働安全衛生マネジメン

トシステムの普及、高年齢労働者の安全確保策、ヒ

ューマンエラー対策、職長・作業者の安全水準・安

全意識向上方策等においては、更なる幅広い支援

方策が必要である。 
当研究所は、実験等により独自に研究開発できる

強みを最大限活かし、産業界等との連携を強化しつ

つ主体的かつ総合的に研究を推進することが求め

られている。 
また、労働局、労働基準監督署では、中小規模事

業場に対し効果的な指導ができるような情報提供を

求めていることから、これら行政機関との連携を一層

強化し、現場最前線の真のニーズに基づく研究成

果を出すことも重要であり、このことは行政ミッション

型である当研究所にとって非常に意義の高いもので

ある。 
既往の類似研究について、中小規模事業場の安

全確保を主対象とした研究は少なく、さらに本研究

では、現場ニーズの把握、研究成果の検証・改良、

研究成果の普及促進等を目的に、中小企業データ

ベースの整備等により中小企業から研究協力を受

けられる体制を構築して進める、このような研究方法

は他に見受けられない。 
【研究成果】 
今年度、本研究の各サブテーマにおける成果は

以下の通りである。 
(1) サブテーマ1： 
本サブテーマの担当者が主担当となり、3つのサ

ブテーマの産業横断的調査を行った。具体的には、

建設産業は一般土木建築5,000社（当該業種全体

の約3％）、工務店5,000社（同約9％）、化学プロセス

産業は約5,000社（同約60％）、小売業は約2,500社
（同約50％）を対象にアンケート調査を実施し、各産

業の中小規模事業場の安全活動等の実態を把握

するとともに、研究協力を受けられる中小企業のデ

ータベース整備等を行った。 
この結果、建設産業約1,200社、化学プロセス産

業約1,000社、小売業約400社から研究協力を受け

られることとなった。 
また、労働局、労働基準監督署を対象に、中小規

模事業場の指導ニーズ等を把握するため、本省計

画課及び東京労働局の協力の下、労働局を対象と

したアンケート調査票の作成、安全専門官を対象と

したアンケート調査票の作成を行った（調査は平成

26年度に実施予定）。 
一方、本サブテーマでは、建設業を対象に、これ

まで、建設現場のリスク適正評価支援策、作業者教

育ツール等の研究成果等を基に、建設現場で繰り

返し発生する労働災害を防止するための中小建設

業者支援方策の開発を行う。具体的には、これまで

の調査で中小建設業者のニーズが非常に高かった

作業者等の教育を取り上げ、雇入時教育、職長教

育、危険予知訓練等を候補に、IT技術や映像等を

活用した安全教材（Web教育等）、安全教育システ

ムを開発する。工学的な対策を講じることが難しい

作業状況下では、作業者に安全ルール等を遵守さ

せる必要があるが、そのために教育・訓練による能

力向上を図るとともに、安全意識向上に係る態度変

容を促す教材の開発を目指す。 
今年度は安全教育が盛んに行われている交通心

理学の文献を中心に調査を行い、教育効果の定義

等についてとりまとめた。また、高年齢作業者を対象

に、危険要因知覚測定ツールの作成を行うため、労

働者死傷病報告を対象に人間工学的観点から分析

を行った。 
(2) サブテーマ2： 
サブテーマ2では化学プロセス産業の中小規模事

業場における労働災害及びプロセス災害（火災・爆

発・漏洩など）防止を目的として、次の課題に取り組

んでいる。 
ａ．化学プロセス危険性情報共有の仕組みの提案 
ｂ．労働災害及びプロセス災害防止のための論理的

なリスク管理手法の提案とリスクアセスメント（RA）

支援ツールの開発 
ｃ．中小規模事業場の現場での安全管理活動推進

策の提案 
ｄ．事故事例データベース（DB）活用環境の構築 
今年度は、これらの課題に関する現状調査、労働

災害及びプロセス災害防止の為のRA及びリスク低

減措置の検討方法の検討、プロセス安全情報共有

状況に関する調査などについて以下のように実施し

た。 
① 実態調査：工場見学（7社）、学会研究会及び講

演会への参加・講師派遣などにより、RA等実施

の現状把握に努めるとともに、既存のRA等に関

する参考出版物・資料の内容などについて調査
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を行った。 
② 化学プロセス危険性情報共有の仕組みの提案：

化学プロセス研究・開発の進め方の整理と危険

性情報の分類を行った。 
③ 労働災害及びプロセス災害防止のための論理

的なリスク管理手法の提案：有識者委員会を設

立し、企業におけるRA等の実際（大手企業によ

る好事例）についての紹介や米国の公的機関に

より提供されているハザードチェックリストの紹介、

中災防及び労働安全衛生コンサルタント協会に

よる取り組みや中小規模事業場の現場の実状な

どを紹介して貰い、本課題での検討対象の絞り

込みなどについて議論した。また、化学プロセス

産業では、労働災害とプロセス災害を防止するこ

とが重要であり、それぞれを目的としたRA等を実

施する必要があるため、関連する情報を収集・整

理した。さらに、RA等の実施を支援するための

情報提供を目的として、関連する資料（情報）を

整理した（図1）。 

④ RA支援ツールの開発：職場のあんぜんサイトや

米国CCPSなどが無料公開しているRA支援ツー

ル、欧州安全機構が提供しているツール（チェッ

クリスト）などについて調査するとともに、本課題

で開発・提供すべき支援ツールのあり方などを整

理した。 
⑤ 事故事例DB活用環境の構築：類似の事故災害

事例の検索を容易に行えるように、検索語が用

意された事故事例情報提供ツールの構築を行っ

た。 
(3) サブテーマ3： 
サブテーマ3では小売業の中でも業務オペレーシ

ョンや施設構造が全体的に類似し、事業所数も多い

ことから普及効果が期待できるスーパーマーケットを

対象に転倒防止対策を検討した。以下に示した実

施項目ごとに成果を報告する。 

① 現場調査よる実態把握 
現場調査は第12次労働災害防止計画において

重点業種対策の１つとされた小売業の代表的な存

在であるスーパーマーケットに焦点を当て、全体的

な安全衛生の傾向を把握し、その上で普及価値が

ある良好事例の抽出を目的として実施した。対象は

協力が得られた中堅・大手規模の5社（11店舗）であ

る。各店舗の売場、バックルーム（生鮮、惣菜、ベー

カリー等の各部門を含む）を巡回調査し、本部の安

全衛生担当者および各店舗の管理職と質疑応答を

行った。 
全般的な印象として、売場のように顧客との接触

がある場所では例外はあるものの整理整頓が行き渡

り、床の濡れによる転倒防止および段差によるつま

ずきがないように配慮されていた。ただし築年数の

古い店舗では床面の凹凸や冷蔵機器からの水漏れ

があったことから、整理整頓だけでなく建物および設

備の更新も重要な課題であると考えられた。一方、

バックルームは企業あるいは築年数に関係なく、整

理整頓がされている場合とそうでない場合が顕著で

あった。このことについて数名の管理職（店長ら）か

ら聞き取りをしたところ、店長の意識の高低が影響し

やすいと回答していたことから、店舗の管理職養成

教育には安全衛生の充実が課題になると考えられ

た。また、滑りによる転倒防止に効果がある作業靴

の耐滑性（たいかつせい）を確認したところ、惣菜部

門で用いているところは多かったが、床を水洗いす

るため滑りが危惧される鮮魚や精肉部門では耐滑

性表示のある長靴の使用は確認できなかった。 
このように現段階では主に実態および問題点の把

握を進めている。次年度も継続して調査することで、

良好事例の把握につなげる予定である。 
② 中小規模の小売業対象のアンケート調査 
サブテーマ1のところで示したとおり、実施職場の

一般的な安全衛生に加え、転倒に関連する細かな

事項の実態把握のためのアンケート調査を実施した。

調査対象は信用調査会社の企業概要データベース

においてａ．百貨店、ｂ．スーパーストア、ｃ．その他

各種商品小売業に分類され、資本金5,000万円以下

あるいは従業員数50名以下の条件に該当する中小

企業とした。 
図2は各事業場に安全を担当する専門部門の状

況を示したものである。全体で見ると専門部署を持

つのはごくわずかであり、そのほかの部署での兼務

が22.5%、特にないと回答したのが76.0%と最も多か

ったことから、組織として安全に取り組む体制が整っ

ていない実態が明らかになった。この結果について

スーパーマーケットの現場調査から分かったことであ

図1 JIS Z 8051（ISO/IEC Guide51）に沿ったRA等

の推進支援に必要な情報整理 

STEP 1 （��現�での）危険源の��的な��
危険源の見付け方（物質・プロセス挙動，プラント・設備，作業環境の観点から）

－気付きのための危険源チェックリストの作成

STEP 2 ��なリスク評価
異常伝播シナリオ検討及び評価方法

（シナリオの作り方）→（発生頻度・確率，影響の大きさ，リスクレベルの決定方法）
－評価のための情報・データの収集・整理

STEP 3 リスク低減措置の検討・��（����・プロセス����策の��的な検討）
（異常発生を検知できるかどうか？すぐに気付く？暫くしてから？）
（高級な制御はできない．発見してからのレスポンス？）
危険源の除去，顕在化検知，原因系対策，ずれ・影響系対策
許容されるリスクレベルの決定 －参考となる指針の提供，ALARPの考え方
現状のリスク低減措置の有効性確認 －リスク低減措置確認シート（チェックリスト）の作成
追加のリスク低減措置の必要性確認 －リスク低減措置リスト（チェックリスト）の作成

�リスク低減措置の���対応されていない��ー�に�する情報�用意される�

STEP 4 リスク低減措置に�り対応されている危険源の把握と���低減措置の��・管理
対応されていない危険源（シナリオ）の把握（危険性の把握）

本質安全対策(Elimination and Substitution)となっている部分の把握
工学的対策(Engineering Controls)の設計論理（意図，カバーされている範囲など）の把握
管理的対策(Administrative Controls)順守の重要性の把握
個人用保護具(Personal Protective Equipment)着用の重要性の把握 －リスク低減措置の意味の理解

－対応していない危険源の把握
SQDC工程管理表（作業標準書，操作手順書）への記載，教育
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る、食品衛生の法令順守等、労災防止に向けた取

組み以外にやるべき業務が多いこと、１店舗あたりで

の労働災害発生件数が少なく、比較的軽微であるこ

と等を考慮すると、妥当であると思われた。 

 

図3は使用している作業靴に耐滑性の表示がある

か否かの結果である。表示があると回答したのは全

体で18.4%と低く、現場調査において惣菜部門での

使用が多かったスーパーストアでも24.6%であった。

これは現場調査先よりも規模が小さい企業が対象で

あったため、安全衛生への取組が少ないこと、耐滑

靴の有効性が認知されていない等によるのではと推

察される。今後、現場調査等を通じて確認する必要

があると考えられた。 
③ 市販作業靴の耐滑性試験 
平成27年度以降に市販されている安全靴および

プロテクティブスニーカーの耐滑性の範囲をもとにし

た耐滑ランク付けを目的とし、耐滑性の表記がある

11種類の市販品買い取り試験を実施した。その結

果、耐滑性の基準となる動摩擦係数0.2以上をはる

かに上回る0.3～0.4付近のものが大半であった。傾

向を把握できたことから、次年度はより多くを対象に

した試験結果をまとめ、耐滑ランクに基準として活用

する予定である。 
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[その他の専門家向け出版物] 
1) 大西明宏 (2013) 50歳以上は転倒に要注意！

職場で“滑り”を減らす対策を, 安全スタッフ， 
No.2205， pp.8-15, 労働新聞社. 

2) 高木元也(2013) 今，注目される高年齢者の労

働災害防止～心身機能の衰えがもたらす労働

災害の特徴と対策などについて～, そら, No.36, 
pp.5-15, 労働調査会. 

3) 高木元也(2013) 公共工事発注者の安全配慮

に関する実態と課題～発注者自らによる労働災

害の分析が効果的な労働災害防止対策確立の

柱に！～, 労働安全衛生広報, Vol.45, No.1058, 
pp.8-19, 労働調査会. 

4) 高木元也(2013) 土木工事におけるドラグショベ

ルの安全～特に重篤度が高い作業の抽出・分

析および安全対策について～, 建設機械編集

委員会, 建設機械, Vol.49, No.5, pp.52- 7, 日本

工業出版株式会社. 
5) 高木元也(2013) 新人からベテランまで知って
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電災害の現状を見る, 電気と工事, Vol.54, No.8, 
pp.76-79, オーム社. 

6) 高木元也（2013） 安全指示をうまく伝える方法,
全建ジャーナル，Vol.52，No.11，pp.20-29，全
国建設業協会． 

7) 高木元也（2013） 公共工事発注者の自主的な

安全活動の取組事例,平成25年版建設業安全

衛生年鑑，p.94，建設業労働災害防止協会． 
[国内外の研究集会発表] 
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トに関する研究，安全工学シンポジウム2013，
No.2-5，pp.300-301. 

2) 島田行恭，北島禎二，渕野哲郎(2013) 労働災
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3) 北島禎二，島田行恭，渕野哲郎(2013) 業務プ

ロセスモデルに基づいたプロセス安全リスク管

理支援システムの要求設計，日本機械学会
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5) 島田行恭，北島禎二，渕野哲郎(2013) 厚生労

働省指針に対応した防御層設計に基づくリスク

低減措置の検討，第46回安全工学研究発表

会，No.2，pp.3-4. 
6) 大塚輝人，島田行恭，Rafael Batres(2013) プ

ロセスケミストリー標準モデルの開発，第46回

安全工学研究発表会，No.6，pp.13-14. 
7) 板垣晴彦，大塚輝人(2013) 爆発火災データ

ベースを用いた各要因の集計方法の提案，第

46回安全工学研究発表会，No.27，pp.65-66. 
8) Akihiro Ohnishi, Akiko Takahashi, Shoken 

Shimizu (2013) Charactaristics of industrial fall 
accidents in elderly worker in Japan. 
International Conference on Fall Prevention and 
Protection (ICFPP2013), Proceedings of 
International Conference on Fall Prevention and 
Protection, pp.79-82. 

9) 大西明宏 (2013) 産業衛生技術フォーラム 高

年齢労働者の転倒災害防止に有効な手段とは, 
第 86 回 日 本 産 業 衛 生 学 会 講 演 集 , 
Vol.55(Suppl.), p.293. 

10) 大西明宏(2013) 高年齢労働者の滑りによる転

倒と負傷の特徴―労働現場で必要な転倒防止

対策の検討―, 産業保健人間工学会第18回

大 会 , 産 業 保 健 人 間 工 学 会 研 究 , 
Vol.15(Suppl.), pp.18-19. 

11) 大西明宏, 高橋明子, 清水尚憲(2013) 高年

齢労働者の転倒災害の特徴, 第54回日本人

間工学会, 人間工学, Vol.49, 特別号, pp.162-
163. 

12) 大西明宏(2013) 安全な階段のあり方とは？, 
第3回職場における転倒災害防止研究会（平

成25年11月22日 トヨタ自動車ウェルポ）, 配布

資料. 
13) 高橋明子，高木元也，三品誠，島崎敢，石田

敏郎(2013) タブレット端末を用いた建設作業

者向け安全教材の導入教育への利用可能性，

第31回建設マネジメント問題に関する研究発

表・討論会，東京. 
14) 高木元也，高橋明子(2013) 小売業における労

働災害の特徴と再発防止策について（その２），

安全工学シンポジウム2013，pp.278-279. 
15) 高木元也(2013) 公共工事発注者の自主的な

安全活動の取組事例，第68回土木学会全国

大会年次学術講演会，CD-ROM. 
16) 高木元也(2013) 低層住宅建築工事の安全活

動の実態調査，2013年度日本建築学会学術

講演会，CD-ROM. 
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３. 基盤的研究成果概要 

ａ. 安全研究領域 

(1) 有限要素解析による局部減肉部の健全性評価手法の開発 

山口篤志(機械システム安全研究G)，本田尚(同)，山際謙太(同) 

 

【研究概要】 

圧力容器や配管における最も多い損傷形態は

腐食・壊食による減肉である。圧力容器構造規格

では、配管等の破損を防止するために運転圧力

および配管径により最小厚さが定められており、減

肉によって配管の一部が最小厚さを下回る場合は、

該当する機器を交換しなければならない。しかし，

減肉が局所的な場合は、健全部が減肉部の強度

を補完するため、必ずしも交換の必要はない。そこ

で、減肉部の強度を適切に評価することができれ

ば、交換時期を最適化することができる。 

一般に減肉部の強度評価は、複雑な評価式、も

しくは三次元モデルによる有限要素解析によって

行われており、計算やモデル作成に非常に時間を

要している。そこで本研究では、局所的な減肉部

の応力を簡易に評価する有限要素解析手法を確

立し、減肉部を有する機器の継続使用の可否を判

定できる簡易評価手法を検討する。 

【研究計画】 

1. 破裂試験 

これまで行った容器と直径が等しく、健全部の肉

厚が厚い容器について、減肉を施し、破裂試験を

行う。 

2. 有限要素解析による簡易モデルの適用 

本手法の適用範囲について、拡張性を持たせる

ことを目的に、簡易評価手法が肉厚の異なる容器

について適用可能であるか検討する。これまでと

健全部の厚さが異なる配管に減肉を施し、本手法

の解析結果と試験結果とを比較することで、その

妥当性を検討する。 

【研究成果】 

1. 減肉を有した配管の内圧負荷試験 

石油精製・化学プラントでもっとも使用される配

管径を対象に破裂試験を4本行った。 

2. 簡易モデルの妥当性の検討 

簡易モデルにより推定される破裂圧力と試験結

果と比較したところ、減肉部の軸方向長さが100 

mmを超えると両者はよく一致する。また、減肉部の

軸方向長さが100 mm 未満においても、両者の誤

差は10％以内であり、簡易モデルの妥当性が示さ

れた。 

3. 複雑な減肉を有した配管の破裂試験と評価手

法の比較 

実際に現場で使用されていた減肉を有する配管

における減肉部の平均厚さおよび最小厚さを用い

て、当該配管の残存強度を本研究で提案する手

法で推定した。推定された破裂圧力は実際の破裂

圧力よりも低く見積もられ、安全側の評価がなされ

ることを確認した。

 

 

 

(2) 機械安全及び電気安全の社会基盤整備に関する研究 

濱島京子(電気安全研究G)，齋藤剛(機械安全システム研究G)，梅崎重夫(同) 

 

【研究概要】 

厚生労働省が予定している第12次労働災害防

止計画（平成25～29年度の5年間）では、科学的

根拠に基づく労働災害防止対策の確立が重要な

課題となっている。しかし、この対策の具体的内容

は必ずしも十分に検討されていない。そこで、機械

安全および電気安全分野を対象に、科学的根拠

に基づく労働災害防止対策を実現する上での社

会基盤のあり方を検討し、その全体像を示す。 

【研究計画】 

社会基盤を構成すると思われる下記5項目に関す

る調査研究を実施し、日本国内の現状について問

題の所在を示す。 

①理論：根拠に基づく安全（EBS）理論の完成を目

指す。さらに、安全技術の基盤となるフェールセー

フ構成理論とデバイス構築理論の一層の進展を目

指す。 

②デバイス（技術）：今後必要となる基本デバイス

の明確化。人の物の識別、広大領域内監視、フェ

ールセーフ制御ユニットなどの汎用デバイスの明

確化を図る。民間と共同して実施する予定。 

③特許：機械安全及び電気安全を中心に基盤と
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なる技術を抽出し、特許取得の可能性を検討する。 

④法制度・認証制度：厚労科研費にて実施する。 

⑤業務支援（情報）：社会基盤（インフラ）として災

害情報を収集、分析、公開する際に、検討すべき

課題を抽出する。 

【研究成果】 

＜全体考察＞ 

社会基盤全体に関する考察として、システム論

的視点を用いて、現在明らかとなっている事象を

整理した。ここでは特に、システムを制御する情報

の種類と流れに注目して、機械安全と労働安全を

協調させる際の課題を検討した結果、次の3つの

課題が明らかとなった。(1)目的の異なる2つのシス

テムを結合させる際の法制度・認証制度のありか

たの問題、(2)労働安全系システムでの制御情報

はゼロ災、機械安全系システムでの制御情報はリ

スクとみられることから、両システムを結合する際に

は制御情報を見直す必要がある点、(3)新システム

に則った教育の必要性、である。これに関連し下

記の考察を実施した。 

＜個別項目の考察＞ 

①理論：再発防止と未然防止、ゼロ災とリスクの理

念衝突の問題と件数主義との関連性などに関する

議論を重ねた。まだ議論の段階で論文として公表

する段階には達していない。 

 

②技術：安全管理技術や機械安全技術の体系の

整理が不十分なため、初学者には全体像が把握

しづらい現状となっている。そこでまずは安衛研が

保有する研究成果を整理し体系づけることが必要

との結論に至った。今年度は安全技術の現物を解

説するための、デモ機材の教育映像化を進めた。 

(※)実際に、現場現物に基づく教育リソースの提

供が安衛研に求められている。現在、様々な安全

技術の実物を一般者が確認できる公的な場は安

衛研しかない（このため、外部機関での各種講習

会にて、実物は安衛研で見せてもらうようにと案内

がだされている）。 

③および④知財、法制度、認証制度：知財に関し

ては順次検討。法制度・認証制度は厚労科研費

にて実施。 

⑤支援：安衛研が教育基盤として提供すべき機能

として、場の提供が考えられる。場の提供には、上

記の安全技術の現物体感を目的とした物理的な

場に加えて、労働安全・機械安全の知識を俯瞰で

きる仮想的な場の２つがある。後者をインターネット

で実現する方法について技術的調査を実施した。 

なお、教育に関しては、労働安全と機械安全の

体系をまずは安衛研が定義をすることが重要であ

る。そこで、明治大学向殿教授による安全学の体

系を利用して機械安全の知識の洗い出しを実施し

た。

 

 

(3) トンネル建設工事における労働災害の各種発生要因および安全対策に関する検討 

伊藤和也(建設安全研究G)，吉川直孝(同)，堀智仁(同)，高梨成次(同)，豊澤康男(同)， 

芳司俊郎(機械システム安全研究G)，梅崎重夫(同) 

 

【研究概要】 

トンネル建設工事は、目的地まで地下や海底、

山岳などの地盤中を掘削する工事であり、ひとた

びトラブルが発生すると重大災害となる場合が多

い。今後も大深度地下、大断面、長距離掘進、破

砕帯通過など、複雑な難工事が各処で事業計画

されており、その労働安全対策の確立および普及

が必要である。そこで本研究では、トンネル工法の

うち、山岳（NATM）トンネル、シールドトンネル、管

渠等推進工法における労働災害の各種発生要因

の抽出とその安全対策に関して検討する。 

【研究計画】 

(1) 山岳（NATM)工法の労働災害の各種発生要

因と安全対策に関する検討 

発破による肌落ちメカニズムの解明、鏡吹付け

の効果と吹付け厚の工学的知見の蓄積、切羽変

位計測（安全管理システム）の構築と普及 

(2) シールド工法における労働災害の各種発生要

因と安全対策に関する検討 

シールドマシンの施工管理システム、複合荷重

を考慮したシールド構造部材の強度把握（施工時

荷重、組立中の変形、継手の構造等） 

(3) 推進工法の労働災害の各種発生要因と安全

対策に関する検討 

掘進機の安全確認型制御システムの構築、推

進工法適用地盤の妥当性検証 

【研究成果】 

(1) 山岳（NATM)工法の労働災害の各種発生要

因と安全対策に関する検討 

・ 災害事例の調査 

近年（H22～H24）のトンネル建設業の労働災害

（休業4日以上の死傷病災害）事例を分析し、特に
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切羽からの肌落ち、建設機械等との接触災害が多

い傾向にあった。 

・ 発破掘削模擬実験 

着火材によりトンネル切羽を掘削でき、切羽付近

で応力解放が生じることがわかった。 

(2) シールド工法における労働災害の各種発生要

因と安全対策に関する検討 

現状のシールド工法が内在している問題点につ

いて抽出した。具体的には下記の通りである。 

・ 災害事例の調査 

(1)と同様、事例を分析し、シールドトンネル工事

中の死傷病災害が増加していることがわかった。

切羽をシールドマシンで密閉しているため、切羽

における災害が比較的少なく、坑内における災害

が多い傾向にあった。 

・ 複合荷重を考慮したシールド構造部材の強度

把握 

セグメント模型の作製方法を確立した。 

等方圧と偏圧が発生した場合のセグメントの挙

動の相違を明らかにした。 

セグメント継手が突合せ構造の場合、セグメント

同士の摩擦が小さいと、等方圧でもセグメントが抜

け出すことを確認した。 

(3)推進工法の労働災害の各種発生要因と安全対

策に関する検討 

現状の推進工法の問題点の列挙とその対処方

法について検討した。具体的には以下のとおりで

ある。 

・ 災害事例の分析 

(1)、(2)と同じ作業を行ったが、推進工法は業種

では上下水道工事業に分類されており、トンネル

建設工事業ではわずかしか無かった。そのため、

国土交通省の下水道での災害事例から抽出した

分析を実施した。分析の結果、掘進機の反力を立

坑に持たせる関係上、立坑内における災害が多い

傾向にあった。 

・ 安全確認型制御システムの構築の必要性 

見た目は密閉型でも排泥時に切羽と直結する構

造のある泥濃式推進工法について、アンケート調

査を実施した。非常時に切羽と直結しないシステ

ム制御について検討した。

 

 

 

(4) 災害復旧工事における倒壊・崩壊災害の防止に関する研究 

伊藤和也(建設安全研究G)，高梨成次(同)，玉手聡(同) 

大幢勝利(同)，高橋弘樹(同)，吉川直孝(同)，堀智仁(同) 

 

【研究概要】 

2011年3月11日に発生した東日本大震災では、

本震後に震度5以上の余震が44回(2011年10月27

日現在、中越地震は18回)発生しており、本震によ

って損傷を受けた構造物や斜面の余震による被

害拡大が懸念される。このような損傷を受けた構造

物や斜面での作業は、一般的な作業に比べてより

慎重な作業が要求される。このような問題に対して、

研究所では、プロジェクト研究「災害復旧工事中の

労働災害防止のための総合的研究」を平成21～

23年度に実施し、多くの知見が得られている。本

研究は、得られた成果から生まれた新たな懸念事

項について抽出し、研究を実施するものである。 

【研究計画】 

本研究では以下の2つのテーマについて検討を

行う。 

1. 余震による木造家屋の倒壊予知 

木造家屋の余震による倒壊危険性に関して実

験的な検証を行い、プロジェクト研究にて実施した

数値解析による検討と比較し、定量的な評価を行

う。 

2. 損傷を受けた斜面の崩壊危険性の把握 

地震等によって損傷を受けた斜面での復旧工

事中の安全対策について、実大規模実験を実施

し、崩壊の前兆現象の定量的評価及び把握時間

等について検討を行う。 

【研究成果】 

1. 余震による木造家屋の倒壊予知 

これまでに、旧耐震基準で建設された建築物が、

大地震の発生によって倒壊は免れたものの、一定

以上の損傷を受けると、余震によって倒壊する危

険性があることを数値解析シミュレーションによっ

て検討してきたが、オンライン応答実験によって同

様の現象が起こることを実験的に検証することがで

きた。また、先に記した建物の一定以上の損傷と

は、外壁の損傷状況と地震後の建物が保有する、

残余水平耐力の関係に関与している。これに関し

て、これまでは正負漸増繰り返し実験によって調

べられてきたが、同様の関係が、地震応答時のよ

うな不規則な挙動時においても、合致することがオ
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ンライン応答実験によって確認することができた。 

2. 損傷を受けた斜面の崩壊危険性の把握 

実大規模斜面の切土掘削実験により、切土掘削

した斜面が所定時間を経た後に崩壊する現象を

実験的に確認した。このような時間差を有する崩

壊によって、斜面工事に従事する作業者が逃げ遅

れたり、また一見「安定」と見えることが逆に安全の

判断を誤らせたりする危険があることがわかった。

一連の実大規模実験では、斜面を部分掘削して3

次元的な崩壊を再現し、それに至るまでの換算せ

ん断ひずみθの変化を開発した表層ひずみ棒

(MPS)で計測した。その結果、計測した全てに崩壊

前のクリープ的変化が見られた。その値の大きさは

崩壊亀裂付近で最大を示し、定常的増加時の速

度と加速度的な増加の開始時間には亀裂からの

離隔によって差のあることが確認された。また、実

験と同じ斜面モデルを数値解析したところ、関東ロ

ームでは実験と計算結果がほぼ一致し、MPSによ

る計測は有効なことが解った。さらに、土の種類が

粘土と砂で異なる斜面モデルでの数値解析の結

果から、同様に崩壊ブロック内でのθの増加を確

認することができた。したがって、崩壊ブロック内に

おけるMPS計測は有効なことがわかった。 

また、高知県発注の黒鳥谷川砂防堰堤工事に

おいて各種計測機器を設置し、切土掘削期間の

観測を行った。築堤工事自体は問題無く完了した。

そのような工事であっても切土掘削時の観測結果

からは、(1)切土作業時に微小ではあるが変化する

こと、(2)切土後にも降雨等により微小な変形を有

すること等が分かり、切土掘削作業時に何等かの

計器によって観測することで労働災害防止のため

の注意喚起・作業中止等の早期の判断に繋がるこ

とが分かった。 

斜面崩壊による労働災害のハード的な対策とし

て、仮設時に適用可能な切土補強土工法による

斜面崩壊防止対策について遠心模型実験を行い、

柔なネットによる斜面補強効果を確認した。

 

 

 

(5) 可燃性固体ペレット堆積層内の燃え拡がり 

八島正明(化学安全研究G) 

 

【研究概要】 

廃棄物の適正利用とリサイクルの推進のため、

新たな燃料として、家庭から出される可燃ごみを原

料とするRDF（Reduced Derived Fuel：ごみ固形化

燃料）、古紙や廃プラスチックを主原料とするRPF

（Refuse Paper & Plastic Fuel）、おがくずを原料と

する木質ペレット、ペレット化したバイオマス燃料な

どが製造されている。これらの燃料は運搬や貯蔵

の操作、燃焼制御がしやすくなるといった長所が

ある。しかし、2003年8月三重県内のRDF貯蔵サイ

ロでの火災・爆発災害の後、RDFを高く積み上げ

ると堆積層内部で蓄熱しやすくなり、発火に至る場

合があることが一般に知られるようになった。また、

がれき置き場の火災では、RDFと同様の機構で発

火に至る場合がある。本研究では、廃棄物火災や

がれき置き場における火災とも関連させながら、火

災危険性の基本的な指標となる燃え拡がり特性を

明らかにする。 

【研究計画】 

1. 石こう固化法の応用と堆積層内の固相と気相

の温度測定 

昨年度の継続。 

2. RPF、PMMA（アクリル樹脂）などのプラスチッ

ク系ペレット堆積層内の燃え拡がり 

昨年度の継続。 

3. モデル化、理論計算 

4. 燃え拡がり限界、消炎に及ぼす雰囲気酸素

濃度などの影響 

【研究成果】 

本研究では、上方、下方燃え拡がりに対して、木

材のほかRDFを試料とし、燃え拡がりに及ぼす寸

法の影響を等価直径でできること、石こう固化法を

開発し、断面の試料の炭化状況から燃焼帯の構

造を明らかにした。また、理論計算を行い、堆積層

内の燃え拡がりに及ぼすふく射と対流の影響を考

察した。得られた成果によって廃棄物火災やサイ

ロ内のくん焼火災における燃え拡がりの進展を予

測でき、また、火災防止の観点からは、燃え拡がり

が進まない試料寸法が明らかとなり、火災安全上

重要な知見を得た。 

消火については、燃え拡がり燃焼装置を入れる

囲いの容積と燃焼時間に対する消火用の不燃性

ガス（窒素、二酸化炭素）の量が格段に増加し、実

験のコストがかかりすぎるため、行わないことにした。 
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(6) 爆発・火災災害資料の電子化とその分析 

板垣晴彦(化学安全研究G) 

 

【研究概要】 

昭和30年以降の災害資料については資料の整

理が済んでおり、そのうちの昭和45年以降はホー

ムページで公開中である。一方、昭和30年以前の

災害資料も研究所内に保管されており、これらの

資料を整理し分析することは、産業災害がどのよう

に克服されてきたかの重要な資料であることから電

子化とその分析を行う。 

【研究計画】 

1. 災害資料の整理・分析 

昭和22～24,26年を対象として、災害資料の電

子化を実施し、分析作業を実施する。 

2. 爆発災害データベースの更新 

入手した新しい災害資料を整理するとともに、デ

ータベース化作業を実施し、更新する。また、公開

用としてデータベースの記載内容を見直し、順次

更新する。 

【研究成果】 

1. 災害資料の整理・分析 

昭和30年以前、及び、新しい災害資料について、

約4年分を整理した。 

2. 爆発火災データベース 

5月28日に爆発火災データベースの第３次版

（1975～2004）を公開した。さらに、2月18日に同第

４次版（1970～2004）の一般向け公開を開始した。 

第３次版のダウンロード回数は、6～12月で合計

9,600回を超えた。 

3. 災害情報の収集 

新聞などに掲載された事故記事（約1万5000件）

を収集し、データベース化を行った。 

 

 

 

(7) 断熱熱量計による異常反応の適正な危険性評価手法の開発 

佐藤嘉彦（化学安全研究G），板垣晴彦（同），大塚輝人（同） 

松永猛裕（独立行政法人産業技術総合研究所），後藤慎一郎（三井化学株式会社） 

 

【研究概要】 

化学プロセスにおける爆発火災災害を防止する

ためには、化学プロセスにおける反応危険性を適

切に評価することが不可欠である。しかし、反応危

険性の評価に使用される熱分析において、試料

容器と試料との反応によって、目的とする反応の

適切な評価に支障をきたすことがわかっており、適

切な反応危険性の評価方法は喫緊の課題である。

本研究では、最新の危険性評価装置である示差

型断熱熱量計の特徴を利用し、試料容器の影響

を受けない反応危険性評価手法を開発するととも

に、適切な危険性評価に影響を及ぼす因子およ

び影響の大きさを明らかにする。また、産業界で使

用されている断熱熱量計による評価結果との相関

関係を明らかにし、適切な評価を行うための補正

式を提案する。 

【研究計画】 

(1) 試料容器への表面処理の試行および評価 

試料容器の影響がない状態での発熱挙動を測

定できるように、示差型断熱熱量計の試料容器（ス

テンレス鋼製）に適合する表面処理を試行する。

材質、厚さ、処理法について検討を行い、装置の

感度や測定温度域に多大な影響を及ぼさず、か

つ熱応力や容器の内圧上昇による破損がない表

面処理法を評価する。 

(2) 発熱・反応挙動の評価 

整備した手法により発熱挙動を計測するとともに、

生成物の分析を行い、反応機構を明らかにする。

評価対象は、試料容器の影響が大きい有機過酸

化物の熱分解反応とする。 

(3) 他の断熱熱量計による発熱挙動データ計測 

既に産業界で危険性評価に使用されている断

熱熱量計（ARC、 ARSST等）を使用して、発熱開

始温度、温度上昇等の発熱挙動データを計測す

る。 

【研究成果】 

(1) 試料容器への表面処理の試行および評価 

試料容器の影響がない状態での発熱挙動の測

定に資するために、試料容器への金メッキ、セラミ

ックコーティング、DLC（ダイアモンドライクカーボン）

コーティング、及びガラス容器の挿入を行った。容

器材質の影響が顕著である有機過酸化物で性能

を評価した結果、試料容器内部へのガラス容器の

挿入が最も材質の影響を受けにくいことがわかっ

た。また、挿入するガラス容器の形状、厚さが測定

結果に影響を及ぼす可能性を検討した結果、本
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検討における条件ではガラス容器の厚さが測定結

果に影響を及ぼさないこと、伝熱の効果によって

形状は影響を及ぼす重要な要因であることがわか

った。以上を踏まえて、試料容器の影響がない状

態での発熱挙動の測定条件を確定した。 

(2) 発熱・反応挙動の評価 

以上で確定した測定条件によって、8種類の有

機過酸化物の発熱挙動を測定した。その結果、

tert-ブチルヒドロペルオキシド及び爆発災害例が

多いメチルエチルケトンペルオキシドは容器材質

が発熱挙動に対する影響が大きいこと、それ以外

の物質においては影響が小さいことがわかった。

影響が大きいtert-ブチルヒドロペルオキシドにつ

いて測定後試料の成分分析を行った結果、低温

から発熱を検知した条件では、水素引き抜き反応

が過剰に進行していることが示唆された。 

(3) 他の断熱熱量計による発熱挙動データ計測 

他の断熱熱量計として、最も一般的に使用され

ているARCを使用して、上記の8種類の有機過酸

化物の発熱挙動を測定した。同一材質の試料容

器で、危険性評価において主要なパラメータであ

る発熱開始温度及び24時間後に反応暴走に至る

温度について、示差型断熱熱量計での結果との

比較を行い、おおむね一致することがわかった。ま

た、発熱開始温度については示差型断熱熱量計

の方が低く評価される傾向があった。これは、空気

中の酸素による反応促進を検知している可能性が

ある。 

 

 

 

(8) マイクロ放電による緩和を考慮した摩擦帯電量予測手法の開発 

三浦崇（電気安全研究G），山隈瑞樹（同） 

 

【研究概要】 

静電気放電による爆発・火災は、主として摩擦

静電気がその根源となる。不導体を摩擦したときに

生じる摩擦静電気は、物体間の接触と分離による

電荷の「発生」とマイクロ放電による電荷の「緩和」

の差によって決まるが、マイクロ放電の影響は十分

には解明されていない。そこで、本研究では、各

種の材料を用いて、それらの組み合わせによって

生じる正味の電荷（「発生」と「緩和」の差）を測定

することによって、より実用的な摩擦静電気の発生

量を予測する手法を開発するものである。 

【研究計画】 

① ステンレス、銅、アルミ、チタンなどの金属工業

材料の光電子放出特性の測定。 

② PET、ポリイミド、ポリエチレン、ポリプロピレンな

どの樹脂工業材料の光電子放出特性の測定。 

③ 摩擦静電気実験装置とプログラムの改良 

④ 真空中と空気中での各種金属・樹脂材料の摩

擦静電気の測定。 

⑤ 国内学会や国際会議にて研究成果を発表。 

⑥ 摩擦静電気と光電子放出特性の関連性につ

いて考察し、摩擦帯電量予測手法の開発を検

討する。 

【研究成果】 

① ステンレス球、ステンレス板、銅板、チタン板、

タンタル板、金板、プラチナ板、アルミホイル表

面の光電子放出特性を測定した。 

② ポリエチレン、ポリオキシメチレン、ポリイミド、

NBRゴム、テフロンの光電子放出特性を測定し

た。 

③ 摩擦静電気実験装置のプログラムを改良し、

真空中と空気中、特定の気体試料での摩擦静

電気量をリアルタイムに測定するシステムを構

築した。 

④ 真空中と空気中、および乾燥空気中で、金属

試料（ステンレス、金）と樹脂材料（PET、ガラス）

の摩擦静電気を測定した。通常の空気中では、

9割ほどの帯電量はマイクロギャップ放電など

により減少することが実験で明らかになった。 

⑤ 上記の内容について、国内学会（物理学会、

安全工学シンポジウム、真空に関する連合講

演会）および国際会議（真空会議、安全に関す

るアジア太平洋シンポジウム、アメリカ真空学会）

にて研究発表を行った。また、J. Vac. Soc. Jpn

と労働安全衛生研究に原著論文を発表し、ま

た、J. Vac. Soc. Jpnにて投稿し、査読後に受理

されている。 

⑥ 現在、関連性を考察するために実験データを

解析中である。未だ明瞭な結論は得られてい

ないが、金属の種類を変えると帯電の極性が

変化することが実験で確かめられているので、

これが光電子放出特性とどのように関連してい

るかに着目している。 
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(9) 双極性防爆構造除電器の開発 

崔光石(電気安全研究G)，山隈瑞樹（同） 

野螻直人(春日電機株式会社)，最上智史(同)，鈴木輝夫(同) 

 

【研究概要】 

粉体の空気輸送・貯蔵、集じん装置等において

発生する静電気放電はしばしば爆発・火災の原因

となる。この対策として除電器が有効である。本研

究においては、従来式除電器より、さらなる除電能

力の向上を目的として、双極性防爆構造除電器を

開発する。 

【研究計画】 

１. 粉体槽で発生する静電気放電と粉体の帯電量

との関係 

２. 双極性防爆構造除電器の試作および改良 

① モデルによる性能評価 

・ イオン吹き出し口の形状の影響 

・ エアーの圧力の影響 

・ 帯電物体の距離の影響 

② 粉体槽による除電器の有効性の検討（基礎） 

・ 除電器の取り付け位置の影響 

・ 粉体帯電量測定 

・ 除電器の電極配置の影響 

【研究成果】 

① 300kgの粉体が堆積している粉体槽に、粉体を

投入すると発生する静電気放電の種類と帯電量と

の関係を調べた。その結果、今回の実験では、強

い発光を伴った着火性静電気放電が発生する。

帯電粉体の帯電量は、約-2.3μC/kgであった。 

 

② 双極性防爆構造除電器を試作し、基礎特性を

調べた。 

双極性除電器は、2つの直流型ノズル電極を用

い、正と負イオンを連続的に生成することができる。

また、ノズル電極先端の多孔板の孔数を9個から

21個に増やし、エア圧を0.4MPaまで高くすることが

可能となった。これらのことから、除電に使用するイ

オン量は従来式（AC）に比べて2倍以上多くて、遠

方（150cm程度）まで除電ができることが明らかに

なった。さらに、高電圧電源を内圧防爆構造の除

電電極に内蔵しているため、高電圧充電部が可燃

性ガス・粉じんに曝されないため、防爆場所でも使

用可能である。 

③ 粉体槽による除電器の有効性の検討 

双極性除電器はサイロ上部の粉体投入配管末

端に設置し、サイロに投入される粉体の除電を行

った。今回の実験に使用した双極性除電器は4台

であり、各双極性除電器は2本のノズル電極を有

する。この計8本のノズル電極に高電圧（+7 kVもし

くは-7 kV）を印加し、その時の除電能力に関して

評価を行った。双極性除電器は粉体槽内の静電

気放電の抑制および粉体帯電量の緩和に優れた

効果がある。しかし、除電に寄与する極性のノズル

電極の本数が同じであったとしても、その配置パタ

ーンによって帯電粉体の除電には大きな違いがあ

った。 

 

 

 

(10) 粉体の最小着火エネルギーにパージ用窒素濃度が及ぼす影響 

崔光石(電気安全研究G)  

 

【研究概要】 

着火性静電気放電による爆発・火災の防止の観

点から、不燃性ガスである窒素を用いた窒素パー

ジ（置換）は、最も有効な対策の一つである。本研

究は、パージ用窒素の濃度が粉体の最小着火エ

ネルギー（MIE）に及ぼす影響を明らかにする。 

【研究計画】 

① 粉じんの最小着火エネルギーの実験装置を構

築する（１年度予定）。 

② IEC規格の粉体標準試料（石松子、３０μｍ）の

最小着火エネルギーの測定・評価（１年度予定）。 

【研究成果】 

①粉じんの最小着火エネルギーの実験装置を構

築した。国内外で標準的に用いられているIEC規

格に準拠した吹上げ方式MIE着火試験装置

(MIKE-3)を改良した。MIE着火試験装置は、着火

試験装置部（爆発容器や放電発生部）、エア供給

部（混合エアタンク（100 L）、安全弁（Yoshitake、 

Set Press;1.2Mpa ） 、 エ ア 圧 力 増 幅 器 （ SMC 、

VBA10A-02GN）、窒素ボンベ）、及び酸素濃度計

（Osmos、 XP-3180）、電子天秤、放電発生制御

用コンピュータなどから構成されている。 

②IEC規格の粉体標準試料（石松子、３０μｍ）の

最小着火エネルギーを測定した。その結果、石松
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子は30 mJで着火、10mJで不着火であり、MIEsは

12mJとなる。その値は、IEC規格に示された値（5 

mJ～15 mJ）と一致しており、今回使用したMIE測

定装置はIEC規格のMIE測定装置と十分に整合性

があると考えられる。 

③樹脂系粉体の最小着火エネルギーを測定した。

今回の実験では、試料粉体として、実際の現場で

使用している樹脂系粉体（OBA）およびトナーを用

いた。 

上記②③の結果から、窒素を利用することで、静

電気放電による粉体の着火危険性が大幅に低減

することが明らかになった。しかし、その効果は一

様ではない。特に、パージ用窒素濃度が84 %以上

であれば、MIEsは著しく高くなり、今回の実験で使

用したいずれの粉体もMIEsは100 mJ以上となり、

一般に静電気放電による災害防止に有効であると

考えられる。 

 

 

 

(11) 帯電防止バグフィルタの性能評価法に関する研究 

山隈瑞樹(電気安全研究G)，三浦崇（同） 

 

【研究概要】 

本研究では、バグフィルタ式集じん機で発生す

る静電気の帯電および放電現象を観測・測定し、

粉じん爆発の発生機構に関する知見を得るととも

に、帯電防止フィルタの性能評価について新たな

手法を開発することを目的とする。また、本研究で

得られた知見および実験データは『集じん機及び

関連機器における粉じん爆発防止技術指針

(NIIS-TR-No.36(1999)』の改訂時に反映させる。 

【研究計画】 

バクフィルタ式集じん機内での静電気帯電・放

電現象の観測・測定 

(a) 粉じんの吸引及び払い落とし時におけるフィル

タ表面電位測定 

(b) 粉じんの払い落とし時の粉じんのフィルタでの

放電発光観測及び粉体電荷量測定 

(c) 粉じん以外の異物が混入した際に異物から発

生する放電発光及び電荷量測定 

【研究成果】 

① バグフィルタにおける電荷蓄積について典型

的なパターンを測定した。 

バグフィルタの帯電は、まず、吸入した粉じんがも

つ電荷の蓄積によって生じる。 

払い落とし時には、バグフィルタに付着した粉体に

よってバグフィルタ表面電位が影響を受ける。 

② バブフィルタとほぼ同一構造であるFIBCを使っ

て放電パターンと着火性の実験的検討を行った。 

・ 全体が抵抗が小さい場合、108Ω以下とすれば

着火性放電は生じない。 

・ 導電性糸を縫い込んだ場合は、107Ω以下とす

れば着火性放電は生じない。

 

 

 

(12) ブラシ－沿面放電モードの遷移条件の導出と着火防止への応用 

大澤敦(電気安全研究G) 

 

【研究概要】 

絶縁性コートを施した金属容器や配管などは液

体，粉体プロセスによく用いられている。このような

絶縁性コートは静電気の立場からすると使用は好

ましくなく，絶縁性コートが帯電すると，ブラシ放電

または沿面放電が起きうる。この放電による着火性

は沿面放電が著しく高く、ブラシ放電は比較的に

低い。また、現在では、ブラシ放電は粉じん雰囲

気を着火させる能力がないがないことが通説にな

っており、多くの規格に採用されている。したがっ

て、ブラシ放電と沿面放電のそれぞれの生成とそ

の遷移条件が絶縁性コートの厚さと誘電率（コート

材料）を考慮した統一的な表式で示されれば、絶

縁性コートの安全（着火フリー）な設計・取扱が明

らかにされるとともに、より詳細で、現実的な静電

気着火のリスクアセスメントが可能となる。予備実

験を行い、放電電荷-放電前のフィルムに蓄積さ

れた単位面積当たりの静電エネルギーに統一的

な関係が見いだせると予測できているので、この

関係を多くのコート材料と厚さで調査することなる。 

【研究計画】 

実験 
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1. クーロンメータの改善・自作 

2. 新クーロンメータによる再実験 

3. ポリエチレンシート（ケミカルドラム）の追加 

4. シート大きさの依存性 30 cm x 30 cmの追加 

5. 放電球電極の直径依存性 1/2, 1, 3/2, 2 inch 

6. 実際のコートでの実験 ケミカルドラムコート・グ

ラスライニング 

総括 

放電モード遷移の統一的表式 

リスクアセスメントへの応用 

【研究成果】 

○測定の高精度化 

 1. コロナ帯電の再現性 

  測定後に残存電荷を除電器で除去 

 2. 表面電位測定の再現性 

  表面電位計の治具により，測定位置を固定 

 3. 放電電荷測定の高精度化 

  クーロンメータ改良 

○サンプルフィルムの基礎的電気特性（表面・体

積抵抗率，絶縁破壊電圧，比誘電率）の測定 

サンプル：PTPE 0.05, 0.1, 0.2, 0.3, 0.5 mm, PVC 

0.1, 0.2, 0.3, 0.5, 0.8 mm, Polyester 0.1 mm, PET 

0.012, 0.025, 0.038, 0.050, 0.075, 0.188 mm, 

amorphous PET 0.2 mm, Polypropylene 0.03 mm, 

Nylon 0.020, 0.025, 0.03 mm,  Polyimide 0.075 

mm, Polystyrene 0.12 mm 

沿面放電に遷移しないシートの科学的妥当性←

抵抗率・絶縁破壊電圧 

○実験 

1. 上記フィルム（材料，厚さ）で帯電電位を変えて、

放電電荷をパラメトリックに測定 

2. 予測した放電モードの遷移条件を追従する結

果が得られている 

3. 予測の汎用性の検証：シートの大きさの依存性

調査 

 

 

 

 

(13) 静電気放電イミュニティ試験における電極の接近速度の影響に関する研究 

冨田一(電気安全研究G) 

 

【研究概要】 

静電電気放電の気中イミュニティ試験において

は、静電気試験器の放電電極は出来るだけ速く供

試機器に接近させると定められているが、接近速

度については定められていない。本研究において

は、人体の接近可能な速度の範囲内で、電極の

接近速度と静電気放電現象との関係を電極の大

きさ、帯電極性を変えながら実験的に明らかとする。 

【研究計画】 

(1) 放電電極を一定速度で接近可能な実験装置

の製作と調整を実施する。 

(2) 放電電極を一定速度で接近させることによる

放電の予備実験を行う。 

【研究成果】 

(1) 放電電極を一定速度で接近可能な実験装置

の製作・調整を実施した。 

(2) 放電電極を一定速度で接近させることによる

静電気放電の予備実験を行った。 

(3) 放電電極の大きさが静電気放電に及ぼす影

響の実験を一部行い、その結果を口頭発表した。
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ｂ. 健康研究領域 

 

(1) 職場環境におけるストレスの生理学的評価法の検討 

井澤修平(作業条件適応研究G)，三木圭一(同)，土屋政雄(同) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

平成19年の労働者健康状況調査によると、約6

割の労働者が仕事や職業生活に関する強い不安、

悩み、ストレスを報告し、このような職場における心

理社会的なストレスはうつ、自殺、循環器疾患の発

症と関与していることも報告されている。しかしなが

ら、心理社会的ストレスの評価法に関しては、質問

紙を用いたものが大半を占めており、生理的なスト

レスの評価法については、その必要性はいわれて

いるものの、まだ現場で利用できる有用なものは

開発されていない。 

2. 目的 

本研究では、生理的ストレス評価法として、唾液

や毛髪から測定されるバイオマーカーに注目し、

その測定法や妥当性(職場要因やストレス関連ア

ウトカムとの関連)について検討し、最終的にはこ

れらの生理指標による職場の心理社会的ストレス

の評価法の確立を目指す。 

3. 方法 

毛髪中のバイオマーカーについては、測定方法

を確立する。その後、唾液、毛髪のバイオマーカ

ーについて、心理社会的ストレス尺度や職場要因

との関連を検討する。また、その応用可能性を検

討するために、職場ストレスに関連するアウトカム

(仕事のパフォーマンス、うつ、心筋梗塞など)との

関連も検証する。 

4. 研究の特色・独創性 

唾液試料は非侵襲的に採取でき、採取にあたっ

て時間と場所の制約も少ないことから、職場ストレ

スの評価やリスク評価を考える際には、有用と考え

られる。また毛髪はここ数年、注目されているもの

であり、毛髪中に蓄積された数ヶ月～半年のストレ

スホルモンを測定できることが利点である。また作

業関連疾患(うつ、心筋梗塞)や「労働者のストレス

に関連する症状・不調を確認する項目」など行政

で取り上げられている事項との関連を検証する点

も一つの特色である。 

【研究成果】 

1. 唾液中バイオマーカーに関する研究 

介護労働者を対象とした研究については、43名

を対象に6か月に及ぶ調査を行った。その結果、

職業性ストレスの高い群では、唾液中のコルチゾ

ールが高いことや、逆に、唾液中のDHEA（デヒド

ロエピアンドロステロン）が低いことが明らかとなっ

た。唾液中の炎症マーカーについては、蛋白補正

をした結果なども吟味したが、有意な影響性は認

められなかった。 

2. 毛髪および爪の試料中のバイオマーカーに関

する研究 

事務職員を対象とした研究については、143名

から調査票のデータと爪試料を得た。分析の結果、

職業性ライフイベントを経験している者や、職業性

ストレスの高い者では、爪試料中のコルチゾール

の高いことが示された。この結果については、現在、

論文を投稿中である。また、前述した介護労働者

の調査では爪試料も採取しており、こちらのデータ

でも同様に、職業性ストレスの高い者は爪試料か

ら測定されるコルチゾール値の高いことが示された。 

ストレス関連疾患（虚血性心疾患）に関する研究

では、心疾患を発症したばかりの患者50名を対象

に、調査票による調査、爪、毛髪試料の採取を実

施した。また、98名の健常者（対照群）を対象とし

て同様な研究を本年度10月～11月に実施した。

予備的な分析の結果、患者群は、対照群と比較し

て、爪のコルチゾール濃度が高いことが示された。

このことから、患者群では、心疾患を発症する前に、

コルチゾール値が高かったことが明らかとなった。 

 

 

 

(2) 化学物質の臭気に対する行動的手法による動物試験系の確立 

北條理恵子(健康障害予防研究Ｇ) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

化学物質過敏症(chemical sensitivity; CS) が公

的医療保険の診断名と認められ、今後労災認定

請求が増える可能性がある。CSは多様な症状を示

84 85



 

86 

すが病態解明や診断法は確立されておらず、心

因とする考えがある一方で、農薬や有機溶剤や重

金属による中毒とする考えも存在する。アレルギー

性の疾患や不安障害(神経症)との鑑別などの難し

さも指摘されており、診断基準の確立のためには

基礎的な研究が必要と考えられる。 

2. 目的 

味覚嫌悪学習と同様の原理で化学物質の臭

気に対する嫌悪条件付けがCS患者で成立して

いる可能性を動物で検討し、CSの広汎な症状

をより詳細に研究するためのツールを提供する

ことを目指す。味覚嫌悪条件づけは、新奇な味

覚刺激(サッカリン水等)を摂取後、生体に有害

な事象(急性の毒物投与等)を経験させると当該

味覚刺激に嫌悪反応が成立する、として知られ

た現象で味覚刺激と病的状態(自律神経系の反

射や免疫系の応答)の条件付けとされる。 

3. 方法 

以下を検討する(1)嗅覚刺激と有害化学物質ば

く露(高濃度単回)による生体の反応(有害事象)の

間に条件付けが成立するかラットで確認(2)有害化

学物質への低濃度反復ばく露で条件付けが成立

するか(3)条件付け成立後に当該嗅覚刺激への感

覚閾値が低下する嗅覚過敏状態が生じるか(4)当

該嗅覚刺激や当該有害化学物質にばく露した際

の病的状態(自律神経系の反射や免疫系の応答

を含む)が認められるか(5)類似の嗅覚刺激に対し

ても同様の条件反応が出現するか。 

4. 研究の特色・独創性 

CSの症状の一部は、上述の嗅覚刺激に対する

嫌悪条件付け学習の結果成立した条件反応が生

じる可能性は以前から指摘されているが具体的な

実験研究はほとんどない。CSが味覚嫌悪学習と同

様の原理で化学物質の臭気に対する嫌悪条件付

けが成立して発症している可能性は以前から指摘

されているが実証されていない。本研究ではラット

を用いて嗅覚刺激と病的状態(自律神経系の反射

や免疫系の応答を含む)の条件付けでCSが発症し

ている可能性を検討する。 

【研究成果】 

・動物実験は終了している。結果をまとめて学会お

よび論文にて発表する予定で資料を作成している。 

 

 

 

(3) 保健医療職の交代勤務に伴う健康障害の予防に関する研究 

高橋正也(作業条件適応研究Ｇ) ，岩切一幸(有害性評価研究Ｇ) ， 

久保智英(作業条件適応研究Ｇ) ，松平浩(関東労災病院) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

「安心・安全な社会」には医療と福祉の充実が必

須であり、その担い手は医師、看護師、介護士等

の保健医療職である。彼らの多くは交代勤務で働

き、患者や利用者の移乗等による筋骨格系への

負担を受けている。結果としての過労、睡眠障害、

腰痛等は、保健医療職の健康悪化のみならず、提

供するサービスの低下、欠勤、ひいては離職につ

ながっている。 

2. 目的 

保健医療職、とくに高齢者介護施設で働く介護

職や病院で働く看護師を対象に、交代勤務に伴う

健康障害を予防するための対策を検討する。 

3. 方法 

介護者および看護師の交代勤務と睡眠、メンタ

ルヘルス、腰痛との関連を質問紙調査から検証す

る。その際、作業に伴う肉体的および精神的負荷

を考慮に入れて評価する。 

4. 研究の特色・独創性 

上述の問題について、看護師に対する研究は

多数あるが、介護職に対する実証データは少ない。

その対策についてはさらに知見が乏しいため、本

研究の意義は高い。 

【研究成果】 

高齢者介護施設（43施設）の介護職（4,109名）

に無記名の自記式質問紙を配布し、3,156名より

回収（77%）した。全データの入力は終了している。

このうち、クリーニング済みの交代勤務介護職

1,886名のデータを用いて、夜勤の長さと作業支障

のある腰痛、不眠、精神的不調との関連について、

労働負荷を考慮しながら解析した。夜勤の長さは3

群に分けた（Ⅰ：9時間以下，Ⅱ：9時間超～16時

間未満，Ⅲ：16時間以上）。肉体的・精神的な労働

負荷は高低2群に分けた。労働負荷の低い群では、

夜勤の長さと作業支障腰痛、不眠、精神的不調と

の間にいずれも有意な関連はなかった。それに対

して、労働負荷の高い群では、夜勤が長くなるに

つれて作業支障腰痛の訴えは増加した。夜勤9時

間以下で労働負荷の低い群を参照（=1）とした場
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合、諸要因*による影響を統計的に調整したオッズ

比（有意性）は、Ⅰ：1.3（ns）、Ⅱ：1.6（P<0.06）、Ⅲ：

1.7（P<0.01）であった。不眠も同様であり、労働負

荷の高い群では夜勤の延長に伴って訴えは増加

した。Ⅰ：1.2（ns）、Ⅱ：1.2（ns）、Ⅲ：1.4（P<0.05）。

なお、精神的不調の訴えは夜勤の長さに関わらず、

労働負荷の高い群で有意に多かった。これらのデ

ータは肉体的・精神的な労働負荷が高いと、16時

間以上の夜勤は作業支障腰痛および不眠の増加

と有意に関連することを示している。介護職の健康

確保に向けて、労働負荷の高い介護状況であれ

ば、夜勤の長さを短く設定することが重要と考えら

れた。 

*年齢，性別，施設（特養か否か），週労働時間。 

 

 

 

(4) 明暗シフトが職場有害物質の体内蓄積量に与える影響解析 

三浦伸彦(健康障害予防研究Ｇ)，大谷勝己(有害性評価研究Ｇ) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

現代社会におけるシフトワーク勤務では、労働

者は不規則な時間に就労しながら職場有害物質

のばく露を受け続けている。例えばNOAELは規則

的な時間管理下にある実験動物の生体影響から

求められることが多く、明暗がシフトする「不規則性」

を考慮した数値ではない。日々進化する労働衛生

学において、実際の労働現場に即した「不規則

性」、即ち「時間」を考慮したリスクアセスメントを今

後考える必要がある。 

2.目的 

平成23年度終了のプロジェクト研究（蓄積性化

学物質P20-05）において、CrやCd等の金属化合

物の肝臓蓄積量が、明暗シフトにより通常の明暗

条件に比べて1.4倍程度有意に増加することを見

出した。この知見は4週間の亜急性ばく露実験で

あり、本基盤研究ではこれをさらに発展させ、中期

～長期でのばく露影響を調べると共に、より労働

現場に近い条件で検討することで、労働衛生学に

おける「時間」概念導入という新しい分野の開拓を

目指す。 

3. 方法 

労働衛生現場に即した、低レベルでの中期～長

期ばく露における臓器蓄積量及び、生体影響解

析を行い、明暗シフトと体内蓄積量との関連を探る。

ばく露量はNOAELを考慮し、その1～2オーダー

過剰レベルを上限として設定する。ばく露は飲水

ばく露を計画する。 

4. 研究の特色・独創性 

労働衛生学に時間生物学的概念を導入して生

体影響を研究・評価した例はなく、特色であり独創

的な点である。また本検討は金属化合物に加え、

従来から、或いは時事的に問題となる化学物質に

ついても同様の解析が可能であり、応用範囲が広

い。 

【研究成果】 

蓄積性：先ず、塩化カドミウムの反復皮下投与によ

る検討を行った。投与は週4回の4週間とし、3種の

明暗条件下で行った：①通常明暗（LD；非活動期

のばく露）、②逆転明暗（DL；活動期のばく露）、シ

フト明暗（Shift；明暗を2日ごとに12時間逆転）。そ

の結果、Cdの肝臓における蓄積量は、DL < Shift < 

LDで高いことを見出した。この結果は、活動期

(DL)よりも非活動期(LD)にばく露された場合に臓

器蓄積量が増加する可能性を示す。ところでCdは

ヒューム吸入による呼吸器系へのばく露に加え、

口腔からの胃腸管吸収を考える必要がある。そこ

で次にCdを1～100 ppmの濃度で1ヶ月間飲水ばく

露したところ（明暗条件：通常明暗及びシフト明暗）、

Cdの肝臓蓄積は観察されるものの明暗条件の違

いによる差は認められなかった。飲水ばく露では

常時Cd溶液にばく露されるため、経口投与など時

間的にばく露時刻を制御する必要があるものと思

われる。 

生体影響：上記検討でのどちらも、肝臓中Cdの明

らかな蓄積は認められたものの、肝障害・腎障害

指標であるGPTやBUN値の上昇は観察されず、用

いた投与量あるいはマウスにばく露された量は、

一般臓器毒性が生じない投与量と考えられる。し

かし明らかな精巣障害が認められ、低濃度ばく露

による生体影響を調べる上で精巣毒性は一般臓

器毒性よりも鋭敏であることを見出した。 

明暗シフトによる精巣機能障害：明暗条件を変化

させてマウスを飼育すると、明暗シフトにより精子

数・精子運動能が通常明暗に比べて半減すること

を見出した。この現象を明確にするために、12週

後まで明暗シフト条件下でマウスを飼育したところ、

3週目から精巣機能が低下し12週後まで低下し続

けること、しかし精巣自体に病理的変化は認めら
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れず、血中テストステロン値が低下することを見出

した。 

＜総括＞ 

本来活動しない時間帯（夜勤勤務に相当）でば

く露を受けると臓器蓄積量が高まることから、長期

に渡るばく露では夜勤時の健康障害リスクが高ま

る可能性が示された。その健康障害指標として、

一般臓器毒性よりも精巣毒性が鋭敏であったこと

から、ばく露物質の標的臓器に精巣が含まれる場

合には、精巣障害指標の利用で低濃度ばく露の

影響を感知できる可能性がある。一方、一連の実

験を行った過程で、明暗シフトによる精巣障害の

誘発を見出した。交代勤務者の健康影響を考える

上で重要な知見と考えられ、今後の基盤研究とし

て詳細な解析を加えていきたい。 

 

 

 

(5) 粉じん吸入ばく露の代替試験法に関する研究 

長谷川也須子(健康障害予防研究Ｇ)，久保田久代(同)，吉田緑(国立医薬品食品衛生研究所) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

粉じんは職業性喘息、慢性閉塞性肺疾患、じん

肺、肺がんといった呼吸器障害を生じることから、

労働衛生上、重要な研究対象の1つである。実験

動物を用いた呼吸器毒性試験では、吸入ばく露、

気管内投与、鼻腔内投与が用いられている。ばく

露実態に近い吸入ばく露は、特殊な装置が必要

で経費が高額となることから、実施は容易ではない。

そのため吸入ばく露の代替法である気管内、鼻腔

内投与の使用が進みつつあるが、手法が統一され

ていないため試験結果の比較が困難となっている。 

2. 目的 

気管内投与、鼻腔内投与は特殊な装置が不要

で、かつ試験費用が安価であることから吸入ばく

露の代替法として探索的な毒性研究領域で使用

されているが、本研究では、代替法そのものの有

効性について検索する。実験動物を用い、気管内、

鼻腔内投与を実施し、投与手法や被験体の取り

扱いなど、結果に影響を与えると考えられる条件を

検討し、粉じんを用いた吸入ばく露試験による研

究結果と比較を行う。 

3. 方法 

気管内投与、鼻腔内投与を実施するために必

要な麻酔法の検討を行う。その後、実験動物にお

ける気管内、鼻腔内投与を色素、各種分散媒を用

い、投与手法や分散媒による呼吸器内での分布

や影響について精査する。その上で過去に吸入

毒性試験が行われ、有害性が明らかとされている

粉じんを用いて、代替法として吸入ばく露を反映し

た変化を捉えることができるのかについて確認す

る。 

4. 研究の特色・独創性 

吸入ばく露の代替法である気管内投与、鼻腔内

投与の投与手法（投与器具、投与用量、投与位置、

投与流速等）、評価法（気管支肺胞洗浄液を用い

た検査、病理組織学的検査等）を十分に検討した

報告はなく、本研究課題によって、これらの代替法

の手法の問題点（麻酔薬・分散媒による生体影響、

呼吸器内での分布、手法の不安定性）、改善点を

提起し、より安定し、汎用性の高い手法の提案を

行うことが可能である。 

【研究計画】 

代表的な粉じんを用いた検討: 過去に吸入毒

性試験が行われ、有害性が明らかとされている粉

じんを用いて、吸入毒性試験で用いられたばく露

濃度に相当する投与用量を考慮しつつ、気管内、

鼻腔内投与を実施し、吸入ばく露と代替法の関連

性について検討を行う。 

【研究成果】 

・分散媒による生体影響の検討：生理食塩水と蒸

留水について投与用量（0，0.5，1.0，2.0 ml/kg体

重）、観察期間（投与後1，3，8日）を変えた条件下

で単回投与を実施したところ、気管支肺胞洗浄液

（BALF）を用いた検査では、蒸留水群の投与後1

日でのみ肺炎に関するパラメーターの上昇が確認

され、生理食塩水群で変化はみられなかった。病

理組織学的検査では、両分散媒のいずれの投与

用量においても投与後1日で肺胞内の細胞変性

が観察され、その病変は投与後8日には低用量群

で消失したが、高用量群では残存していた。蒸留

水群の肺病変は、生理食塩水群と比べ全ての条

件下で重度であった。よって、気管内投与におけ

る分散媒の影響は投与直後に最も強く、投与後8

日においても持続し、分散媒の種類によっても大

きく異なるものと考えられた。現在、肺病変につい

て免疫組織学的検索を中心に追加検索を実施中

である。 
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・気管内投与による粉体の呼吸器内での分布と病

態への影響：投与用量（0，0.5，1.5，5.0，15.0 

mg/ml/kg体重）、観察期間（投与後1，3，7，21日）

を変えた条件下で結晶質シリカの単回投与予備

試験を実施した。気管支肺胞洗浄液（BALF）を用

いた検査では、肺炎に関するパラメーターの一過

性の上昇がみられたが、時間の経過によって軽減

した。病理組織学的検査においても投与後7日ま

では肺病変が観察されたが、投与後21日では高

用量群を除く全ての投与群で肺病変はほぼ消失

した。従って吸入ばく露で報告されている持続的

な呼吸器毒性とは必ずしも一致しない結果となっ

た。

 

 

 

(6) 産業粒子状物質による遺伝毒性の評価に関する研究 

鈴木哲矢(健康障害予防研究Ｇ)，王瑞生(同)，本間正充(国立医薬品食品衛生研究所) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

粒子状物質のばく露による健康障害は労働衛

生上重要な研究課題である。アスベストや結晶質

シリカは発がん性があるため、その遺伝毒性の有

無が細胞を用いて調べられているが、結晶質シリ

カでは報告によって試験結果が相反しており、遺

伝毒性の評価はまだ確定していない。粒子状物質

の遺伝毒性は、一般化学物質と異なり、同じ物質

でも調製方法や使用する細胞など実験条件の違

いに左右されることがある。そこで、呼吸器でのば

く露を考慮したin vitroの評価系の構築が必要とさ

れている。 

2. 目的 

粒子状物質の遺伝毒性発現に影響する物理的、

化学的及び生物学的な要因を明らかにし、培養細

胞を用いた適切な粒子の遺伝毒性評価方法を構

築することを目的とする。アスベストを対照として結

晶質シリカの遺伝毒性を精査することで、遺伝毒

性が発現する条件を調べ、最適な評価方法を検

討する。また、粒子による遺伝毒性は間接作用に

よるものと考えられているため、遺伝毒性発現機序

を調べることで閾値の有無を判断し、リスク評価の

扱いに資する情報を提供する。 

3. 方法 

粒子状物質の調製方法を検討する。調製した粒

子の特性評価を行い、培養細胞での細胞毒性及

び遺伝毒性 (コメットアッセイ、小核、遺伝子突然

変異) を調べる。ばく露時の粒子の形状、細胞内

への取り込み量、活性酸素の産生量及び炎症反

応の強さなどを合わせて調べて遺伝毒性との相関

性を比較する。また、毒性の防御に関わる遺伝子

をノックダウンした細胞を作成し、生体防御機構が

遺伝毒性の閾値の存在にどの程度影響を及ぼす

か検討する。 

4. 研究の特色・独創性 

代表的な粒子状物質のin vitroでの遺伝毒性を

精査し、呼吸器系でのばく露を考慮したin vitroで

の評価方法を構築する。また、粒子状物質の特異

的な遺伝毒性評価上の問題点を明らかにすること

で、粒子状物質のリスク評価に貢献する。 

【研究計画】 

H24年度の結果を踏まえて、血清無し及び血清

有りのばく露条件にて、一次粒径や結晶形が異な

るシリカの細胞毒性及び遺伝毒性（小核）を比較し、

サイズや結晶形の違いが細胞毒性及び遺伝毒性

に与える影響を調べる。また、毒性が発現した場

合には、活性酸素及び炎症反応の指標であるIL-

8の量の定量、抗酸化剤や抗炎症剤により、遺伝

毒性がどの程度抑制されるかの検討を行い、遺伝

毒性の発現が間接作用によるものかを調べる。ま

た、マクロファージの影響を調べるため、単球細胞

株であるTHP-1をPMAで刺激しマクロファージに

分化させる。分化させたマクロファージ細胞に各粒

子をばく露して、細胞毒性、粒子の取り込み、活性

酸素の発生量及び炎症性反応について調べ、マ

クロファージによる粒子の貪食による変化が肺に

与え得る影響を検討する。 

【研究成果】 

サブミクロンサイズの結晶質シリカ（公称サイズ：

平均粒径1.6 μm）及びナノサイズの非晶質シリカ

（公称サイズ：平均粒径12 nm）は、リン酸緩衝生理

食塩水（PBS）に懸濁し、10-20分程度、超音波処

理を行うことにより分散した。分散後は、均一な懸

濁液として安定であり、液中での平均粒径は、結

晶質シリカでは約600-700 nm、非晶質シリカでは

約120 nmであった。結晶質シリカは、細胞培養液

に希釈しても分散状態に大きな変化は見られなか

った。一方、非晶質シリカは、血清を含む培地に

高い濃度で希釈すると凝集したが、低い濃度で希
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釈した時は凝集せず、ばく露濃度領域では問題な

かった。このように調製したシリカを肺胞上皮細胞

にばく露し、細胞毒性及び遺伝毒性を調べた。結

晶質シリカは、無血清培地中でばく露すると強い

細胞毒性を示し、活性酸素の産生量及び炎症性

サイトカインであるIL-8の放出量が増加したが、血

清及び肺サーファクタントの主成分であるジパルミ

トイルホスファチジルコリン（DPPC）の存在下では、

ほとんど細胞毒性を示さず、活性酸素の産生量及

びIL-8の放出量についても変化は見られなかった。

また、この時の粒子の細胞内への取り込みは、無

血清でばく露した時に比較して、血清及びDPPC

の存在下でばく露した時では、粒子の取り込みが

減少しており、細胞毒性、活性酸素の産生量及び

IL-8の放出量は、粒子の細胞内への取り込みに

依存していることが分かった。遺伝毒性について

は、コメットアッセイ及び小核ともに粒子の取り込み

により正確な画像解析を行うことが難しく、解析に

注意が必要であった。コメットアッセイでは、無血

清条件下でばく露した時、テイル強度で評価した

場合は、陽性の結果が得られたが、テイル長で評

価した場合は、陰性であった。コメットアッセイでは、

粒子によってはヘッド中の粒子の存在が蛍光強度

に影響するため、ヘッドの蛍光強度の影響を受け

るテイル強度よりも、影響を受けないテイル長や人

力による得点化により評価するのが望ましい場合

があると考えられた。小核については、血清存在

下でばく露したときにばく露量依存的な増加が見

られたが、その他の毒性とパラレルではないためア

ーティファクトである可能性は排除できない。実際

に、粒子が小核のように見えたり、粒子により小核

が観察しにくくなるため、正確に観察することが困

難であった。ナノサイズの非晶質シリカでは、サブ

ミクロンサイズの結晶質シリカと同様に、無血清培

地中でばく露すると強い細胞毒性を示したが、血

清の存在下では、ほとんど細胞毒性を示さず、血

清存在下では、非存在下に比較して粒子の細胞

内への取り込みが抑制されていた。細胞毒性が見

られる無血清の条件で、小核、活性酸素の産生量

及びIL-8の放出量を調べた結果、IL-8の放出量

の増加は見られたが、小核と活性酸素の産生量に

変化は見られなかった。この結果から、非晶質ナノ

シリカは、炎症を惹起するが遺伝毒性は示さない

ことが示唆された。マクロファージ細胞では、血清

の有無に関わらず、結晶質シリカでは、細胞毒性

及び炎症性サイトカインIL-1βの放出量の増加が

見られたが、血清存在下の方がそれらの作用は弱

かった。一方、非晶質シリカでは、細胞毒性及び

IL-1βの放出量は、血清存在下でばく露すること

により大幅に抑制された。このように、シリカの毒性

は、ばく露条件に左右されるものの、主に炎症応

答によるもので遺伝毒性の関与は低いと考えられ

る。粒子状物質の毒性を評価するときには、ばく露

条件、特に血清の有無が結果に影響することを考

慮し、粒子の細胞内取り込みを明らかにしておくこ

とが重要である。また、遺伝毒性をコメットアッセイ

や小核試験で評価する際には、注意が必要であり、

通常の化学物質とは別に評価基準を設ける必要

があることが示唆された。 

 

 

 

(7) 塩素系有機溶剤の複合ばく露による生体影響に関する研究 

王瑞生(健康障害予防研究Ｇ)，須田恵(同)，柳場由絵(同)，鈴木哲矢(同) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

印刷工場で働いていた従業員は相次いで胆管

がんが発症したことが最近報道され、社会的に高

い関心を寄せられた。胆管がん発症の実態ととも

にその原因究明が急務である。印刷工場で印刷

機のインクを頻繁に洗浄剤で落とす必要があり、そ

の洗浄剤にジクロロメタン（DCM）や1,2-ジクロロプ

ロパン（DCP）が含まれているため、この2種類の有

機溶剤が発がんの原因物質として疑われている。

実際、使用状況を想定した現場での再現実験で

は高濃度のDCMとDCPばく露が生じた。 

DCMはマウスを使った実験では、肝臓や肺での

発がん性が確認されている。また、ヒトの場合、

DCMを使う繊維工場の従業員約1300人を後ろ向

きコホート研究で調べた結果、胆管がん・肝がんの

発症率が高いと報告したが、さらに長期追跡した

調査では、ばく露による胆管・肝癌の高発症率は

ないと結論した。DCMは体内でCYP2E1による酸

化代謝とGSTT1-1よるグルタチオン抱合という二

つの経路があり、低濃度の場合、酸化代謝でCO

やCO2等に解毒されるが、高濃度になると、この経

路が飽和するため、GST経路が活性化する。この

GST経路の中間代謝産物であるグルタチオン抱合
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体やホルムアルデヒドは遺伝子障害性を有する。 

DCPについてはマウスの実験では発がん性が報

告されているが、ヒトでははっきりしない。また動物

実験や事故などのヒトの急性中毒事例では肝障害

が観察された。DCPの体内代謝経路や代謝中間

物質と遺伝子毒性・発がん性との関係については

不明な点が多い。 

今回の印刷工場の問題で、胆管がんの発症と

有機溶剤ばく露との因果関係、高い発症率の要因

などを究明しなければならない。そのため、現場調

査や従業員の疫学的調査のほか、実験動物やイ

ンビトロ系を用いた実験研究も必要である。 

2. 目的 

上述したように、印刷工場での胆管がんの原因

物質の同定および短い潜伏期で高い発症率の原

因究明が急務である。本研究は、これに向けた研

究の一環として、原因物質として疑われている

DCMとDCPが低濃度から高濃度まで、または複合

でばく露した場合、生体の遺伝子損傷がどう変わ

るか（相加または相乗作用の有無）、それぞれの体

内動態はどのように変動するか、さらに代謝経路

が明らかになっていないDCPはその代謝および毒

性発現においてDCMとどのように競合するかにつ

いて検討し、職業性胆管がんの発生原因の究明

並びに労働衛生対策の策定に有用となる資料を

提供するのが目的である。 

3. 方法 

実験動物を用いる吸入ばく露実験および培養細

胞や微生物を用いるインビトロ系実験を行い、

DNA・染色体上の種々の損傷や肝障害をエンドポ

イントとして、DCM、DCPそれぞれの単独作用およ

び混合ばく露時の相互作用を検討する。CYP2E1

の遺伝子ノックアウトマウスやGSH枯渇剤などで処

理したマウスを用いてDCPの代謝や毒性発現パタ

ーンを解明する。また、この2種類有機溶剤のばく

露時およびばく露後の体内動態を解析し、その毒

性発現および相互作用のメカニズムを探る。 

4. 研究の特色・独創性 

本研究は動物の吸入ばく露実験や細胞の毒性

試験などを行うが、一般の毒性試験ではなく、現

場のばく露状況に近い条件下で対象物質の生体

影響および種々のばく露条件による修飾について

検討し、さらに代謝経路や体内動態の解析からメ

カニズム的な証拠を提供するのが特色である。 

【研究計画】 

ばく露形態（一定濃度の定常ばく露や間欠的高

濃度ばく露）の両溶剤による生体障害への影響を

検討する。トランスジェニック動物を用いて肝臓な

どの特定臓器・組織における遺伝子変異を解析し、

両溶剤の肝胆系毒性の特異性や相互作用を検討

する。代謝酵素CYP2E1及びGSTT1-1を単独ある

いは共発現した細胞株を用いて両溶剤の遺伝毒

性・変異原性を評価し、毒性の発現と代謝による

活性化・不活性化の関係を調べ、遺伝毒性・発が

ん性のメカニズムを探る。 

【研究成果】 

約1年半の期間中に実験計画を修正しながら特

殊動物などを用いて様々な実験を行い、幾つか重

要な発見が得られた。 

1. 体内の代謝経路が不明なDCPについて、代謝

酵素CYP2E1の遺伝子ノックアウトマウス及び野生

型マウスを用いて検討した結果、このノックアウトマ

ウスではDCP投与後、血中濃度が高く、体内から

のクリアランスが遅いことが観察された。さらにそれ

ぞれのマウス肝組織を用いて試験管内でのDCP

代謝能を測定した結果、ノックアウトマウスの肝組

織ではDCPは殆ど代謝されないことが判明した。こ

れらの結果はCYP2E1がDCPの酸化反応に最も関

与の強い酵素であることを示唆した。酵素GSTの

サブタイプが関与しているとされる抱合代謝経路

の解明は、利用できる特殊動物の入手は遅れたた

め、今後の検討課題になった。 

2. 代謝酵素CYP2E1の遺伝子ノックアウトマウスを

用いてDCPの毒性発現について検討した。野生

型マウスではDCP投与は用量依存的に肝障害を

引き起こしたが、ノックアウトマウスでは認められな

かった。また、予めGSH枯渇剤処理したマウスでは

肝障害がより重かった。これらの結果は肝障害を

引き起こすDCPの分子種はCYP2E1による酸化反

応後、GSH抱合前の代謝物であることを示唆した。

CYP2E1代謝経路とDCP遺伝毒性との関係につい

ては、今後の検討課題となった。 

3. B6C3F1系マウスを用いて、DCPとDCMの多用

量、単独および複合ばく露を行った。DCPは濃度

依存的に肝障害を誘発し、また、DCMとの複合ば

く露時は、肝障害が重くなった。DCMは高濃度で

も明らかな肝障害を示さなかった。肝細胞のDNA

損傷は、DCP単独および混合ばく露群で検出され

たが、DCM群では認められなかった。一方、いず

れのばく露群においても、末梢血の遺伝子突然変

異および網状赤血球中小核頻度の有意な上昇が

見られず、造血組織での遺伝毒性が弱いことが示

唆された。さらに、DCPとDCMの体内動態および

その相互影響について検討した結果、両溶剤の

体内代謝は早く、複合ばく露は単独ばく露より血

液や肝組織における溶剤の濃度が高く、相互影響
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があったことを示唆した。 

4. C57BL系の特殊マウス（マーカー遺伝子が組み

込まれているgpt deltaマウス）を用いて、DCPと

DCMの遺伝子変異作用などについて検討した。ま

ず、両溶剤の単一濃度およびその混合濃度にお

いて4週間の吸入ばく露実験を行ったが、肝組織

における遺伝子点突然変異率は、混合群のみで

の上昇が認められた。この実験におけるマウスの

肝障害（血中マーカー）は見られなかった。次は、

同じ系統のマウスを用いて両溶剤の多用量、単独

および複合ばく露の亜慢性実験（13週間）を行っ

た。しかし、肝組織における遺伝子点突然変異率

は全体の比較で、DCP高濃度群のみにおいて有

意な上昇が認められ、混合群およびDCM群では

変化が見られなかった。遺伝子の欠失突然変異

率はいずれのばく露群においても上がらなかった。

肝機能の血中マーカーの上昇は、DCP単独ばく

露各群の個別マウスに散見されたが、用量依存的

な傾向はなかった。これらの結果から、この系統マ

ウスでは両溶剤の遺伝毒性が弱いことが示唆され

た。しかし、両溶剤の遺伝毒性の発現と肝障害程

度との関連について不明であり、肝障害感受性の

高い他の系統動物ではどうなるかは非常に興味深

い。また、今回は肝組織全体の結果であったが、

異なる部位における遺伝毒性の変化についての

検討は今後の重要課題である。 

5. 微生物を用いた変異原性試験ではDCMは変

異原性が認められたが、DCPでは認められなかっ

た。また混合ばく露による変化も認められなかった。

さらに、マウス肝臓S9の有無及びヒトGST（GSTT1-

1、GSTM1-1, GSTP, GSTA）の発現によるDCM及

びDCPの変異原性に変化はなかった。 

以上の結果から次の 結論が まとめられた。

CYP2E1はDCPの酸化代謝に独占的に関与し、急

性肝毒性の発現に必須であるが、遺伝毒性発現

への関与はさらに検討が必要である。GSHはDCP

の肝障害を軽減できるが、DNA損傷への修飾はな

く、抱合代謝酵素であるGST分子種の代謝および

各種毒性の発現における役割はさらに検討が必

要である。DCPは肝障害性を示すが、異なるマウ

ス系統の間に差がある。DCPは肝細胞DNA損傷を

誘発するが、遺伝子の点突然変異および欠失突

然変異の誘発は用量依存性がなく、変異作用は

弱い。DCPは造血系では遺伝毒性を有しない。混

合ばく露時は、DCPとDCMのそれぞれの体内代謝

が影響され、肝障害の程度も変化する。しかし、遺

伝毒性における相互影響は更に検討が必要であ

る。 

 

 

 

(8) 職場環境における金属等が及ぼす生殖機能を中心とした健康影響に関する研究 

ヴィージェ・モーセン(有害性評価研究Ｇ)，大谷勝己(同)，甲田茂樹(健康障害予防研究Ｇ) 

横山和仁(順天堂大学) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

重金属の生殖毒性が古来から労働衛生上問題

とされてきた。近年、妊娠女性の場合、骨に沈着し

た重金属類が、出産時に胎盤を通じて胎児へ大

量に移行するという重大な事実が報告され、妊娠

女性、新生児、母親を対象とした世界的に追跡調

査がなされている状況にある。これらは一般環境

に焦点をあわせた調査であるが、重金属が環境中

に放出されるのは殆ど事業所からであり、事業所

の中での新たな労働者の健康問題としても検討し

ていく必要がある。前年度終了の基盤研究におい

ては妊娠初期の血中の極微量の低鉛が妊娠合併

症を誘発することを示し、マンガン等の別の重金

属においても同様の症状が起きることをつかみつ

つある。 

2. 目的 

本研究では労働現場で扱われているどの様な

重金属が低濃度において生殖発達系にどの様な

影響を及ぼすかを明らかとしたい。 

3. 方法 

長期間にわたる現場調査が困難なため、先ず病

院における外来妊婦を対象として、調査を行い、

職業的な聞き取り調査をしつつ、例数を集め、最

終的には労働現場での規制の強化または緩和に

役立てる。 

4. 研究の特色・独創性 

重金属には内分泌撹乱作用をもつものが数種

あり、生殖系はその影響は受けやすい。しかも、微

量濃度でのその作用は十分に明らかとされていな

い。したがって、労働環境を含むあらゆる環境にお

いてヒトを中心とした調査を行うことは、最終的に内

分泌学、環境ホルモン学に多大な貢献が見込ま

れる。すなわち、地道な調査を積み重ね、帰納的
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に外側から労働環境における健康影響を予測す

る点、およびその壮大さは本研究の特色である。

鉛は日本の女性労働基準規則でその就労を禁止

されているが、その他の金属では必ずしもそうでは

ない。本研究により女性労働基準規則の見直しの

際の基礎資料を提供することが可能になると期待

される。 

【研究成果】 

H24年の予備的調査を踏まえ、対象者をH24年

度100例、H25年度500例（合計600例）に増やした。

最終的に582名の対象者のうち、540名のインフォ

ームドコンセントを得、485名の血液検体が収集さ

れた。485名の平均年齢は34.6歳、平均体重は

51.9 ｋｇ、平均身長は159.2ｃｍであった。うち勤務

者は375名であり、職業的金属ばく露をうけたと申

告した者は16名（3.4％）だが、ばく露の自覚のな

いものも含めるとこの数値は増加するものと思われ

る。さらに、職業的金属ばく露をうけたと申告した

者の業務内容ははんだ付け、クリーニング、陶芸

着色、アルミ銅製造、作品製作、回路設計実験、

（トルエン、キシレン等の）廃液処理、看板製作、大

学での学生実習、環境分析などであった。サンプ

ル数を大幅増大させたためにH25年12月まで被験

者数の確保に全力をそそぐこととなったが、金属量

の測定等サンプルの解析はこれから行う予定であ

る。 

 

 

 

(9) オフィスワーカーの心血管系反応と精神作業負担に関する調査研究 

劉欣欣(有害性評価研究Ｇ)，岩切一幸(同)，外山みどり(人間工学・リスク管理研究Ｇ)， 

落合孝則(聖マリアンナ医科大学) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

厚生労働省によると、この10数年間、職場の定

期健康診断における血圧の有所見率や脳・心臓

疾患(うち過労死含む)に係る労働災害の支給決定

件数は、高い水準で推移している。先行研究では、

労働者が長期的に精神的ストレスを受けると、心

血管系の過剰反応が慢性化し、将来的に心血管

系疾病、さらには死亡リスクが高くなると報告され

ている(Kivimäki et al.、2002; Chida et al.、 2010な

ど)。これらのことから、精神的ストレスによる心血管

系の負担を軽減することは、労働者の健康維持に

つながると考えられる。勤務中の心拍数や血圧測

定は、既存の研究で行われてきている。しかし、実

際の労働現場において、血管(総末梢血管抵抗)

や心臓(心拍出量)の反応といった血行動態の視

点から、心血管系の負担を検討した研究はない。

先行研究では、総末梢血管抵抗の過剰な増加が

高血圧症などの心血管系疾病リスクの主な要因で

あると考えられている(Marrero et al.、1997など)。

心血管系疾病リスクを減らすには、血行動態の視

点からの軽減対策を探ることが重要である。 

2. 目的 

本研究では、精神作業における心血管系負担

の軽減策を検討するための基礎的研究として、オ

フィスワーカーを対象に、勤務時間中の血行動態

を把握するための実態調査をし、心血管系負担に

影響する要因について検討する。 

3. 方法 

研究は3つのステップで実施する。1)オフィスワ

ーカーを対象とし、起床から就寝前の血圧を測定

し、その日内変動を調べて、精神的作業負担と血

圧変動の関係について検討する。2)次いで、実際

の職場にて連続血行動態測定装置を用いて心拍

出量及び総末梢血管抵抗を測定し、血行動態反

応と精神的作業負担の関係を検討する。3)そして、

主に血管反応に影響する因子について検討し、

心血管系への負担の軽減策を考えていく。 

4. 研究の特色・独創性 

本研究の特色及び独創性は、実際に働いてい

るオフィスワーカーを対象に、勤務時間中の血圧

及び血行動態を測定し、その影響因子を検討する

点である。 

【研究成果】 

平成25年度は平成24年度に続き、関東にあるコ

ールセンターの従業員を対象とした追加調査を行

った。この追加調査により、オペレーター20名に加

え、管理者10名とデータ入力者10名、計40名のデ

ータ収集ができた。調査の方法として、参加者に

携帯可能な小型血圧計を配布し、起床から就寝ま

での血圧及び心拍数（脈拍数）を一日計7回測定

してもらった。これら測定は、勤務日5日と休日2日

において行い、職業性ストレス簡易調査票やタイ

プＡ行動パターンに加え、測定時の姿勢、イベント

情報、気分についても調査票を用いて記入しても

らった。主な結果として、①血圧の日内変動につ
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いて、勤務日の場合は起床時と就寝時よりも勤務

中の血圧が有意に高かったが、休日の場合は有

意な日内変動が検出されなかった。②血圧の週間

変動について、起床時と就寝時を除き、勤務日の

日中血圧が休日より有意に高かった。③職種の差

について、管理職の勤務中血圧上昇がもっとも大

きかった。これらの結果は、オフィスワーカーにお

いて大きな日内血圧変動があることを示しており、

また勤務日と休日の血圧変動パターンが異なるこ

とも示している。これらのデータは、オフィスワーカ

ーの勤務日の血行動態とその影響因子の解明に

あたり、重要な基礎資料となる。現在、勤務日の血

行動態の連続測定を行う時期について、現場と調

整中である。

 

 

 

(10) 作業環境における生物的因子の有害性に関する研究 

齊藤宏之(有害性評価研究Ｇ), 村田克(早稲田大学) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

作業環境中における生物的因子は空中に浮遊

するバイオエアロゾルによる感染症、アレルギー症

状のみならず、作業に用いられている物質の微生

物による汚染や、微生物の繁殖による酸欠等、

様々な物が考えられる。諸外国においては以前よ

り問題が指摘されてきているが、我が国の労働環

境においては生物的因子による汚染状況や健康

影響はこれまでほとんど顧みられておらず、どのよ

うな環境でどの程度のばく露があり、どのような影

響があるかについての把握は十分ではない。 

2. 目的 

様々な作業環境における生物的因子による汚

染状況を明らかにすると共に、その健康影響リスク

の評価や、ばく露防止対策の検討を行う。 

3. 方法 

様々な作業環境における生物学的因子による

汚染状況の測定を行うことにより、ばく露状況の把

握を行い、その結果をもとにばく露防止対策の検

討を行う。それに併行して疫学的手法等による健

康影響の評価を実施する。 

4. 研究の特色・独創性 

作業環境における生物的因子に関する研究は

我が国では余り行われておらず、様々な作業環境

においてばく露状況や健康影響を把握することは

有意義である。特に疫学的手法による健康影響の

評価や、作業場におけるばく露防止対策が提言で

きれば、労働衛生的に有益である。 

【研究成果】 

水溶性MWFを用いている金属部品加工事業場

2ヶ所を訪問し、うち1社にて環境測定ならびに健

康影響調査（アンケート調査）を実施した。環境測

定としてはこれまでの調査でCNC旋盤（注：コンピ

ューター制御された自動旋盤装置）周囲で高い濃

度が見られた浮遊好気性細菌に加え、粉じん計に

よる総粉じん濃度を測定した。測定箇所について

も従来よりも細かくCNC旋盤の周囲を中心に測定

した。その結果、局所排気装置のダクトが未設置、

または本体上部にミストコレクターが設置されてい

るタイプのCNC旋盤のチップコンベア（切り子を排

出するための装置）正面上部において非常に高い

浮遊好気性細菌ならびに粉じん（ミスト）濃度が観

測された。その一方で、これらのCNC旋盤周辺の

それ以外の場所や、チップコンベア上部にダクトが

設置されているCNC旋盤の周囲（チップコンベア

正面上部を含む）では比較的低い濃度であった。

このことから、チップコンベアの正面上部が主たる

汚染源であることが伺えた。この場所では常時作

業が行われているわけではないが、金属くずの処

理作業が非定常的に行われるため、その際には

ばく露防止対策が必要であると思われる。 

健康影響調査（アンケート調査）は当該事業所

にて現在実施中であり、結果が出次第まとめる予

定である。今年度訪問したもう1社における環境調

査は来年度実施予定である。 
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(11) JNIOSH-OPAQの開発とその妥当性・信頼性の検討 

松尾知明(有害性評価研究Ｇ)，佐々木毅(同), 岩切一幸(同), 倉林るみい(同) 

甲田茂樹(健康障害予防研究G),笹井浩行(Laboratory of Epidemiology, and Population Sciences, 
National Institute on Aging, NIH), 大河原一憲(電気通信大学) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

身体活動が不活発になりやすい環境（デスクワ

ーク中心の作業等）に置かれている労働者は多く、

特に働き盛り世代でそのような状況にある労働者

では生活習慣病≒作業関連疾患と言える面があ

る。職場環境での身体活動の多寡と疾病リスク（脳

血管疾患や虚血性心疾患など）との関係を明らか

にすることは重要であり、その解明にはコホート研

究が有効であるが、そのような研究は国内外で充

分なされていない。その要因の一つに、職場環境

での身体活動状況を評価する有効な質問紙が存

在しないことが挙げられる。 

2. 目的 

本研究の目的は、大規模横断研究・コホート研

究での活用を企図した「JNIOSH身体活動質問紙

（ JNIOSH Occupational Physical Activity 

Questionnaire（OPAQ）」（以下OPAQ）を開発し、

その妥当性・信頼性を検討することである。 

3. 方法 

労働者を被験者とした実験を行う。まず、多数の

質問項目から成る予備実験用OPAQ（A4で3～4頁）

を作成し、予備実験とその分析を行う。分析結果を

基に質問項目を精査した本実験用OPAQ（A4で1

～2頁）を作成し、妥当性と信頼性を検証するため

の本実験を行う。妥当性評価の基準としては、身

体活動を評価する実験機器として国際的に高い

評価を得ている身体活動計測器（activPAL）から

得られる数値を用いる 

4. 研究の特色・独創性 

国 際 的 に 著 名 な 身 体 活 動 質 問 紙 と し て は

「 International Physical Activity Questionnaire: 

IPAQ」があるが、IPAQはエネルギー消費量の推

定値算出を目的の一つとしているため、対象者が

質問に答えづらい、などの課題が指摘されている。

また、IPAQは労働者を重視したものではない。

OPAQは、対象者が回答しやすい内容とする点、

労働者の身体活動評価を重視した点が特長であ

る。将来的には、疫学研究だけでなく、労働者のリ

スク判定指標ツールとしてもOPAQを活用したい。 

【研究成果】 

�� activPALの妥当性検証（済）�研究代表者と数

名の協力者が実際にactivPALを装着し、測定を行

った。その際、装着者は装着中の自身の行動を詳

細に専用紙に記録した。activPALのデータと自記

式行動記録とを照合した結果、activPALが身体活

動状況（座位、立位、歩行）を精度良く（先行研究

で示されている通り）測定できることが確認できた。 

2. 予備実験用OPAQの作成（済）�様々な先行研

究を参考にした上で、研究グループ内で議論を重

ね、予備実験用OPAQを作成した。予備実験で検

証すべき点が複数挙げられたため、当初の予定よ

りも多いA4で8頁での構成となった。さらに内容は

同様で質問の仕方が異なる2パタン（AとB）を作成

し、これら全てを予備実験用OPAQとした。この段

階 で 倫 理 委 員 会 の 審 議 に 諮 り 、 承 認 さ れ た

（H25.12.27付）。 

3. 予備実験の実�（�在�行中）�労働者30名程

を対象に予備実験用OPAQ（AとB）とactivPALによ

る測定を行う。信頼性評価のため、OPAQは1週間

程の間隔をあけて1名の対象者につき2回行う。予

備実験の対象者に対しては、OPAQへの回答を終

えた段階で、OPAQの問題点・改善点に関する個

別聞き取り調査を行う。1月末までに25名の実験が

完了する予定である（2月末までに残り5～10名の

実験を完了させる予定）。 

4. データ分析�予備実験のデータ取得が済み次

第、詳細なデータ分析を行う。
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ｃ. 環境研究領域 

(1) 東日本大震災における復旧作業時の石綿飛散状況の把握及びばく露防止対策 

中村憲司(環境計測管理研究Ｇ)，篠原也寸志(同)，鷹屋光俊(同)，菅野誠一郎(同)， 

甲田茂樹(健康障害予防研究Ｇ)，佐々木毅(有害性評価研究Ｇ) 

 

【研究概要】 

1. 背景・目的 

震災に伴って発生した今回のような事態はこれ

までに例がないことであり、石綿ばく露のリスクに関

する基礎的な知見が不足していることが問題となる。

本研究では震災後の復旧・復興作業に中で新た

に発生したばく露の可能性の高い作業と考えられ

る船舶の解体作業や分別作業等を中心に、最終

処分までの各処理作業工程での石綿飛散状況に

関する調査を行い、最終的にリスク評価とばく露防

止対策を提案することを目的とする。 

2. 方法 

震災に伴ったがれき撤去・収集から最終処分ま

での各工程において、特に船舶の解体作業や分

別作業等に重点をおいて、作業環境中への石綿

の飛散状況を把握するために、作業現場において

対象となる石綿の同定・把握、作業記録、リアルタ

イムモニタリング、定点測定および個人サンプラー

による測定等を行う。測定結果から飛散の恐れが

あると考えられる作業が確認された場合、ばく露を

低減させるための対策を講じ、その効果を再度測

定を行うことで確認する。 

3. 研究の特色・独創性 

現在、行政による石綿の気中濃度の測定が行わ

れているが、主に建築物の解体やがれき処理等の

復興作業に重点が置かれている。本研究では、震

災において特徴的な作業と考えられる船舶の解体

作業や、がれきに混入した石綿を含んだ廃棄物の

分別作業等の石綿ばく露の可能性が高いと思わ

れる作業を中心に、最終処分までの各処理作業

工程での石綿飛散状況に関する調査を行い、従

事する作業者のばく露を低減させることに重点を

おいている。 

4. 震災対応として寄与する点 

これまでにない事態に対して十分な知見がない

中で、現場調査により作業に伴うリスクを明らかに

するとともに、リスクを低減させるための対策を検討

することは、健康被害を防止することに大きく寄与

するものである。本研究で、最終的にリスク評価と

ばく露防止対策を提案することで、震災の復旧・復

興作業に従事する労働者の健康被害の防止に寄

与することが出来ると考えている。 

【研究成果】 

(1) 現地調査 

平成23年8月に宮城県石巻市および東松島市

のがれきの一次集積場において予備調査および

第1回現地調査を行った。がれき集積場において

作業者に個人サンプラーを装着して行った気中石

綿調査は本調査が初めてである。調査の結果、が

れき集積場作業者近傍の気中総繊維数濃度は一

般環境よりも高く、特に高かった地点では石綿の

管理濃度を超える値となった。しかしながら、分析

走査電子顕微鏡による同定から、9割以上は非石

綿の繊維状粒子であったことが確認された。これ

はその他の総繊維数濃度が高い測定点において

も同様であった。測定位置で比較してみると、総繊

維数濃度は重機内が重機外よりも低いことや風下

と風上で差があることが確認された。石綿ばく露の

状況をより正確に把握するためには電子顕微鏡等

で正確に同定を行うことが非常に重要となる。 

また平成24年9月4日に東日本大震災アスベスト

対策合同会議の現地視察に同行し、石巻市のが

れき二次仮置き場や解体途中で石綿の取り残しが

発覚した建築物等を視察した。宮城県石巻市のが

れき二次集積場における調査を宮城県と調整して

いたが、平成25年7月の段階でほぼがれき処理が

終了する見込みとのことで調査実施を見送った。 

なお、現在把握している範囲では石綿を使用し

た船舶の解体の届け出がされておらず、船舶解体

作業における調査は行えなかった。 

(2) 厚生労働省調査データの分析 

平成23年度から平成25年度の厚生労働省調査

データの解析をし、作業毎の石綿飛散状況につ

いてまとめた。また、厚生労働省化学物質対策課

からの依頼により、平成24年度及び平成25年度の

調査データの中で、高濃度の石綿繊維数濃度が

確認された事例について、報告資料、現場写真、

分析機関からの聞き取り等を通じてその原因の推

定を行った。今回は石綿繊維数濃度として10 f/L

を超えるものを高濃度とした。3年間で実施した285

現場のうち、高濃度事例は15例あり、いずれも建

築物解体工事現場における事例であった。高濃

度の原因としては、作業員の出入り時の隔離内か

らの漏えい及び集じん・排気装置の整備不良等が

考えられた。これらの結果は随時、東日本大震災

アスベスト対策合同会議で報告した。 
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(3) アスベストアナライザーの性能評価 
アスベストアナライザーによる建材中アスベスト

の含有判定に関する予備調査として、現地で採取

した試料のＸ線回折分析、分析電子顕微鏡分析

を行い、アナライザーによる結果と比較検討した。

セメント系建材での判定は妥当であったが、吹付

材や含有率の低い建材では検出性が不安定とな

る場合もあった。感度が向上した新アナライザーを

使用してさらなる検討を行う予定であったが、実施

できなかった。 

 

 

 

(2) 乾式粉体発生法によるナノ粒子凝集体の多分散発生に関する基礎研究 

山田丸(環境計測管理研究Ｇ)，鷹屋光俊(同) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

工業ナノマテリアル取り扱い者の健康影響が懸

念されており、国内外においてナノマテリアルに対

するばく露の予防的対策や計測法等が提案され

ている（厚生労働省労働基準局、 2009； NIOSH、 

2009）。しかしながら、ナノマテリアル取り扱い現場

における調査は、必ずしも十分に行えていない。

そのため、実験室においてナノ粒子凝集体を再現

性よく発生させ、測定方法の検証或いはハザード

評価に利用することが求められる。 

2. 目的 

ナノ粒子は強い凝集性を有するため、現実の工

業ナノマテリアル取り扱い環境（袋詰め、投入等）

では主に凝集体として存在する。本研究では、そ

のような作業環境を模した粉体発生装置を作成し

て発生させたナノマテリアルと当研究所による現場

で実測した結果との比較を通じて、より現場に近い

発生法を検証する。本研究成果は、連続的にまた

再現性よくナノ粒子凝集体を発生させる手法の提

案並びに発生法や各種ナノ粒子の物性が凝集体

形成に及ぼす影響を評価することを目標とする。 

3. 方法 

従来の乾式発生法（落下及び撹拌法）を基に装

置を試作・改良し、実験室においてナノマテリアル

を発生させる。実験では、発生時の落下距離、撹

拌速度、装置内気流速度を変え、各条件でのナノ

粒子の凝集状態や発生量を計測する。実験に用

いる工業ナノマテリアルは、一次粒径や表面状態

の異なる数種類の二酸化チタン（TiO2）粉末を代

表試料として、それらの物性が凝集に及ぼす影響

を検討する。各発生条件及び試料が凝集体形成

に及ぼす影響は粒子カウンター及び電子顕微鏡

を用いて評価する。 

4. 研究の特色・独創性 

一次粒子径に着眼した研究が多く、凝集体、特

にその形態情報に関する研究はほとんど行われて

いない。本研究は、作業環境に近い条件で発生さ

せたナノ粒子凝集体の粒径分布と形態情報を提

供するという点が特色であり、現場でのナノマテリ

アル測定方法の改良やハザード評価、あるいは適

切な呼吸保護具の検定等に利用できる可能性が

ある。 

【研究成果】 

撹拌式発じん法�発じん初期段階の粒子濃度及

び粒径分布を長時間維持するために、金属ビーズ

を試験管に入れて、粉体の撹拌状態を変化させる

実験に取り組んだ。ナノマテリアルの基準粉体に

選んだP25では、ビーズを加えることでサブミクロン

以下の粒子において発じん初期に近い状態を数

時間上継続させることが可能になった。一方、ミク

ロンサイズ以上においては、ビーズを加えると撹拌

時間とともに濃度の増加が見られた。配管に粒子

分級器を組み込むことで、粗大粒子の濃度コント

ロールも可能になった。ただし、当該分級法では

シャープな除去効率を示すため、初期段階の粒径

分布を再現する場合はさらなる検討が必要である。

P25と同程度の一次粒径を有する数種類のTiO2粒

子との比較実験を行い、結晶型や表面処理が異

なると、発じんの時間変動も顕著に異なることを明

らかにした。撹拌法を発生装置として使用する際、

また粉体の飛散性評価に撹拌法を用いる際は、発

じんの時間変動を考慮した利用法を検討すること

を示唆した。 

落下式発じん法�粉体落下時の発じんを模した発

生法に関して既存研究の資料調査を行い、その

結果として、粉体フィーダーにより粉体を連続的に

落下させ粉じんを発生させる装置のプロトタイプを

設計した。翌年度は、この装置をセットアップし、撹

拌式発じん法との比較検討を行う。
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(3) 繊維状物質の種類と量比を判定するための走査型電子顕微鏡による定性分析手法の研究 

篠原也寸志(環境計測管理研究Ｇ) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

労災保険法等に基づく石綿による肺がんに係る

認定において過去のばく露評価を行う場合に，肺

内にある石綿小体・繊維の計測が実施される場合

がある。石綿小体計測では繊維を包む特徴的な

形体が主な判断基準であるが，石綿繊維計測で

は繊維種類とサイズによる判断が必要で計測者に

対する負担が大きい。このため，肺内石綿繊維種

ごとの多少を事前に定性的に判定することで定量

的繊維計測の精度を確保し，計測の質を一定に

保つことが重要と考えられる。 

2. 目的 

石綿小体計測によるばく露評価が困難な事例に

ついて，分析透過型電子顕微鏡（TEM）による定

量計測を実施する前に，分析走査型電子顕微鏡

（SEM）による石綿繊維種類ごとの多少に関する情

報を得るための，定性～半定量分析の迅速手法

を開発する。 

3. 方法 

TEM分析で繊維種と本数を把握している試料の

SEM定性（半定量）分析試料を作製する。SEM分

析試料の作製方法と定性分析を行う観察倍率，観

察方法を検討する。 

4. 研究の特色・独創性 

行政が求めている分析透過型電子顕微鏡によ

る繊維計測は今後，複数の機関で行われることが

予想されるが，定性分析を事前に行う事で，計測

結果の正確性を担保することが可能となる。SEM

定性分析は多くの民間計測機関で可能であり実

効性が高いと考えられる。また，石綿小体と含鉄小

体（非石綿を核とする小体物質）の区別を明確に

することも可能となる。 

【研究成果】 

市販のメンブランフィルター付SEM試料台による

試料作製を行い，またTEM分析用グリッド上試料

のSEM観察と比較し，フィルター付SEM試料台の

利用性を検討した。その結果，フィルター付SEM

試料台は均一な試料分散が得にくいこと，石綿繊

維数濃度が数百万本程度の試料では長さ数μm

程度の短繊維の確認は難しい状況であった。一方

でフィルター付SEM試料台は先に金属蒸着を施し

ておけば試料量を後から任意に短時間で追加で

きる簡便性が認められた。従ってこの方法では，当

初の目的とした半定量的評価には適さないが，数

ml程度の試料溶液で，TEM分析の妨げとなる組織

残さの有無をEDS分析で事前に確認する目的に

は適用可能と判断される。また角閃石系長繊維の

確認，立体的形状に特徴のある石綿小体と含鉄

小体を判別する目的にも適用できると考えられる。

以上の点を踏まえてガイダンス文書の作成までは

困難であるが，石綿小体を判別する1手法として情

報提供を行うことが適当と判断される。 

 

 

 

(4) 受動喫煙防止に関する工学的研究 

小嶋純(環境計測管理研究Ｇ) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

受動喫煙は短時間であっても頭痛、頻脈、皮膚

温低下、血圧上昇等を起こす。また、血が固まり易

くなり、動脈が硬く細くなって、心筋梗塞を起こし易

くするなど、健康に与える障害は多い。受動喫煙

者の数％が最終的に受動喫煙で死亡すると言わ

れ、2010年の国立がん研究センターの報告による

と毎年約6,800人が、受動喫煙が原因で死亡して

いるという。 

2. 目的 

ガイドラインに準拠した喫煙室であっても、喫煙

者の出入りに伴う室外へのたばこ煙の漏出は、多

くの場合、避けられない。その為、喫煙室の外であ

っても受動喫煙してしまう危険性がある。また、営

業上、全面禁煙が困難な飲食店においては、従

業員が受動喫煙する機会が多いことから、これら

への工学的な対策法の提案を本研究の目的とす

る。 

3. 方法 

従来の喫煙室と比べ室外への漏洩が少ない喫

煙室の開発を試みる。飲食店従業員等の受動喫

煙を低減化させる工学的な手法を探る。 

4. 研究の特色・独創性 
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受動喫煙の実態を調べた研究は多いが工学的

な対策について研究された例は少なく、当研究の

特色・独創性になると考える。 

【研究成果】 

当初の計画通り、実在の喫煙室からの漏洩を観

察し、その結果を踏まえて、喫煙室出入口からの

漏洩を抑制する機能を備えた喫煙室を試作した。

試作した喫煙室の漏洩抑制効果を実験により確認

したところ、出入り口付近における漏洩粉じん濃度

を半減させる効果が確認できた。 

 

 

 

 

(5) 低濃度有機ガス捕集に向けた作業環境測定用炭素材料の研究 

安彦泰進(環境計測管理研究Ｇ) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

作業環境での有機ガスの測定において、高濃

度の場合は直接の測定が可能であるが、低濃度

（～数十ppm）の場合には椰子殻活性炭などを充

填した捕集管（サンプリング・チューブ）と吸引ポン

プにより一定時間の濃縮捕集（吸着）を行った後、

有機溶媒（二硫化炭素、アセトニトリルなど）で対象

の成分を抽出して、ガスクロマトグラフにより測定す

る方法（固体捕集方法）が採られる。 

しかし、ここでの問題として、有機ガスの種類や

濃度によっては抽出における脱着率が低く、精度

の良い測定が困難となることが指摘されている。こ

れは有機ガスの濃度が低いほど、また捕集量が微

量であるほど顕著である。 

2. 目的 

上記の問題の改善のために、捕集に用いる材料

の改良が効果を持つと予想される。平成24年度の

基盤的研究（N-F24-07）では、細孔サイズの発達

分布が活性炭よりも広い多孔性炭素材料の適用

により、低濃度の有機ガスの捕集測定に改善の可

能性があることが示唆された。本研究はこの効果

のより詳細な把握と具体的な応用に向けた検討を

進めることを目的とする。 

3. 方法 

既存の活性炭捕集管での脱着率の測定報告例

は、近年の海福ら（2008、作業環境）及び吉川ら

（2009、作業環境）によるものが知られ、アルコー

ルやケトンをはじめ低い傾向がある有機化合物群

の指摘がなされているが、測定に用いられた捕集

管製品は同じ1種類と限られている。さらに低濃度

に対する脱着率の値については、作業環境評価

基準による管理濃度の0.5倍の濃度よりも低い領域

での詳しい状態が特に明らかでない。本研究は、

まず各捕集管製品を用いてこれらの低濃度での

脱着率を測定し、その詳細を明らかとする。その後、

特に脱着率の低い有機ガスと濃度に対して細孔

サイズのより広いものなどの他の多孔性炭素材料

の適用を試み、改善の効果を把握する。それによ

り既存の捕集管における活性炭と比較した利点や、

具体的な応用のあり方を検討する。 

4. 研究の特色・独創性 

環境測定のサンプリングのための材料の研究は、

炭素材料関係の各学会の状況から、大学・研究機

関等での取り組み自体が非常に少ない。特に材

料系の研究者には労働環境の測定は研究対象と

してあまり意識されておらず、今後も取り上げられ

る可能性は小さい。また、本研究で使用する炭素

材料の合成は入手容易な原料から可能であり、

個々の試料での細孔発達状態と有機ガスの吸着・

脱着性能においても学術・実用的知見を得ること

が出来る。加えて、活性炭捕集管の低濃度領域で

の脱着率の詳細を明らかとすること自体も、実用上

有益な情報となると考えられる。 

【研究成果】 

有機溶剤の揮発による測定結果への影響が平

成24年度終了課題での問題点として残った。そこ

で、より再現性の高い測定が可能となるよう、ガスク

ロマトグラフの取扱い・測定方法の見直しを行い、

練度を高めた結果、改善を得ることが出来た。 

H25年度は既存の活性炭捕集管製品（3社7製

品程度）を用いて、芳香族化合物・アルコール・ケ

トン・セロソルブ・酢酸エステル類の脱着率を測定

した。既存の捕集管製品は活性炭の原料より、椰

子殻活性炭を用いたものと石油系の球状活性炭

を用いたものに大別される。前者では管理濃度よ

り濃度が低くなるほど脱着率は低下の傾向を示し、

管理濃度の0.1倍以下の領域では脱着率は軒並

み不良であるほか、濃度の変化に対して不安定で

あった。その一方、石油系の球状活性炭は濃度全

般にわたってより安定しており、管理濃度の0.1倍

以下にあっても90％程度の脱着率を示すものも見
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られた。石油系の球状活性炭を用いた製品はまだ

少なく、価格もより高価であるが、今後の捕集管の

利用の在り方に向けてこれらの情報は重要と考え

られる。 

登戸地区研究本館の空調関係工事により9月後

半から12月上旬まで実験室・測定装置の使用が出

来なかったため、当初の計画よりも作業は大きく遅

れている。H25年度研究計画の実験および論文作

成の作業は、平成26年3月現在なお進行中である。 

 

 

 

(6) ビデオ顕微鏡法を利用した光学顕微鏡による石綿観察の特性評価 

中村憲司(環境計測管理研究Ｇ)，篠原也寸志(同)，名古屋俊士(早稲田大学理工学術院) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

東日本大震災以降、発生したがれき集積場や

建築物解体工事現場での石綿の飛散状況が関心

事となっている。また、昨年7月のISO 22262-01発

効により、今後はこれまで国内ではほとんど行われ

ていない分析方法が採用されることになる。複数

の光学顕微鏡法が存在する中で、目的に合致し

た適切な分析方法を選択するためには、それぞれ

の分析方法の特徴を知ることが不可欠であるが、

分析方法を比較した研究例は少ない。 

2. 目的 

これまで行ってきた基盤的研究で、ビデオ顕微

鏡法により分散染色法の検出能力が改善できるこ

とが示されたが、サイズや色等を数値的に評価す

ることが可能であるということもビデオ顕微鏡法の

大きな利点である。そこで本研究では、ビデオ顕

微鏡法を利用して各光学顕微鏡法の特性を評価

してそれぞれの方法の長所と短所を明確にし、ま

た改善が可能かどうかを検証することを目的とする。 

3. 方法 

ビデオ顕微鏡法を利用して、光学顕微鏡法で得

られる石綿観察画像の色や明るさ、サイズ等を数

値的に評価し、それぞれの方法の検出能力等の

違いを検討する。特に、東日本大震災被災地にお

ける石綿の測定で採用されている偏光顕微鏡法

の位相差顕微鏡法との比較や、国内で採用されて

いる位相差分散顕微鏡法とISO 22262-1で採用さ

れた偏光分散染色法との比較を中心に行う。 

4. 研究の特色・独創性 

光学顕微鏡法の検出能力を比較した研究例は

少なく、ビデオ顕微鏡法による改善方法も我々の

研究により見出されたものである。ビデオ顕微鏡法

により分散染色法の検出能力を改善できることが

示されたが、それ以外にも測長や色情報の取得等、

石綿分析に有用な情報を数値的に扱うことが可能

となる。これは計数者の負担を軽減することにつな

がるとともに、これまで観察者の判断に委ねられて

いた部分に客観性を持たせることが可能となり、実

験結果の信頼性が高まると考えている。 

【研究成果】 

石綿の偏光顕微鏡観察の各項目(複屈折の有

無、多色性、消光角、伸長性の正負)について、ビ

デオ顕微鏡法を利用することの効果を定性的に検

証した。まず複屈折の有無についてであるが、クロ

スニコル観察時に対角位で繊維が観察できなくな

る現象が、露光時間の変更により観察可能になる

ことを確認した。繊維幅に関しては、1μm付近から

観察しにくくなっているようであるが、定量的な評

価は実施していない。多色性、伸長性の正負に関

しては、色の判定にデジタルデータを利用する方

法を考案した。データの数値化に関して、繊維の

明るさや色の情報を数値化し、定量的に評価する

方法として、画像データからRGB情報を取り出し、

HSV色空間の明度V、色相Hをそれぞれの指標と

する方法について検討を行った。具体的には、V

に関しては背景のノイズとのS/N比から背景に対し

て明るいかどうかを判断することとし、Hに関しては

得られた画像から繊維内の各ピクセルのHの頻度

分布を取得することとした。これらの手法が有効な

手段となるかどうかについて、現在検討中である。 
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(7) 低周波音によって生じる振動感覚に対する可聴域騒音の影響に関する研究 

高橋幸雄(人間工学・リスク管理研究Ｇ) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

従来、作業環境騒音の評価は、聴力へのリスク

を低減するという観点からなされてきたが、音圧レ

ベルがそれほど高くない騒音による心理的影響

(不快感、作業能率の低下など)については、評価

方法が確立されていないのが現状である。近年進

んでいる低騒音機器の導入などにより、今後は、

作業環境騒音による心理的影響の重要性が増す

と予想され、そのリスク評価に寄与できる研究が必

要と考えられる。 

2. 目的 

本研究では、多くの作業環境で発生していると

考えられる低周波音(周波数が概ね100 Hz以下の

音)の特徴的な心理的影響である振動感覚(総合

的な不快感の構成要素と考えられる)を研究対象と

する。一般的な環境では可聴域騒音が存在する

のが普通であるため、その存在下での低周波音に

よる振動感覚の知覚特性を明らかにし、低周波音、

あるいは多くの低周波成分を含む騒音による振動

感覚評価指標を構築し、心理的影響のリスク評価

に寄与することを目的とする。 

3. 方法 

可聴域騒音成分と低周波音成分の各々の周波

数、音圧レベル等を変えながら、種々の組み合わ

せの複合音を刺激音として、被験者実験によって

振動感覚の閾値、等感度レベル等を測定する。そ

の結果に基づき、騒音の周波数特性や音圧レベ

ルから振動感覚を予測する方法や、振動感覚の

評価指標を探索する。 

4. 研究の特色・独創性 

低周波音による振動感覚の閾値の測定につい

ては、研究代表者が純音を用いて実施したものも

含めて過去に数例しか無い。また、振動感覚の等

感度レベルについては、研究代表者による純音で

の測定例があるのみである。さらに、研究代表者

が知る限り、低周波音と可聴域騒音の複合ばく露

による振動感覚の閾値・等感度レベルの測定例は

過去に無い。 

【研究成果】 

H25年度は、これまでに本研究課題で得たデー

タ及び関連する研究課題で得たデータに基づき、

「頭部の振動感覚」の閾値と等感度レベルについ

て、男女差と年齢差があるかを検討した。男女別・

年齢別(40歳未満と40歳以上)の計4群に分けて比

較した結果、若年女性群の「頭部の振動感覚」閾

値が、他の被験者群よりも高い傾向が認められた。

その要因については、現在検討中である。 

 

 

 

(8) 多次元振動の位相差を考慮した振動ばく露評価に関する研究 

柴田延幸(人間工学・リスク管理研究Ｇ) 

 

【研究概要】 

1. 背景(主要文献、行政的・社会的ニーズなど) 

平成21年に一連の通達：基発0710第1号～第5

号が出されたことにより、我が国における手腕振動

のばく露評価方法は国際規格ISO5349-1にしたが

うこととなった。また、全身振動ばく露の人体影響

評価についても、国際規格2631-1にしたがった日

当たり8時間等価ばく露量による評価方法の導入

を検討中である。研究代表者は、これまで先行研

究（課題番号：P19-04）において、上述の規格が

抱える振動ばく露評価方法の問題点のうち、ばく

露姿勢および振動ばく露の方向依存性に関わる

問題点について改善された新しい評価方法の開

発・提案を行った。しかしながら、多次元振動ばく

露の抱えるもう一つの問題点である各基底軸間の

ばく露振動の位相差が及ぼす影響については解

決されていない。 

2. 目的 

本研究の目的は、現行の評価方法が抱える問

題点のひとつである多次元全身・手腕振動ばく露

時の基底軸間の振動の位相差が生体力学応答お

よび主観心理応答に及ぼす影響を明らかにするこ

とである。 

3. 方法 

全身・手腕振動ともに被験者を用いた振動ばく

露実験を行い、振動加速度及び駆動点における

動的力の測定を行うことにより、機械インピーダン

ス及び振動吸収エネルギーを算出する。また、あ

わせて主観心理応答実験も行う。これらの実験を

被験者の姿勢および基底軸間の振動の位相差を
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変化させることにより行う。 

4. 研究の特色・独創性 

現在、多次元振動ばく露における基底軸ごとの

位相差が人体に及ぼす影響を体系的に議論した

研究はない。当研究所は、高性能の6自由度全身

振動試験装置および3軸手腕振動試験装置を所

有しており、先行研究においてもこれらの装置を使

用して先進的なデータを数多く取得・公表してきた。

本研究は、この設備優位性を最大限に生かして他

機関では実施が困難な多次元振動ばく露の人体

影響評価を行うことを特色とし、従来振動ばく露の

影響評価の際に見落とされてきた基底軸間の振

動の位相差に着目した点に独創性を有する。 

【研究成果】 

全身振動に関して、直交する二方向に位相差の

ある正弦波振動を加えることにより、全身振動ばく

露による力学応答実験を行った。その結果、STHT

値（座席面での振動加速度に対する頭部での振

動加速度の比）による評価では、前後・左右上下

方向のいずれにおいても方向と加振軸の組み合

わせに依存して位相差の影響が現れることが示さ

れた。また、加振方向ごとに位相差の影響が顕著

にあらわれる周波数に違いがあることが示された。

加振軸ごとのAPMS（動的質量）を加振軸の組み合

わせの違いに着目して比較したところ、同じ加振

周波数および加振レベルであるにもかかわらず、

特定の周波数帯域でほかの軸の加振影響を受け

てAPMSが変化することが示された。手腕振動に関

しては、APMSや振動吸収エネルギー（VPA）によ

る比較を行ったところ、位相差の影響は小さいこと

が分かった。現在統計解析を行いより詳しい解析

を行っている。 

全身振動による主観応答実験では、位相差によ

り不快度が影響を有意に受ける場合があることが

示された。位相差の影響が特に現れやすいのは

前後方向および上下方向であり、特にこの二方向

が組み合わされた二次元振動の場合位相差によ

る不快度の影響が顕著に出ることが明らかになっ

た。現在、主観応答と実験結果と動力学応答の結

果を比較して両者の関連性を解析中。予想以上

に位相差の影響が現れる結果となったため、人体

自身の振動伝達における位相遅れ特性を把握す

る必要があると判断し、全身振動実験における追

加実験の必要が生じた。そのため、二年目に予定

していた手腕振動における位相差が主観応答に

及ぼす影響を調べる実験の実施を来年度に延期

して，上記追加実験の計画を立てるために必要な

予備実験を行った。 

 

 

 

(9) 作業温熱ストレインの増悪をまねく睡眠状況のリスク管理と予防対策に関する研究 

時澤健(人間工学・リスク管理研究Ｇ)，澤田晋一(同)，呂健(同)，田井鉄男(作業条件適応研究G)  

高橋正也(同) ，安田彰典(健康障害予防研究G)，岡龍雄(有害性評価研究G) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

夏季の労働現場において、熱中症による死亡災

害や業務上疾病は近年増加し、その対策が急務

となっている。厚労省は5つの予防対策を呼び掛

けている。①WBGT（湿球黒球温度）の低減、②暑

熱環境への順化、③自覚症状に関わらない水・塩

分の摂取、④透湿・通気性の良い服装、⑤睡眠不

足・体調不良ではないか。死亡災害の半数を占め

る建設業において、①と④に関係する現場の作業

環境を大きく改善することは現実的に困難である。

一方、②については夏季の初めの作業時間を減

らすなどの対策がすでに取られ、③についてもこま

めな水分摂取の奨励がなされている。その上、暑

熱順化の手順や脱水のリスクについては学術的な

裏付けが十分に備わっている。しかし⑤について

は睡眠が自己管理に任される部分もあり、具体的

な対策は検討されておらず、また睡眠不足が労働

作業時の暑熱負担（ストレイン）をどのように変容さ

せるのかも客観的データが不足している。 

2. 目的 

本研究は、熱中症予防対策を講じる上で必要な

基礎資料とするために、睡眠不足によって起こる

暑熱環境でのストレインの特徴と労働現場におけ

る軽減策を明らかにすることを目的とする。ストレイ

ンの特徴を評価することによりどれくらいの作業時

間の減少が必要となるかを明確にし、またストレイ

ンの軽減策として、睡眠不足を補う「昼寝」の急性

効果について検討する。睡眠状況の客観的評価

から対暑反応を変容させる要因の抽出、リスク管

理と予防対策の提案までを目標に進展させる 

3. 方法 

腕時計型の加速度計を用いて睡眠状況をモニ

ターし、規則的な生活での通常睡眠条件および実
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験前日に4時間睡眠を行う睡眠不足条件を設け、

人工気象室において暑熱負荷テストを実施する。

暑熱負荷を午前中に行った後に、それぞれの条

件で昼寝を行う試行と行わない試行を設け、午後

にもう一度暑熱負荷を行う。暑熱負荷は夏季労働

作業を想定したWBGT29℃での軽作業を行う。発

汗や皮膚血流など自律性の反応に加え、行動性

の調節に関わる温熱感覚も評価する。 

4. 研究の特色・独創性 

熱中症予防対策として位置付けられている十分

な睡眠が、様々な理由により行えなかった場合に、

職場での現在のリスク管理としては作業を中止す

る以外に方策がないと言える。しかしどれくらいの

暑熱環境での作業内容であれば安全であるかを

明示することによって、現場監督者のリスク管理に

役立ち、作業者が部分的に作業に関わる可能性

が生まれる。また昼寝による作業効率の向上はこ

れまでにも報告があるが、建設業の作業現場では

昼休み時間に日蔭の空いた作業スペースで昼寝

を行うことが散見される。そこでそれが午後の暑熱

ストレインをどの程度軽減させ、また睡眠不足を補

うまでの効果があるか否かをより現場に合った形で

検証することができれば、新たな熱中症予防策とし

て昼寝を提案する場合の証拠として活用すること

ができる。 

【研究計画】 

規則的な睡眠習慣、喫煙、健康状態等のスクリ

ーニングを行った上で、2つの睡眠条件（通常睡眠

および4時間睡眠）それぞれで昼寝を行う試行と行

わない試行の計4回を、12人の被験者を対象とし

て行う。各実験は1週間以上空けるものとし、1ヵ月

に2人のペースで6～8ヶ月間で終了する見込みで

ある。昼寝の効果検証を除いた睡眠不足の影響

のみのデータを先に解析し、学会報告、報告書の

作成、および論文執筆を行う。 

【研究成果】 

一部測定データの不足があったため、予定より2

名多い14名の被験者データを収集した。データ解

析については8月までに終了し、9～11月に学会で

の成果報告を行った。論文執筆については予定よ

り遅れているものの、2月中に投稿予定である。 

研究成果として、一晩の短時間睡眠の影響とし

て、朝から夕方まで続く暑熱下作業時に、午後の

暑熱負担の増加をもたらす可能性が明らかとなっ

た。具体的には、深部体温の上昇とそれに伴う発

汗と皮膚血流の増加、さらに温熱的不快感の増加

が引き起こされた。また午前午後ともに、暑熱下作

業後の精神運動覚醒検査の反応時間が遅延した。

以上の結果から、軽度の睡眠不足であっても、長

時間作業時には、暑熱に対する生理学的なリスク

（高体温、脱水）を高めること、睡眠不足と暑熱疲

労とが相まって覚醒度を下げることが示唆された。 

それら悪影響への対策として、昼食後に30分間

睡眠を実施すると、午後の覚醒度の低下と精神的

疲労感の上昇が抑制される可能性が明らかとなっ

た。しかし、生理学的なリスクを抑えることはできな

かった。したがって、昼寝をすることは、熱中症へ

の直接的なリスク軽減策とはならないと考えられる。 

労働環境における熱中症の発生要因の一つとし

て、睡眠不足がもたらす悪影響の客観的なエビデ

ンスを示すことができた。対策となる昼寝は、睡眠

不足と暑熱疲労とが合わさることによる覚醒度の低

下と精神的な疲労感を軽減した。昼寝が睡眠不足

による悪影響のみならず、暑熱疲労による悪影響

に対しても有効となる可能性を示した新知見であ

るが、心理的なリスクの軽減のみに留まったため、

生理学的なリスクの軽減を促す別の対策の検討が

必要と考えられる。 

 

 

 

(10) 職場の熱中症予防に有効な暑熱負担軽減手法の開発と現場への応用 

澤田晋一(人間工学・リスク管理研究Ｇ)，時澤健(同)，安田彰典(健康障害予防研究G) 

岡龍雄(有害性評価研究Ｇ)，斉藤宏之(同)，田井鉄男(作業条件適応研究G), 

井田浩文(東京電力株式会社)，中山和美(同) 

 

【研究概要】 

1. 背景 

職場の熱中症は近年増加傾向にあり、平成22

年夏季の猛暑では屋外建設作業を中心に熱中症

災害が多発した。また平成23年3月11日の東日本

大震災による原発事故は、原発関連復旧作業・除

染作業と夏季の節電オフィス作業において新たな

暑熱問題を引き起こし、地球温暖化の進行と相俟

って今後長期にわたり熱中症対策が必要となって

いる。第11次に続き第12次労働災害防止計画の

中でも重点対策課題として熱中症予防対策の推

進が明記されている。 
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2. 目的 

職場の熱中症予防のために心理的のみならず

生理的にも有効かつ低コストの暑熱負担軽減手法

を開発し、建設作業、原発復旧作業・除染作業、

節電オフィス作業など現代の職場の熱中症ハイリ

スク職場への導入を図る。 

3. 方法 

生理的・心理的暑熱負担軽減手法として、送風

を中心とした身体冷却手技に焦点をあてて、その

効果的な方法論を開発する。身体冷却による暑熱

負担軽減効果の評価には、深部体温、体表面温、

心拍数・心拍変動、皮膚血流、発汗量、体重減少

量、視覚反応時間、重心動揺、快不快感、温冷感、

疲労感などの生理的心理的指標を用いて総合的

に評価する。 

研究内容は、次のような清瀬地区と東京電力の

人工環境室及び清瀬地区の風洞実験施設を使用

する模擬作業実験と現場介入調査研究からなる。 

①人工環境室あるいは風洞実験施設で事前・事

後・休憩時に全身送風ばく露実験を行い、暑熱負

担軽減効果の評価と適用条件の最適解を求める。

また現場で実際に使用されているクールベストや

クールグッズ並びに経口補水液の追加併用により

さらなる効果が期待できるかどうかも検討する。 

②以上の①で得られた成果を、建設作業、原発復

旧作業・除染作業、節電オフィス作業など現代の

職場の熱中症ハイリスク職場に導入して介入研究

を行うことにより、新たに開発した手法の有効性と

実用性を確認する。 

4. 研究の特色・独創性 

現在市販されている様々な防暑冷却具や手技

は、主観的には効果があっても生理的負担の軽減

効果は必ずしも明確でない。本研究は、従来型の

防暑冷却手技に比べてはるかに有効かつ低コスト

かつ簡便な暑熱負担軽減手法を提案でき、結果と

して、①現代の職場の熱中症ハイリスク職場（屋外

作業現場、節電オフィス）における熱中症を激減

できるとともに、労働生産性と安全性を向上させる

ことができる、②夏季原発復旧作業・除染作業を

加速できる、③熱中症の現場における効果的救急

処置の手法を提言できる、④行政指針、WHO 、

ISOなどへ貢献できる、などの効果が期待できる。

【研究成果】 

(1) 酷暑作業対策に有用な送風ばく露条件等の

検討： 

送風による身体冷却については、平成25年度か

らの科研費の課題において検証することとなった

ため、現場で導入可能な身体冷却方法を別途検

証することとした。先行研究をもとに、現場応用可

能な手法として、手・足の浸水、クールベストの着

用、および冷飲料の飲水に注目し、作業前にそれ

ぞれ同時に実施する複合プレクーリングについて、

予備実験を重ねて新規に実験計画を立てた。そ

の内容について秋の倫理審査へ提出し、変更を

求められた部分の修正を行い再提出した。本実験

開始までに時間を要したが、今後別の課題として

進行している送風による身体冷却の効果と合わせ

たプレクーリングへと進展させる可能性をもつため、

当初の計画より厚みを増した成果を得られる予定

である。 

(2) 現場調査 

建築現場等の屋外作業を念頭に置いて，市販

のWBGT計で正確な測定が可能かどうかの検討を

行った。その結果，黒球を有しない簡易型の測定

器ではWBGT地の測定は不可能であることがわか

った。これは晴天時，特に照り返しのある環境にお

いて顕著であった。屋外および輻射熱・日射のあ

る室内では，黒球を持たない簡易型の使用は避け

るべきとかんがえられる。また，黒球を持つ測定機

の中にも設計が良くないと思われるものもあった。

このことから，環境評価に際しては事前に測定値

が適切かどうかを見極める必要がある。

 

 

 

(11) 暑熱労働現場における人体温熱生理モデルを用いた暑熱負担評価と温熱指標の検討 

上野哲(人間工学・リスク管理研究Ｇ) 

 

【研究概要】 

1. 背景(主要文献、行政的・社会的ニーズなど) 

熱中症は死に至る可能性がある障害であること

は、広く一般に知られるようになり、熱中症予防の

ために、気温や湿度だけでなく、WBGT指標が普

及しつつある。しかし、WBGT指標は環境のみを

評価する指標であり、熱中症の危険因子に挙げら

れる代謝率、着衣条件、暑熱順化等の個人特性

は考慮に入れられていない。ISO7243では5段階

の代謝率と暑熱順化ありと無しの10通りについて

WBGT限界値が示されているように、WBGT指標

のみでは暑熱負担の評価はできず別表を参照す

104 105



 

105 

る必要がある。労働現場では特殊な条件が加わる

ため、WBGT指標の使用には注意が必要である。 

2. 目的 

熱中症の危険因子を考慮に入れて暑熱現場(主

に屋外作業)における作業者の暑熱負担を評価す

るため、PHSモデル(ISO7933)や他の人体温熱生

理モデルを使って予測することが第一の目的であ

る。第二に現行のWBGT指標を上記のモデルで再

評価し、他の有効な指標がないか、他に現場で暑

熱負担を予測する方法はないのか等、検討する。 

3. 方法 

気象庁の夏期気象データを使い、屋外作業を

仮定して代謝率、着衣条件、暑熱順化等の代表

値をPHSモデルにあてはめて暑熱負担を予測する。

WBGT指標で評価した時と比較検討する。PHS以

外にも伝熱方程式、人体解剖、温熱生理反応に

基づいた人体温熱生理モデルを用いて暑熱負担

を予測する。暑熱ストレスを評価する指標として

WBGT指標以外の指標も検討に加える。 

4.研究の特色・独創性 

我が国では熱中症予防の観点から現実の労働

環境にWBGT指標の普及は進んでいるため、本当

に、暑熱の様々な労働環境にWBGT指標が適して

いるか再検証する。本研究では、被験者実験結果

との整合性がほぼ認められているPHSモデルをは

じめ他の人体温熱生理モデルを使って、我が国の

暑熱労働環境条件を仮定してWBGT指標の現場

での有用性を検討する。人体温熱生理モデルを

使った我が国の暑熱労働環境条件の評価はなさ

れていない。 

 

 

 

(12) 手部の負傷リスクを低減し、操作性に優れたロールボックスパレットに関する研究 

大西明宏(人間工学・リスク管理研究Ｇ)，高野倉雅人(神奈川大学) 

 

【研究概要】 

ロールボックスパレット(RBP)を操作する際の把

持位置（ハンドル）は床面に対して垂直に立つ四

隅の支柱であるため、RBPすれ違い時の手のはさ

まれ・激突等の災害が問題となっている。そのため

手がRBP側面からはみ出さず、かつ操作性に優れ

たRBPのハンドル位置を評価し、主にRBPの操作

性に影響するRBPの挙動に着眼した検討が必要と

考えられる。そこで本研究では実際の作業を模し

た横移動および回転を含むRBP操作を複数のハ

ンドル幅条件で課すことにより、操作性とハンドル

幅の関係を明らかにすることを目的とした。 

【実験および分析方法】 

対象は過去1年間に整形外科的既往歴がない

男性6名（年齢22.0 ± 1.1歳、身長170.5 ± 6.9 

cm、背肩幅44.8 ± 2.8 cm、体重61.2 ± 6.1 kg）

であり、利き手は全員が右であった。実験課題は

ハンドル幅を可変できる機構を装着したRBPを所

定の位置から円弧状に90度移動させるものであり、

ハンドル幅はJIS規格（JIS Z 0610）の最小値である

60 cmと40、50、80 cmの4条件とした。ハンドル高さ

は両手共に同じ高さで、肩から肘の間の任意の位

置とした。積載重量は0 kgおよび50 kgの2条件とし、

各条件で3試行の合計24試行を課した。操作性の

評価のため、RBPの下部に3軸加速度センサー

（DL-111、 S&ME）を貼付し、センサーからの信号

はAD変換システムにより200 Hzのサンプリングで

保存した。得られた加速度信号はRBPの挙動を的

確に表す帯域のみを分析するため4 Hzのローパス

フィルタを通過させた。分析対象は操作開始から

減速前までの水平面の挙動を表す前後および左

右方向を合成した絶対値の最大値、そしてハンド

ルを押し上げる動きを反映する上方向の最大値と

した。また、5段階の操作性に関する主観評定を操

作終了後に測定した。なお、本研究は当研究所研

究倫理審査委員会からの承認を得ている。 

【結果および考察】 

水平面の加速度最大値と主観評定値の関係を

みると、主観評定は積載重量が重くなると評定値

が低くなり、ハンドル幅が広くなると評定値が高くな

る傾向が見受けられた。一方、加速度はハンドル

幅および積載重量の違いによる変化はなかった。

この理由として最初にRBPを身体に引き寄せる反

動を加えてから移動させる等、ハンドル幅の違いを

代償する水平面の力の入れ具合が実験参加者お

よび試行ごとに若干異なっていたことが一因と考え

られた。ただし主観評定値はハンドル幅が広いと

点数が高いことから、広いハンドル幅と操作性の高

さの関連性がうかがえた。 

上方向の加速度最大値については、水平方向

とは異なった傾向を示した。0 kg条件よりも50 kg条

件の値が全体的に小さく、ハンドル幅が広くなると

値が高くなる傾向となり、積載重量、そしてハンド

ル幅の違いによる傾向が主観評定値と類似してい
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た。今回のような横移動と回転が混在したRBPの

移動課題には水平面の加速度が強く作用する印

象だが、実際にはハンドルの横方向のみに入力す

るのではなく、肘および肩関節を屈曲させる筋活

動によりハンドルを押し上げる動きが加わっている。

この働きが大きいと重力（荷重）をキャンセルする

力が作用することになるためキャスターと床面との

間の摩擦力が低下し、結果としてRBPの移動を補

助することになったと考えられた。 

以上より、RBP加速度上方向成分は横・回転を

含む90度のRBP移動の操作性評価に適用できる

可能性が示された。また、ハンドル幅が広くなると

加速度上方向成分および主観評定値は増加傾向

にあったことから、今回用いた80 cm のような広い

ハンドル幅が適当と示唆された。今後は作業経験

者による評価、そして直線移動に適した狭いハン

ドル幅と共存するための方策を検討する必要があ

る。 

【研究成果】 

これら研究成果は5th International Confernce on 

Applied Human Factors and Ergonomics 

(AHFE2014) およびバイオメカニズム学術講演会

等にて口頭発表する他、論文執筆等を予定してい

る。 

【その他】 

日本パレット協会のロールボックスパレット取扱

い説明書への災害情報の提供、転倒しにくいロー

ルボックスパレットのあり方に関する議論を続けて

いる。またISO（Roll Containers）の動向に関しても

同協会を通じて情報を取得している。 

また、ロールボックスパレット作業専用の手袋一

体型プロテクター等を保護具メーカーと共同開発

し、現場作業者からの改善要望等を踏まえて改良

を続けている。本プロテクターは次年度に特許出

願を予定している。 

 

 

 

(13) 建設現場における危険要因知覚教育システムの開発 -低層住宅建築工事を対象とした教育効果の検

証- 

高橋明子(人間工学・リスク管理研究Ｇ)，高木元也(同) 

 

【研究概要】 

建設業は労働災害が多発するリスクの高い産業

である。このため、建設現場ではリスクアセスメント

の導入の推進やKY活動の実施など、作業者の危

険要因を知覚する能力を高める活動が行われ、そ

のような能力の向上の重要性について非常に意

識が高い。しかしながら、研究分野では建設業を

対象としたリスク研究は非常に少なく、作業者が建

設現場の危険要因を知覚する際の特性・問題点

については明らかにされていない。これは建設業

の作業内容や作業環境が非常に多様かつ流動的

であるため、危険要因を一括りにとらえることがで

きず、研究対象となりづらいことが一要因と考えら

れる。したがって、建設業を研究対象とする場合に

は工事等を絞る必要がある。 

また、上述のような建設業の多様性、流動性によ

り、危険要因を知覚するには実務経験や専門的な

知識を要することは想像に難くない。このため、未

経験者に対しては専門的な安全教育が重要となる

が、現状、そのような教育は十分に行われていな

い。 

一方、時間や場所の制約のある建設現場で作

業者教育を効果的・効率的に行うためには、手軽

に利用可能な教材が求められる。他分野（交通、

看護）ではタブレットPCを用いた安全教材の開発

が進められているが、建設現場の特性を十分に踏

まれば、応用可能であると考えられる。 

以上から、本研究では建設業（低層住宅建築工

事）を対象に、建設業界の研究協力の下、タブレッ

トPCを用いた危険要因知覚測定ツールを開発し、

未経験者等の危険要因の知覚能力を測定する。

そして、繰り返し測定することによって、教育効果

の検証、未経験者等の知覚特性の分析を行う。こ

れにより、多様な危険要因が混在する建設現場に

おいて危険要因知覚教育ツールにより未経験者

等の危険要因の知覚能力を測定できるかについ

て検討する。 

さらに、建設現場の総合的なリスク管理、利便性

等の検討を加えた実用性の高い危険要因知覚教

育システムの開発を行う。 

なお、本研究では一般社団法人住宅生産団体

連合会に協力を要請し、開発・効果の検証を行う。 

【研究計画】 

本研究では初年度に引き続き，危険要因知覚測

定ツールの教育効果の検証を行うとともに，実用

化に向けたシステムの基本設計の検討を行う． 
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１．危険要因知覚測定ツールの教育効果の検証 

(1) 測定項目（効果の指標）の検討・実験素材の

作成 

先行研究の調査により、安全教育の効果を測定

する指標には 

① 教育内容の理解（ハザードを理解したか） 

② 教育前後の安全に対する態度（行動、自己評

価等）の変容（行動が変わったか） 

③ 教育効果の継続性（効果が持続しているか） 

等、様々なものが用いられ、複数の指標による

効果の検証が行われている。本研究の初年度（平

成24年度）は、このうち「① 教育内容の理解」につ

いて検討した。 

平成25年度は「② 教育前後の安全に対する態

度（行動、自己評価等）の変容」を検証することとし、

測定項目の検討と実験素材の作成を行う。 

(2) 作業者を対象とした現場実験 

作業者30名程度を対象に実験を行う。危険要因

知覚測定ツールを実施し、その前後で、(1)で選定

した行動等が変化するかについて検討する。 

(3) データ分析及び危険要因知覚測定ツールの

教育効果の検証 

データの分析を行い、危険要因知覚測定ツール

の教育効果を検討する。 

(4) 論文等の執筆 

業界団体向けの報告書や論文の執筆を行う。 

【研究成果】 

1.危険要因知覚測定ツールの教育効果の検証 

(1) 測定項目（効果の指標）の検討・実験素材の

作成 

当初の予定通り、「② 教育前後の安全に対する

態度（行動、自己評価等）の変容」を検証すること

とし、測定項目の検討と実験素材の作成を行った。 

(2) 作業者を対象とした現場実験 

当初、建設作業者のみを対象とする予定であっ

たが、建築技術専門校の協力が得られたため、訓

練生のデータも取得した。 

建設作業者17名、建築技術訓練校訓練生35名

を対象に実験を行った。 

(3) データ分析及び危険要因知覚測定ツールの

教育効果の検証 

現在、取得したデータについて、分析を行って

いる。 

(4) 論文等の執筆 

原著論文、学会抄録等を順次、執筆していく予

定である。 

2.実用化に向けたシステムの基本設計の検討 

(1) 住宅メーカー労務安全担当者を対象としたヒ

アリングあるいはアンケート調査 

現在、管理サイトの基本設計を実施している。 

2月中旬の住宅生産団体連合会工事CS・労務

安全管理分科会において、ハウスメーカーの安全

担当者約15名を対象とし、管理サイトに必要な機

能や条件について、ヒアリング調査を行う予定であ

る。 
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Ⅱ． 調査研究成果の普及・活用に関する資料 

1． 国内外の労働安全衛生の基準制定・改定への科学技術的貢献 

表 2-1 国内の行政・公的機関に設置された委員会等への委員等としての参画 
1) 厚生労働省 解体用機械の新たな規制に係る関係者打合せ会議 

2) 厚生労働省 車両系林業機械に係る新たな規制に関する検討委員会 

3) 厚生労働省 足場からの墜落防止措置の効果検証・評価検討会 

4) 厚生労働省 大規模建設工事計画審査委員候補者 

5) 厚生労働省 労働安全衛生コンサルタント試験委員 

6) 厚生労働省 労働安全衛生法における機械等の回収・改善命令制度のあり方等に関する検討会 

7) 厚生労働省 ブランコ作業における安全対策検討委員会 

8) 厚生労働省 化学物質対策課 変異原性試験結果検討委員会合 

9) 厚生労働省 化学物質対策課 安衛法GLP査察専門家 

10) 厚生労働省 薬事・食品衛生審議会 臨時委員(毒物劇物部会) 

11) 厚生労働省 化学物質のリスク評価検討会 

12) 厚生労働省 化学物質のリスク評価検討会有害性評価小検討会 

13) 厚生労働省 化学物質のリスク評価検討会ばく露評価小検討会 

14) 厚生労働省 化学物質のリスク評価に係る企画検討会 

15) 厚生労働省 胆管がん問題を踏まえた化学物質管理のあり方に関する検討会 

16) 厚生労働省 化学物質による労働者の健康障害防止に係る検討会 

17) 厚生労働省 管理濃度等検討会 

18) 厚生労働省 発散防止抑制措置特例実施許可に関する専門家検討会 

19) 厚生労働省 医薬食品局 GLP省庁連絡会議 

20) 厚生労働省(人事院) 監督官試験委員 

21) 環境省及び厚生労働省 東日本大震災アスベスト対策合同会議(第11回、第12回、第13回専門委員) 

22) 経済産業省 産業機械技術専門委員会 

23) GHS関係省庁連絡会議  

24) 内閣府 食品安全委員会 肥料・飼料等専門調査会 

25) 文部科学省科学技術政策研究所科学技術動向研究センター 科学技術専門家ネットワーク専門調査員 

26) 総務省 生体電磁環境に関する検討会 メンバー 

27) 総務省 公害等調整委員会 専門委員 

28) 埼玉県公害審査会 

29) 独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 農業機械等緊急開発事業推進プロジェクトチーム(自脱コンバインの

手こぎ部の緊急即時停止装置) 

30) 独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 農業機械等緊急開発事業推進プロジェクトチーム(乗用型トラクター

の片ブレーキ防止装置) 

31) 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)(委託：石油エネルギー技術センター) 防爆基準分科会

32) 独立行政法人労働者健康福祉機構「入院患者病職歴調査企画・評価委員会」 

33) 独立行政法人労働者健康福祉機構「入院患者病職歴調査統計処理専門委員会」(座長) 

34) 独立行政法人産業技術総合研究所 ナノテクノロジー標準化国内審議委員会環境安全分科会 

35) 埼玉産業保健推進センター 特別相談員 

36) 中央労働災害防止協会 (厚生労働省委託事業) 食品機械テキスト作成委員会 

37) 中央労働災害防止協会 改正安衛則に基づく食品加工用機械の安全化研修テキスト作成委員会 

38) 中央労働災害防止協会 精神的健康に着目した職場のリスク評価手法の取り入れ等に関する専門委員会 

39) 中央労働災害防止協会 ばく露評価委員会 

40) 中央労働災害防止協会 測定分析手法等検討会 

41) 中央労働災害防止協会 (厚生労働省委託事業) ナノマテリアルの吸入ばく露試験に関する専門家委員会 
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42) 中央労働災害防止協会 ナノマテリアル測定手法等検討分科会 

43) 建設業労働災害防止協会 木造家屋等建築工事安全対策委員会 

44) 建設業労働災害防止協会 足場の設置が困難な屋根上での作業標準マニュアル作成等委員会 (委員長, 委員) 

45) 建設業労働災害防止協会 中小建設工事現場におけるフルハーネス型安全帯の使用状況等に関する調査研究委員

会 (委員長, 委員) 

46) 建設業労働災害防止協会 型枠及び型枠支保工組立て・解体工事の作業指針改訂委員 

47) 建設業労働災害防止協会「建設現場における暑熱環境の作業環境測定等に関する調査研究委員会」委員長 

48) 公益財団法人安全衛生技術試験協会 労働安全コンサルタント試験委員 

49) 公益財団法人安全衛生技術試験協会 労働衛生コンサルタント試験委員 

50) 公益財団法人安全衛生技術試験協会 作業環境測定士試験委員会 

51) 公益社団法人日本工学アカデミー 安全知の共有作業部会 土木学会推薦委員 

52) 公益社団法人日本工学アカデミー 安全知と安全学委員会 

53) 公益社団法人産業安全技術協会 ＩＥＣＥxシステム国内審議委員会 

54) 公益社団法人ボイラ・クレーン安全協会 実務展望編集委員会 

55) 公益社団法人日本技術士会 技術士試験委員会 

56) 公益社団法人日本作業環境測定協会 新たな作業環境測定方法に関する検討委員会 

57) 公益社団法人日本作業環境測定協会 (厚生労働省委託事業)石綿含有建築物の事前調査を行う中小企業能力向上

支援事業検討委員会 

58) 公益社団法人日本作業環境測定協会(環境省委託事業)建築物の解体等に係る石綿飛散防止対策マニュアル改訂委

員会 

59) 公益社団法人日本作業環境測定協会 オキュペイショナルハイジニスト評価試験問題等検討委員会委員 

60) 一般財団法人全国危険物安全協会 危険物施設等の静電気事故防止対策に関する調査検討委員会 

61) 一般財団法人化学物質評価研究機構(厚生労働省委託事業) GHS分類検討委員会(座長, 委員) 

62) 一般財団法人化学物質評価研究機構 ばく露推定モデル活用及び実証に関する委員会 

63) 一般社団法人ロボット工業会 サービスロボット安全性等標準化調査専門委員会 産業用ロボット安全性ＷＧ 

64) 一般社団法人仮設工業会 「くさび緊結式足場の組立て及び使用に関する技術基準」改訂委員会 

65) 一般社団法人仮設工業会 仮設構造物の安全性に関する承認審査委員会(委員長) 

66) 一般社団法人仮設工業会 単品承認審査委員会(委員長) 

67) 一般社団法人仮設工業会 墜落防止設備等に関する技術基準改定委員会(委員長) 

68) 一般社団法人仮設工業会 認定検査審査委員会(委員長) 

69) 一般社団法人仮設工業会 技術委員会 

70) 一般社団法人日本鍛圧機械工業会 MFス－パー特自検索定検討会(主査) 

71) 一般社団法人日本電設工業会 2013電設工業展製品コンクール審査委員会 

72) 一般社団法人日本電設工業会 2013電設工業展製品コンクール表彰委員会 

73) 一般社団法人日本クレーン協会 ワイヤロープ委員会 

74) 一般社団法人日本クレーン協会 クレーン等構造部材に係わる限界状態検討委員会 

75) 一般社団法人日本クレーン協会 移動式クレーン委員会 

76) 一般社団法人日本クレーン協会 ゴンドラ委員会 

77) 一般社団法人日本クレーン協会 クレーン耐震性検討分科会 

78) 一般社団法人日本クレーン協会 技術審議会 

79) 一般社団法人日本トンネル技術協会 「安全環境小委員会シールドトラブル事例調査WG」委員会(顧問) 

80) 一般社団法人日本トンネル技術協会 安全環境小委員会(委員長) 

81) 一般社団法人日本トンネル技術協会 技術委員会 

82) 一般社団法人日本トンネル技術協会「安全環境小委員会シールドトラブル事例調査WG」委員会 

83) 一般社団法人日本ボイラ協会 取扱い・制御委員会 

84) 一般社団法人日本海事検定協会 危険物海上輸送国際基準検討委員会 

85) 一般社団法人日本機械工業連合会 機械安全のためのセーフティインテグレータの機能及び育成に関する検討部会

(主査) 
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86) 一般社団法人日本機械工業連合会 機械安全推進特別委員会  

87) 一般社団法人日本機械工業連合会 技術委員会標準化部会 電気・安全規格専門委員会 

88) 一般社団法人日本機械工業連合会 技術委員会標準化部会 電気・安全規格専門委員会ＥＤＭ(放電加工機)安全ＷＧ

89) 一般社団法人日本機械工業連合会 技術委員会標準化部会 電気・安全規格専門委員会旋盤安全ＷＧ 

90) 一般社団法人日本鋼構造協会 鋼構造と風研究小委員会 

91) 一般社団法人日本高圧力技術協会 リスクに基づく保全技術研究員会 ワーキングループ1 

92) 一般社団法人日本高圧力技術協会 リスクに基づく保全技術研究員会 本委員会  

93) 一般社団法人日本高圧力技術協会 圧力設備規格審議委員会 

94) 一般社団法人日本高圧力技術協会 圧力容器規格委員会幹事会(幹事) 

95) 一般社団法人日本高圧力技術協会 圧力容器規格委員会本委員会 

96) 一般社団法人日本高圧力技術協会 減肉評価専門研究委員会 

97) 一般社団法人日本鍛圧機械工業会 MFスーパー特自検策定検討会 

98) 一般社団法人日本電気協会 第58回渋澤賞選考委員会 

99) 一般社団法人日本電気協会 電気安全関東委員会 顧問 

100) 一般社団法人日本電気協会 電気安全関東委員会 幹事会 

101) 一般社団法人日本電気協会 電気安全関東委員会 広報推進委員会 

102) 一般社団法人日本電気協会 電気安全関東委員会 表彰選考委員会 

103) 一般社団法人日本電気協会 電気安全全国連絡委員会(参与) 

104) 一般社団法人日本電気協会 日本電気技術規格委員会 需要設備専門部会 

105) 一般社団法人日本電気協会 日本電気技術規格委員会 需要設備専門部会 低圧分科会 

106) 一般社団法人日本粉体工業技術協会 粉じん爆発委員会 

107) 一般社団法人日本溶接協会 原子力研究委員会SPN2小委員会(幹事) 

108) 一般社団法人日本溶接協会 原子力研究委員会SPN2小委員会幹事会 

109) 一般社団法人日本溶接協会 「減肉を有する圧力設備の供用適性評価」原案作成委員会 

110) 一般社団法人日本溶接協会 「減肉を有する圧力設備の供用適性評価」原案作成小委員会 

111) 一般社団法人日本溶接協会 電気溶接機部会 アーク溶接機小委員会 溶接機EMF調査検討ＷＧ 

112) 一般社団法人住宅生産団体連合会「労務安全管理委員会」 

113) 一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会(厚生労働省からの委託事業) 第三次産業労働災害防止対策支援

事業検討委員会 

114) 一般社団法人日本溶接協会 安全衛生・環境委員会 

115) 一般社団法人日本溶接協会 WES9009-2改正委員会 

116) 一般社団法人日本溶接協会 電気溶接機部会 EMF対応WG 委嘱委員 

117) 一般社団法人日本照明委員会 第6部会国内委員会 

118) 一般社団法人日本電機工業会(経済産業省からの委託事業) 「平成25年度 新エネルギー等共通基盤整備促進事業 

風力発電システムに関するサイト適合性評価手法の開発」に係る風車音計測法分科会 

119) 日本石灰協会 事例編集委員会 

120) 日本工業標準調査会 物流技術専門委員会 

121) 日本工業標準調査会 臨時委員 

122) 独立行政法人日本学術振興会 プロセスシステム工学第143委員会 

123) 日本学術会議 安全目標小委員会  

124) 日本溶接会議 第八委員会 

125) 日本水処理工業株式会社，厚生労働省委託事業 適切な石綿含有建材の分析の実施支援事業検討会 

126) テクノヒル株式会社 (厚生労働省委託事業) リスク評価のための有害性評価委員会 

127) 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社(厚生労働省委託事業) キャリア形成促進助成金の助成対象指定に係

る専門調査委員会  

128) 日本エヌユーエス株式会社(環境省委託事業) 「ナノ材料の環境影響評価に関する検討委員会」 

129) 日本エヌユーエス株式会社(環境省委託事業) 「ナノ材料の環境影響評価に関する検討委員会」 ナノ材料に関する

実証的調査方法の検討ワーキングループ 
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表 2-2 国際機関に設置された委員会等への出席 

 委員会等の名称 担当研究員

1) IEC/TC31/TC101 JWG 29 大澤  敦

2) ISO/TC39/SC10/WG1(工作機械の安全/プレス) 齋藤  剛

3) ISO/TC39/SC10/WG5(工作機械の安全/EDM) 齋藤  剛

4) OECD工業ナノ材料遺伝毒性ワークショップと専門家会議 王  瑞生

5) 第12回OECD工業ナノ材料作業部会(WPMN12)会合 王  瑞生

6) OECD工業ナノ材料体内動態専門家会議 王  瑞生

7) 国際照明委員会 TC6-49「赤外白内障」会議 奥野  勉

8) ISO/TC94/SC6(目及び顔の保護具)国際会議 奥野  勉

9) ISO/TC159/SC5/WG1(物理環境の人間工学、温熱環境の人間工学) 澤田 晋一

上野  哲

 

表 2-3 労働安全衛生の国内外基準の制定にかかわる委員会等への委員としての参画 

 委員会等の名称 担当研究員

1) ICNIRP Standing Committee IV, Scientific Expert Group, Member 奥野  勉

2) IEC/TC101(静電気)国内委員会 大澤  敦

山隈 瑞樹

3) IEC/TC101/WG7(静電気)委員＆エキスパート 山隈 瑞樹

4) IEC/TC31/TC101/JWG29 (爆発：静電気)(Expert member & Writing team) 大澤  敦

5) IEC/TC31/TC101/JWG29 (爆発：静電気)国内委員会主査 大澤  敦

6) IEC61496WG(機械安全 電気的検知保護設備) 濱島 京子

7) International Commission on Illumination TC6-49 Infrared Cataract 委員長 奥野  勉

8) ISO TC159/SC5/WG1 (温熱環境) 澤田 晋一

上野  哲

9) ISO/TC146/SC/2WG2(作業環境中の無機有害物分析) 鷹屋 光俊

10) ISO/TC146委員(作業環境測定) 菅野誠一郎

11) ISO/TC184/SC2国内対策委員会 一般社団法人日本ロボット工業会  池田 博康

12) ISO/TC199(機械類の安全性) 国内対策委員会 副主査 一般社団法人日本機械工業連合会 齋藤  剛

13) ISO/TC39/SC10(工作機械の安全)国内対策委員会 エキスパート 一般社団法人日本工作機械工業会 齋藤  剛

14) ISO/TC39/SC10/WG1(工作機械の安全/プレス)国内対策委員会 主査 一般社団法人日本鍛圧機械工

業会 齋藤  剛

15) ISO/TC94/SC13/PG20471(防護服)国内対策委員会 澤田 晋一

16) ISO/TC94/SC13/WG1(防護服)国内対策委員会 澤田 晋一

17) ISO/TC94/SC13/WG2(防護服)国内対策委員会 澤田 晋一

18) ISO/TC94/SC13/WG3(防護服)国内対策委員会 澤田 晋一

19) ISO/TC94/SC13/WG5(防護服)国内対策委員会 澤田 晋一

20) ISO/TC94/SC13/WG6(防護服)国内対策委員会 澤田 晋一

21) ISO/TC94/SC6(目及び顔の保護) 日本代表 奥野  勉

22) ISO/TC94/SC6/WG1(定義) 奥野  勉

23) ISO/TC94/SC6/WG2(試験方法) 奥野  勉

24) ISO/TC94/SC6/WG3(サングラス) 奥野  勉

25) ISO/TC94/SC6/WG4(職業における目及び顔の保護) 奥野  勉

26) ISO/TC94/SC6/WG5(スポーツにおける目及び顔の保護) 奥野  勉

27) ISO/TC96(クレーン)国内委員会 本田  尚

28) ISO/TC96/SC10(クレーン:設計原則，要件) 本田  尚

29) ISO/TC96/SC2(クレーン:用語) 本田  尚
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 委員会等の名称 担当研究員

30) ISO/TC96/SC3(クレーン:ワイヤーロープの選定) 本田  尚

31) ISO/TC96/SC4(クレーン:試験方法) 本田  尚

32) ISO/TC96/SC5(クレーン：使用，操作，保守) 本田  尚

33) ISO/TC96/SC6(クレーン:移動式クレーン) 本田  尚

34) ISO国内対策委員会/TC159/SC5/ (物理環境)委員長 澤田 晋一

35) ISO国内対策委員会/TC159/SC5/WG1分科会 (温熱環境)委員長 澤田 晋一

36) ISO国内対策委員会/TC159/SC5/WG1分科会和訳委員会 (温熱環境)委員長 澤田 晋一

37) JIS B0116(パッキン及びガスケット用語)改正委員会 一般社団法人日本規格協会 山口 篤志

38) JIS B9658(精麦米機械)改正ワーキンググループ 梅崎 重夫

39) JIS B9704-1(機械類の安全性−電気的検知保護設備)改正WG 濱島 京子

40) JIS原案作成委員会 一般社団法人日本クレーン協会 本田  尚

41) JIS原案作成分科会 一般社団法人日本クレーン協会 本田  尚

42) 静電気対策JIS原案作成 E1分科会 大澤  敦

山隈 瑞樹

43) 静電気対策JIS原案作成 E2分科会 山隈 瑞樹

44) 静電気対策JIS原案作成 本委員会 山隈 瑞樹

45) 産業用ロボット安全性ＪＩＳ原案作成専門委員会 一般社団法人ロボット工業会  岡部 康平
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3． 学会活動等 

表 2-16 国際学会の活動への協力 

 
役 職 名 氏 名 

(1) Institute of Physics, Electrostatics 2015 
 International advisory group 委員 大澤  敦

(2) ISSMGE（国際地盤工学会）/TC302（Forensic Geotechnical Engineering） 
 国内委員会委員 伊藤 和也

(3) 国際労働衛生会議(ICOH) 
 職場組織と心理社会的要因科学委員会 委員（Active member of the ICOH Scientific Comittee on 

Work Organization and Psychosocial Factors） 
原谷 隆史

 温熱科学委員会 事務局長 
 

澤田 晋一

(4) Working Time Society 
 役員 

 
高橋 正也

 

表 2-17 国内学会の活動への協力 

役 職 名  氏 名 

(1) 特定非営利活動法人安全工学会 

 理事 山隈 瑞樹

 学術委員会委員 山隈 瑞樹, 板垣 晴彦

 普及委員会委員 木村 新太

 次世代安全研究会委員 水谷 高彰

 企画委員会委員 大塚 輝人

 廃棄物安全研究会委員 

 

板垣 晴彦

(2) 公益社団法人化学工学会 

 関東支部幹事 藤本 康弘

 安全部会運営委員会委員 島田 行恭

 安全推進委員会防災小委員会委員 

 

藤本 康弘

(3) 一般社団法人火薬学会 

 企画委員会委員 板垣 晴彦

 The 5th International Symposium on Energetic Materials and their Applications (ISEM 2014)  

実行委員会委員 

 

板垣 晴彦

(4) 公益社団法人計測自動制御学会 

 ヒューマンマシンシステム部会運営委員 

 

岡部 康平

(5) 公益社団法人地盤工学会 

 代議員 伊藤 和也

 関東支部研究委員会グループリーダー幹事 伊藤 和也

 関東支部会員サービスグループ幹事 堀  智仁

 関東支部支部発表会グループ幹事（総務部会長） 伊藤 和也

 関東支部地盤リスクと法訴訟等の社会システムに関する研究委員会副委員長 伊藤 和也

 公益出版部「地盤工学会誌」編集委員主査委員 吉川 直孝

 公益出版部「地盤工学ジャーナル」編集委員会委員 

 

伊藤 和也

146 147



148 

(6) 国際地盤工学会 

 「Geo-Mechanics (Geo-Mechanics from Micro to Macro) 国内委員会」(TC105国内委員会）委員会 

 

吉川 直孝

(7) 公益社団法人自動車技術会 

 インパクトバイオメカニクス委員会専門委員 

 

日野 泰道

(8) 静電気学会 

 運営理事 大澤  敦

 評議員 崔  光石

 静電気リスクアセスメント研究委員会委員長 大澤  敦

 静電気放電基礎研究委員会幹事 崔  光石

 静電気放電基礎研究委員会委員 大澤  敦

 編集委員 崔  光石

 全国大会実行委員会委員 

 

大澤  敦

(9) 多文化間精神医学会 

 理事 倉林るみい

 学会・ワークショップ委員会委員 倉林るみい

 研究倫理委員会委員 倉林るみい

 災害支援委員会委員 倉林るみい

 在外邦人支援委員会委員 倉林るみい

 外国人支援委員会委員 倉林るみい

 学会リフォーム委員会委員 倉林るみい

 国際委員会委員 

 

倉林るみい

(10) 炭素材料学会 

 エコカーボン研究会幹事 

 

安彦 泰進

(11) 地質リスク学会 

 運営委員会 

 

伊藤 和也

(12) 一般社団法人電気学会 

 安全制御・故障診断系設計調査専門委員会委員 島田 行恭

 電磁界の人体防護に関わる評価技術動向調査専門委員会委員 山口さち子

 電磁界の健康リスク分析調査専門委員会委員 山口さち子

 

(13) 公益社団法人土木学会 

 安全問題研究委員会BCP研究小委員会幹事長 大幢 勝利

 安全問題研究委員会労働災害小委員会幹事長 大幢 勝利

 安全問題研究委員会幹事長 大幢 勝利

 社会コミュニケーション委員会幹事 大幢 勝利

 安全問題研究委員会安全工学小委員会委員長 大幢 勝利

 安全問題研究委員会土木工事の技術的安全性確保・向上検討小委員会幹事長 大幢 勝利

 安全問題研究委員会土木工事の技術的安全性確保・向上検討小委員会委員 豊澤 康男

 社会コミュニケーション委員会企画部会部会長 大幢 勝利

 土木構造物共通示方書改訂小委員会第2分科会 大幢 勝利

 論文集編集委員会編集調整会議F6分冊代表 大幢 勝利

 地盤工学委員会斜面工学小委員会委員 伊藤 和也
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 トンネル工学委員会委員 豊澤 康男

 調査研究部門/トンネル工学委員/示方書改訂小委員会/山岳工法小委員会/第4(施工・補助工法・

TBM工法・矢板・立坑・斜坑)分科会委員会 

吉川 直孝

(14) 日本衛生学会 

 評議員 甲田 茂樹

 ストレス研究会世話人 原谷 隆史

 脳・神経学研究会世話人 

 

原谷 隆史

(15) 公益社団法人日本火災学会 

 理事 板垣 晴彦, 八島 正明

 刊行委員会委員長 板垣 晴彦

 刊行委員会委員 八島 正明

 化学火災専門委員会委員 板垣 晴彦

 内田博奨励賞選考委員会委員 板垣 晴彦

 学会賞選考委員会委員 板垣 晴彦

 学生奨励賞選考委員会委員 板垣 晴彦

 刊行委員会ホームページ小委員会委員 板垣 晴彦

 火災誌編集小委員会委員 

 

八島 正明

(16) 社団法人日本風工学会 

 風災害研究会委員 

 

大幢 勝利, 高橋 弘樹

(17) 一般社団法人日本機械学会 

 産業・化学機械と安全部門ロードマップ検討委員 芳司 俊郎

 産業・化学機械と安全部門運営委員 芳司 俊郎

 機械構造物の設計・維持への荷重・耐力係数法の適用に関する研究分科会委員 

 
佐々木哲也

(18) 一般社団法人日本建築学会 

 仮設構造運営委員会委員 大幢 勝利

 仮設構造運営委員会仮設構造小委員会委員 

 

大幢 勝利

(19) 日本行動医学会 

 評議員 原谷 隆史, 高橋 正也, 井澤 修平, 佐々木 毅

(20) 公益社団法人日本産業衛生学会 

 代議員 原谷 隆史,甲田 茂樹, 宮川 宗之, 

王 瑞生, 中村 憲司,奥野 勉, 澤田 晋一 

 許容濃度等に関する委員会委員 宮川 宗之

 許容濃度等に関する委員会専門委員 奥野  勉

 許容濃度等に関する委員会生殖毒性小委員会委員長 宮川 宗之

 許容濃度等に関する委員会生殖毒性小委員会委員 小林 健一, 長谷川也須子

 許容濃度等に関する委員会感作性物質分類小委員会委員 宮川 宗之

 専門医制度委員会専攻医試験委員 甲田 茂樹

 産業衛生技術部会幹事 中村 憲司

 産業衛生技術部会企画運営委員(会計担当) 中村 憲司

 産業衛生技術部会広報委員会委員長 大西 明宏

 関東地方会幹事 原谷 隆史

 関東地方会選挙管理委員会委員長 原谷 隆史
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 関東地方会選挙管理委員 中村 憲司

 関東地方会選挙制度検討小委員会委員 原谷 隆史

 産業精神衛生研究会 世話人 原谷 隆史

 大学・研究機関における安全衛生管理研究会委員 倉林るみい

 生涯教育委員会若手研究者の会世話人 井澤 修平

 作業関連性運動器障害研究会世話人 大西 明宏, 岩切 一幸

 産業疲労研究会世話人（ホームページ運営管理） 久保 智英

 職業性ストレス調査票ユーザーズクラブ世話人 原谷 隆史

 温熱環境研究会世話人 

 

澤田 晋一

(21) 日本産業精神保健学会 

 常任理事 原谷 隆史, 倉林るみい

 研究推進委員会委員長 原谷 隆史

 精神疾患の業務関連性に関する検討委員会委員 原谷 隆史

 事務局会議委員 

 

倉林るみい

(22) 日本産業ストレス学会 

 
理事 

 
原谷 隆史

(23) 一般社団法人日本磁気共鳴医学会 

 安全性評価委員 山口さち子

(24) 日本品質管理学会 

 信頼性・安全性計画研究会委員 

 

岡部 康平

(25) 公益社団法人日本心理学会 

 産業保健心理学研究会世話人 

 

原谷 隆史

(26) 一般社団法人日本健康心理学会 

 研究推進委員 

 

井澤 修平

(27) 日本時間生物学会 

 評議員 

 

三浦 伸彦

(28) 一般社団法人日本睡眠学会 

 評議員 高橋 正也

 道路交通法特別委員会委員 高橋 正也

 用語委員会委員 高橋 正也

 

(29) 日本ストレス学会 

 監事 原谷 隆史

 評議員 原谷 隆史

 

(30) 日本生理人類学会 

 幹事 劉  欣欣

 評議員 岩切 一幸, 劉  欣欣
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(31) 日本先天異常学会 

 評議員 小林 健一

 神経発生毒性学委員会(DNT委員会)委員 小林 健一

 

(32) 公益社団法人日本騒音制御工学会 

 低周波音分科会幹事 高橋 幸雄

 規則改正部会委員 高橋 幸雄

 道路振動予測式分科会委員 伊藤 和也

 

(33)日本毒性学会 

 技術賞選考小委員会準備委員 小林 健一

 

(34) 日本内分泌攪乱物質学会(通称：環境ホルモン学会) 

 評議員 宮川 宗之

 

(35) 一般社団法人日本人間工学会 

 学会組織検討委員会副委員長 外山みどり

 選挙管理委員会幹事 岩切 一幸

 選挙管理委員会委員 外山みどり

 代議員 外山みどり

 関東支部委員 岩切 一幸

 

(36) 日本粘土学会 

 常務委員 篠原也寸志

 評議員 篠原也寸志

 

(37) 日本労働衛生工学会 

 理事 菅野誠一郎, 小野真理子, 奥野 勉

 

(38) 日本民族衛生学会 

 評議員 原谷 隆史

 

(39) 日本予防医学リスクマネージメント学会 

 幹事 原谷 隆史

 

(40) 一般社団法人日本肥満学会 

 評議員 松尾 知明

 

(41) 局所排気装置等労働衛生工学研究会 

 運営委員 小嶋  純

 

(42) 一般社団法人日本真空学会 

 真空展ワーキング委員参与 三浦  崇

 第５４回真空に関する連合講演会実行委員会 三浦  崇

 

(43) 一般社団法人日本体力医学会 

 評議員 松尾 知明
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(44) 公益社団法人電気化学会 

 安全工学シンポジウム実行委員会委員（静電気学会代表） 大澤  敦

 

(47) その他 

 職業性ストレス研究会会長  原谷 隆史

 神経行動毒性研究会世話人 宮川 宗之

 Testis Workshop 精子形成・精巣毒性研究会評議員 大谷 勝己

 生殖発生毒性学東京セミナー実行委員 小林 健一

 精神神経内分泌免疫学研究会幹事 井澤 修平

 メタルバイオサイエンス研究会幹事 三浦 伸彦

 Integrated Sleep Medicine Society Japan書記 高橋 正也

 特定非営利活動法人臨床トンネル工学研究所肌落ち防止委員会委員 吉川 直孝

 

表 2-18 国際誌編集委員・査読者等(INDUSTRIAL HEALTH 誌を除く) 

 雑誌名(学会・発行機関) 氏 名 

(1) International Journal of Occupational Medicine and Environmental Health (Springer),
Editorial Board member & Reviewer 

澤田 晋一

(2) International Journal of Workplace Health Management, Editorial Advisary Board (Emerald 
Group Publishing Limited) 

澤田 晋一

(3) Journal of Electrostatics, Editorial Board (Elsevier) 大澤  敦

(4) Journal of Low Frequency Noise, Vibration and Active Control, Member of Editorial Board
（Multi-Science Publishing） 

高橋 幸雄

(5) Journal of PHYSIOLOGICAL ANTHROPOLOGY and Applied Human Science, Editorial
Board (International Academic Printing) & Reviewer 

澤田 晋一

(6) Neurotoxicology and Teratology (Elsevier)，Editorial Advisory Board Member  宮川 宗之

(7) Safety Science, Editorial Board (Elsevier) 大澤  敦

(8) Scandinavian Journal of Work, Environment and Health ， 編集委員・ 査読者（ Nordic 
Association of Occupational Safety and Health） 

高橋 正也

(9) Science Journal of Clinical Medicine, 編集委員  ヴィージェ・

モーセン

(10) The Journal of Toxicological Sciences, Editorial board (The Japanese Society of Toxicology) 小林 健一

  長谷川也須子

(11) 土木学会英文論文集F6(安全問題)， 幹事長 大幢 勝利

 

表 2-19 国内誌編集委員等(労働安全衛生研究誌を除く) 

 雑誌名, (学会・発行機関) 氏 名 

(1) 安全衛生コンサルタント, 広報委員(一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会) 菅野誠一郎

(2) 安全工学, 査読・編集確認(特定非営利活動法人安全工学会) 板垣 晴彦

(3) 安全工学, 編集委員会委員(特定非営利活動法人安全工学会) 板垣 晴彦

(4) 火災学会論文集, 編集委員(公益社団法人日本火災学会) 八島 正明

(5) 行動医学研究, 編集委員(日本行動医学会) 井澤 修平

(6) 行動科学, 編集委員(日本行動科学学会) 井澤 修平

(7) 行動療法研究, 編集委員(日本行動療法学会) 土屋 政雄

(8) こころと文化, 編集委員(多文化間精神医学会) 倉林るみい

(9) 作業環境, 編集委員(日本作業環境測定協会) 菅野誠一郎

(10) 産業ストレス研究, 編集幹事(編集委員) (日本産業ストレス学会) 原谷 隆史

(11) 産業精神保健, 編集同人(日本産業精神保健学会) 倉林るみい
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(12) 静電気学会誌, 編集委員(静電気学会) 崔  光石

(13) 産業精神保健, 編集委員(日本産業精神保健学会) 原谷 隆史

(14) 地盤工学ジャーナル, 編集委員(公益社団法人地盤工学会) 伊藤 和也

(15) 石灰による地盤改良事例集, 編集員会(日本石灰協会) 玉手  聡

(16) 日本建築学会構造系論文集, 査読委員(一般社団法人日本建築学会) 日野 泰道

(17) 日本人間工学会誌, 編集委員(日本人間工学会) 岩切 一幸

(18) 粘土科学, 編集委員(日本粘土学会) 篠原也寸志

(19) バイオメカニズム学会誌, 編集委員(バイオメカニズム学会) 大西 明宏

(20) 労働衛生工学, 編集委員(日本労働衛生工学会) 菅野誠一郎

  小野真理子

(21) 地盤工学会誌, 編集委員会(公益社団法人地盤工学会) 吉川 直孝

(22) 土木学会論文集F6(安全問題), 幹事長(公益社団法人土木学会) 大幢 勝利

 
表 2-20 職員が授与された表彰および学位等（平成25 年度） 

内  容 氏  名 

(1) 平成24年度一般社団法人火薬学会学会賞技術賞, 反応性物質の潜在エネルギー危険性評価法

の高度化に関する研究 

佐藤 嘉彦

(2) 第48回地盤工学研究発表会優秀論文発表者賞 堀  智仁

(3) 第86回日本産業衛生学会・優秀ポスター賞, 職場へのOSHMS導入がもたらす安全衛生面での効

果に関する研究～第14報 リスク評価に基づくメンタルヘルス対策のグッドプラクティスと影響評価

～, 2013年5月 

甲田 茂樹

佐々木 毅

(4) 第86回日本産業衛生学会優秀ポスター賞, マウスにおける1,2-ジクロロプロパン及びジクロロメタ

ンの吸入暴露による肝障害, 2013年5月 

王  瑞生

須田  恵

柳場 由絵

鈴木 哲矢

(5) 日本体育学会第64回大会学会奨励賞, 身体的虚弱が疑われる低体力と運動量の関係: 地域在

住高齢女性を対象とした横断研究(2013年8月28日) 

松尾 知明

(6) 日本人間工学会研究奨励賞,作業条件がコミュニケーションエラーの発生に及ぼす影響， 2013年

6月 

高橋 明子
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4． インターネット等による調査・研究成果情報の発信 

表 2-21 研究所刊行物の発行状況 

刊行物名称 規格 発行部数

(1) INDUSTRIAL HEALTH Vol.51 No.3 A4,138頁 1,100

 Vol.51 No.4 A4, 88頁 1,100

 Vol.51 No.5 A4,100頁 1,100

 Vol.51 No.6 A4, 84頁 1,100

 Vol.52 No.1 A4, 85頁 1,100

 Vol.52 No.2 A4, 84頁 1,100

(2) 労働安全衛生研究 Vol. 6 No.2 A4, 55頁 1,350

 Vol. 7 No.1 A4, 55頁 1,350

(3) 特別研究報告 JNIOSH-SRR-No.43(2013) A4,172頁 600

(4) 安衛研ニュース No.45～No.55 メール形式 18,978

(5) 技術指針 JNIOSH-TR-No.45(2013) A4, 19頁 120

(6) 平成24年度外部研究評価報告書 A4,111頁 300

(7) 平成24年度年報  A4,184頁 1,150

 
表 2-22 テレビ・ラジオ放送による報道 

発表先 氏 名 

(1) 韓国KBS「生老病死の秘密」, 平成25年5月15日 高橋 正也 
(2) フジテレビ「FNNスーパーニュース」, 静電気, 平成25年11月22日 山隈 瑞樹 
(3) よみうりテレビ 「朝生ワイド す・またん！」, 静電気, 平成25年12月4日 山隈 瑞樹 
(4) 札幌テレビ「どさんこワイド179, 全道ニュース」に映像協力, 平成25年12月18日 八島 正明 
(5) NHK青森放送局「あっぷるワイド」, 平成26年1月31日 小嶋  純 

 
表 2-23 新聞・雑誌等による報道 

発表先 氏 名 

(1) 山梨日日新聞「介護職員の腰痛予防を」, 平成25年４月16日 甲田 茂樹 

(2) 河北新報「介護職員の腰痛予防」, 平成25年4月21日 甲田 茂樹 

(3) 徳島新聞「高齢者移動用具活用を」, 平成25年4月24日 甲田 茂樹 

(4) 室蘭民報「介護職の腰痛対策」, 平成25年4月25日 甲田 茂樹 

(5) 宮崎日日新聞「抱えずに用具活用を」, 平成25年4月26日 甲田 茂樹 

(6) 高知新聞「介護職員の腰痛対策強化」, 平成25年5月1日 甲田 茂樹 

(7) 四国新聞「介護職の腰痛対策見直し」, 平成25年5月8日 甲田 茂樹 

(8) 安全スタッフ（労働新聞社）東日本大震災の復旧・復興作業における労働災害分析結果（第３報）に

関する取材, 平成25年5月29日 

堀  智仁 

(9) 月刊「事業構想」「寝る会社」は育つ－週末の「寝だめ」は睡眠不足解消にならず, 平成25年6月1

日 

久保 智英 

(10) へるすあっぷ21（株式会社 法研）「職場における腰痛予防対策指針改訂」, 平成25年6月1日 岩切 一幸 

(11) 安全スタッフ, ズームアップ 危ない作業はどれ？タブレットに危険行動表示 安衛研 木建向け教

育ツールの開発へ, 労働新聞社, Vol.2189, pp.20-21, 平成25年7月1日 

高橋 明子 

(12) シルバー産業新聞「腰痛予防は労働安全衛生の第一歩」（「職場における腰痛予防対策指針の改

訂およびその普及に関する検討会」座長・甲田茂樹氏インタビュー, 平成25年7月10日 

甲田 茂樹 

(13) 医療・介護CBニュース（Webニュース）「介護現場、予防したい4つの労災－腰痛・感染症・ストレス・

交通事故」, 平成25年7月31日 

岩切 一幸 

(14) 読売新聞「介護の腰痛 リフトで防ぐ」, 平成25年8月20日 岩切 一幸 
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(15) Tarzan「マジで危ないリバウンドの話」株式会社マガジンハウス,No.637,p14-25, 平成25年10月24

日 

松尾 知明 

(16) 危険な作業にタッチ！iPadで安全を学ぶ,日本工業経済新聞, 平成25年10月25日 高橋 明子 

(17) 毎日新聞“実はこわい静電気” , 平成25年11月14日 山隈 瑞樹 

(18) 読売新聞横浜支局より,横浜市内のサイロの爆発に関する問い合わせに対応, 平成25年12月3日 八島 正明 

(19) 建通新聞「都水道局事故防止へDVD制作 受注者に貸し出し注意喚起」, 平成26年1月9日 高木 元也 

(20) 安全スタッフ（労働新聞社）「手づくりの体感教育が好評 大東建託株式会社 三大災害防止をテー

マに 社員、協力会員約1500人参加」, 平成26年1月15日 

高木 元也 

(21) Men's Fitness（米国）「Fitness Breakthroughs」, 平成26年1月22日 松尾 知明 

(22) 日経コンストラクション（日経BP社）東日本大震災の復旧・復興作業時の労働災害の傾向に関する

取材, 平成26年1月23日 

堀  智仁 
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5． 講演会・一般公開等 

1) 安全衛生技術講演会 
「第12次労働災害防止計画を踏まえた安全衛生対策の進め方」をテーマとし、6名の研究員及び1名の外部講

師による講演を行った。参加者は、企業の管理者・安全衛生担当者を中心に全体で447名であった。参加者への

アンケート調査によれば、「良かった」又は「とても良かった」とする割合が76％であった。 

 

表 2-24 安全衛生技術講演会の概要 

 演  題 所  属 講演者 
(1) 「労働者の心と体の健康に睡眠はどのくらい大切か」 

(2) 「一向に減らない職業性腰痛への対応」 

(3) 「第三次産業に対する安全対策」 

 ① 小売業で繰り返し発生する労働災害の動向と再発防止策について 

 ② 第三次産業で頻発する機械災害の設備対策について 

(4) 「第12次労働災害防止計画を踏まえた機械災害防止対策 

 ～メーカーとユーザーの役割～」 

(5) 「災害復旧工事における労働災害の傾向とその防止対策について 

 ～主に土砂崩壊と建設機械災害を対象として～」 

(6) 「間違っていませんか？リスクコミュニケーション」 

作業条件適応研究G 

有害性評価研究G 

化学安全研究G 

人間工学・リスク管理研究G 

機械システム安全研究G 

機械システム安全研究G 

 

建設システム安全研究G 

 

（一社）品質と安全フォーラム 

高橋 正也

岩切 一幸

 

高橋 明子

梅崎 重夫

芳司 俊郎

 

玉手  聡

 

中嶋 洋介

 

開催日 開催地区・会場 

平成25年11月18日 

平成25年11月27日 

平成25年12月 4日 

仙台国際センター(仙台市青葉区) 

きゅりあん(東京都品川区) 

エル・おおさか(大阪府大阪市) 

 
2) 研究所の一般公開 
（1) 清瀬施設 

平成25年度の清瀬地区の研究所一般公開は、4月17日(水)の12:30～17:00に行われた。開催当日は強風のた

め交通機関に遅れが生じていたにもかかわらず、正午前から続々と来場者があり、予定よりも早く受付を開始し

たが、午後４時の受付終了間際まで客足は途絶えることが無かった。 

近隣住民の方から遠くは岡山県の方まで、最終的に来場者400名とこれまでにない盛況であった。 

来場者アンケートの結果，４段階による満足度評価は、「４（満足）」が40.7%、「３」が41.3%、「２」が3.8%であり、「１

（不満足）」が0.6%、「無回答」が13.5%であった。したがって、ほとんどの来場者には満足いただけたものと考えら

れる。 

公開内容は、講演、施設公開（実験を含む）、展示等計13件であった。 

 

表 2-25 研究所一般公開の概要（清瀬地区） 

a 講演・展示 

講演・展示 内容 

(1) 安全講演 「エレベーター等の危険性」 

(2) 健康講演 「職場における熱中症予防対策」 

御存知ですか？意外と身近な機械災害 

その５つのポイントとは 

(1) 労働安全ポスターの展示 昔の労働安全ポスターの展示 

 

b 実験室等公開 

公開内容 実験棟等 実験室等 

(1) ロールボックスパレット起因災害防止に求められる対策 環境安全実験棟 研究討議室 

(2) 地盤に関係する建設事故を実験的に再現する 
建設安全実験棟 

遠心模型実験室 

(3) 高所からの墜落事故を減少させる 多目的大型実験室

(4) 土砂崩れや建設機械の転倒を実物大実験で再現する 施工シミュレーション施設 大実験室 

(5) ワイヤロープの劣化を再現する実験 材料・新技術実験棟 高速回転等実験室

(6) 機械設備の安全対策 機械安全システム実験棟 大実験室 
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(7) 爆発放散ベントに関する実験 配管等爆発実験施設 中規模爆発実験室

(8) 粉体貯蔵槽で発生する静電気放電とその防止対策 電気安全実験棟 粉体帯電実験室 

(9) タブレット端末を用いた建設作業者向け安全教育ツールの開発
本部棟 第2会議室 

(10) 爆発火災データベースによる事例の検索 

 

ｃ 一般公開の様子 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

安全講演「エレベーター等の危険性」 健康講演「職場における熱中症予防対策」 

ロールボックスパレット起因災害防止に

求められる対策 
高所からの墜落事故を減少させる 

ワイヤロープの劣化を再現する実験 爆発放散ベントに関する実験 
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（2) 登戸施設 
平成25年4月21日(日)に登戸地区における一般公開(働く人の健康に関する研究施設公開)を実施し、108名の

来場があった。下記のように、講演、所内施設公開と研究体験、研究成果のパネル展示等を実施した。 

 

表 2-26 研究所一般公開の概要（登戸地区） 

公開内容（時間13：30～17：00） 

1．講演 

① 職場における熱中症予防対策 

② エレベーター等の危険性 

2．施設公開・研究体験 

① ホコリから健康を守るために（粉じん実験室） 

② TEM と SEM による粉じん物質の計測（電子顕微鏡室） 

③ 顕微鏡標本の作製から観察までを体験してみよう（病理実験室） 

④ 周波数って何？（振動実験室） 

⑤ 顕微鏡で見る身近な金属の構造と経年劣化 

⑥ カビを顕微鏡で見てみよう 

⑦ DNA の調べ方 

3．研究成果のパネル展示 

 

アンケート調査の結果、初めての来場者が80%近くを占め、家族連れが多く年齢層が幅広かった。公開内容に

ついては「よかった」という意見を多くいただいた。特に顕微鏡や測定装置を使用して、「見えないものを可視化

する」コーナーが好評であった。また、パネル展示では、実際の労働現場で要求が高いものや、ニュースでも取

り扱われて関心が高いテーマに繋がるものが注目された。その反面、場所がわかりにくい、混雑していて体験で

きない場所があったなど、御指摘いただいた点を踏まえ、次年度は改善をしていきたい。 

一般公開の様子を以下に示す。 

講演会場風景 透過型電子顕微鏡での試料観察 

チャンバーにおける粉じんの発生と粉じん量の測定病理観察用試料の作成 
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3) 墜落災害の防止と防護に関する国際会議 

平成25年10月23日(水)～平成25年10月25日(金)に、当研究所の清瀬地区において「墜落災害の防止と防護

に関する国際会議（2013年）」が開催された。 

本国際会議には、墜落災害の防止（墜落のほか、転倒、つまずき、スリップなども対象）に係わる世界の著名な

研究者、実務担当者らが一同に集まり、米国、ヨーロッパ、アジア等の10か国よりおよそ70名の参加者があった。

研究成果、ケーススタディ、技術開発等に関し32件の発表があり、活発な討論や意見交換等が行われた。 

また、会議2日目の午後からは「墜落災害の防止と防護に関するワークショップ」を開催した。このワークショッ

プは英日同時通訳の下で行われ、一般の方も聴講自由とし、およそ100名の参加者があった。  

ワークショップでは、米国、韓国、香港、シンガポール、フランス、日本の8名の著名な研究者、行政担当者か

ら、各国の墜落災害に関する現状とその対策などについての講演があり、その後、講演者らによるパネルディス

カッションを行い、今後の墜落災害の防止と防護に関しその方向性を示すとともに、各国の協力の必要性が提言

された。 

 

表 2-27 墜落災害の防止と防護に関する国際会議の概要 

議 題 議 長 
10月23日 

(1) Accident Analysis 

(2) Slip, Trip, and Fall 1 

 

10月24日 

(1) Education and Mobile Device 

(2) Fall from Stair 

(3) Workshop 

   ① Keynote Addresses 1 

   ② Keynote Addresses 2 

   ③ Panel Discussion 

 

10月25日 

(1) Slip, Trip, and Fall 2 

(2) Slip, Trip, and Fall 3 

 

永田 久雄 

Sylvie Leclercq 

 

 

日野 泰道 

Wen-Ruey Chang 

 

豊澤 康男 

大幢 勝利 

豊澤 康男 

 

 

高橋 弘樹 

Hongwei Hsiao 

 

 
4) 米国労働安全衛生研究所講演会 カーボンナノチューブのリスクアセスメント－その現在と未来－ 

平成25年11月1日（金）に米国労働安全衛生研究所（以下、NIOSHとする）より2名の研究者を当研究所登戸地

区に招いて標記の講演会を開催した。 

カーボンナノチューブ（CNT）は代表的な日本発のナノテクノロジーにおける新規材料であり、広範囲の分野

での活用が期待されている半面、その繊維状の形状から健康影響が懸念され、CNTのリスクアセスメント研究が

広く世界的に行われている。NIOSHにおいても、ナノテクノロジー研究センター（NTRC）において精力的に研究

が進められている。今回、招聘したDr. Castranovaは健康影響研究部門の病理学・生理学研究部の部長であり、

振動が防振手袋で減ることを体験 カビの観察
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ナノ毒性プログラムの責任者も兼任している。Dr. Geraciは上級研究員であり、NTRCのコーディネーター、報告

書作成部門の部長も務める。この2名は、ナノ粒子のリスクアセスメントに関してはNIOSHを代表するトキシコロジ

ストとインダストリアル・ハイジニストとして著名な研究者である。 

講演会には、当研究所の研究員やフェロー研究員だけでなく、ナノテクノロジービジネス推進協議会参加企

業を始めとして、製造や加工メーカーなどの企業関係者、CNTのリスクアセスメントに高い関心を示す労働安全

衛生団体や呼吸保護具企業の関係者など、おおよそ40名が参加した。Dr. Castranovaはマウスを用いた多層

CNTの経気道ばく露実験の結果をもとに、肺がん発生に係わる強いプロモーターとしての可能性を示唆し、労

働現場におけるCNTばく露に留意すべきであると強調した。Dr. GeraciはCNTを製造あるいは加工する数多くの

労働現場における計測の経験を踏まえて、現時点でNIOSHが推奨できる、CNTのばく露や作業環境管理を評価

することのできる計測手法を紹介した。 

なお、2名の講演者は、名古屋市で開催された「第6回国際ナノテクノロジー・労働環境衛生シンポジウム」（平

成25年10月28日～30日）において、当研究所が企画・併催した「CNT/CNFのリスクアセスメントを巡る労働衛生

の現状と課題」（日米NIOSH共同シンポジウム）の演者として、当研究所が招待した。 

本講演会および名古屋における共同シンポジウムは、当研究所ばかりでなく、日本のCNTの労働衛生研究に

大いなる刺激となった。 

 
5) 厚生労働省子ども見学デー 

厚生労働省では、平成25年8月7日及び8日の2日間にわたって子ども見学デーが実施された。子ども見学デ

ーとは、文部科学省をはじめとした各府省庁が連携し、親子のふれあいを深め、子どもたちが夏休みに広く社会

を知る体験活動の機会とするとともに、併せて各府省庁等の施策に対する理解を深めてもらうことを目的として毎

年実施されているイベントである。研究所は、「安全にはたらくために気をつけること 学んでみよう！ 

体験しよう！」のプログラムに協力団体として参加した。 
研究所のプログラムには2日間で延べ400名を超える親子が来場し、各プログラムに参加いただくとともに、パ

ンフレットの配布、ポスターにより研究所の役割、研究内容などについてPRを行った。 

 

表 2-28 子ども見学デーのプログラム 

タイトル 内 容 
8月7日 

(1) 金属の表面を観察してみよう！ 

(2) 静電気を体験してみよう！ 

 

8月8日 

(1) 熱中症防止対策クールベストを着てみよう！

(2) 防じんマスクを体験してみよう！ 

 

身近にある金属を顕微鏡で観察 

静電気発生装置を使用し、静電気を体験 

 

 

クールベストの涼しさなどを体験 

電動ファン付きマスクなどの着用体験 

 

当日の様子 

 
身近にある金属を顕微鏡で観察 静電気発生装置を使用し、静電気を体験
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6) 研究所見学の受入状況 
表 2-29 研究所見学の受入状況 

機関等の名称 受入内容 年月日 
1) 清瀬市 施設見学・研修 H25. 4. 5 

2) 財務省・厚生労働省 施設見学・研修 H25. 4.17 

3) 厚生労働省 施設見学・研修 H25. 5.28 

4) 独立行政法人労働政策研究･研修機構労働大学校 新任労働基準監督官研修 H25. 6. 5 

5) 独立行政法人労働政策研究･研修機構労働大学校 労働衛生専門官研修 H25. 6.19 

6) 長岡技術科学大学 施設見学・研修 H25. 7. 8 

7) 厚生労働省 施設見学・研修 H25. 7.10 

8) 会計検査院 施設見学・研修 H25. 7.11 

9) 独立行政法人労働政策研究･研修機構労働大学校 産業安全専門官研修 H25. 7.18 

10) 府中市立府中第５中学校 施設見学・研修 H25. 8. 1 

11) 東京都市大学付属中学校 施設見学・研修 H25. 8. 6 

12) 一般社団法人日本振動学会 施設見学・研修 H25. 8.27 

13) 一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会 施設見学・研修 H25.10. 3 

14) 厚生労働省 施設見学・研修 H25.10.17 

15) 墜落災害の防止と防護に関する国際会議 施設見学・研修 H25.10.25 

16) ベトナム国立労働保護研究所 施設見学・研修 H25.10.21 

17) 千葉県水道局 施設見学・研修 H25.11.14 

18) タイ労働省 施設見学・研修 H25.11.14 

19) 旭化成建材株式会社 施設見学・研修 H25.12. 4 

20) 一般社団法人日本機械学会 施設見学・研修 H25.12. 9 

21) 会計検査院 施設見学・研修 H25.12.10 

22) 清瀬市 施設見学・研修 H26. 1.24 

23) 厚生労働省 施設見学・研修 H26. 3. 3 

24) 一般社団法人日本ボイラ協会 施設見学・研修 H26. 3. 5 

25) 会計検査院 施設見学・研修 H26. 3.18 

クールベストの涼しさなどを体験 電動ファン付きマスクなどの着用体験 

研究所紹介コーナー 
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6． 知的財産の活用、特許 

1) 登録特許等 
表 2-30 登録特許等（平成25 年度登録2 件を含む）  

 (*本年度分) 

発明の名称(特許番号) 発明者 実施件数

1) 丸鋸システム (特許第4552030号) 梅崎重夫, 清水尚憲, 小林茂信  

2) 送風型除電電極構造及び送風型除電電極装置 

(特許第4615029号) 

山隈瑞樹, 崔光石, 他機関３名  

3) 車いす用転倒衝撃吸収装置(特許第4769915号) 深谷潔, 他機関6名  

4) 重機用接触衝撃吸収装置(特許第4355843号) 深谷潔, 他機関1名  

5) 斜面保護擁壁の施工及び擁壁築造ユニット(特許第4385127号) 伊藤和也, 豊澤康男  

6) 斜面保護擁壁の施工方法(特許第4423390号) 豊澤康男, 伊藤和也  

7) タワークレーンの耐震支持装置(特許第3940769号) 前田豊, 高梨成次  

8) センサ装置および安全装置(特許第3972064号) 梅崎重夫, 他機関2名  

9) 電界測定装置および電界測定方法(特許第4021859) 児玉勉, 山隈瑞樹, 他機関1名  

10) 吊下げ自由移動機構(特許第2517881号) 杉本旭  

11) 姿勢安定性評価装置(特許第2716085号) 永田久雄  

12) 人体落下衝撃吸収補助具(特許3076334号) 深谷潔, 他機関5名 1(継続中) 

13) 接触検出装置 (特許第3240441号) 杉本旭, 池田博康, 他機関3名  

14) 回帰反射形の安全および正常確認装置(特許第3378886号) 梅崎重夫, 他機関1名  

15) コロナ放電装置(特許第3475244号) 山隈瑞樹, 児玉勉  

16) 粉体着火試験装置(特許第3482457号) 山隈瑞樹, 児玉勉, 張偉林  

17) ロボットの回転位置検出装置(特許第3491048号) 梅崎重夫, 小林茂信, 他機関1名  

18) 大気圧グロー放電発生器および除電器(特許第3507897号) 大澤敦  

19) 除電器 (特許第3507898号) 大澤敦  

20) 地耐力測定方法およびその装置(特許第3525185号) 玉手聡  

21) ロール機のロール面清掃装置(特許第3543118号) 齋藤剛, 梅崎重夫, 池田博康  

22) ロール機用安全装置(特許第3540294号) 梅崎重夫, 他機関5名  

23) ブランキングシステム(特許第3603084号) 梅崎重夫, 他機関1名  

24) 転倒防止手段を有する移動式クレーン(特許第3616815号) 玉手聡  

25) 微粒子分級装置およびその方法(特許第3629512号) 明星敏彦, 鷹屋光俊  

26) 広大領域用の安全確認システム(特許第3660190号) 梅崎重夫, 他機関1名  

27) ノズル型除電器 (特許第3686944号) 山隈瑞樹, 児玉勉, 他機関2名  

28) 自己診断装置(特許第3789262号) 梅崎重夫, 他機関2名  

29) 遠隔操作型粉塵除去装置(特許第3769617号) 小嶋純  

30) 赤外分光分析用試料ホルダーおよび赤外分光分析方法 

(特許第3777426号) 

小嶋純 

 

 

31) 涙液蒸発量測定(特許第3806908号) 澤田晋一, 他機関1名  

32) 移動式クレーンにおける転倒防止方法および転倒防止手段 

(特許第3840516号) 

玉手聡 

 

 

33) 横吊りクランプ(特許第3858095号) 玉手聡  

34) 補強部材を用いた斜面補強の設計支援方法およびその装置 

(特許第3899412号) 

豊澤康男, 他機関2名 

 

 

35) 異種多重シール装置(特許第3991090号) 齋藤剛, 他機関1名  

36) クレーンにおける電撃軽減方法およびその装置ならびに電撃軽

減機能を備えたクレーン(特許第3962812号) 

冨田一  
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37) 高電圧検出器(特許第5058281号) 冨田一, 崔光石, 他機関2名  

38) 足場シート用及び足場における足場用シートの取り付け構造（

特許第5376554号） 

豊澤康男, 大幢勝利, 高梨成次,

日野泰道, 高橋弘樹 

* 

39) 帯電量測定装置（特許第5474001号） 崔光石, 他機関2名 * 

 
2) 特許出願 
表 2-31 特許出願状況（平成25年度出願３件）  

                                      (*本年度分) 
発明の名称(出願番号) 発明者 備考 

1) プロセスリスクアセスメント支援装置 

(特願2010-244439) 

島田行恭, 他機関  

2) 斜面崩壊予知システム(特願2006-044369) 豊澤康男, 伊藤和也, 他機関 

5名 

 

3) 職場における安全文化評価尺度の自動構成･運用システム(特願

2006-097214) 

大塚泰正, 他機関2名  

4) 電荷量測定装置(特願2011-156588) 崔光石, 他機関1名  

5) 撹拌試験装置および撹拌試験方法(特願2012-105780) 山隈瑞樹, 他機関2名  

6) フレームアレスタ(特願2012-137845) 大塚輝人, 他機関2名  

7) 捕集バッグおよびそれを用いた安全装置 

(特願2012-286693) 

大塚輝人, 他機関1名  

8) 静電気放電検出装置とこれを用いた静電気放電検出システム

(特願2013-061601) 

崔光石, 他機関2名 * 

9) 支援的保護システム(特願2013-204042) 梅崎重夫, 清水尚憲, 他機関 

10名 

* 

10) 保護具(特願2013-269938) 日野泰道, 大瞳勝利, 高橋弘樹 * 

11) はしご支持機構(特願2013-272182) 日野泰道, 大瞳勝利, 高橋弘樹 * 

 

3) TLO（ヒューマンサイエンス技術移転センター）へ特許業務を委託した発明 
表 2-32 登録特許等（TLO 特許業務委託分） 

発明の名称(特許番号) 発明者 実施件数

1) 貫入型パイプひずみ計(米国特許US 7,762,143 B2) 玉手聡  

2) 貫入型パイプひずみ計(特許第4942348号) 玉手聡  

3) 貫入型パイプひずみ計(特許第5071786号) 玉手聡  

 
表 2-33 特許出願（TLO 特許業務委託分） 

発明の名称(出願番号) 発明者 実施件数

1) 貫入型パイプひずみ計(特願2010-173739) 玉手聡  

 

表 2-34 登録意匠（TLO 特許業務委託分） 

 

創作の名称(登録番号) 創作者 実施件数

1) パイプひずみ計(意匠登録第1272248号) 玉手聡  

2) パイプひずみ計(意匠登録第1273531号) 玉手聡  

3) パイプひずみ計(意匠登録第1414627号) 玉手聡  

4) パイプひずみ計(意匠登録第1414925号) 玉手聡  
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Ⅲ． 国内・国外の労働安全衛生関係機関等との協力の推進に関する資料 

1． 交流会の概要 

 
表 3-1 客員研究員・フェロー研究員交流会の概要 

（平成26年1月15日開催） 
演題 講演者 

研究所報告：研究所の現状等 黒谷 一郎（研究企画調整部部長） 

講演：昨今のワイヤロープの研究 本田  尚(機械システム安全研究グループ）

山際 謙太(機械システム安全研究グループ) 

講演：中堅企業における安全衛生課題と研究課題 久永 直見(ＣＫＤ株式会社) 

特別講演：労働政策の抗争史とその遺産 
－労災補償史・失業対策史の教訓を考える 

加瀬 和俊（東京大学社会科学研究所 

比較現代経済部門農業・食糧問題分野教授） 

 

表 3-2 産業医科大学産業生態科学研究所との研究交流会概要 
 

演 題 名 講演者名 

労働安全衛生総合研究所 

労働安全衛生総合研究所の概要 原谷 隆史

部署および事業場レベルの職場環境要因と抑うつの関連 土屋 政雄

職場における腰痛予防対策指針の改訂について 甲田 茂樹

二酸化チタンナノ粒子の遺伝毒性について 鈴木 哲也

Adverse pregnancy outcomes can induce by low-level of maternal blood lead Mohsen Vigeh

エアロゾル計測装置の試料吸引口の形状がナノ材料の測定結果に与える影響 山田  丸

酷暑環境下での身体冷却手技の検討：風冷手技の有用性 澤田 晋一

産業医科大学産業生態科学研究所 

研究活動について (1) 快適環境部門 河井 一明

研究活動について (2) 健康支援部門 藤木 通弘

研究活動について (3) 環境評価部門 岡崎 龍史

教育について 森  晃爾

国際交流について 高橋  謙

社会貢献について 大和  浩
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2． 研究振興のための国際学術誌の発行と配布 

1) 「INDUSTRIAL HEALTH」誌の発行・配布 

 

表 3-3  INDUSTRIAL HEALTH における論文の種類別投稿数の推移（2006 年～2013 年） 

 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 

( 1 ) Editorial 1 5 5 6 6 6 6 6

( 2 ) Review article 17 13 15 13 4 6 13 9

( 3 ) Original article 78 98 131 186 151 143 212 194

( 4 ) Short comm. 4 7 14 7 16 8 9 18

( 5 ) Case report 5 2 2 3 3 8 6 5

( 6 ) Field report 2 0 5 5 4 7 11 9

( 7 ) World report 0 0 0 0 0 0 0 0

( 8 ) Country report 1 1 1 1 0 6 6 2

( 9 ) Workshop report 0 0 1 0 0 0 0 0

(10) Research strategy 0 0 0 0 1 1 1 1

(11) Practical tool 0 0 0 0 0 0 0 0

(12) Technical report 0 0 0 1 0 0 0 0

(13) Letter to the Editor 1 1 2 1 1 1 1 1

合計 109 127 176 223 186 186 265 245

 
 
表 3-4 INDUSTRIAL HEALTH Vol.51(2013) における論文の種類別および号別の掲載数 

 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 総計

( 1 ) Editorial 1 1 1 1 1 1 6

( 2 ) Review article 2 0 1 0 1 0 4

( 3 ) Original article 11 8 9 9 8 6 51

( 4 ) Short comm. 1 1 1 0 1 2 6

( 5 ) Case report 0 1 0 0 0 0 1

( 6 ) Field report 0 0 2 0 0 0 2

( 7 ) World report 0 0 0 0 0 0 0

( 8 ) Country report 0 0 0 0 0 0 0

( 9 ) Workshop report 0 0 0 0 0 0 0

(10) Research strategy 0 0 0 0 0 0 0

(11) Practical tool 0 0 0 0 0 0 0

(12) Technical report 0 0 0 0 0 0 0

(13) Letter to the Editor 0 0 0 0 0 0 0

小計 15 11 14 10 11 9 70
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表 3-5  INDUSTRIAL HEALTH における論文の種類別の掲載数推移（2004～2013 年） 

Year 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

Volume 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51

Impact Factor 0.551  0.741 0.911 0.792 0.745 1.215 0.950  0.940 0.870 1.045

( 1 ) Editorial 0  0 1 6 6 6 6  6  6 6

( 2 ) Review article 12  20 17 14 7 10 3  2 4 4

( 3 ) Original article 37  54 62 69 56 55 83  68 37 51

( 4 ) Short comm. 4  4 9 12 9 7 4  8 6 6

( 5 ) Case report 3  3 2 4 1 2 1  3 0 1

( 6 ) Field report 2  5 5 5 3 7 8  9 5 2

( 7 ) World report 0  1 0 0 0 0 0  0 0 0

( 8 ) Country report 0  0 1 0 0 2 1  1 10 0

( 9 ) Workshop report 0  0 0 0 1 0 0  0 0 0

(10) Research strategy 0  0 0 0 0 0 0  1 1 0

(11) Practical tool 1  0 0 0 0 0 0  0 0 0

(12) Technical report 0  0 0 0 0 1 0  0 1 0

(13) Letter to the Editor 0  0 0 0 0 4 0  0 1 0

小計 59  87 97 110 83 94 106  98 71 70

 
 
表 3-6 INDUSTRIAL HEALTH Vol.51(2013) における筆頭著者の所属地域ごとにみた論文掲載状況 

 全論文 通常号論文 特集号論文 

 数 ％ 数 ％ 数 ％ 

( 1 ) 欧州 15 21.4 10 20.0 5 25.0 

( 2 ) 北米 9 12.9 5 10.0 4 20.0 

( 3 ) 南米 2 2.9 1 2.0 1 5.0 

( 4 ) 中近東 1 1.4 1 2.0 0 0.0 

( 5 ) アジア 18 25.7 15 30.0 3 15.0 

( 6 ) オセアニア 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

( 7 ) アフリカ 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

( 8 ) 国内・所内 1 1.4 1 2.0 0 0.0 

( 9 ) 国内・所外 24 34.3 17 34.0 7 35.0 

合計 70 100.0 50 100.0 20 100.0 
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3． 若手研究者等の育成 

1) 大学との連携 
 
表 3-7 連携大学院制度に基づく協定先一覧 

協定先 ［協定締結日］ 客員教授等の氏名 

国立大学法人長岡技術

科学大学［H16.9.15］ 

連携教授 
専門職大学院(非常勤講師「産業システム」「国際規格と安全技術」「安全

認証と安全診断」)：梅崎 重夫 

連携准教授 
専門職大学院(非常勤講師「産業システム」「国際規格と安全技術」） 

：池田 博康 

日本大学［H16.12.8］ 客員教授 理工学部：梅崎 重夫 

北里大学［H18.10.1］ 
客員教授 大学院医療系研究科：宮川 宗之, 甲田 茂樹 

客員准教授 大学院医療系研究科：原谷 隆史, 三浦 伸彦, 高橋 正也, 王 瑞生 

東京電機大学大学院

［H24.5.1］ 

客員教授 工学研究科：本田 尚, 佐々木 哲也, 山際 謙太 

客員准教授 工学研究科：山口 篤志 

 

表 3-8 非常勤講師等の実績（連携大学院制度によるものを除く） 

 名 称 (講義・実習) 担当研究員

1) 長岡技術科学大学「国際規格と安全技術」 芳司 俊郎

2) 長岡技術科学大学「インターンシップ」 梅崎 重夫

池田 博康

芳司 俊郎

清水 尚憲

3) 東京工芸大学（非常勤講師, 環境安全工学） 水谷 高彰

4) 東京電機大学（非常勤講師, 設備安全工学） 山口 篤志

5) 東京農工大・大学院（システム基礎解析講座特別講義Ⅰ） 齋藤  剛

6) 明治大学（非常勤講師, 情報科学科 安全学概論） 濱島 京子

7) 明治大学（講義実施, 情報科学科 安全学概論）2回 梅崎 重夫

8) 明治大学（講義実施, 情報科学科 安全学概論）2回 池田 博康

9) 明治大学（講義実施, 情報科学科 安全学概論）2回 齋藤  剛

10) 東京医科大学（客員講師, 衛生学・公衆衛生学教室） 原谷 隆史

11) 神奈川大学(非常勤講師, 脳科学の基礎) 井澤 修平

12) 北里大学（非常勤講師, 分析化学Ⅰ） 菅野誠一郎

13) 北里大学（非常勤講師, 労働衛生工学） 小嶋  純

14) 順天堂大学（非常勤講師, 医学部） 原谷 隆史

15) 順天堂大学（非常勤講師, 医学部医学科公衆衛生学） 澤田 晋一

16) 順天堂大学（講義, 医学部公衆衛生学) ヴィージェ・

モーセン

17) 順天堂大学医学部衛生学講義(職場の物理因子の健康影響) 澤田 晋一

18) 東邦大学（非常勤講師, 医学部医学科） 原谷 隆史

19) 東海大学（非常勤講師, 大学院健康科学研究科） 原谷 隆史

20) 東京大学（非常勤講師, 大学院医学系研究科精神保健学） 土屋 政雄

21) 東京大学・医学部（精神疾病論） 高橋 正也

22) 東京大学（非常勤講師, 医学部医学科公衆衛生学） 澤田 晋一

23) 三重大学大学院医学系研究科(非常勤講師, 公衆衛生・産業医学分野) 高橋 正也

24) 山口大学 (非常勤講師, 大学院医学系研究科) 高橋 幸雄

25) 広尾看護専門学校(非常勤講師, 公衆衛生と健康支援) 上野  哲

26) 名古屋市立大学・医学部（社会医学実習） 岩切 一幸
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 名 称 (講義・実習) 担当研究員

27) 長崎大学（非常勤講師, 医学部医学科公衆衛生学） 澤田 晋一

28) 長崎大学医学部大学院セミナー講義(わが国の職業性熱中症予防対策に関する行政施策の動向と

その科学的根拠－第12次労働災害防止計画を視野に入れて－) 

澤田 晋一

 

2) 若手研究者等の受入れ 
 
表 3-9 大学等からの実習生・研修生の受入と指導実績 

研究テーマ 実習生の数（所属機関） 担当研究員

1) クメンヒドロペルオキシドの低温での熱的特性の調査 1名 三井化学株式会社 佐藤 嘉彦

2) 動索の経年損傷評価 1名 東京電機大学 本田  尚

3) 双極性防爆構造除電器の開発 1名 春日電機株式会社 崔  光石

4) 静電気特性等の測定方法 1名 三菱樹脂株式会社 山隈 瑞樹

5) 静電気特性等の測定方法 1名 三菱樹脂インフラテ

ック株式会社 

山隈 瑞樹

6) 粉体の除電技術、静電気放電による着火防止技術の習得 1名 春日電機株式会社 崔  光石

7) ＲＦＩＤを利用した安全装置の開発 1名 日本大学 清水 尚憲

梅崎 重夫

8) ワイヤロープ素線に対するフレッティング疲労試験方法の検討 1名 東京電機大学 佐々木哲也

9) 車両系建設機械の転倒，転落防止に関する研究 1名 東京都市大学 堀  智仁

玉手  聡

10) トンネル建設工事における労働災害の各種発生要因および安全対策

に関する検討 

2名 日本大学 吉川 直孝

11) 爆発ガス捕集実験 3名 名古屋大学大学院 大塚 輝人

12) 微量可燃性液体における濃度勾配を有した可燃性蒸気の爆発挙動 1名 横浜国立大学 大塚 輝人

13) 水素混合燃料の爆発特性評価と防減災装置の性能評価 1名 名古屋大学 大塚 輝人

14) ブラシ－沿面放電モードの遷移条件の導出と着火防止への応用 2名 工学院大学 大澤  敦

15) 粒子の弾塑性変形と破砕に着目した多孔質粒状体の強度変形特性と

地盤調査法の提案 

1名 日本大学 吉川 直孝

16) 斜面下における落石防止壁基礎の耐衝撃性に関する研究 1名 東京都市大学大学院 伊藤 和也

17) 風荷重に対する墜落防護工法の安全技術に関する研究 1名 ものつくり大学 高橋 弘樹

18) 法面からの墜落災害防止のための親綱固定方法に関する研究 1名 東京都市大学 伊藤 和也

19) 粉体の最小着火エネルギーにパージ用窒素濃度が及ぼす影響 1名 韓国建国大学校 崔  光石

20) 貯槽での爆発や火災となる原因物質についての危険性データの収集 1名 芝浦工業大学大学院 水谷 高彰

21) 貯槽での爆発や火災となる原因物質についての危険性データの収集 1名 芝浦工業大学 水谷 高彰

22) 足場等の円筒形部材の風による振動現象 1名 東京理科大学大学院 大幢 勝利

23) 足場等の円筒形部材の風による振動現象 1名 東京理科大学 大幢 勝利

24) 新素材ワイヤーロープの疲労強度 1名 東京電機大学 山際 謙太

25) 専門用語の出現頻度による理解度への影響 1名 早稲田大学 高橋 明子

26) 衛生学・公衆衛生学実習「労働生理学・心理学」 10名 順天堂大学医学部 原谷 隆史

27) 衛生学学外実習「暑熱・寒冷環境の人体影響」 10名 順天堂大学医学部 澤田 晋一

28) 公衆衛生学学外実習「作業温熱条件の労働生理学的評価方法」 8名 東京大学医学部 澤田 晋一

29) 医学部・基礎ゼミナール 6名 順天堂大学医学部 澤田 晋一
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3) 行政・労働安全衛生機関等への支援 
表 3-10 行政・労働安全衛生機関等への支援実績 

 名称 担当研究員

1) 厚生労働省委託事業・テクノヒル株式会社 「化学物質のリスク評価に係るリスクコミニュケーション」にお

ける基調講演「リスク評価の結果について」 

宮川 宗之

2) 環境省環境調査研修所 平成25年度第1回石綿位相差顕微鏡法研修 中村 憲司

3) 環境省環境調査研修所 平成25年度第2回石綿位相差顕微鏡法研修 中村 憲司

4) 環境省環境調査研修所 平成25年度第3回石綿位相差顕微鏡法研修 中村 憲司

5) 茨城県生活環境部 平成25年度茨城県高圧ガス保安推進セミナー 島田 行恭

6) 東京労働局 食品機械の労働災害防止対策 梅崎 重夫

7) 東京労働局 労働安全衛生規則の一部を改正する省令(食品加工用機械関係)に関する説明会「改正労

働安全衛生規則に対応した食品加工用機械の製造・使用等について」 

梅崎 重夫

8) 東京労働局 労働安全衛生規則の一部を改正する省令(食品加工用機械関係)に関する説明会「改正労

働安全衛生規則に対応した食品加工用機械の製造・使用等について」 

梅崎 重夫

9) 冨山労働局 平成25年度労働基準監督官・厚生労働技官技術研修「災害調査から見えること」 芳司 俊郎

10) 長野労働局 平成25年度安全衛生技術研修「食品加工用機械の災害防止対策」 梅崎 重夫

11) 三田労働基準監督協会 平成25年度全国安全週間説明会における特別講演「ロールボックスパレット

起因災害の特徴と対策～小売店舗でよく見る荷役機器を安全に使うために～」 

大西 明宏

12) 埼玉産業保健推進センター 産業保健セミナー「わが国の職業性熱中症予防対策に関する行政施策の

動向とその科学的根拠」 

澤田 晋一

13) 埼玉産業保健推進センター 産業保健セミナー「欧米の職業性熱中症対策のガイドラインの現状と課

題」 

澤田 晋一

14) 埼玉産業保健推進センター 産業保健セミナー「寒冷作業の健康問題と予防対策の進め方(1)」 澤田 晋一

15) 埼玉産業保健推進センター 産業保健セミナー「寒冷作業の健康問題と予防対策の進め方(2)」 澤田 晋一

16) 中央労働災害防止協会 化学物質リスクアセスメント専門研修(爆発・火災防止コース)「独立防御階層に

基づく安全設計」「化学プラントのリスクアセスメント」 

島田 行恭

17) 中央労働災害防止協会 化学物質リスクアセスメント専門研修(爆発・火災防止コース)「静電気着火のリ

スク低減策」 

山隈 瑞樹

18) 中央労働災害防止協会 平成25年度静電気安全対策コース「静電気演習,質疑応答」 山隈 瑞樹

19) 中央労働災害防止協会 平成25年度静電気安全対策コース「静電気災害・障害の実例と対策」 崔  光石

20) 中央労働災害防止協会 衛生管理の基礎講座シリーズVI 黒谷 一郎

21) 中央労働災害防止協会 海外進出OSH情報交流会  福澤 義行

22) 中央労働災害防止協会 心とからだの健康づくり指導者等のための実務向上研修「Cコース：働く人のメ

ンタルヘルス維持・生活習慣病予防に必要な睡眠・睡眠障害の知識」, 広島 

高橋 正也

23) 中央労働災害防止協会 心とからだの健康づくり指導者等のための実務向上研修「Cコース：働く人のメ

ンタルヘルス維持・生活習慣病予防に必要な睡眠・睡眠障害の知識」, 仙台 

高橋 正也

24) 中央労働災害防止協会 心とからだの健康づくり指導者等のための実務向上研修「Cコース：働く人のメ

ンタルヘルス維持・生活習慣病予防に必要な睡眠・睡眠障害の知識」, 大阪 

高橋 正也

25) 中央労働災害防止協会 心とからだの健康づくり指導者等のための実務向上研修「Cコース：働く人のメ

ンタルヘルス維持・生活習慣病予防に必要な睡眠・睡眠障害の知識」, 東京 

高橋 正也

26) 中央労働災害防止協会 平成25年度第1回事業場内メンタルヘルス推進担当者養成研修「心身医学・

精神医学の基礎」 

倉林るみい

27) 中央労働災害防止協会 平成25年度第66回事業場内メンタルヘルス推進担当者養成研修 「心身医

学・精神医学の基礎」 

倉林るみい

28) 中央労働災害防止協会 平成25年度第1回事業場内メンタルヘルス推進担当者養成研修 「働く人のう

つ病と自殺予防への対応」 

倉林るみい

29) 中央労働災害防止協会 平成25年度第66回事業場内メンタルヘルス推進担当者養成研修 「働く人のう

つ病と自殺予防への対応」 

倉林るみい

30) 中央労働災害防止協会 食品加工用機械に関する改正安衛則に対応する研修会 梅崎 重夫

31) 中央労働災害防止協会 第７6回安全管理コース後期コース 「電気火災の防止」 冨田  一
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 名称 担当研究員

32) 中央労働災害防止協会 熱中症予防対策シンポジウム「熱中症対策製品、どう選び、どう使うか～有用

性に関する実験的考察～」 

澤田 晋一

33) 中央労働災害防止協会 平成25年度安全管理後期コース講師, 東京 豊澤 康男

34) 中央労働災害防止協会東京安全衛生教育センター 第3回石綿使用建築物解体等業務特別教育イン

ストラクターコース「健康管理(石綿の有害性と健康管理)」 

甲田 茂樹

35) 中央労働災害防止協会東京安全衛生教育センター 第400回衛生管理講座衛生工学衛生管理者コー

ス「労働生理に関する知識」「職業性疾病の管理に関する知識Ⅰ」 

甲田 茂樹

36) 中央労働災害防止協会東京安全衛生教育センター 第401回衛生管理講座衛生工学衛生管理者コー

ス「職業性疾病の管理に関する知識Ⅰ」 

甲田 茂樹

37) 中央労働災害防止協会東京安全衛生教育センター 平成25年度電気取扱作業特別教育インストラクタ

ーコース 

冨田  一

38) 建設業労働災害防止協会 足場の設置が困難な高所作業での墜落防止対策に関する研修会 日野 泰道

39) 建設業労働災害防止協会 足場の設置が困難な高所作業での墜落防止対策に関する研修会  大幢 勝利

40) 建設業労働災害防止協会 足場の設置が困難な高所作業での墜落防止対策に関する研修会, 愛知 日野 泰道

41) 建設業労働災害防止協会 足場の設置が困難な高所作業での墜落防止対策に関する研修会, 宮城 大幢 勝利

42) 建設業労働災害防止協会 足場の設置が困難な高所作業での墜落防止対策に関する研修会, 高松 日野 泰道

43) 建設業労働災害防止協会 足場の設置が困難な高所作業での墜落防止対策に関する研修会, 札幌 日野 泰道

44) 建設業労働災害防止協会 足場の設置が困難な高所作業での墜落防止対策に関する研修会, 大阪 大幢 勝利

45) 建設業労働災害防止協会 足場の設置が困難な高所作業での墜落防止対策に関する研修会, 福岡 大幢 勝利

46) 建設業労働災害防止協会 第12回建設業等における熱中症予防指導員研修講師養成講座講演 澤田 晋一

47) 建設業労働災害防止協会 第13回建設業等における熱中症予防指導員研修講師養成講座講演 澤田 晋一

48) 建設業労働災害防止協会 第14回建設業等における熱中症予防指導員研修講師養成講座講演 澤田 晋一

49) 建設業労働災害防止協会 第15回建設業等における熱中症予防指導員研修講師養成講座講演 澤田 晋一

50) 建設業労働災害防止協会東京支部 建設業労務安全トップセミナー「職場のメンタルヘルス うつ状態

を中心に」 

倉林るみい

51) 港湾貨物運送事業労働災害防止協会東京支部・三田労働基準監督署 平成25年度全国安全週間並び

に港湾労働安全強調機関説明会「港湾作業に置ける危険予知等」 

芳司 俊郎

52) 独立行政法人労働政策研究・研修機構 第62回東京労働大学講座総合講座「メンタルヘルス」 原谷 隆史

53) 独立行政法人労働政策研究・研修機構労働大学校 労働衛生専門官研修「研究内容・実験室の説明」 三木 圭一

54) 独立行政法人労働政策研究・研修機構労働大学校 安全衛生(前期)専門研修「爆発火災の防止対策」 八島 正明

55) 独立行政法人労働政策研究・研修機構労働大学校 安全衛生専門研修「機械安全技術とフェールセー

フ」 

梅崎 重夫

56) 独立行政法人労働政策研究・研修機構労働大学校 産業安全専門官研修「食品機械の労働災害防止

対策」 

梅崎 重夫

57) 独立行政法人労働政策研究・研修機構労働大学校 産業安全専門官研修「社会福祉施設における腰

痛予防の取組」 

岩切 一幸

58) 独立行政法人労働政策研究・研修機構労働大学校 新任労働基準監督官研修「産業用ロボット」(6月1

日) 

池田 博康

59) 独立行政法人労働政策研究・研修機構労働大学校 新任労働基準監督官研修「産業用ロボット」(6月5

日) 

池田 博康

60) 独立行政法人労働政策研究・研修機構労働大学校 労働衛生専門官研修「職場の熱中症予防対策の 

最近の話題」 

澤田 晋一

61) 独立行政法人労働政策研究・研修機構労働大学校 労働衛生専門官研修「労働環境における一酸化

炭素中毒」 

小嶋  純

62) 独立行政法人労働政策研究・研修機構労働大学校 安全衛生研修(後期)「振動障害の予防」 柴田 延幸

63) 公益財団法人労働科学研究所特別セミナー講師 論文の書き方 入門編 「執筆計画の例」 大西 明宏

64) 一般財団法人全国建設研修センター 平成25年度研修「若手建設技術者のための施工技術の基礎 安

全衛生管理－１」 

大幢 勝利

65) 一般財団法人全国建設研修センター 平成25年度研修 「建設工事の安全施工」 大幢 勝利
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 名称 担当研究員

66) 一般財団法人全国建設研修センター 平成25年度研修 仮設工 「災害事例に学ぶ仮設工の安全, - 土

留め崩壊・仮設工倒壊等の発生原因と対策 -」 

豊澤 康男

67) 一般財団法人大阪科学技術センター技術開発委員会 平成25年度第4回カーボンナノ材料研究会「カ

ーボンナノ材料を安全に取り扱うために」 

小野真理子

68) 公益社団法人日本作業環境測定協会 認定オキュペイショナルハイジニスト養成講座コース4「騒音,超

音波のリスク管理」 

高橋 幸雄

69) 公益社団法人日本作業環境測定協会 認定オキュペイショナルハイジニスト養成講座コース4「振動リス

ク管理」 

柴田 延幸

70) 公益社団法人日本作業環境測定協会 認定オキュペイショナルハイジニスト養成講座コース9「人間工

学」 

澤田 晋一

71) 公益社団法人産業安全技術協会 「可燃性ガス・蒸気・粉じんの爆発安全」 崔  光石

72) 公益社団法人産業安全技術協会 安全技術講習会「可燃性ガス・蒸気・粉じんの爆発安全(可燃性ガス・

引火性液体及び粉体による爆発防止の基礎)」 

水谷 高彰

73) 公益社団法人神奈川労務安全衛生協会厚木支部 平成25年度 労働衛生研修会「労働者の睡眠と疲労

回復－過労リスクとその対策」 

久保 智英

74) 一般社団法人日本ボイラ協会 リスクアセスメント講習会 芳司 俊郎

75) 一般社団法人日本高圧力技術協会 講演会「ISO12100等の動向」 梅崎 重夫

76) 一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会神奈川支部 「重篤な労働災害を防止するために」 梅崎 重夫

77) 一般社団法人富山県建設業協会 労働安全を中心とした講習会「頻発災害の防止とヒューマンエラー

対策」 

高木 元也

78) 一般社団法人兵庫県医師会 産業医研修会講演「ブルーライト」 奥野  勉

79) 一般社団法人岡山県労働基準協会 第3回山陽三県共催安全衛生管理講習「安全技術のこんな話あん

な話」, 岡山 

芳司 俊郎

80) 一般社団法人岡山県労働基準協会 第3回山陽三県共催安全衛生管理講習「安全技術のこんな話あん

な話」, 広島 

芳司 俊郎

81) 一般社団法人岡山県労働基準協会 第3回山陽三県共催安全衛生管理講習「安全技術のこんな話あん

な話」, 山口 

芳司 俊郎

82) 一般社団法人仮設工業会 厚生労働大臣が定める計画作成参画者研修「仮設構造物に関する知識」, 

東京 

大幢 勝利

83) 一般社団法人仮設工業会 厚生労働大臣が定める計画作成参画者研修「仮設構造物に関する知識」, 

神奈川 

大幢 勝利

84) 一般社団法人仮設工業会 厚生労働大臣が定める計画作成参画者研修「仮設構造物に関する知識」, 

福岡 

大幢 勝利

85) 一般社団法人仮設工業会 厚生労働大臣が定める計画作成参画者研修「労働災害の事例及び防止対

策」, 静岡 

玉手  聡

86) 一般社団法人仮設工業会 厚生労働大臣が定める計画作成参画者研修「労働災害の事例及び防止対

策」, 福岡 

玉手  聡

87) 一般社団法人仮設工業会 厚生労働大臣が定める計画作成参画者研修「労働災害の事例及び防止対

策」, 札幌 

玉手  聡

88) 一般社団法人日本磁気共鳴医学会 基礎講座「MRの安全性」 山口さち子

89) 一般社団法人日本磁気共鳴医学会 第17回安全性講演会「生物学的影響」 山口さち子

90) 一般社団法人日本磁気共鳴医学会 第18回安全性講演会「生物学的影響」 山口さち子

91) 特定非営利活動法人安全工学会 第35回安全工学セミナー「プラント安全設計」 島田 行恭

92) 特定非営利活動法人安全工学会 第35回安全工学セミナー「静電気危険性」 山隈 瑞樹

93) 安全技術応用研究会 機械災害防止対策等 芳司 俊郎

94) 高圧ガス保安協会 丙種化学検定講習 大塚 輝人

95) 高圧ガス保安協会 神奈川県一般ガス・冷凍試験事務所乙種化学検定講習 大塚 輝人

96) 高圧ガス保安協会 神奈川県一般ガス・冷凍試験事務所丙種化学検定講習 大塚 輝人

97) 高圧ガス保安協会 乙種化学検定講習学識及び保安管理技術 大塚 輝人

98) 四国地区電力需用者協会 平成25年度電機関係災障害防止対策講習会「静電気による爆発・火災の現

状と災害事例の解説」 

山隈 瑞樹
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 名称 担当研究員

99) 新座・地域ケアの集い 第38回新座・地域ケアの集い「腰痛予防対策、できていますか」 外山みどり

100) 清瀬消防署 危険物取扱者実務講習会「静電気安全の基礎」 大澤  敦

101) 全国安全週間実施要領説明会 芳司 俊郎

102) 東京ガス都市開発株式会社 安全講演会「建設工事・ビルメンテナンスのリスクアセスメントについて」 豊澤 康男

103) 東京ガス都市開発株式会社 安全講演会「建設工事等の発注者責任について」他 大幢 勝利

104) 平成25年度日本橋梁株式会社 工事安全衛生協力会勉強会「補修工事での安全等最近の工事安全の

動向」 

大幢 勝利

105) みんなの環境エネルギーフェスタ2014実行委員会 みんなの環境エネルギーフェスタ2014「建設現場

における「現実的な」熱中症対策と現状」 

澤田 晋一

106) ＤＩＣ株式会社 安全の日「プロセス安全管理とリスクアセスメント」 島田 行恭

107) 株式会社カネカ 専任安全技術者研修  島田 行恭

108) 株式会社カネカ 専任安全技術者研修  梅崎 重夫

109) 株式会社技術情報協会 平成26年2月講習会 島田 行恭

 
4) 海外協力 
 
表 3-11 海外協力実績 

名称 (内容) 受入人数

1) 墜落災害の防止と防護に関する国際会議， JNIOSH TOUR 20名

2) ベトナム国立労働保護研究所, 研究システムのマネジメントについての情報交換 4名

3) タイ労働省, 労働安全衛生に関連した新組織の今後の運営のための情報収集 14名
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4． 研究協力 

表 3-12 研究協力協定の締結状況（～平成25年度） 

 
協定先 国 協定締結 平成25年度の主な活動 

米国国立労働安全衛生

研究所(NIOSH) 

米国 2001年(平成13年)6月 ・研究協力協定を更新した。(平成25年10月) 

・墜落災害の防止と防護に関する国際会議International 

Conference on Fall Prevention and Protection 2013を共同開催

(平成25年10月23～25日、清瀬)し、「墜落災害の防止と防護に

関する国際会議」へのco-sponsorship (後援)を行った。「墜落災

害の防止と防護に関するワークショップ」においてHongwei 

Hsiao, Ph.D.Chief, Protective Technology Branch氏が特別講演

とパネルディスカッションに参加した。 

・US NIOSH-JNIOSH 合同講演会Occupational health topics for 

the risk assessment of CNT and CNF(平成25年10月30日、名古

屋会議センター)を開催した。 

・US NIOSH講演会「カーボンナノチューブのリスクアセスメントそ

の現在と未来」(平成25年11月1日、登戸)を開催した。 

国立釜慶大学 

 

韓国 2001年(平成13年)8月 液体の着火性、可燃性粉体の自然発火について釜慶大学の崔

教授と情報交換を行った(平成25年9月3日, 10月15日)。 

・シンガポールで開催された国際産業安全衛生シンポジウム

(APSS2013)に、豊澤安全研究領域長他8名が参加した。そこ

で、労働災害の発生状況に関する情報交換および共同研究の

可能性に関する意見交換を行った(平成25年10月17日, 18日)。

英国安全衛生研究所

(HSL) 

英国 2001年(平成13年)11月 ・特になし。 

韓国産業安全衛生公団

労働安全衛生研究院

(OSHRI) 

韓国 2001年(平成13年)11月 ・日本で開催された墜落災害の防止と防護に関するワークショッ

プに、労働安全衛生研究院の申安全工学室長他１名が参加し

た。そこで、韓国における労働災害の発生状況に関する特別

講演、情報交換などを行った(平成25年10月14日, 15日)。 

・感電災害の防止に関する研究に労働安全衛生研究院の崔相

源氏の協力をいただいた。その結果をまとめ、労働安全衛生研

究誌で発表した(崔相源, 崔光石, 三浦, 崇, 韓国における感

電災害防止の現状, 労働安全衛生研究, Vol.6, No.2(2013), 

pp.77-81)。 

スウェーデン国立労働生

活研究所(NIWL) 

スウ

ェー

デン 

2002年(平成14年)1月 ・特になし。 

国立ソウル科学技術大学 

(旧国立ソウル産業大学) 

韓国 2002年(平成14年)9月 ・電気安全およびボイラの防爆に関してソウル科学技術大学の

鄭教授と情報交換を行った(平成25年6月2日,3日)． 

・可燃性粉体の着火性に関する研究にソウル科学技術大学の鄭

教授の実験協力を受けた。その結果をまとめ、特別研究報告誌

に発表した(山隈瑞樹、文圴太、崔光石、鄭載喜(2013)、可燃性

粉じん・空気混合気の最小着火エネルギー測定における放電

回路条件の影響, SRR-No.43, pp.31-38) 

中国海洋大学 中国 2003年(平成15年)9月 ・連名で投稿していた原著論文が国際論文誌に掲載された。 

ラフボロー大学 英国 2006年(平成18年)11月 ・人体の伝達関数を計算する上での信号解析方法について、複

数の解析方法による誤差評価を共同で行った。 
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協定先 国 協定締結 平成25年度の主な活動 

国立忠北大学 

 

韓国 2008年(平成20年)3月 ・シンガポールで開催された国際産業安全衛生シンポジウム

(APSS2013)に、豊澤安全研究領域長他8名が参加した。そこ

で、労働災害の発生状況に関する情報交換および共同研究の

可能性に関する意見交換を行った(平成25年10月17日, 18日) 

マウントサイナイ医科大学 米国 2008年(平成20年)7月 ・特になし。 

カナダローベル・ソウべ

労働安全衛生研究所

(IRSST) 

カナ

ダ 

2009年(平成21年)2月 ・INDUSTRIAL HEALTH誌の特集号(Climate Change and 

Occupational Heat problems, Vol.51, No.1, 2013)にIRSSTの研

究グループから2編の原著論文が投稿掲載された。 

コネチカット大学 米国 2009年(平成21年)8月 ・特になし。 
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